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序章　現代中国の社会変革過程と労働者のモチペーション
第1節本研究に取り組む発端になった問題意識
（1）問題意識
　1989年中国に勃発した天安門学生事件は収束した。1992年に郵小平の南巡講話を受け、
中国は市場経済化政策を導入し、それまでの閉鎖的な社会から外国製品、外国文化が中国
国内に受け入れられるようになった。当時、特に日本製の商品はデザイン、品質とも良く
評判であった。第2次世界大戦に敗戦した日本は1945年以降の短い期間に戦後の復興に取
り組み、目覚しい経済発展を遂げて先進国に変貌していた。そこで日本に行き、自分の目
で大戦後の廃嘘のなかから復興した日本の社会を確認し、その復興成長の要因を勉強した
いと考え1995年に来日した。
　来日後、道を尋ねる時、買い物の時など、日本人が親切でやさしく接してくれたことは
今でも記憶に鮮明に残っている。当初住んでいた町のアパートの近くに小さな商店があり、
買い物をした商品を自分でレジ係りに持って行き精算してもらう。店の人は有難うござい
ましたと心から感謝の意を表してくれる。便利で楽しい一時であった。その商店は狭い店
内のスペースを最大限に利用し、店内の全ての空間が商品で埋め尽くされていた。一方、
大型スーパーマーケットには、商品が豊富で、店員は礼儀正しく常に笑顔で接してくれた。
明らかに中国の商店とは異なり、日本が経済的に発展を成し遂げた先進国、民主的な社会
といわれることを強く感じた。
　そしてこの国で経済について勉強しなければならないと考え、幸い大学に入学し、経済
学部において経済学、経営学、産業心理学などを学び、4年間の学部生活を過ごすことがで
きた。
　その後、人的資源管理論の分野に関心を持つに至ったのは、高千穂大学大学院経営学研
究科修士課程に入学してからである。修士課程において指導教授であった梶原豊教授（現
同大学名誉教授）から、日本企業の人的資源管理の分野に関してさまざまな視野からの講
義があり、また、梶原教授は中国人事部人事人材科学研究所（現中国人事部人事科学研究
院）の客員研究員として交流もあり、中国企業の人的資源管理の現状に関する分析、そし
て日本企業、中国企業の人的資源管理活動に関する比較、アメリカ、ヨーロッパ（特にド
イツ）の人的資源管理研究の動向、企業の取り組み事例の研究を行う授業がいつも新鮮で
楽しく、この分野に興味を持つようになったが、研究をする契機になった。
　1995年に来日した時期は中国が市場経済政策導入直後であったが、中国経済の成長は著
しく、社会全体が変わろうとしていた時代であり、日本との交流もさまざまな領域で行わ
れるようになっていた。
　2002年に梶原教授より中国人事部人事科学院との交流に参加する機会を頂き、国際学術
研究交流の場において、中国企業の人的資源管理改革の現状に触れることになり、その時
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の体験をベースにして修士論文「中国国有企業における昇進管理に関する研究」を執筆し
た。修士論文作成後、中国企業の昇進制度と労働者のモチベーションとの関係についての
分析の必要性を感じ、さらに研究をすすめたいという気持ちを強くし、博士後期課程に進
学することを決めた。しかし、梶原教授が高千穂大学を退職されることになったが、幸い
に明治大学大学院政治経済学研究科博士後期課程において木谷光宏教授の指導のもとで研
究をする機会を与えられた。そして、博士後期課程の一年目、木谷教授の指導により「中
国企業の人的資源管理制度と労働者のモチベーションに関する研究」とすることを決めた。
　本研究の執筆にあたっては、梶原教授より日本、中国、ドイッ、アメリカなどの人的資
源管理、労働経済学、労働社会学等の分野に関してのさまざまな視点からのご指導を頂い
た。また教授との意見交換の機会を持たせて頂き、本論文を執筆するうえでの骨格をつく
ることができた。
　幸い指導教授である木谷教授からは、産業心理学と人的資源管理論との統合に関する方
法論を学ばせて頂き、鍾家新教授からは、明治大学大学院政治学研究論集に掲載する論文
執筆の過程において、中国社会と研究テーマ等に関して、幅広く、また種々の指導を受け、
特に、本研究の内容については報告の機会を持たせて頂き、極めて有益なご指導を頂いた。
森下正教授には論文全体の構成等についてのご指導を頂いた。
（2）　日中人的資源管理学術研究交流
　日中人的資源管理学術研究は、中国において開催された国際公務員制度研究シンポジウ
ムを契機にして、梶原教授を中心とする高千穂大学アジア研究交流センターと中国人事部
のシンクタンクである人事・人材科学研究所（現人事科学研究院）との共同研究からスタ
ートした。
　1994年に高千穂大学アジア研究交流センターと人事・人材科学研究所は研究プロジェク
トとして、「日中公務員制度及び人的資源開発に関する共同研究」を行った。中国は1993
年に「国家公務員暫行条例」（2006年1月1日より「中華人民共和国公務員法」）を施行し
たが、中国は公務員制度の制定にあたって、1990年代の初頭より梶原教授等との交流を重
ねて制定に至った経緯がある。現代中国の公務員制度は日本の公務員制度、運用等の経験、
資料を参考に制定したといえる。
　明治大学大学院研究論集第21号の筆者の論文「中国における公務員制度と人事制度改革
に関する一考察」は、梶原教授が収集した資料等をもとに作成した論文である。
　その他に、日中人的資源管理学術研究プロジェクトにおいて、「経済・経営の国際化と人
的資源開発に関する研究」「中高年齢者の能力開発と活用に関する研究」などのシンポジウ
ムが開催された。これらのシンポジウムは、日本と中国との経済社会発展段階の差異、政
治体制、経済社会構造上の性格を異にするという側面を有していたが、日中両国が直面す
る重要な課題であり、特に近代化に取り組む中国にとって、日本側から提供された資料は、
中国の人的資源管理制度の見直しの参考になり、貴重な資料となったと思われる。
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　また、2002年に明治大学が北京大学と北京においてシンポジュウムを開催した際に参加
する機会があり、百瀬恵夫教授、伊藤正昭教授の地域産業、中小企業に関する報告、北京
大学光華管理学院張国有教授の中国郷鎮企業に関する報告は、日中両国の差異、共通点を
学び機会となり、本研究において中国の郷鎮企業を客観的に分析するにあたっての視点に
なった。
　市場経済化政策導入後の中国は、グローバリゼーションの進展に対応しての改革を進め、
日本、アメリカ、ドイツ等の先進諸国の動向に着目し、各国の先進企業等の経営手法を学
習している状況にある。例えば、人事部人事・人材科学研究所の「海外人力資源管理及び
開発最新態勢報告（2001年）」は4つの領域に分類されており、①海外人的資源の現状と
動向についての総括、②アメリカの人的資源管理の特徴及び現状、③ヨーロッパの主要国
の人的資源管理の特徴及び現状、④日本の人事管理及び人材開発に関する現状と課題等々
と、先進諸国の人的資源管理制度の整理研究がなされている。
　そして、筆者が参加した第4回日中人的資源開発国際シンポジウム（2002年10月25日
～29日北京華都ホテル）の研究課題は「現代企業における賃金管理と地方人事行政」であ
った。また、2003年11月2日に高千穂大学において開催された「日中産業構造の変化と
人的資源のあり方」を研究課題とする日中人的資源開発共同研究会にも参加する機会があ
った。
　上記のシンポジュウム、共同研究は2001年の中国のWTO加盟、中国政府の公布した
「2002年一2005年度全国人的資源建設綱要」等を受け、中国側からWO加盟後の人事行
政改革への取り組み、人的資源の確保・開発に関する研究報告、そして、日中企業の賃金
制度に関する比較研究が行われた。
　そこで、人事部人事・人材科学研究所所長（王通訊元所長）が日本における「人材」に
関する議論を提起したことは印象深いものがあった。なぜなら、改革・開放政策導入後、
市場経済化政策の導入、グローバリゼーションの進展等によって、中国における人材に関
する定義の見直しが求められたからである。現代中国には国内の日系企業、アメリカ系企
業等の活動、その他の外資系企業の経営手法、人事制度等を積極的に学習し、国際社会、
特に先進諸国に近づこうとする政府の取り組みもみられる。それと同時に、中国企業は労
働者のモチベーションに関する人事制度の整備、及び人材（労働力）の確保・育成を緊急
の課題としている状況を知ることができた。
　筆者は、大学院での演習、国際学術研究交流に参加したことによって各国の人的資源管
理に関する動向を学び、中国における政府レベルの人的資源管理制度の整備と、企業レベ
ルにおける制度の整備、運用等に関しての現状分析と取り組むべき課題を明確にする必要
性を感じた。’具体的には日本企業のモチベーション管理に関する人事制度、取り組みを研
究し、そのなかから有効な制度、施策等を如何に中国企業に取り入れるか、活用できるか
等に関する研究をしたいという意識を抱くようになった。
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第2節　研究過程において直面した問題と対応
（1）資料・情報の収集
　1990年以降、中国経済の発展は著しいものがあり、特にWTO加盟後、中国の経済社会
は急速に発展している。政府は経済社会の変化に対応して新しい情報、資料を収集し、そ
の公開に取り組んでいる。したがって、以前より資料、情報は量、質ともに向上している
と思われるが、しかし、個別企業の経営管理、人事制度に関する情報、資料は未だに少な
く、中国の企業情報、経営管理、そして人事制度実施の現状を把握することは必ずしも容
易ではない。
　そこで研究者、企業等の人事担当者等に対して、政府系シンクタンクによる全国の企業
の経営管理の現状、人事制度の実施状況等に関する調査を定期的、系統的に実施し、それ
らの情報、資料が公開される必要があると思われる。中国の産業、企業がグローバリゼー
ション等の推移に対応して活動するためには、国内の先進企業などの人事制度、あるいは
ベンチャーマーキングとなり得る経験を押し広げるためにも、政府系シンクタンクの積極
的な取り組みと情報の開示が期待される。
（2）文献・データの分析
　国有企業の企業改革及び人的資源管理活動について、筆者は現代中国を改革・開放政策
導入前と、改革・開放政策導入後の2つの時期に分けて、国有企業を中心に経営、人事管
理に関する制度、管理活動などを整理し、人的資源管理活動がどのように行われていたの
か、以下の先行研究・史料の整理、分析により、中国企業における人的資源管理の現状と
課題を明らかにする。
①中国企業の人的資源管理の現状
　　本研究論文を執筆するにあたっての調査資料の存在の確認、資料の入手が困難であっ
　た。ただし、国有企業19社、民営企業17社、三資企業9社を対象に実施した調査によ
　り、人的資源管理制度の改革が、調査対象企業の中では国有企業が最も改革が遅れてい
　た（趙2001）状況が把握できた点は有益であった。
②中国労働者の意識調査
　意識調査研究は主に社会学等の分野において実施されており、次の様な研究がなされて
いた。
　1988年12月に広州重型機械工場を調査し、従業員の転職意識要因の分析がなされ、転
職要因として帰属意識の低さが最も大きな要因であり、次いで賃金・福利厚生等の満足度
が関係していた（丘1992）。
　1988年に実施した調査に基づき、調査対象を若年層、中年層、老年層に分類した上で、
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職業観や金銭観など、世代間の意識が分析されている（千石・丁1992）。
　1990年に上海の国有企業従業員を対象とした意識調査が実施されており、そこでは管理
者は労働者に比較して、仕事自体への興味や責任感、仕事への意欲、帰属意識などが高い
ことを導いている（原口1995）。
　1993年に北京で実施された調査では、教育水準が高い人ほど成就・自己実現に対しての
比重が高いこと、幹部が労働者に比べて職務満足度が高いことを分析している（漏1995）。
　1992年に大連市で実施された調査では、社会への貢献などの伝統的な価値観が崩れてい
ることが指摘されている（塚本1996）。
　1995年に大連、北京、温州、深別の7企業を対象にして実施された調査では、従業員の
価値意識は、マクロの政策転換、地域の経済格差、企業の経営状態の差の3レベルにおい
て、意識変化の不均一性を指摘している（奈良大学比較社会変動研究会・斉藤1996）。
　1991～1993年にかけて天津の7企業、1997年に武漢の4企業を対象に実施された調査
は、天津企業の管理者は労働者に比較し、コミットメントが高く技術知識も豊かであり、
市場経済に対しての理解が深いことなどを導出している。また、武漢企業との比較研究で
は、地域の経済発展の進展度、個人をとりまく意識環境が、より大きな規定要因になって
いることを指摘している（清川2003）。
　以上の各研究は本研究論文において活用する。
（3）国際比較の難しさ
　現代中国は毛沢東の指導の下で、社会主義体制の確立、計画経済の基盤をつくりあげた。
1978年に改革・開放政策が導入され、郵小平の指導の下で、新たな一歩を踏み出し、1980
年代から1990年代の初頭にかけて、「商品経済」から「社会主義市場経済体制」へと更な
る改革が推進された。そして、2000年代の段階においても、依然として社会主義体制の下
で経済改革が行われている。経済に関しては、資本主義社会と同様のシステムを取り入れ
てはいるが、中国特有の政治体制、社会制度によって、日本やアメリカなどの諸国とは異
なる状況がみられる。しかも、同じ儒教文化圏に属する日本との比較においても、政治体
制、社会制度、社会風土等の違いは明確であり、単純に比較することはできない。
　本研究において国際比較の検討を試みたが、以上の状況と実態調査（第9章参照）の状
況から日本、その他の諸国の尺度で中国との比較を行うことは困難であることに気づかさ
れた。
　また、本研究における調査分析等において用いたハーズバーグモデルは、1959年にハー
ズバーグ（Herzberg，F．）が米国においては200人の会計士を対象にした調査研究であり、
ハーズバーグモデルに関する研究は1960年代から1970年代にかけて、アメリカ、日本を
中心に行われていたが、同モデルを支持する（研究結果）あるいは支持しない研究結果が
数多く発表された。本研究においては、ハーズバーグモデルをもとに実態調査を行ったが、
ハーズバーグモデルは中国企業に適用するかどうか、その妥当性に関する分析を行うこと
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はできなかった。しかし、ハーズバーグモデルは当然のことではあるが、時代、社会制度
等の違いによって、必ずしも中国の事情には当てはまらない点が多々あることは言うまで
もない。今後の研究調査を行うにあたっては、調査方法、サンプルなどを考慮し、現地の
状況に適合する調査研究の方法を用いるように努めなければならないと考える。
（4）実態調査
　実態調査は、2005年10～11月にかけて、中国人事部人事科学研究院及び中国船舶燃料
有限責任公司人的資源管理部の協力のもとで実施することができた。調査実施前の2004年
から2005年までの間に、梶原教授から人事部人事科学研究院に調査協力の依頼をして頂き、
人事部人事科学研究院の協力が得られた。2005年10月より11月にかけて北京での企業調
査を実施し、調査データの整理をした。
　調査票の作成にあたっては、2005年の初めから人事部人事科学研究院と数回にわたり意
見交換をし、人事部人事科学研究院の意見、それに基づき、中国の状況に適合するように
努めた。また調査を行った際には、人事部人事科学研究院等のアドバイスを受け、調査企
業の状況に適合するように調査項目を修正した。その結果、調査項目は出来るだけ調査企
業に合うように取りまとめたが、しかし、中国の企業等においては、調査に対する拒否反
応があるために、解答者に対する配慮、平易な質問項目、解答のしやすさを考慮した調査
票を設計することになった。
　本調査によって、労働者の考え、意識を把握することができたが、また人事制度・施策
に関する情報から企業の取り組みを明らかにすることができた。さらに、従業員の面接調
査を行うことができたならば、意識調査で把握した労働者の考え、意識、及び企業の人事
制度・施策に対する評価を正確に捉えることができたと思われるが、今回は実施できなか
った。
　以上の状況から、今後は調査項目作成上の工夫、面接調査の実施等を研究課題にしたい
と思う。
第3節モチベーション研究の視点
　　（1）本研究におけるモチベーション研究の視点
。　　本研究「現代中国における市場経済化の過程と労働者のモチベーションに関する研究」
　は、民族（漢民族）としての長い歴史と文化を持つ中国が近世になって直面したイギリス
　との阿片戦争（1840年）、その後のイギリス、アメリカ、ロシア、フランス、ドイツ等の国々
　の中国国内での帝国主義的な活動、日本との戦争、国民党と共産党との対立等々の国内の
　混乱を経て、毛沢東が統一した現代中国建国以降の社会変革に焦点をあて、第2次産業、
　第3次産業として組織化された企業等の雇用の場に導入された制度、施策に対応した労働
　者のモチベーションに関する研究である。
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　したがって、本研究テーマであるモチベーション研究の視点はモチベーションと巨視的
概念としての社会風土との関連においての分析、研究である。
　井尻はモチベーション行動に対するアプローチとして、心理学からのアプローチと組織
論からのアプローチの2つの立場を指摘している1）。
　そこでは、組織メンバーは「彼らの要求を充足するために協働システムとしての組織に
参加していると解せられる。したがって、未だ満たされない要求を持っている組織メンバ
ーは、協働システムとしての組織の共通目的の達成を志向して合目的的な行動である対処
行動をとる関係にあるということができる。この対処行動を積極的に動機づける点にモチ
ベーションの問題を見出すことができる」（対処行動とパーソナル）としている2）。そして、
協働システムとしての組織が存続成長していくためには、種々の要求をもっている個々人
の行動が、合目的的な組織行動にどのようなメカニズムによって高められるのかを明らか
にしなければならないとして、Simon，　HA．（Administrative　Behavior）の研究をふまえ
て、組織メンバーの行動の合理性高揚メカニズムを整理している（対処行動の合理性の高
揚）3）。
　人間の行動に関する研究として、Maslowの要求理論（need　theory）、本研究調査におい
ても援用したHerzbergの2要因論（two・factor　theory）、　At㎞son，　J．W、　Vroom，　V．H．
らの期待選好理論（expectation・preference　theory）等々の心理学の領域からの研究を概観
し4）、また、Taylor、　FayolがKoontz＝0’donel等に至る伝統的組織論、　Lawrence，　D．R．
＝・　Lorsch，　J．W．、　Cyert，　R．M．＝March，　J．G．等の組織と人間行動に関する研究からモチベ
ーションを整理している5）。
　以上の先行研究をふまえて井尻は「体系的な行動理論の構築を志向して、風土概念に概
念用具の有効性を見出す」として、風土及び組織風土の概念を整理し、モチベーションに
対して「人の行動の質にまで立ち入って分析する」モチベーション研究を主張している。
　筆者は井尻の主張する風土に着目して、現代中国の労働者のモチベーションを分析、研
究をすすめるが、筆者は井尻の風土の概念よりも若干幅広く風土を捉えている。
　すなわち、井尻は組織システムに影響を与えている客観的な組織環境として「技術、組
織構造、社会構造、リーダーシップ、意思決定過程、メンバーの要求」等をあげているが6）、
筆者は組織環境を社会風土と規定し、そこには歴史・文化、人々の生活慣行（行動様式）、
政治体制、社会構造、組織構造、社会の安定度等々が含まれると考える。
　しかし、人の心理的なメカニズムによって客観的な環境が濾過され、その結果もたらさ
れるという知覚された組織環境（組織風土）によって喚起されるモチベーション（達成、
親和、権力、攻撃、恐怖）、行動（活動、相互作用、感情）、組織の成果（生産性、満足、
革新、適応性、評判）等々7）に関する井尻の整理は首肯できる主張である。
（2）現代中国の労働者とモチベーション
本研究において筆者は、社会風土の側面から、本研究論文の第1部において、社会主義
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思想に基づく統一中国の建設、改革・開放政策と中国経済、市場経済化と国有企業の民営
化、市場経済の拡大と民営企業の現代化、市場経済の推進と労働市場等々についての研究
分析をおこなう。ここでの分析では、中国の市場経済化という視点とともに、中国が市場
経済化を実現する過程において、中国企業が現代企業制度を構築することが重要であり、
またそれがそこで働く労働者の価値観、意識等の変化を促す要因としての重要性をも指摘
する。
　第ll部は、知覚された組織環境、行動、組織の成果等の側面から中国の市場経済化の過
程における企業及びそこで労働に従事する労働者に焦点をあて、ハーズバーグモデルに準
拠した意識調査の分析を行う。すなわち、ハーズバーグモデルが中国企業の労働者のモチ
ベーション要因として適合するか否かの検証と、さらに、中国の個別経営体である企業の
人事施策と労働者との対応過程の分析を通じて、中国企業における人的資源管理活動と労
働者のモチベーションに関する因果関係の解明を試み、中国企業の現状、事例研究を通じ
て中国企業における人的資源管理のあり方、今後の方向性を検討する。
　現代中国の労働者には、伝統的中国社会（後述）における生活様式を維持しつつ、その
後の政治体制の変革、労働の場の変化、経営体の構造、導入された人事労務管理制度等々
の影響を受けて労働に従事している世代と、大学等を卒業後に自己の意志によって職業の
選択が可能になった世代、そして情報社会の進展、グローバリゼーションの進展する社会
で労働の場に参入した若い世代等々が混在し、激しい社会、変動の中で労働生活を送って
いる人たちといえる。
　したがって、労働の場での労働者のモチベーションは単純に人事労務管理制度、人的資
源管理制度、施策等に対する対応の度合いとして測定、評価し得ぬ側面がある。
　筆者はこの状況をふまえて現代中国の労働者のモチベーションに関する分析、研究をす
すめる考えである（図参照）。
第4節　現代中国の社会風土と労働者のモチベーションに影響を与えている要因
（1）歴史・文化
　有史以前からの長い歴史を積み重ね、文化を蓄積して国家としての骨格を形成した中国
には、その長い歴史と文化が民族の誇りの背景にあり、数々の出来事を体験した民族の歴
史が「伝統的中国社会の特質」に浸透しているともいえる（後述）。
　すなわち、広大な国土、多くの民族を国家の一員として一体化させるためには過去から
現在に至るまで様々な施策を導入する必要があった。例えば、官尊民卑の風潮を増長した
「科挙」の制度は現代中国におけるエリートを極端に高く評価する社会風土を形成してい
る一端として残存しており、たとえ組織構造を改革しても、その風土的側面に変化が生ま
れ得ない状況がある。また、関係主義といわれる風土的側面は、中国社会の歴史、文化と
密接に関わっており、それを改善することは極めて困難だと思われる。そして1949年混乱
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した中国を社会主義思想により統一した毛沢東、文化大革命、天安門事件等々を体験しそ
の後の改革・開放政策の導入、市場経済化の推進等を経た21世紀初頭の段階においても、
中国は歴史・文化の強い影響力を維持している社会であり、この歴史・文化は当然のこと
として現代の労働の場にも反映しており、労働者のモチベーションにも種々の影響を与え
ていると思われる。
　　　　　　　　　　　　図　現代中国の労働の場とモチベーション
社　会　主　義　体　制
計　画　経　済 改革・開放政策（市場経済化）・情報化・グローバリゼーションの進展
?
政治体制
社
生活慣行　　　　　　　　　（組織風土）???????
歴史・文化
s　　式
労働の場 労働者のモチベーション
i動機づけ要因・衛生要因）
???
社会の安定
国営企業 国有企業 国有企業・独資企業・郷鎮企業、外資系企業、有限会社、株式会社等
統一分配制度 職業選択の自由
伝統的中国社会の慣行・行動様式
出所：2007年4月筆者作成。
（2）伝統的中国社会の特質
　客観的な組織環境に位置づけられる社会構造に関しては、外国人による客観的な分析が
有益な視点になるケースが少なくない。
　例えば、中国に関して、伝統的中国社会の特質を「非常に強靭な血縁関係を母体とした
分立封鎖的な社会で、その統制は、家父長ないし家父長的長老の専制下に維持されてきた。
そうしてこの特質は、家族から、家族の拡大された宗教、ひいては村落の構造を規定した
ばかりでなく、その強い紐帯は都市社会のなかにまではいり込み、都市における同郷同業
団体（常（ギルド）、会館）の基礎を成し、その陰騎は秘密結社のような社会集団にも濃厚
に投射されてきた8）」と捉える見解がある。この見解は極めて客観的で、かつ妥当な見解と
いえるが、中国人から中国社会を捉えた見解としては次のような見解がある。
　「差序格局（自己を中心として形成する人間関係の意味）において、中国の社会関係は
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一人ひとりが狭い社会関係から広い社会へと押し出された私人関係（ネットワーク）が増
加し、社会範囲は一人ひとりの私人関係によって構成された人的ネットワークである。し
たがって、中国社会の所有する社会道徳がその私人関係において存在する意義がある9》」と
いう中国社会に対する見解は、現代の中国社会、労働の場を考えるにあたっても重要な指
摘といえる。
　ここで指摘される伝統的中国社会の特質は現代中国においても日常生活に広く、根強く
息づいており、中国人の生活全般、労働の場にも種々の影響を与えていると考えられ、労
働者のモチベーションを考えるうえからも伝統的中国社会の特質が現代中国社会にも存在
していることを受けとめておくべきといえる（図参照）。
（3）政治体制
　1949年に毛沢東はマルクス主義に基づく毛沢東思想により現代中国を統一したが、その
思想、制度等々は現代中国にも多くの影響を与えている。　　　　　　　　　　　　　一
　毛沢東思想は、農民革命、阿片戦争以降の反帝国主義闘争、学習による意識革命等が特
徴とされておりlo》、マルキシズム、共産党主義を中国化した思想であり、それを実践して
現代中国は建国されたといえる。
　しかし、共産主義体制を政治体制の根幹に据えた現代中国は、生産手段の社会的所有、
国民経済の計画性をもった発展、搾取及び階級的・民族的・人種的抑圧の廃止、生産の目
的が社会のたえずふえていく物質的欲望と文化的欲望とを最大限にみたすこと、この目的
を達成する手段がより高度の技術に基づいて、生産をたえず増進させ改善するという理念、
方針の徹底を図った11）。
　建国当初は、新民主主義の人民経済を発展させて、農業国を工業国に改革することを国
家の基本任務とし、官僚資本の没収、土地改革、私的資本主義商工業の保護等が主な社会
改革であった。第1次5ヵ年計画（1953年～1957年）では重工業優先の旧ソビエト型の
計画経済等が推進され、現代中国は社会主義体制を整備したといえる（第1章参照）。
　その後、文化大革命運動、改革・開放政策の導入により、経済体制は計画経済から社会
主義市場経済へ転換し、経済活動の側面では成功したといえる。そして、21世紀初頭の中
国は市場経済化の進展による経済格差の発生、多元化する人々の価値観に対応し得る政治
体制を模索する過程にある。
　毛沢東思想の影響を受け、国家の方針により労働生活に入り、その後に市場経済化にと
もなう変革に遭遇した労働者は恐らく種々の意識、価値観を持っているであろうが、その
意識、価値観が現代の労働の場において個々の労働者のモチベーションに与えている影響
は大きいと思われる。
（4）組織構造
中国の政治体制から企業組織に組み込まれる共産党委員会が、公式組織の運営にどの程
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度の影響を与えているかは明らかではないが、それに加えて中国社会の特質とされる関係
主義による非公式グループの公式組織内での存在は、さまざまな形で労働者の意識、価値
観、モチベーションに影響を与えていると思われる。しかし、この領域に対しての調査研
究、分析は容易な作業ではないため先行研究は存在せず、本研究においても解明できなか
った。
（5）国有企業の経営改革
　国有企業改革は、1980年に経営自主権の拡大、経営権と所有権の分離により、経営管理
体制を再構築し、経営管理体制を大きく変化させた。かつての国有企業は行政の付属物と
して存在をしていたが、これらの改革によって、企業と国家の関係は見直され、企業の経
営自主権の拡大から経営権と所有権の分離にまで拡大した。さらに、1990年代以降、企業
における取締役会、監査役会、株主総会の設立によって、経営管理システムが大きく変化
することになった。本研究論文において「労働者代表大会」、「党委員会」、労働組合の「旧
三会」と取締役会、監査役会、株主総会の「新三会」の関係について明らかにする。
　公企業、私企業等の経営体に取締役会、株主総会等と党（共産党）委員会が並立してい
る組織は、恐らく中国以外の国には存在しないであろう。この党委員会が個別経営体にど
の程度の影響力を持っているかは明らかではないが、労働の場においての労働者の意志表
示、昇進、賃金査定等に影響があるとするならば、労働者のモチベーションには強い影響
力を持つ存在といえる。しかし、この解明は容易ではない。
（6）就業制度改革への対応
　1980年代以降、企業の人事制度改革とあいまって、高等教育機関卒業生の就業制度改革
が行われ、従前の国による労働力を職場に配置する「統一分配」制度が改められた。労働
者には職業選択の自由が認められ、個別企業主体の採用管理活動が行われることになった。
この制度改革によって、労働の場には統一分配制度によって労働に従事している世代と、
個々人の意志により労働の場に参入した世代とが混在することになった。
　ここでは世代間の意識、価値観の差異とともに、職業選択段階での問題意識、労働の場
での体験過程等が労働者のモチベーションに影響を与えていると思われる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　！（7）戸籍制度と労働者問題への対応
　本研究において、産業構造の変化にともない、都市労働者の構成が変化した状況を明ら
かにするとともに、また労働者を農村労働者、都市労働者とに分けて、それぞれの職業選
択行動、職業観についての分析を行う。農村と都市とを隔離する戸籍制度は、優秀な人材
を大都市に集中することを助長する一方、依然として労働力の移動、企業採用管理の障害
となっている現状があり、その問題点についての分析をする。
　本研究過程において実施したモチベーション調査は近代的な都市労働者を対象としたも
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のであるが、多くの農村出身労働者は建設業等の縁辺労働に従事しているケースが多く、
そのモチベーションは都市労働者とは同一ではないであろう。したがって、農村出身労働
者のモチベーション調査に関しては、都市労働者とは異なる視点からのアプローチをする
必要があると思われる。
（8）社会風土と経営体の緊張関係への対応
　中国社会での人間関係はしばしば「関係主義」と言われるが、それは個々人が属する家
族や出身地域によって強く規定され、関係によって構成される集団内部の凝集性が強く、
多くの資源を共有する分だけ外部に対する排除力及び無関心が強い状況を指している（前
述）。企業内のコミュニケーションをみると、仕事の領域は明確になってはいるが、部門と
部門の間、上級管理職と下級職員との間の情報伝達はあまりなされず、しばしば、個人あ
るいは限定されたセクションによって情報が占有されてしまうというコミュニケーション
様式がみられる。中国企業における新たな人事施策の導入、人的資源管理の運営にあたっ
て、企業風土改革の重要性があり、この課題への対応は今後の研究テーマでもある。
　そして、この社会風土と経営体との関係は労働者のモチベ・・…一ションとも密接に関わる領
域といえる。
（9）国有企業の企業改革及び人的資源管理活動
　現代中国を改革・開放政策前と、改革・開放政策後の2つの時期に分けて、国有企業を
中心に企業経営、人事管理に関する制度、管理活動などを整理し、人的資源管理活動がど
のように行われていたか、そして、中国企業における人的資源管理の現状と課題を明らか
にする。
①改革・開放政策以前の国有企業の人事管理の形成
　計画経済体制下の企業管理体制が確立する過程において、「一長制」という工場長指導
体制が導入された。毛沢東（1956）は、工場長単独責任制は党の指導を弱め、大衆路線
を否定するとし、「一長制」に代わり、企業内の党委員会の集団指導の下での工場長責任
制を導入した。
　同時期、国有企業の人事管理は高度な集中型管理体制の下で、「鉄の茶碗」「鉄の賃金」
　「鉄の椅子」と呼ばれた人事管理体制を確立し、「平等主義」管理が行われた（衰1990；
朱・常等1997）。
②改革・開放政策導入後の人的資源管理活動の変遷
　1978年から1984年の時期における人事制度上の見直しは、権限の拡大と物質的激励
に比重が置かれ、真の意味においての改革は行われなかった（呉1993）。
　国有企業の人事管理には伝統的な「官本位」思想の影響があり、必然的にその管理制
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度が行政的な色彩を帯びていたといえる（趙2001）。
　中国企業の人事管理は1990年代半ば以降、人的資源管理理念へと転換をした（刑・沈
2004）。
　人事管理及び人的資源管理の理念、方針の転換は、世代間に人事関連制度の変革体験
の差異を生じ、処遇条件の変革にともなう影響もあり、労働者のモチベーションには大
きな影響を与えていると思われる。
（10）社会の安定度
　中国には明や清の時代から海外に移住した多くの中国人が東南アジア諸地域を中心に、
アメリカ、その他の地域に広く華僑として生活を送っている。彼等多くの華僑はかって母
国中国との関係を絶っていたといわれるが、その要因には中国社会の混乱があったといえ
る。
　21世紀初頭における中国もさまざまな社会問題を生起させており、国家として解決を迫
られている問題は少なくない12）。
　20世紀末から21世紀にかけて、アメリカ、日本、その他に留学した若い世代の中には、
留学先の国の永住権、国籍を取得して中国に戻り、ビジネスをしている者がいるが、この
現象は中国社会の安定度と関わる部分があると思われる。
　一国の社会がグローバリズムの強力な影響を受けることなく、社会体制を整備する期間
を持ち、成熟社会となった日本、イギリス、ドイツ、フランス等々の国と移民を受け入れ
て成長しているアメリカ等と国内の体制を整備する期間（時間）を持つことなくグローバ
リゼーションの枠組みに組みこまれた中国とは、社会基盤等において異なる面が多々あり、
単純に比較することは容易ではない。
　Maslowの欲求段階説をふまえてモチベーションの段階を考えてみても、成熟社会には自
己実現欲求を求める階層の人が多く、キャリア形成、キャリア開発と連動したモチベーシ
ョン論13）も説得力を持つが、中国は人口に比較して一部の高学歴者、社会的地位の高い人
を除けば、未だに低次元の欲求充足を求める人が多数を占めているといえる。
　したがって、21世紀初頭の段階に中国人の顕著な行動として指摘されている拝金主義も
そのあらわれともいえる。
　日本の産業がモラール・サーベイ（morale　survey）を実施すると、第一次調査の段階に
おいては「賃金に対する不満」があげられることがあるが、第二次調査を行うと「評価」「評
価者」に対する不満があらわれるケースが多々あると言われている。日本の産業には評価
を自己の能力開発、キャリア開発、進路設計に活用するという姿勢がみられ、ここには先
のキャリア形成、キャリア開発に連動したモチベーション論が展開できる下地があるとい
える。
　中国の労働者の多くが自己実現欲求を求める段階に到達するためには、中国の社会が安
定度の高い社会へと成熟することが課題であり、目標になると考える。その側面から現代
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中国の労働者のモチベーションに関して分析する必要があると考える。
　以上、伝統的中国社会の特質、その他は現代中国の労働者の生活、モチベーションに種々
の影響を与えており、本研究論文においては、現代中国建国以降の政治経済体制の過程を
整理し（本研究論文第1部）、それをふまえての現代中国の労働者のモチベーション要因、
状況を明確にしたい（本研究論文第fi部）。
第4節　研究成果としての本研究論文の概要
（1）本研究及び研究論文
　本研究は、現代中国における労働者のモチベーションに関する研究であるが、労働者の
モチベーションは、その形成に密接に関わる社会風土、政治体制、労働の場における人事
施策に関わる処遇条件、経営風土、経営者のリーダーシップ等々を整理し、それをふまえ
てその国、社会あるいは個別経営体の労働者のモチベーションを分析する必要があると考
える（序章図現代中国の労働者の労働の場とモチベーション参照）。
　現代中国は建国以来の歴史は浅いが、中国社会の歴史は長く、その社会風土には他の国
には見られない特徴的状況が存在する。その風土を維持しつつ社会主義思想により国土が
統一され、国家を形成した中国には長い年月の過程で形成された文化、生活慣行が存続し
ており、それらが建国時の思想とともに、混在した状況の中で息づき、さらにグローバリ
ゼーションの進展する世界の一員に現代中国は組みこまれてしまったという複雑さが中国
社会には存在している。
　そこで本研究においては、現代中国の建国、そしてその後に取り組まれた市場経済化の
過程を通じて、社会の枠組みの変化、労働の場が変化した状況を整理し（第1部）、そのう
えで現代中国における労働者のモチベーションについての実証的研究（第H部）を行った。
　本研究論文は、第1部中国における市場経済化の過程と中国企業の対応、そして第∬部
中国企業における人的資源管理の変遷と労働者のモチベーションの2部から構成される。
（2）第1部中国における市場経済化の過程と中国企業の対応
①第1章社会主義思想に基づく統一中国の建設
　1949年現代中国が成立した。1950年中国は旧ソビエト連邦の援助を受ける一方、国民経
済の復興、個人農業、個人営業の手工業と商業、そして資本主義的商工業の社会主義的改
造等の一連の改革を通じて、社会主義経済体制の確立に至った経緯、及び経済構造の転換
を整理する。また、社会主義経済建設において、1966年から1976年までの文化大革命が
経済、社会に与えた影響等について触れるが、ここでは、現代中国建国後における計画経
済体制の確立、経済構造の特徴等を明らかにし、その過程における国有企業の生成・発展、
経営管理刷新の経緯を整理すると同時に、民主改革、生産改革を通じて、労働者・職員の
企業の主人公としての意識の醸成、及び社会主義的労働意欲の向上に関する政策を考察す
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る。
②第2章改革・開放政策と中国経済
　1978年の改革・開放政策導入から1992年の市場経済化政策導入までの改革・開放政策
導入後は、政治運動から経済建設へと政策転換がなされたことによって経済政策、経済構
造、産業構造は変化したが、これらの政策が農村部、都市部にもたらした変化を整理する
と同時に、改革・開放政策導入後の初期段階における国有企業改革への取り組みを明らか
にする。
　先ず、改革・開放政策の初期段階から市場経済体制政策導入までの過程を整理する。1978
年中国共産党第11期3中全会は、文化大革命の収束と国家方針を階級闘争から経済建設へ
と転換することを打ち出し、「経済改革・対外開放」政策の導入を決定した。その後、「調
整、改革、整頓、向上」の8字方針をもとに、国民経済の全面的調整が行われた。しかし、
1982年共産党第12期大会報告では、「計画経済を主とし、市場調節を従とする」理論は計
画経済を社会主義経済の本質的特徴とし、計画手段の基礎的役割を強調するものであり、
市場メカニズムは一部の補完的地位に限定するとした。
　1987年中国共産党第13期大会報告においては、「国が市場を調節し、市場が企業を誘導
する」政策を提起することになった。中国は経済体制改革の目標を模索していたが、この
時点において市場メカニズムを補完的手段と位置づけるという認識から、さらに視野を広
げ改革を推し進める決意を示し、市場メカニズムを如何に位置づけるかという模索段階に
入った。
　また、独立自主・自力更生に代表される対外経済政策の基本原則は、改革・開放政策の
導入にともなって、従来とは異なるものとなって展開するようになった。外国の援助、借
款、投資は積極的に活用する方向へと転換し、外国からの資本参加と技術移転を通して現
代化へのテンポを速めようとするものであった。
　さらに、農村改革に関しては、農村における農業生産請負制の導入、人民公社の解体な
どの改革によって、郷鎮企業、私的所有・私的経営を特徴とする農民の個人経営企業、共
同経営企業の急成長は、肇村に大きな変化をもたらし、中国農村はこれまでの自給自足経
済から市場経済化へと向うようになった。1984年に農村改革の経験を踏まえて、経済改革
の重点は農村から都市へと移行した。
　計画経済体制のもとでは、企業は独立性をもった経営体ではなく、行政の付属組織と化
しており、経済上独立した商品生産者・経営者として機能する活力を失っていた。都市部
における国有企業の改革は企業経営自主権の拡大、「拡権譲利」、「利改税」などの一連の改
革で進められ、計画経済体制の見直し、経営管理権限の一一一e一部が国から企業へ委譲されるよ
うになった。
　1987年以降、国有企業における経営請負制、リース経営責任制が導入されたことになり、
所有権と経営権の分離が図られたが、それは企業自らが経営、採算、発展に責任をもつ経
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営体に転換することが目的であった。同時に、経営請負制の実施は競争メカニズムを企業
内部に導入することになり、工場長責任制の実施、企業の内部組織、人事制度、雇用制度
の改革を促進する要因になった。ここでは国有企業に関する人事制度、雇用制度等々の一
連の改革を整理する。
③第3章市場経済化と国有企業の民営化
　1992年中国共産党第14回大会は「社会主義市場経済体制」の確立を政策目標として打
ち出し、改革の方向を明確にするとともに、市場経済への移行を目的とした経済改革を本
格化させた。ここでは、市場経済体制の確立政策目標が明確になって以降、現代企業制度
の構築において、国有企業の改革がいかに推進されたか、その現状と問題点にっいて触れ、
国有企業における民営化の過程を明らかにする。
　先ず、中国共産党第14回大会の社会主義市場経済体制確立の目標を受けて、1993年中
国共産党第14回3中全会は「社会主義市場経済体制建設の若干の問題に関する決定」を公
布したが、そこでは企業改革の目標として現代企業制度の確立が提起され、国有企業改革
の目標が現代企業制度の確立にあることが改めて確認された。「決定」によれば、公有制を
主体とする現代企業制度は社会主義市場経済体制の基礎であり、「産権清晰、権責明確、政
企分開、管理科学」によって特徴づけられるといえる。同年憲法改正によって、これまで
の国営企業は国有企業と呼称することになった。
　そこで1988年に施行された「中華人民共和国企業法」、1992年に公布された「全人民所
有制工業企業経営メカニズム転換条例」、さらに1994年に「中華人民共和国公司法」が施
行された経緯を整理する。これらの一連の政策の整備によって、企業の経営権を強化し、
企業経営のメカニズムの転換を促進することにより、国有企業は従来の行政機関としての
付属物から、自主経営体へと転換し、市場経済の要請に応える現代的企業制度を規範化さ
せ、権限・責任・利益を備えた企業として、あるいは経営体としての体制を整える過程に
ついて考察する。
　また、現代企業制度の確立が明確になったことにより、法人統治機構は国有企業の新し
い統治システム構築目標を明らかし、「公司治理結構」（コーポレート・ガバナンス）の構
築が推進されることになった。『ここで、国有企業改革が進むにともなって、様々な問題が
表面化しており、それらの問題点についても整理する。
　そして、国有企業改革にともなった社会保障制度の改革を概観し、従来の国有企業が社
会的役割を担っていた福利厚生制度の特徴を整理すると同時に、社会保障制度改革におい
て、社会保障制度を企業内の福利厚生から切り離し、国と企業、個人という三者がそれぞ
れ負担する制度へと転換しつつある現状と問題点を明らかにする。
④第4章市場経済の拡大と民営企業の現代化
　現代中国建国後、すべての企業は公有制であったが、改革・開放政策導入後、私営企業、
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個人経営企業、郷鎮企業（地方政府出資の郷鎮企業を除く）などの非公有制企業が生成、
発展した。先ず、民営企業の概念を整理すると同時に、民営企業の生成、発展、規模拡大
などの経緯を概観し、それらを私営企業、個人企業、郷鎮企業に分類し、その企業形態、
業種などについて分析する。さらに市場経済化の拡大が民営企業にもたらした変化、民営
企業の現代化の現状及び問題点について明らかにし、温州モデル（郷鎮企業）から民営企
業の将来を展望する。
　改革・開放政策導入後の1980年代から1992年にかけて、民営企業は生成・発展したが、
1992年の市場経済化政策導入によって目覚しい発展を遂げた。先ず、民営企業の工業生産
額、就業者数の推移、業種別などを整理すると同時に、個人企業、私営企業、郷鎮企業別
に企業の現状及び特徴などを明らかにする。
　1990年代以降国有企業、集団所有制企業、郷鎮企業などの株式化への制度改革が始まり、
特に2000年以降、郷鎮企業は急速に集団所有制から民営企業に経営形態を変えつつある。
企業形態の変化にともない、経営管理メカニズムの変化が生じている。ここでは企業の意
思決定に焦点をあて、その現状を明らかにしたと同時に、経営者層のキャリア、学歴など
をもとに経営者層の特徴について分析する。さらに、温州モデルを通じて民営企業の将来
を展望し、経営活動上の課題を明らかにする。
⑤第5章市場経済の推進と労働市場
　1985年以降の就業制度改革が高等教育政策の一環として行われるようになり、就業制度
改革によって、高等教育機関の卒業生に職業選択の自由が認められたことは、労働市場に
おいて労働者が自己の意志により職業選択やキャリア形成が可能になった事を意味する。
ここでは、労働市場の現状と課題を整理し、就業制度改革によって形成されつつある労働
市場の現状及び企業の対応を明らかにする。
　先ず、改革・開放政策導入前における就業制度の生成、特徴と改革・開放政策導入後の
就業制度改革への取り組みについて整理する。ここで就業制度改革により学生が「自主的
に」就職先を探して就職する「自主的な職業選択」制度に転換することが明確に示された
ことによって、高等教育機関の卒業生が労働市場において労働者が自己の意志により職業
選択が可能になったことを整理する。また大学内においては「校園招聰」と呼ばれる企業
説明会の活動が実施され、大学の新卒者と企業の求職・求人活動においての役割を明らか
にする。
　さらに就業制度改革等によって整備されつつある労働市場、人材市場の現状と問題点を
整理し、考察するが、ここで労働市場において必要とされる労働力の側面から、企業の対
応、雇用管理再編成のニーズを明確にし、導入が期待されるモチベーション管理の具体策
を検討する。
（3）第ll部中国企業における人的資源管理活動の変遷と労働者のモチベーション
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①第6章労働者のモチベーションと人的資源管理活動
　労働者のモチベーションに焦点をあてた研究及び人的資源管理活動における労働者のモ
チベーションを分析するに至った経緯を整理する。そして、産業構造の変化、労働力の確
保という側面から労働者のモチベーションと人的資源管理活動との関連について整理、分
析を試みる。
　18世紀のイギリスにおける産業革命はその後に多くの国において、労働及び労働者の管
理に関しての対応を考える契機になったが、当初は労働者の健康を考えての労働時間管理、
安全衛生管理等に関しての規則、制度に対する関心が中心であった。
　19世紀のアメリカは、イギリス、フランス等で開発された生産機械、手法を活用した効
率的な生産システム（American　System　of　Manufactures）を確立し、大量生産、大量販
売による産業を形成したが、それを管理するためのシステム、手法も開発した。その代表
的研究として、Taylor，　Eが体系化した科学的管理（Scientific　Management）がある。
　しかし、Taylorの思想及び科学的管理法は能率に比重を置いた手法であり、人間に対す
る思いやり等の感じられない思想、手法であった。Taylorの考えを実証することを主たる
目的として1924年～1932年にかけて、照明、作業の質・量が作業員の能率に与える影響、
作業条件と能率との関係等の仮説を追求するための実験がMayo，G．E．、　Roethlisberger，EJ．
らによって行われた（hawthorlle　experiments）。
　Taylorの科学的管理法、　Mayoらの実験後のアメリカにおいて、人の欲求、モチベーショ
ン等に関する関心が高まり、研究が活発に行われたが、その一連の過程においてアメリカ
での人事管理に関する研究、組織内の人間関係、モチベーション研究等が進展した経緯を
整理する。
　モチベーション管理に関しては実践的な研究の基礎となったHerzberg，　F．の主張が実際
の経営管理活動のあり方に多くの影響を与えたが、本研究論文においては人的資源管理活
動を展開するにあたって、労働者のモチベーション管理の重要性を指摘する。
　さらに産業構造の変化と労働力という側面から、産業構造の変化にともなう労働力の移
動、産業基盤、社会基盤を支える労働力の確保、産業の高度化等によってもたらされる労
働者意識の変化とモチベーション管理の状況を分析する。ここではかつて日本が経験した
産業発展の過程における人的資源開発への取り組みを通じて、中国及び中国企業が取り組
まねばならない課題、方向性を展望する。
②第7章中国企業の人的資源管理活動と企業の取り組み
　現代中国を大きく計画経済期と改革・開放政策導入後の2つの時期に分け、国有企業を
中心に計画経済期における人事制度確立の経緯を整理し、改革・開放政策導入後の国有企
業を中心とする人事制度改革への取り組み、人事管理から人的資源管理への変遷などにつ
いて考察する。特に、1990年代以降、市場経済化政策の導入、WTO加盟等によって、グ
ローバリゼーションの進展は急速であり、これら経営環境の推移に対応し得る中国企業の
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取り組むべき人的資源管理活動のあり方について検討する。
　計画経済期の中国は、社会主義体制の下での国有企業を中心とした人事管理制度編成へ
の取り組みがあり、「大釜の飯」「鉄の茶碗」（一生食いはぐれない雇用の保障）、「鉄の賃金」
（鉄のように保障された賃金）、「鉄の椅子」（鉄のように保障されたポスト）と呼ばれる人
事管理制度の特徴が形成された経緯を整理する。
　そして、国有企業に採用された労働者は学歴によって幹部と労働者に分けられ、幹部は
一度昇進すれば降格されることもなく、保障されたポストと呼ばれる幹部の終身制、「平等
主義」に基づく人事管理制度が労働者の働く意欲をなくし、労働者のモチベーションの欠
如をもたらした原因、労働契約制の実施、管理者・専門技術者の招聰制度の実施、競争シ
ステムの導入等々を整理し、人事管理が競争主義に基づく理念と方針へと転換する契機に
なった経緯を整理する。
　さらに、競争システムに基づく賃金制度の普及、能力開発機会の拡大に関する改革への
取り組み及び中国企業の人的資源管理活動の整備の過程を通じて人的資源管理活動におけ
る現状と問題点を明らかにする。
③第8章労働者の職業選択行動と職業観
　職業選択行動は、社会環境の変化、情報化の進展等の動向、学校教育の普及等と密接に
関わっており、職業観の形成もほぼ同様の要因があるといえる。ここでは、中国における
高等教育の普及、情報社会の進展、価値観の変化等について検討する。
　都市部では統一分配制度、雇用制度の改革、労働市場の確立などによって、労働者の職
業観、職業選択行動が変化している。ここでは改革・開放政策導入前後、労働者の職業観
の変化、職業選択行動を明らかにする。また、高等教育改革とあいまって改められた就業
制度の改革によって、労働者に職業選択の自由が認められたこと、都市化と職業選択行動
の拡大、都市部における高学歴化社会の形成などの要因が労働者の職業選択行動に影響を
与え、個々人が自身のキャリア形成に意識をする時代になったことを分析する。
④第9章中国企業の人的資源管理活動に対する労働者の評価とモチベーション要因
　　　　　　一モチベーション調査に基づく状況分析一
　中国船舶燃料有限責任公司における調査は、ハーズバーグモデル（Herzberg　model）に
準拠した意識調査票をもとに、労働者のモチベーション要因を明らかにし、また、調査企
業における人的資源管理制度・施策に対する従業員の評価と従業員のモチベーションにつ
いて分析する。
　北京交通大学における公開セミナー参加者を対象にした調査では、調査の場に個々の労
働者が所属する組織体の関係者がいない状況から、労働者が抱いているモチベーション要
因が客観的に分析できることを期待し、都市労働者のモチベーション要因の把握、都市労
働者の労働に対する姿勢を捉えることに努める。
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　また、先行研究において従業員の求心力の低下をもたらしている要因には、従業員の自
己意識の顕在化、管理者の管理能力の低さなどの企業内要因が存在しているという指摘が
あり、本調査において、モチベーション要因としてあげた「苦労して仕事をやり遂げると、
上司はその苦労をわかってくれるから」「能力の高い上司につかえているとき」「自分のア
イディア・意見が受け入れられたとき」等々に対する評価は、従業員が経営者、管理者に
職務遂行上の役割遂行を求め、経営管理活動の見直しのニーズとなっている点から、先行
研究と関連している結果が出たこと等々の分析をする。
　さらに、本調査結果から労働者の企業に対する人的資源管理活動の評価を分析し、モチ
ベーション要因となる人的資源管理活動の課題を明らかにする。
⑤おわりに現代中国における市場経済化と労働者のモチベーション
本研究テーマをさらに深め、今後の研究の取り組み等々を整理する。
（注）
1）井尻昭夫『モチベーション研究』日本評論社，1988年，209頁。
2）同上書，209頁。
3》同上書，211－213頁。
4）同上書，213－216頁。
5）同上書，216－219頁。
6）同上書，223頁。　　［
7）同上書，223頁。
8）①熊野正平「伝統的中国社会と清末以降の革新思想」現代アジア社会思想研究会編rアジ
　　ア社会の近代化と価値体系』島崎経済研究所，1966年，173頁。
　②園田茂人『中国人の心理と行動』日本放送出版協会，2001年。
　　園田は「面子一中国的尊大さの源泉一」「関係一強大な人間接着剤一」「人情一面子と
　　関係のバランサー」「関係主義社会としての中国一過去、現在、未来一」と、中国社会、
　　中国人についての客観的な記述を行っている。
9）費孝通「郷土中国」r民国叢書』第3編，上海書店，1991年，22－30頁。
10）現代アジア社会思想研究会編，前掲書，上別府親志「毛沢東思想の形成過程との特質」
　220－222頁。
11）豊田四郎編『マルクス経済学辞典』青木書店，1956年，52頁。
12）東一眞r中国の不思議な資本主義』中央公論新社，2007年。
　東は新聞社の特派員として北京に滞在した体験から、中国を分析している。
　その分析には、21世紀初頭において政治問題化している中国産の製品、食品、官僚の腐
　敗等々に関して鋭く指摘しており、現代中国の政治経済、社会問題を明確にしている。
13）例えば，金井壽広『働くみんなのモチベーション論』NTT出版株式会社，2006年，等
　の研究がある。
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第1部　中国市場経済化の過程と中国企業の対応
　第1章　社会主義思想に基づく統一中国の建設
第1節　社会主義経済体制の確立への取り組みと労働者に与えた影響
（1）国民経済復興
　1949年10月1日に成立した中華人民共和国が直面した経済課題は、国内の混乱、戦争
のために崩壊した国民経済の復興と官僚資本主義的及び封建地主的経済体制を社会主義体
制に改造することであった。経済状況、経済水準は当時のアメリカ、イギリス等々に比較
すると、非常に立ち遅れていた上に対外戦争と国内の混乱、戦争のため、国民経済は破壊
され、国民の生活は非常に貧しい状況にあった。
　現代中国成立後、中国共産党は新民主主義経済を確立するという綱領を打ち出したが、
その方針と施策は以下の通りであった。
　第1に、官僚資本を没収する。官僚資本を国家が没収して国営企業とする。社会主義体
制下の国営企業は国の経済命脈を掌握し、国民経済全体を指導する。第2に、土地改革に
よって封建的地主主導の生産関係を廃棄し、地主の土地は農民に分配する。第3に、民族
資本主義的な商工業は利用、調整、制限すること。民族資本主義的な商工業の積極性を利
用し、国民経済を発展させるために、中央政府は加工発注を通じて、私営企業の生産を維
持し、また、それらに価格と営業範囲関係では活動の余地を与える。一方、その活動範囲、
租税政策、市場価格、労働条件の面では資本主義的な商工業を制限し、特に、その投機活
動を制限する。第4に、個人経営の商業・手工業は保護すると同時にそれらを集団化の方
向へ導く。
　以上の方針と施策によって、1952年に中国は社会主義国営企業を主導とする経済形態を
形成した。すなわち、社会主義の国営企業、半社会主義的協同組合型企業、農民と手工業
者の個人企業、私的資本主義企業、国家資本主義企業の5つの経済形態が形成された1｝。
　また、経済混乱の状態の安定化に向けて、財政経済の統一管理方針を打ち出した。その
主な措置は以下の通りである。①全国財政収支の統一化一国家財政収支の主要部分は国庫
に一括納入され、国家の主要支出を集中的に管理する一②全国の物資供給の統一化一穀物
食料、綿布、工業機材などの重要物資は、分散状態から集中化をはかり、それによって政
府が、需給の調整、市場の掌握、投機取引、空取引資本の改革をおこなう一③全国現金管
理の統一化一各企業、機関、部隊に分散している現金を国家銀行が統一的に管理し、集中
的に使用し、市場の通貨流通量を減らし、国家が利用する資金を増加する一以上の3つの
政策を実施することによって、国家財政収支は急速に均衡化され、通貨膨張は収まり、金
融、物価が安定することになった2）。
　1952年の主要な生産物の生産量は、1949年より増加したばかりではなく、現代中国建国
前の最高生産量をも超えていた（表1－1－1参照）。その他に、中国政府は工業、農業、交
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通運輸業の回復に力を入れ、土地改革が実施されたことにより、農民と労働者の生産意欲
が向上する契機になった。1949年～1952年の3年間で中国政府は混乱した国民経済の復
興を果たしたといえる。
現代中国建国前後における主な生産物の生産量比較
銑鉄
万トン
1943年
180
　25
193
綿系
万トン
1933年
44．5
32．7
食糧
万トン
15000
11320
綿花
万トン
1936年
84．9
44．5
130．4
出所：中国社会科学院工業経済研究所・日本総合研究所『現代中国経済事
典』1982年，70頁。
（2）社会主義的改造
　現代中国成立後（1952年～1956年）、中央政府は非社会主義的生産関係を社会主義的生
産関係に改造し、社会主義経済体制実施の基盤を作り上げた。社会主義への改造は個人農
業の社会主義改造、個人経営の手工業と商業の社会主義改造及び資本主義商工業の社会主
義改造という3つの領域から構成されており、「三大改造」と言われた。
　第1の個人農業の社会主義改造については、農民の個人経営に対する政策として、第1
段階では「互相組」（3～5戸農民により互いに協力する組織）が組織された。すなわち、土
地、生産手段などは個人所有部分の農作物を集団労働するように推進したのである。これ
は労働力の結合による社会主義の萌芽段階といえる。第2段階の初級農業生産合作社（初
級的生産協力組合）は、各農家が土地の所有権を変えることなく土地を資本として「合作
社」に土地を提供し、合併された耕地で統一経営を行う。収穫したものは、各農家の労働
に応じて分配するほかに、それぞれ出資した土地に基づいて配当する。これらの取り組み
は半社会主義的なものとされる。第3段階は、土地及び畜馬、畜牛など主要な生産手段を
集団所有にし、労働成果はすべて労働に応じて分配することを原則とする。これは完全に
社会主義化した高度な農業生産合作社である。
　第2の個人経営の手工業者に対しても同様の方法で社会主義改造をおこなう。第一段階
では「供錆合作社」（「供錆」とは生産財、資本財の供給（供）と製品の販売（錆））の意味）
において、手工業者たちが原材料と資本財の調達及び製品の販売について協力する合作社
を組織する。すなわち、生産は依然として各経営者によって分散的に行うが、合作社原材
料の買い付けと製品の販売は国営商業の指導の下に組織的に行う。こうして手工業者は資
本主義商業への依存から脱皮し社会主義型商業に依存するようになり、半社会主義的な経
営体に転換した。第二段階は、個人手工業者は生産手段に集中し、集中生産、統一経営を
実施し、労働収入の分配も「労働に応じて分配する」原則を導入する。これらの取り組み
により社会主義体制による集団所有形態に移行し、1956年末には90％以上の個人経営手工
業者が生産合作社に加入し、手工業に対する社会主義的改造が完成した。
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　個人商業経営の社会主義的改造に関しては、国営卸売り商業による代理販売と「合作店」
を作り、そして、いくつかの個人経営の店は合併して集団所有の店になるという段階をへ
て実施された3）。
　第3の資本主義的商工業の社会主義型への改造は、利用・制限・改造する政策である。
国家は国家資本主義のいろいろな形を通じ、また徴税、価格、資本主義的商工業の活動範
囲、労働者の労働条件などの面でも、さまざまな措置を講じ、資本主義的商工業に国家の
指導を受け入れさせるとともに、それを次第に国家資本主義的商工業に転化させていった。
　私的資本主義的商工業に対する社会主義体制への改革は低いレベルから高いレベルに至
る一連の移行形態により導入された。初級形態の国家資本主義では、私営工業に対して国
家による委託加工、計画、発注、統一買い上げ・請負販売などの方法が実施された。私営
商業に関して、国営商業の身替わりとしての取次ぎ販売、代理販売の方法が実施された。
高級形態の国家資本主義では私営商工業に対する公私合営の経営が実施された。最初にそ
の利益は公的株式と個人株式によって分配する方法が取り入れられたが、その後、私的株
式に対しては年間5％の固定利息を支払うのみになった。これにより公私合営企業は利息を
私的株式に支払うほかは、殆んど国営企業と同様の社会主義経済体制の経営体に移行した。
1956年の工業総生産額の国営工業の占める比率は67．5％、公私合営工業は32．5％であり、
私的資本主義工業はほぼ消滅したといえる。卸売業では、国営商業と公私合営商業の比率
は97．2％を占めており、私営商業は僅か2．8％に過ぎなかった。小売業では、国営商業が
68．3％を占めており、公私合営商業と合作商業が27．5％、私営商業が4．2％に過ぎなかった
4》。
　社会主義体制への改造は1956年までの4年間で完成したものの、幾つかの間題があると
指摘されていた。例えば、個人農業の社会主義改造は本来15年間で完成する計画であった
が、実際にはその約3分の1の期間で完成させたためにヒズミが生じていた。そのために
前述の「三大改造」が完成してから生産関係を安定させるべきではあったが、その時代の
政府の方針のもとに新しい経済体制は社会主義化への変革を続けていたといえる。
（3）計画体制の確立と経済管理機構の設立
　前述のように、経済復興期において、国営企業は全ての面で社会主義的経済体制を確立
するための政策が優位を占め、これにその他の経済要素を付加した役割を発揮させるよう
に位置づけられた。その他に、個人農業、個人経営の手工業、商業経済、資本主義的商工
業の社会主義的形態への改造を通じて、国家計画を軌道に乗せ、計画経済体制を目標とす
る中国経済の基盤を確立した。
　中国共産党と中央政府が社会主義的計画経済によって大規模な経済建設を開始した目的
は、プロレタリア階級が指導し、労農同盟を基礎とする人民民主主義独裁のもとで、過渡
期の総路線を達成することであった。過渡期の総路線とは、現代中国の成立から社会主義
社会の建設が完了するまでを一つの過渡期とし、その間に中国の社会主義が工業化と農業、
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手工業及び資本主義的な商工業に対する社会主義的形態への改造を一歩一歩と成し遂げて
いく事を国家の基本任務とすることであった5）。そしてこの任務を達成するために中国共産
党は、「計画的に国民経済を発展させ、できるかぎり速やかに国の工業化を実現し、系統的
に順序をおって国民経済の技術的改造を行い、国が強大な現代的工業、現代的農業、現代
的交通運輸及び現代的国防力をたえず高めていくためには、重工業を優先させなければな
らない」6）という方針を決定した。ここには速やかな工業化を支えるために必要な経済体制
を確立するという強い願望があらわれている。
　計画経済を基本とする社会主義経済体制のもとで、経済体制に照応する行政機構が設け
られ、政府が計画を実施・指導するが、第1次5ヵ年計画は、旧ソビエト連邦の援助によ
る建設を主軸とし、鉱工業管理方式も旧ソビエト連邦の方式がそのまま取り入れられた。
　1958年1月に制定された「工業管理体制の改善に関する国務院の規定」では、中央集権
的管理を改めて省など地方の指導に任すことになり、特に軽工業関係の企業の大部分が地
方管理に移管されたが、大規模な鉱山、冶金、化学、電力、石油、精密機械、軍事工業な
どは中央直轄に据え置かれた。
　また、経済管理機構として、中国共産党の意思と人民政府の権限に基づいて国民経済の
発展計画を計画化するのは、国務院に所属する中央計画機関であり、計画経済は、この中
央計画機関の統一的計画と集中的指導によって成立していた。
　国家計画委員会は長期計画のみならず、年度計画を含むすべての計画策定づくりを担当
していたが、第1次5ヵ年計画の発展にともなって計画、管理が複雑かつ広範囲になり、
同委員会のみでは統一計画、集中指導が困難か、あるいは不完全なものになっていた。そ
こで、1956年の行政機構改革により、国家経済委員会が設置され、年度計画とそれに関連
する管理権が分割された。その結果、国家計画委員会は長期計画の立案作成を担当する機
関となり、党の過渡期の総路線を指針として、5ヵ年計画、農業発展要綱、科学技術12ヵ
年計画など国民経済発展計画に目標をあたえることを任務とする計画機関となった。
　国家計画委員会は各省、自治区、直轄市および中央各部が年度計画、5ヵ年および長期計
画構想を編成するのを指導し、それらの計画をまとめ、全国経済社会発展年度計画、5ヵ年
計画および長期計画構想（科学技術計画構想を含む）が策定された。
　国家経済計画委員会は経済社会発展年度計画の執行状況の監督と検査、農業、工業、基
本建設など各部門の年度経済活動のうち、協調をはかる必要のある事項および各部門の経
済体制改革活動を指導し、調整iする役割を担った。
第2節　経済構造の特徴と経済政策
（1）経済構造の特徴
①国営企業
中国政府は当初から「国営企業は全人民による所有制の社会主義経済体制下にあって、
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国民経済のリード的役割を担う経営体であり、国家が社会主義的改造を実現する物質的基
盤である」7）と規定した。よって中国政府は政権樹立と同時に、以下の方針と施策により経
済政策の中心を国営企業の優先的発展においた。
　官僚資本は国が没収して国有化をしたが、ここでの官僚資本とは、国民政府及び国民党
の高官ならびにそれら関係者と特殊な関係を結ぶことによって利権と利益を得ていた買弁
（外国商人が貿易の仲介人として雇った中国人）・封建的な国家独占資本主義の経済活動を
意味している。官僚資本は旧中国社会の半封建・半植民地的な特性からして、量的にも質
的にも極めて重要な地位を占めており、官僚資本が国の主要経済部門を直接に掌握してい
た。1948年の官僚資本は国民政府支配地区工業資本全体の3分の2を占めており、国民政
府資源委員会の掌握下にあった工業の生産量は、鉄鋼90％、石炭33％、電力67％、セメ
ント45％、石油100％、非鉄金属100％であった。このほか官僚資本は、大銀行、鉄道、
自動車道路、航空運輸、独占的商社の大半を手中にしていた8）。
　これらは解放戦争の進展とともに、しだいに接収されたが、現代中国が成立した1949年
当初の国家没収企業は2858社、その生産労働者は75万人余りに達し、その結果全国大型
工業の総生産額のうち、社会主義的国営企業の占める比重は41．3％に達した。したがって
国営企業の主要項目の生産量は、発電量58％、石炭68％、銑鉄92％、鉄鋼97％、セメン
ト68％、綿系49％の比率を占めるまでになった9）。また鉄道、近代的交通運輸業、銀行業、
国内商業、対外貿易などの全部もしくは大半が国営企業に編入され、人民政府は主要な中
国経済の活動を掌握することになった。
　また、国営企業は、かって中国国内にお上どこ活動していた外国資本が所有していたすべ
ての特権を剥奪したことによって経営活動を強化した10）。すなわち、人民政府は外国資本
の特権を廃止し、人民政府の法律にしたがうとの条件のもとに、外国資本家にとっては守
りきれないような新法令・条例を公布し、しだいに経営困難に誘導して、休業、半休業、
破産または譲渡に追い込み、引揚げを余儀なくさせた。したがって、外国資本によって経
営されていた企業は自発的に経営権を放棄し国営企業化され、国営企業として再編成され、
その後に国営企業は経営体を転換させることになったといえる。
②協同組合型企業
　国営企業に次いで重要な地位を占めたのは、協同組合（合作社）型企業すなわち労働者
による集団所有の企業であった。この協同組合型企業は、労働者による集団的所有制の社
会主義的経営体または労働者による部分的な集団的所有制の半社会主義的経営体という2
つの性質の経営体であった11）。前者は共同綱領によれば、「都市と農村では購販協同組合、
消費協同組合、信用協同組合、生産協同組合及び運輸協同組合を組織し、工場、機関、学
校ではまず消費組合を組織する」12）経営体にあたる。後者は労働者による部分的な集団的
所有制の半社会主義的経営体であり、1954年憲法によれば、「個人経営農民、個人経営手工
業者及びその他の個人経営の勤労者を組織して、勤労大衆による集団的所有制に導く過渡
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的な形態である」13）というのがそれに該当するといえる。政府はこの協同化政策を極めて
重要視し、その発展に非常な努力を傾注した。
③資本主義企業
　政府は、資本主義体制下の企業に対しては、2つの異なる政策をとった。第1は、官僚資
本企業に対しては一律没収という手段をもって国有化した。第2は、民族資本企業に対し
ては没収政策をとらず、これを利用し活動を制限しつつ改造するという段階的順序をおっ
て次第に社会主義化する方針をとった。
　中国の民族資本は歴史的に帝国主義国家の資本とその協力者であった封建主義的・買弁
主義的経営活動をしていた企業からたえず圧迫されていたため、自ら成長し発展するため
には、それらの勢力と戦う必要があったといえる。それ故に中国の民族資本は、反帝反封
建闘争に同情的であり、ある時期には自らこの闘争に参加することによって政策遂行を側
面から援護する役割を果たした。共産党指導下の革命においても、民族資本家層は非敵対
的存在であったため、政府は、社会主義国家を目指す際にこれを利用・制限・改造する政
策を採ることにした。具体的には国家資本主義への過渡的形態としていたが、1954年憲法
によれば、「国家は、国家の行政機関による管理、国営企業による指導及び労働者大衆によ
る監督を通じて国の経済、人民福祉にとって有益な資本主義的商工業の積極的な作用を利
用し、国の経済、人民の福祉にとって不利をもたらすその消極的な作用を制限し、それら
をさまざまな異なった形態の国家資本主義経済に転化するよう奨励、指導して、資本家的
所有制を次第に全人民的所有制に変えていく」14）という方針であった。
④農民と手工業者等の個人企業
　農民については、土地改革の実施・土地改革によって封建的地主主導の生産関係を破棄
し、地主の土地は農民に分配した。1952年8月までに土地改革は基本的に完成し、全国約
3億の農民が約4，600万ヘクタールの土地を獲得した。土地改革は、私有権を前提とする地
域的均等分配であった。それが実行された後は、農民の土地所有権及びその他の生産手段
の所有権は、国家の法律によって保護されることが保証された15）。
　以上のように、現代中国は外国資本、官僚資本の没収、接収、収用などによって、国家
は工業、商業、運輸、資源、金融、貿易及び国家建設に必要とする一部の土地を法律的に
国家所有とし、中国経済を強力な国家中心の経済体系を確立した。そして、政府は「経営
範囲、原料供給、販売市場、労働市場、技術設備、財政政策、金融政策などの面において、
国営企業、協同組合型企業、農民及び手工業者の個人経営企業、私的資本主義企業及び国
家資本主義企業を調整し、社会経済全体の発展を促すために、各種の社会経済的要素が国
営企業の指導のもとで分業・協業し、それらがそれぞれの役割を果たすようにする」16）こ
とができる全国的な経済統一体系を形成した。
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（2）経済構造の調整
　第1次5力年計画に引き続く1958年からの大躍進政策は、急速な計画経済化政策であっ
たため、無理に無理が重ねられ、農工業生産労働者の意欲は頓挫し、経済成長目標が高す
ぎたことから、1959年から1961年にかけての国民経済は厳しい状況に追い込まれ、農業、
軽工業生産高ともに低下をした。さらに、3年（1959～1961年）連続の大災害が、経済的
窮乏を一段と厳しいものにした。
　1g56年、中国共産党第8期代表大会第1回総会は、1958年から1962年までの国民経済
発展第2次5ヵ年計画を提案した。その提案によれば、第2次計画の中心任務は重工業を
優先的に発展させることであり、これは社会主義的工業化の主たる目標であった。なぜな
らば、重工業は国の強大な経済力と国防力とを打ち立てる基礎であり、また国民経済の技
術的改造を成し遂げる基礎であると認識していたからである。1962年の農工業総生産額は
1957年計画の75％増、同工業生産額は約100増、同農業総生産額を35％増に増やすこと
が目標となった17）。
　1958年共産党第8期代表大会第2回総会において、社会主義建設への総路線が打ち出さ
れた。総路線では「鼓足幹勤、力争上游、多快好省地建設社会主義」（大いに張り切って力
いっぱい働き、もっとも高い目標を目指して、多く、速く、立派に、無駄なく社会主義を
建設する）とのスローガンが提起された。その方針のもとで、「大躍進」運動が繰り広げら
れたのである。
　前述のように、生産関係の社会主義改造は1956年に一段落し、農村では、「初級合作社」
から「高級合作社」へと人民公社化が始まった。人民公社は当初、協同組合の合併によっ
て組織単位の大規模化が行われた。これは1958年の共産党委員会決議において「小さな組
合が合併して大きな組合になり、これを人民公社に切り替えていく」ことが明確に指摘さ
れている。人民公社はいくつかの高級合作社を合併し、より大きな範囲で土地と生産手段
を共同共有にし、統一生産、統一分配を実施する政策が展開された。
　総路線、大躍進、人民公社を結びつけた急進政策に対しては、当初から多くの経済専門
家の間に批判があったが、党と政府はそれらの批判に対しては無関心であった。大躍進運
動の成果については、1958年の中国共産党第8期6中全会において概要が明らかにされて
いたが、公式実績は1959年の第2次全国人民代表大会第1次会議における周恩来の政府活
動報告で発表された。しかし、その報告で発表された統計には非常な誇張のあることが判
明した。また、1959年夏の自然災害、さらに旧ソビエト連邦技術者の総引き揚げ（旧ソビ
エト連邦の経済援助・技術協力の停止）という打撃が加わって、1960年の後半に大躍進運
動は崩壊した。
　そこで、1960年中国共産党中央委員会は「農村人民公社政策問題の緊急指示について」
を通達し、農村政策における急速な集団化政策の誤りを是正した。また、中国共産党は1961
年第8期9中全会を開催し、国民経済に対する「調整、強化、充実、向上」の方針を打ち
出した。その方針は要約すると、①農業生産が2年間連続してひどい自然災害に見舞われ
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たことに鑑み、1961年には全国が農業戦略の強化に力を集中し、国民経済の面では農業を
基礎とし、全党全人民をあげて大々的に農業を営み、食糧生産に取り組むという方針を貫
き、各方面から農業への支援を強化し、最大の努力をはらって農業生産の面でのよい収穫
を勝ち取ること、②人民公社の調整を強化し、社員が自然災害によって受けた困難をのり
こえるのを援助すること、③軽工業部門は原料不足の困難を克服し、新たな原料、資源を
開発して生産を増やし、国民生活の必需品の供給に努めること、④重工業方面は、基本建
設の規模を適度に縮小し、発展速度の調整、強化、充実、向上の方針をとること、⑤農村
の末端市場を活発化し、供給の状況を徐々に改めること、等々であった18｝。
　「調整、強化、充実、向上」の方針のもとに導入された主要な調整措置は以下の通りで
あった。それは①農業の増産、②軽工業と重工業の生産を合理的に割り振りし、出来る限
り日用品を増産する、③基本建設の戦線を一層短縮し、材料、設備及び人力を最も急を要
する方面に用いる、④都市人口と労働者職員の数を適当に減らし、まず農村からきた労働
者職員を農村に帰らせて生産に参加させ、農業戦線を強化する等々であった19）。
　以上は、重大な連続的自然災害に遭遇したため、農業生産計画を達成することができず、
その後の一定期間、重工業の発展テンポを適度に調整するとともに、基本建設の規模を縮
小し、それによってより多くの人力、物力、財力を農業支援にまわすことにより、生産と
建設の関係を調和できるようした。
（3）経済建設と社会主義工業化の目標
　1949年～1952年の期間は、長年にわたる抗日戦争と国民党との内戦によって破壊された
経済の復興が重点施策であった。他方、旧中国の支配者とはまったく異なった思想と政治
経済的基盤をもつ新しい指導者が新しい国家をつくりあげていく上で必要な基盤を築いた
時期でもあり、戦後の復興を終えた中国は、1953年から長期計画に基づく経済建設を開始
することになった。
　第1次5ヵ年計画は「社会主義工業化はわれわれ国家の過渡期における中心的任務であ
り、社会主義工業化の中心となる重要部分は，重工業の優先的発展である」と指摘したが、
その大中建設プロジェクトは921項目におよび、しかも156の重要項目（実際には150項
目を施工）が旧ソビエト連邦の援助を受けて建設された。この150項目の施工プロジェク
トの構成は、軍需工業44、冶金工業20、化学工業7、機械加工業24、エネルギー工業52、
軽工業と医薬業工業3で、軍需工業を中心とする重工業に集中にしているのに対して、消
費娯楽、医療保健、社会サービスなどの産業は樋めて限られていた。計画それ自体はほぼ
完全に達成された。特にきわめて少数の例外を除くすべての工業・農業生産物の生産高に
おいて計画目標は達成された（表1－1－2参照）。
　この時期の工業投資の主たる部分は、鉄鋼・機械を中心とする重工業、旧ソビエト連邦
援助による大型企業の建設に向けられた。その結果、工業の年平均成長率18％に対し、農
業のそれは4．5％にとどまった。農業よりも工業、軽工業よりも重工業の成長を優先的に発
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展させる傾向がみられた。
　また、第1次5ヵ年計画の方針の特徴としては、強力な申央集権管理の傾向が顕著であ
ったといえる。主要な計画はすべて中央が掌握し、地方政府による分権管理の余地はきわ
めて制限されたものであった。もちろん、集中的な統一指導・統一管理の方式は、国家計
画を協力に能率的に推進することができるという点での特徴をもっていた。他方、それは
その画一主義からくる各地区の現実の動向と変化を無視する欠陥をも内包するものであっ
た。当時の中国は、従来の経済構造に大きな変革をもたらす社会主義的改造が開始された
時期であり、加えて地域が広大なうえに、各地の経済の発展状況や資源分布状況が複雑で、
それぞれに差異があり、地方の特性に即応する弾力的で機動的な措置を必要としていた。
表1－1－21953年～1957年経済の増加率
　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
1952年に対する
P957年の増加率毎年の平均増加率
社会総生産 70．9 11．3
国民収入 53つ 8．9
農工業総生産 67．8 10．9
工業総生産 128£ 18
農業総生産 24．8 4．5
出所：董輔祀『中華人民共和国経済史（上巻）』経済科学出版社，
　　　1999年，274頁。
第3節中国の経済建設と国有企業
（1）産業政策と社会主義経済建設
　1949年から改革・開放までの産業政策は主に重工業育成へと傾斜していた。1952年の工
業生産総額は349億元、そのうち重工業は124億元35．5％を占めていた。1965年工業生
産額1402億元のうち、重工業の比率は48．4％、679億元となった。そして、重工業のウエ
イトが最も高くなった1978年、工業総生産額4067億元のうち、56．9％・2314億元が重工
業の生産額であった。その要因は当時の中国が置かれた国際政治、経済環境及び国内の政
治経済制度によるものであり、強蓄積政策、国防力の増強を目的として、工業化に必要不
可欠な基礎産業である重工業へ資本が投下された。
　中国における社会主義工業化の任務については、第1次5ヵ年計画において、その「社
会主義工業化の初歩的基礎」を建設するとされていた。第2次5力年計画の基本任務の第
一は「引き続き重工業を中心とする工業建設をすすめ、国民経済の技術的改造をおこない、
わが国の社会主義工業化の確固とした基礎を建設する」とされた。しかし、1958年第2次
5ヵ年計画の初年度となるはずであったが、大躍進政策は、国民経済全体を混乱させ、中国
社会に影響を及ぼす政策となった。
　前述のように、政府が打ち出した大躍進政策の総路線め下で、集中的指導と分権的経営
との結合、中央と地方、国家と国民とを結合し、大型事業と小型事業の向上と普及活動を
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結合することは、これらのすべてが工業に適用されるばかりではなく、その他の経済事業
と文化事業にも適用され、技術革命と文化革命の全事業に適用されるものとされた。
　大躍進政策は、工業と農業、重工業と軽工業、中央工業と地方工業、大型企業と中小企
業、洋法（近代的方法による生産）と土法（在来の旧式方法による生産）とを同時に並行
して発展させる（「二本足で歩く」方針の総称）という方法は、国民の積極性を全面的に発
揮させ、互いに協調し、各方面の努力によって、これを社会主義建設事業の上に集中させ
ることであった。この二本足で歩く方針のなかで、最も毛沢東路線の特徴とみなされるも
のが土法生産と洋法生産の同時発展であり、それを一般化したものが「小土群・小洋群」
である。
　小土群は、大衆の力でおこす在来の旧式な生産方式（土法）による小型企業であり、小
洋群は、大衆の力でおこす近代的で新式な生産方式（洋法）による小型企業を指す。この
土法と洋法を同時に発展させる方針は、あらゆる部門、分野に採用された。また鉄鋼業に
おける小土群・小洋群政策は以下のような特徴がみられた。①小さい、②設備、操作とも
土法を主にしている、③大衆路線をとり、多くの国民をこれに参加させることであった。
　しかし、工業、農業ともに、大躍進政策は失敗に終わった。農業は大凶作にみまわれ、
食糧生産高は1957年の1億500万トン、1958年の2億トンに対し、1960年には約1億
5000万トンにまで下がっていた。それまで中国は主に農業生産物を輸出することによって、
工業資材の輸入に必要な外貨を獲得していたが、その後は大量の食糧輸入にふみきらざる
をえなかった。
　また、元来中国の工業は沿岸地域と大都市に集中しており、その発展はきわめて不均衡
であり、「地大物博」（土地が広く物産が豊富）といわれるが資源の多くが未開発の状態に
おかれ、農村の過剰労働力を吸収する能力もなかった。また「一窮二白」（経済的な立ち遅
れと文化的な空白）といわれるような、資金不足と科学技術文化水準の低さ、そして6億
人（1953年）という人口は、工業化のための不利な条件であった。社会主義工業化の一般
原則を貫徹させるとともに、中国特有の条件のもとで急速な経済発展を実現する方法が求
められなければならなかった。そのためには、第一にあらゆる潜在力（資源、労働力、技
術、資金）を動員することが必要であり、第二に、多くの国民の創意性と積極性を動員し、
計画的な分業協力体制を実現することが必要であった。工業生産を原料資源の生産地に接
近させることは、社会的労働の生産性を高める道であり、農村の過剰労働力を吸収し、農
民を熟練労働者へ転換させることが容易になり、農村手工業にみられる伝統的な土法技術
を再生させ、分散した資金を生産過程に動員、機能させることが可能になる。大型企業は
建設期間が長く、大量の投資が必要であり、しかもその投資効果は早急には実現せず、大
量の原料を集中させる必要がある。しかし、中小企業は投資額が少なく、建設期間は短く、
投資効果も早く表れるのみならず、設備・設計も容易であり、製品も多様で市場需要に容
易にマッチさせ得るし、原料・市場への接近が可能であるため運輸費も少なく、かつ広汎
な農村労働力の吸収が容易であるなど、当面の重工業優先政策を補充する面で極めて有利
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であるとされた。
　大躍進政策は目標設定基準が高く、加熱成長の傾向が生じ、経済法則、計画、バランス
などあらゆる客観的合理性を無視することになったために、生産秩序の破壊、不均衡、経
済的にも社会的にも矛盾が深化し拡大した。
　また、1959年から1961年にかけての自然災害は、農業部門に大減産をもたらした。農
業は中国の経済発展の基礎であり、経済作物、副業原材料の減産は軽工業の生産にも大き
な打撃をあたえた。そこで、党と政府の経済政策に反省を促し、経済の合理性を求めると
いう調整政策への転換が要請されることになった。経済躍進政策の時期は、工農業併進の
方針があったにもかかわらず、依然として工業の発展は高い成長率を示し、工農業成長率
のアンバランスが生じるという問題点があった。そこで、このようなアンバランスを是正
し、工農業同時発展政策から「農業を基礎とし、工業を導き手とし、農業の急速な発展を
優先的発展と結合させる」国民経済発展の総方針を設定し、農業生産の回復を重点にして
工農業および工業各部門間の調整を行った。これは、計画、投資において、農業、軽工業、
重工業の順による国民経済諸部門の総合的均衡をはかることであった。それは主として、
農業支援政策の強化、工業化を躍進させる規模とテンポの縮小、経済の過度の集中体制の
緩和、経営管理方式の民主化をすること等々であった。つまり、現実を直視して実質的な
合理化政策を一歩一歩すすめ、国民経済の物質的基盤を強化するように切りかえたのであ
る。
（2）重工業優先政策
　後進国の経済、開発途上国の経済を速いテンポで工業化、近代化するためには、重工業
を優先的に発展させる工業化政策を採用することが近道であるという考えが旧ソビエト連
邦の主張であった。現代中国は社会主義社会を建設し、その基礎の上に共産主義社会を樹
立することを、党と政府が目的としていたため、何をおいても社会主義経済の建設、すな
わち、社会主義的工業化の実現と、農業、手工業、資本主義的商工業分野を社会主義体制
に組み込むための改造を、数多く、速く、立派に、無駄なく推進することを過渡期の総路
線とした。中国は建国直後の3年間の経済復興段階がほぼ完了すると、重工業（中国の統
計では重工業は資本財や中間投入財の生産部門で、その中に鉱業、電力・ガスも含まれる）
に優先順位をあたえる工業化中心の第1次5ヵ年計画が実施された。
　毛沢東は「工業が存在しなければ、強固な国防も、人民の幸福や利益も、国家の富強も
存在しない」20｝という認識であった。中国共産党もその党規約のなかに、過渡期の総路線
を達成する方法として、「計画的に国民経済を発展させ、できる限り速やかに工業化を実現
し、系統的に順序をおって国民経済の技術的改造を行い、国家としての強大な現代的工業、
現代的農業、現代的交通運輸業及び現代的国防力をもつようにすることである。工業化を
実現し、国民経済を絶えず高めていくためには、重工業を優先的に発展させなければなら
ない」21）と規定していた。
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　前述のように、現代中国成立後、農業部門が圧倒的な比重を占め（1952年）、農林水産業
は「国民収入の57．7％、労働力の83．5％を占めていた」。しかし、立ち遅れた農業国から社
会主義工業国に発展するためには、自立的な経済再生構造を早急に確立しなければならな
かった。そのため、生産財生産部門、つまり重工業を優先的に発展させることで、農業・
軽エ業の発展を促し、長期的に高度成長を果たして行こうとする重工業優先戦略が推し進
められた。
　第1次5ヵ年計画（1953年～1957年）では、国家財政支出計画の40．9％、また国家投
資「基本建設投資」計画においては58．2％が工業投資に振り向けられた。国家による工業
投資の88．8％が重工業にあてられ、とりわけ、重工業中心に旧ソビエト連邦からの156援
助項目に集中的な投資が行われた。その結果、第1次5ヵ年計画において、重工業は年平
均25．4％（軽工業12．8％）の成長を果たし、産業構造は大きく変化した。1949年には農業、
軽工業、重工業のそれぞれの比率（工農業総生産額に占めるそれぞれの生産総額の比率）
は70％対22％対8％であったが、1952年にはそれぞれ58．5％対26．7％対14．8％となり、
1957年には43．5％対29．2対27．3％へと、重工業の比率が飛躍的に高まった。
　政府は重工業優先発展戦略に必要な農産物の供給と蓄積を保証するために、「食糧をカナ
メとする」スローガンの下に、農業食糧生産の発展に力を入れ、食糧供給力の拡大を求め
た。同時に「統一買付、統一販売」政策と計画的資源配分メカニズムを通して、都市と工
業の発展に必要な食糧供給と工業原材料の供給を保証していた。
　重工業は主に機械、石油化学、自動車といった産業部門であったが、当時の中国は国家
安全保障という目的が上位にあり、重工業傾斜も立地選択から技術開発まで、基幹産業の
連関効果は軽視されていた。基幹産業の確立にもっとも中心的な部分である技術について
は、「独立自主、自力更生」といった閉鎖システムでの開発であった。その一方、国民生活
の物的水準の向上と直接に関連している軽工業投資は後に回され、腕時計や自転車以外の
商品開発や生産能力の拡大はほとんどなされなかった。
　以上のように、1949年から改革・開放政策に至るまでの中国の産業政策は、主に重工業
育成へと傾斜していたため、産業構造は建国当時の農業国から、エネルギー、原材料、軽
工業、建材、重化学工業などの部門がほぼ揃った工業体系に転換した。そして、これら産
業構造の転換を政府が推進したため、重工業を中心とした第2次産業が拡大し、ここに中
国における現代的な工場労働者が誕生したといえる。
（3）文化大革命の経済活動と労働者に与えた影響
　1966年から中国は政治・社会運動としてプロレタリア文化大革命に直面し、その後の10
年間にわたって中国のあらゆる分野に多種多様な波紋と影響を生起させた。
　1967年、紅衛兵が「革命経験の交流」と称して全国に分散し、地方の党組織、政府機関、
工場、鉱山などの責任者や幹部に闘争を仕掛け、文化大革命は経済活動を巻き込む運動に
なった。例えば、紅衛兵は、地方の党組織、政府機関、企業、労働組合などに対して、反
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毛沢東分子、修正主義者、ブルジョア階級を打倒するという名目で、従来からのそれぞれ
の部門の幹部、管理要員、技術者などを逮捕し、人民裁判にかけて追放した。
　文化大革命により工場などは、①工場の操業低下、あるいは生産の中断、②労働者が職
場を離れ、文化大革命のためにということで輸送機関、公共資材、企業資金や物資を勝手
に流用した、③運輸部門が造反派に占拠され、作業を妨害されたため、原料、資材、製品
などの集中分配計画が混乱し、中断した、④計画部門、管理部門、技術部門の上級幹部が、
思想傾向だけで何の基準もなく、降級、停職、解職、追放され、業務、生産性向上、質的
改善など、様々な領域に悪影響を及ぼした。
　文化大革命時における毛沢東の経済路線は、社会主義国家を建設するにあたっては常に
人の思想改革を第一義的な地位におくことを方針とした。また社会主義制度の真の目標を
達成するためには、物質的発展が必要ではあるが、その方式や方法は、資本主義的な方式
や方法であってはならないとする。すなわち、工業は発展させるが、資本主義経済がやっ
てきた資本と機械、物質的投資や技術にのみ依存するのではなく、人間の思想の革命化（イ
デオロギー）、情熱（道徳的インセンティブ）、大衆の力の発揮（人間的要因）に依存する。
それによって、「精神は物質的力に転化する」という思想に基づいていた。
　さらに、専門性よりも革命性を優先させ、技術よりも思想イデオロギーの昇華により、
人民のため、世界革命のため、そして社会主義のために、生産を行い、より高い目標へ大
衆を導いていくように努力する。自分は他人のために働き、集団のために働き、全体のた
めに働き、そしてその代償を他から求めない。賃金、ボーナス、報償金などは、労働の対
象としない。すなわち、物質的報酬を目標として働くことになると、自分の利欲が主とな
り、他人を蹴落しても有利な地位に立とうとし、結局特権を得ようとし、特権を得たもの
が新しい階級を構成することになると受けとめられていた。ここでの思想、労働環境は労
働者の労働に対する姿勢、モチベーションに多くの影響を与えたといえる。
　文化大革命の10年間の抗争によって、中国の人的資源は重大な損傷を受けたといわれて
いる。多くの技術者及び管理の専門家はそのポストから追われた。10年間の空白と抗争は
肉体的にも精神的にも大きな損失となった。しかも彼らが職場に復帰した時、年齢的には
すでに高齢化しており、他方、新しい人材を養成する教育機関は事実上その機能を停止し
ていた。
第4節企業管理体系の確立
（1）国営企業の経営管理刷新と労働者のモチベーション
　社会主義的国営企業を創出する過程においては、官僚資本の企業や資産を国家所有に改
造するだけではなく、企業内部の民主改革と生産改革が必要であった。すなわち、国とし
て生産を急速に回復発展させるためには、従来の企業管理機構を直ちに破壊するのではな
く、徐々に改革を進める手段が選択された（前述）。それは生産の回復、発展には有効であ
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ったが、官僚資本期の管理制度、職員と労働者の対立、機構の腐敗などが残ったため・そ
れを解決するために民主改革と生産改革に取り組むことになった・
　民主改革としてとられたのは次のような改革であった。①企業に対して軍事代表を派遣
して監督するという間接的管理をやめて、国家が任命して派遣する責任者による直接的管
理に改める、②労働者を指導して立ち上がらせ、労働者を奴隷化していた古い制度・たと
えば紡績工場の身体検査制度、炭鉱の親方制度等を廃止する、③相互批判によって職員と
労働者の関係を改め、企業管理の面で労働者大衆に頼ろうとしない思想の克服・④労働者
代表が参加する工場管理委員会、従業員代表者会議を設け、初歩的なことから労働者に工
場管理に参加させる、⑤労働に応じて分配する原則で賃金の初歩的調整をし、生産の発展
を基礎として労働者の生活を改善する。
　以上の民主改革の結果、労働者の階級意識と生産意欲は高まり、労働者、職員が企業の
主人公として生産競争の運動を展開し、先進的経験に学んで生産改革に取り組んだ。
　生産改革は民主改革の延長であって、①科学性をもった分業の導入、②社会主義の原則
に基づいた計画的管理の実行と、企業計画を国家計画に正しくかみ合わせる、③合理的生
産ノルマを作り出す、④資産の登録、資金の査定、経済計算制の健全化等であった。
　民主改革と生産改革を通じて買弁的官僚資本主義の生産関係の残淳が次第に除かれ、社
会主義的生産関係が強化されることになったとされた。
　一方、国民経済の発展及びそれに即応する企業の経営管理の発展は、大部分の企業が国
民経済復興期（1949年～1952年）において、解放前の生産水準を突破した。国営企業では、
こういった経営管理の発展の要請に対応して、旧ソビエト連邦の経営管理の研究の成果を
学ぶことが、当時の重要な課題であるとされた。それは、直接支援にきていた旧ソビエト
連邦の技師から学ぶと同時に、企業の経営管理関係の著書・論文の翻訳紹介を通じても学
び取られた。また、旧ソビエト連邦の経営管理文献の翻訳紹介と同時に、すでに国民経済
復興期より、国営企業間の先進経験の交流、経営管理の実務的知識の必要性などといった
要請から、中国人自身の手による多くの著作が刊行された22》。
　1958年から大躍進運動にともなって導入された工場管理制度は「両参・一改・三結合」
23）のスローガンの下で行われた企業管理革命化運動である。労働者の管理参加は全体の方
針や計画決定だけでなく、各職場の管理（生産の段取り、労働の計画、統計作成、製品検
査など）を自らやることになった。そこで生産小組（労働単位）が工場の基礎管理単位と
して重要なものとなり、「廠（工場）→車間（部門別作業場）→工段（工程別職場単位）」
の3級管理は、「廠→車間→生産小組」の3級に改編された。この変化は労働者が現場の管
理を完全に握ったことを意味し、従来管理職員が閉鎖的専門職であったのを、労働者の現
場管理の指導者にかえ、管理者の労働参加を定着させる基盤となった。大躍進期における
「両参・一改・三結合」の企業管理方式を定着化させたのが「鞍山憲法」24）であった。
　しかし、大躍進政策は挫折したが、大躍進を一時的に実現させたものは、社会主義建設
の総路線のなかの、「鼓足幹勤」（張り切ってカー一杯働き）、力争上游（より高い目標を目指
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す）という主体的、かつ積極的に大衆運動を展開した結果であったといわれる。総路線の
他に、「多快好省」（多く、速く、立派に、無駄なく）社会主義を建設するという・客観的
合理性も用意されていた。
　以上の取り組みにもかかわらず結局は大衆路線がすべてに優先し、財力、物質、技術な
ど経済的要因は、大衆の革命的情熱によって無視されてしまった。共産党と政府は、従来
の方針を変更し、調整政策を展開した。そこで、経済の計画体制を再建すること、集中指
導を強化すること、労働規律を高めることなどである。そして、工場長の指導権を強化し、
工場を経済的方法で管理しようとする引き締め政策が打ち出された。その一例として1961
年7月党中央制定の「工鉱業企業工作条例」25）（工業企業70か条と略称）があげられる。
　1966年から始まったプロレタリア文化大革命の運動が高揚するとともに、各企業の事情
に合わせて工夫を加えつつ、全国的に広がった。労働者が生産職場を自主管理し、管理職
の数が3分の1にも減るという方針が打ち出され、幹部がノルマの決定、計画の編成、生
産の調整、在庫の管理などをするために、生産現場へ赴いて現場の意見を聞きながらやる
ようになった。
　文化大革命の過程で、「両参制」が定着すると、例えば、賃金制度では出来高払いや奨励
金、報奨金など物質的刺激による方法は斥けられた。工場の各職場は、「友誼第一、競争第
二」というスローガンを掲げるようになった。社会主義競争のあり方は、組や班の競争で
はなく、先進が後進を援助するというようなことに変わり、物質的刺激によって競争する
職場の険しさが解消されることになった。
　文化大革命の結果、生産競争はするものの、友誼第一を確認し、優秀者を表彰して名誉
を讃えるが、賞金などは出さない。それによって、職場の雰囲気が良くなり、大切なこと
は友誼であって、集団を愛し、国を愛する精神であるとした。現代中国の労働者の労働観、
労働者のモチベーション、それに影響を与える経営風土を複雑にしている要因の一側面は、
プロレタリア文化大革命期における施策にあったと思われる。
（2）党委員会指導の下での工場長制度の導入と労働の場に与えた影響
　中国国営企業は、生産手段、生産物のすべてを国家が所有する社会主義的全人民所有制
の経済下での経営活動をしている組織である。国家の統一的な計画と指導のもとに経営さ
れ、社会全体の物質的・文化的需要に奉仕するとしていた。その生産の成果は、生産手段
の減価償却、拡大再生産のための蓄積、労働賃金などを控除した後の利益は国家に上納し、
国家の委任という形で、きわめて限定された範囲で一定の権限が付与されていた。
　国営工場等は、中央政府経済関係各部所属と地方政府（省、直轄市、自治区、市・県）
所属に分けられて管理され、各所属上級機関によって工場長は任免される。したがって、
法制的には工場長はその企業内において全権をもち、すべての事項について最終的責任を
負い、人事権も工場長の手中に委ねられるという旧ソビエト連邦的規則・制度に基づいて
管理されていた。例えば、1953年重工業部指示の形で次のような工場・鉱山の責任制度を
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施行され、責任制度は以下の通りである。①行政上の単独責任制、②技術責任制、③生産
調整指導責任制、④設備保持・検査補修責任制、⑤安全技術責任制、⑥材料供給責任制、
⑦コスト財務責任制等であった26）。
　企業には企業長・工場長責任制度に基づいて、統一的な生産行政の指揮系統が確立され、
生産や行政の管理面では企業の行政上の指導者（つまり企業長・工場長）がその権限を効
果的に行使できるように組織化されていた。すなわち、旧ソビエト型企業管理はそのまま
中国に導入していたといえる。しかし、実際には大衆路線の強化、官僚制度への反対、旧
ソビエト方式の批判、管理制度の民主化など、行政の責任者の考えにより工場長の役割も
権限も一定していなかった。
　第1次5ヵ年計画の実施にともない、旧ソビエト連邦に倣って、企業長単独責任制「一
長制」が導入された。一長制では、企業の経営管理のすべての権限・責任は企業長（工場
長）に集中され、従業員はその指揮下におかれた。一長制は、まず東北地区で実行され、
1953年後半、全国の地区において普及、拡大した。企業長が組織上の最高経営者となり、
企業を指導する立場にある党組織からほぼ独立することになった。その後、この体制は党
の指導力を弱めるとの批判を招くことになった。
　毛沢東は「われわれの事業を指導する中核的な力は中国共産党である」としていたが、
工場長単独責任制は党の指導を弱め、大衆路線を否定することになり、官僚主義をはびこ
らせる「修正主義的」企業経営を意味することになった。つまり、工場長単独責任制の本
質は工場長1人が企業の管理権と生産指導権を独占することであり、党組織を工場の指導
的地位の外においている（党の指導を否定すること）、工場長は少数の専門家（技師や技術
者など）の意見にしたがって工場を管理し、一連の規則・制度で労働者の積極性を抑えつ
けて大衆の役割を否定することにほかならないと考えられ、企業内で党を中心とする集団
指導と個人責任制とを結合させた指導制度、すなわち企業内党委員会の集団指導下の工場
長責任制を打ち立てることになった。そして一長制に代わり、企業の党委員会の集団指導
の下での工場長責任制を導入することが1956年の中国共産党第8回全国大会で承認された。
　同大会における劉少奇報告によれば、党委員会を中心とする集団指導と個人責任制を結
びつけた指導制度を打ち立てること、すなわち、重大な問題は全て集団的に討議した後全
員で決定し、日常の仕事はすべてそれぞれ係をきめ分担し、責任をもつようにする。企業
の指導者、企業の党組織、行政組織、労働組合組織、青年団組織はいずれも企業の当面の
任務を大衆にはっきりと説明し、大衆を動員して、社会主義的競争と先進生産者運動を繰
り広げ、合理化提案を出させ、たえず仕事を改善させるようにする27）。
　これによって、党委員会集団指導下の工場長責任制が採用された。それは企業長、工場
長は依然として企業行政上の権限と責任をもってはいるが、しかし、企業内党委員会の指
導と監督のもとにのみ発揮され行使される責任制である。すなわち、党委員会指導下の工
場長責任制は、企業の重大問題は必ず党委員会の集団討議によって決定することを要求し
ており、如何なる個人の独断専行も許されないということである。党委員会指導下の工場
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長責任制は工場長責任制を民主集中の管理制度の基礎の上におき、企業の管理運営を合理
化させる目的である。
　党委員会指導下の工場長責任制の下では、党委員会が企業に課せられた国家計画や諸任
務を達成するための思想教育や政治指導を行い、工場長は業務の責任を負うという両者の
役割分担が想定されていた。しかし、想定されたこの役割分担は、大躍進期（1958年～1960
年）には、政治優先の旗印の下で、企業管理活動の意思決定と指揮権は党委員会に集中さ
れ、党がすべてを指導する体制となった。その後、大躍進政策が挫折し、全面的な経済調
整を余儀なくされた。1960年代前半には、工場長を頂点とした生産指揮系統の立て直しが
図られたが、党委員会指導下の工場長責任制という企業体制の枠組は変わらなかった。
　プロレタリア文化大革命期（1966年～1976年）には、企業管理の政治主義化は再び復活
した。この時期に、毛沢東が大躍進期の鞍山製鉄所での企業管理経験を総括した「鞍山憲
法」が、企業管理原則として提唱された。その鞍山憲法にあげられていた政治優先、党指
導の強化、大衆運動の展開などの実現を保障する企業指導体制として、革命委員会制が出
現し、党委員指導下の工場長責任制に取って代わった。革命委員会のメンバーは一般に企
業の党委員会のそれと同一人物であり、党委員会書記が革命委員会主任を兼ねていた。こ
うして革命委員会は実質上党委員会の機能を果たしていた。党委員会での書記は絶大な権
限を持ち、革命委員会はのちに「党書記一長制」と呼ばれるようになった。このような革
命委員会体制の下で、党はその指導強化を建前に企業管理の業務に関与していた。
　文化大革命の終焉後、革命委員会は廃止され、党委員会指導下の工場長責任制が再確認
され、復活することになった。党の業務と企業管理業務の分離が改めて強調され、工場長
を中心とした専門的管理要員による強力な企業管理体制の確立が求められた。
　工場長制度をめぐる一連の動きは、現代中国の企業経営、経営管理のすすめ方、管理者
の行動スタイルに影響を与え、それは労働の場にも種々の影響を与えることになり、労働
者のモチベーションにも影響を与えた過程であったといえる。
（3）国有企業の管理原則と労働者に与えた影響
　中国国有企業の管理上の根本制度は、民主集中制28）と大衆路線29）の結合を特徴として
いた。すなわち、あらゆる企業は、党と国家の統一指導と統一一計画に服従するとともに、
厳格な労働規律によって多数の人の意志と行動の統一を保障し、同時にまた労働者・職員
大衆の主体性と積極性を十分に発揮させ、大衆の監督作用を発揮させ、大衆を吸収して企
業管理に参加させることであった。つまり、集中があって民主があり、規律があって自由
があり、統一意志があって、個人があるという中国の民主集中制の組織・指導の原則を、
企業管理制度にも拡大適用したものである。
　中国において国家の諸機関は「行政」と呼ばれる。主な生産手段が全て公有化されてい
るゆえに、ここには、政府の行政機構から、各種産業部門の全企業までがこれに含まれる。
経済活動に限っていえば、経済計画の作成を担当する国家計画委員会、計画執行の管理面
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を担当する国家経済委員会、下部組織として経済活動を実際に行う企業内管理組織までが
「行政」に入る。これがいわば経済活動の日常業務を営む。さらにこれを管理・指導する
もの、すなわち、経済政策の基本方針を決定するなどの任務を行うのは、全国人民代表大
会（国会）および国務院（内閣）である。
　中国において「行政」の上に存在するのが中国共産党の組織である。それゆえ権力機構
が二重構造になっており、共産党は行政を「指導しかつ監督」する。すべての組織内に共
産党の末端組織としての「党委員会」がある。その最高責任者は「書記」であり、書記は
常駐の職員である。共産党の「基層組織」とよばれる組織は、工場及び鉱山等の各企業、
人民公社の生産大隊、各級政府機関、学校、商店、居住区、人民解放軍の中隊等にある。
　党委員及び党書記は日常業務に直接関与するものではなく、その役目は「監督しかつ指
導」することにある。彼らは共産党の上部組織によって任命され、そこから直接与えられ
る指令や情報に基づいて行動する。
　企業管理制度の改革で導入された労働者の工場管理への参加の歴史は、人民民主主義展
開の歴史でもある。それは建国後の民主改革、生産改革という大衆運動からはじまったと
いえる。民主改革は工場内に労働者の権利を確立することを目指すものであり、旧来の資
本主義的・半封建的搾取制度と位置づけられた制度を改めて、工場管理委員会と従業員代
表会議が設立された。
　従業員代表大会制度を導入した目的は、企業管理制度が「すべての企業は党と国家の統
一的指導と統一的計画にしたがい、そして厳格な労働規律によって何百何千万の人々の意
思と行動の統一を保証し、同時に従業員大衆に主体性と積極性を十分に発揮させ、大衆に
監督としての機能を発揮させ、大衆を企業の管理に引き入れ参加させる」30）ということで
あった。すなわち、従業員の生産に対する責任感を高め、よりよい生産任務を達成させる
とともに、大衆の知恵と指導者の経験を結びつけるという主張のもとに、一長制の独善や
行き過ぎ、または官僚主義によって生ずる弊害を大衆的監視によって防止しようとしたの
である。
　また、社会主義生産関係のもとにおいては、労働の性格が根本的に変わり搾取から解放
された労働となると受けとめられていた。具体的には、企業の管理者には労働者の代表が
なり、労働者は自己とその国家のために働くことになる。さらに労働者の地位は労働と個
人的能力によってきまる。したがって、労働の性格と労働者の地位が変わると、労働者の
労働に対する考え方が変わり積極性や創造性がでてくる。労働者は労働を名誉なものとし
て受け止め、労働組合組織などを通じて積極性を発揮するようになる。生産計画の超過遂
行、合理化提案など一連の大衆生産活動として把握されたものがその成果である。労働者
は生産性向上のための大衆生産活動に、積極的に活動すると評価の対象とされた。
　さらに、国営工業企業における大衆路線は、労働者・職員大衆が企業の「主人公」であ
るという見解のもとに、指導幹部はあらゆることについて労働者と相談し、労働者の意見
を聞くことを求められた。すなわち全ての管理工作は、例えば、上級の指示の執行、国家
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計画の完成、工作の按配、管理機構の設置、規則・制度の制定などを如何にするか等など
については、「すべての大衆の中から来て大衆の中へ行く」という原則に基づいて、大衆の
意見を広範に求め、大衆の経験に基づいて行い、少数の人に頼る単純な行政命令でことを
行うようなことはしないということであった。
　民主改革は、労働者をして企業の主人公としての地位を明確にし、労働者の労働意欲の
向上を促す要因となったとされている。労働意欲の向上は、労働者を低い地位からの解放
と利益に合致する労働を条件とした社会主義的労働意欲の向上であって、資本主義的労働
意欲の向上とされた施策とは異なるという認識がなされた。国有企業が導入した管理原則、
生産改革は労働の場を大きく変革させる要因になり、また労働者のモチベーションにも多
くの影響を与えた施策、取り組みであったといえる。
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24）r鞍山憲法』は、当時中国最大の企業である鞍山鉄鋼公司の労働者たちが展開した大衆
　運動の成果を毛沢東が総括したと言われている（1960年）。これは鞍山鉄鋼公司の経験に
　基づいて生まれた社会主義管理一般の根本原則を提起したもので、重要な内容は次の5
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第2章改革・開放政策と中国経済及び企業の経営活動に与えた影響
第1節　経済政策の転換
（1）経済政策の調整期
　1978年12月、第11期3中全会（中国共産党中央委員会第3回総会）は「文化大革命」
の収束と国家方針は階級闘争から経済建設へ転換することを打ち出し、「経済改革・対外開
放」政策の導入を決定した。
　1979年4月の中国共産党中央委員会が開催した中央工作会議は「調整、改革、整頓、向
上」の8字方針を基に、国民経済の全面的調整を行うことを決定したが、その具体策とし
て、新しい基本建設プロジェクトの認可中止、建設中のプロジェクトの削減と建設投資の
抑制、一部の地方企業、郷鎮企業の生産拡大計画の見直し、農業多角化経営の促進をあげ
た。ここでの「調整」とは、産業構造や蓄積と消費の比率など、経済各方面のアンバラン
スの是正を意味しており、「改革」とは、これまでの計画経済体制と行政的方法による中央
集権的な国民経済の管理・運営制度の改革を意味していた。そして「整頓」は劣悪な企業
や時代遅れの組織、制度、慣例などの整理を意味し、「向上」はあらゆる面での効率の向上
と人民生活の向上を意味した1》。これらは経済発展戦略面においては、従来の高蓄積、低消
費を通しての重工業優先の高速度成長からの転換、すなわち農業、軽工業の発展による重
工業とバランスのとれた安定成長、消費と国民生活の向上、量的拡大ではなく質的・効率
的向上への志向を意味していた。
　中国の経済改革は、計画経済体制による商品経済、市場メカニズムの導入による経済効
率の向上と経済の活性化を目的としていた。改革政策は「価値法則の役割を重視する」こ
とから始まり、地方と企業への権限委譲、政府と企業の分離など、従来の制度での過度な
国家管理の弊害を認め、企業の自主性と市場機能を経済運営に取り入れる方針をとること
とした。
　1979年4月の中央工作会議は、国民経済調整の8字方針を確認した上で、今後の経済発
展の重点分野を農業、軽工業、エネルギー、運送業の4分野と定め、その他の分野では基
本建設項目を抑制する姿勢を強めた。1981年3月に国務院は、「基本建設の計画管理を強
化し、基本建設の規模を統制することにっいての若干規定」を公布し、「投資資金を大幅に
圧縮し、建設プロジェクト数を削減すること」2）に重点を置いた。
　一方、農村では、長年の人民公社制度により、極めて低い水準に抑えられていた農民の
所得水準を上げるために、農産物の買い付け価格が大幅に引き上げられた。また、都市部
では、社会安定を維持するために、穀物を中心とする農産物の消費者価格の引き上げをお
こなった。そのため、農産物の買い付け価格と消費者価格との間に逆ザヤが生じ、さらに
国の財政赤字が大きく増大することになった。このような状況に対して、1982年から、金
融緊縮を中心とする経済引き締め政策の実施を決定し、膨張する建設投資の圧縮と財政赤
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字の削減に取り組むことになった。
　1g82年の第12回党大会報告は、「計画経済を主とし、市場調節を従とする原則を正しく
貫くことは経済体制改革における根本的問題である。国民経済の健全な発展を保証するた
めに、われわれは指令的計画、指導的計画、市場調節のそれぞれの範囲と限界を正しく区
分し、物価の基本的安定の維持を前提に、価格体系と価格管理方法の段階的な改革、労働
制度と賃金制度を改革し、わが国の実情に合った経済管理体制を確立しなければならない」
と指摘した。これらは、計画体制の中に市場原理を徐々に導入し、市場における調節が国
民経済において果たす役割の方式と道筋を模索しはじめたことを示すものであった。しか
し、「計画経済を主とし、市場調節を従とする」3）考えは、依然として計画経済を社会主義
経済の本質と位置づけ、計画手段の基礎的役割を強調するものであり、市場メカニズムは
一部の補完的地位に限定されていた。
　1984年10月中国共産党第12期3中全会は「中共中央経済体制改革に関する決議」を採
択し、社会主義経済に対しては「公有制を基礎とした計画的な商品経済である。商品経済
の十分な発展は社会経済の発展を飛び越すことのできない段階であり、わが国経済の現代
化の必要条件である……計画経済を実行すること、価値法則を運用し、商品経済を発展さ
せることとは、互いに排斥しあうものではなく、統一的なものである」4》と明確な位置づけ
をした。ここに商品経済理論の基礎が確立され、中国の改革は新たな段階に進んだといえ
る。
　1987年1月胡耀邦書記は失脚し、計画主体論者から市場調節重視の改革志向への批判が
起こったが、趙紫陽書記は郵小平の支持の下でこれを克服し、1987年の第13回党大会報
告において、「国が市場を調節し、市場が企業を誘導する」5）政策を提起することになった。
これは中国の経済体制改革の目標を積極的に模索するために、この時点で、中国政府がす
でに、市場メカニズムを補完的手段という認識から、さらに視野を広げ改革を推し進める
決意を示し、市場メカニズムの模索段階に入ったことを示している。
（2）対外開放政策の導入
　1950年代の対外経済関係においては、重工業を中心とした工業化と旧ソビエト連邦への
協調・依存という状況のなかで、積極的な対外貿易志向の政策が追求された。経済政策と
外交政策とが結びっき、中国の貿易は旧ソビエト連邦を中心とした共産圏内貿易に傾斜し
ていた。中国の対外貿易総額は1950年代の10年間に4倍近く増大しており、一貫して生
産財の優先輸入の方針が実行された。一方、経済復興期、第1次5ヵ年計画期、大躍進期
を通して、米国を中心とした非共産圏諸国による対中国戦略物資の禁輸措置を受けたもの
の、旧ソビエト連邦からの経済・技術援助を活用して経済の回復と建設を推進した。
　1960年に中ソ両国は、イデオロギー論争が契機となり、旧ソビエト連邦の技術者は中国
から引き上げ、同国からの経済・技術援助も事実上停止された。それに加えて大規模な自
然災害、大躍進政策の行き詰まりによって、中国経済は困難な状況に直面することになっ
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・た。中ソ両国の緊張関係に伴って中国は、外国の経済・技術援助や対外貿易に依存するこ
と自体に対する抵抗感を強め、独立自主・自力更生による経済建設に取り組み対外経済政
策には基本原則を強調するようになった。
　独立自主・自力更生による経済建設に対応した対外経済政策の目標や貿易の基本原則は、
1970年代に入り、国際環境の顕著な改善が契機となって、長期にわたる米国の経済封鎖下
にあった中国の姿勢も急速に柔軟になり、従来とは異なる政策となって展開されることに
なった。
　文化大革命以降の中国の経済・貿易部門は「洋奴哲学」批判から脱したことで開放政策
が奨励されたが、対外経済・貿易政策が根本的に転換したのは1978年の対外開放政策の導
入によってである。同年に従来堅持してきた外国の援助、借款、投資は受け入れないとい
う基本原則も外国資金を積極的に活用するという方向へ大きく修正された。これらの施策
は、慎重に輸入代替と輸入極小化の政策を追求してきた従来の政策に代わって、必要物資
の輸入のための輸出の確保、外貨獲得ということのみならず、外国からの資本参加と技術
移転を通して現代化へのテンポを速めようとするものであった。
　1979年、深Yll、珠海、汕頭、アモイの地域に経済特区を設け、1984年5月に中国共産
党中央委員会と国務院は「沿海一部分都市座談会紀要」を批准し、全国にその通知を出し
た。この紀要によって、天津、上海、大連、秦皇島、煙台、青島、連雲港、南通、寧波、
温州、副州、広州、湛江、北海などの14の沿海都市が対外開放都市として指定され、外資
利用の審査権、経済技術開発区設置権などの面で特別権限を授与された。経済特区の4つ
の地域と14沿海都市は経済発展に大きな成果をあげたが、制度面の制約要因が多く、意識
と政策面での質的転換を求められていた。趙紫陽の提起した発展戦略はそれに応えるもの
であり、主な内容は次の各施策であった。
①労働集約型産業の発展重点
　従来は生産物経済に力点がおかれ、また政治優先の経済政策がとられていたため、重工
業の発展は推進されたが、工農業間のバランス、または重軽工業のバランスが問題とされ、
生産要素面から分析する発想はほとんどなされていなかった。商品経済が発展するにとも
ない、とりわけ1984年に社会主義体制下による商品経済の推進が決定されてからは、従来
のマルクス主義経済学には存在しなかった商品経済からのアプローチ、分析法が応用され
るようになった。20世紀末から21世紀初頭にかけての中国の発展段階では、労働集約型産
業に比較優位があり、それに重点を置くことが経済法則、つまり価値法則に則ったやり方
であることが明らかになったといえる。
②外向型経済の推進
　趙紫陽の報告では、「両頭在外」（原材料を輸入し、製品を輸出する）という言葉で表し
ているが、沿海地域経済発展戦略の重要な点は、国際分業に入っていくことであり、つま
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り外向型経済を目指すことがはっきりと打ち出された。
③外国企業の直接投資導入に重点
　経済特区、沿海開放都市、沿海経済開放区など、対外開放地域は徐々に拡大されたが、
その核心は外資系企業の導入にあった。その政策は大きな成果を収め、中国経済の活性化
に大きな貢献をしたといえる。しかし、中国の投資環境、とりわけソフト面の投資環境が
不十分なため、日米欧の大企業及び多くの中堅企業は中国進出を決断しかねていた。そこ
で、報告は、外資利用の重点は直接投資の導入にあることを重ねて強調し、三資企業、す
なわち、全額の外資企業、合弁企業、合作企業を大いに発展させるべきであるとした。そ
して、それには投資環境を大いに改善する必要があり、外国企業家が世界の大多数の国に
おいて企業を管理する場合と同じような環境を作るべきだと指摘していた。
④外国の企業家の力を借りてコネクションを遮断
　外向型経済を実現するには、企業の経営改革を必要とする。その場合、外国の企業家を
大胆に起用すべきであり、合弁企業の社長には、管理経験のある外資側にさせるべきであ
ると指示した。その利点として以下のような点があげられていた。「国内の古い体制の束縛
を脱し、コネクションのしがらみを断って、厳格な管理を行うことができる」という点で
あった。
⑤当面は外向型経済の主力に郷鎮企業を期待
　中国経済の主力は絶対的ウエイトを占める大中型国営企業であり、長期的にみれば、外
向型経済の主力は当然所有と経営の分離の改革を経た大中型国営企業になるであろう。し
かし、「わが国の現在の経済環境では、大中型企業を一気に大幅に活性化しようとすること
は難しい」。それに対して、郷鎮企業は、生まれながらに損益自己責任の体制をとっており、
生存競争意識が大変強い。そこでは市場原理が作用し、柔軟性があって経済効率も大変よ
い。また、郷鎮企業は海外市場の需要に見合った製品の生産に努力するため、その輸出高
は飛躍的に増大していた。さらに、趙紫陽は「沿海地域の輸出による外貨獲得総額に占め
る郷鎮企業の割合は、直線的に上昇し」、それはすでに「労働集約型産業を発展させ、沿海
地域を外向型の軌道に乗せ、輸出による外貨獲得を増やすための新鋭軍になっている」と
評価した6｝。
　1978年から1992年まで中国の外国資本の利用は借款が主であったが、1992年以降は外
国投資家の直接投資を主としつつ、同時に、対外借款も大幅に増加を続けていた。中国の
国外からの借款は、1980年代初期には毎年10億ドル余りにすぎなかったものが、1991年
から1995年には毎年50億ドルに拡大し、その後は毎年100億ドルにまで達している。1979
年から1997年に中国が締結した対外借款は1528件に及び、その合計金額は1208億ドル
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となり、実際に使用された国外からの借款総額も1208億ドルであった。
　1g81年、外資系企業の輸出額は中国の輸出総額の0．1％、輸入額は0．5％を占めるに過ぎ
なかったが、1990年には外資系企業の輸出額の占める割合は12．7％に達し、輸入額の割合
も23．1％を占めるまでに拡大し、さらに1997年には、輸出額に占める割合は14％に達し、
金額では748億ドルにまで拡大した。輸入額の割合は54．6％を占め、777億ドルと拡大を
した。1990年代以降、外国投資家の中国への投資は急速に増加し、21世紀初頭段階におい
てはすでに中国経済発展の原動力となっており、外資系企業の輸出入額もまたこれに伴っ
て増加し、中国の貿易において占める割合も年ごとに上昇、拡大しており、中国経済にお
ける役割は顕著なものとなっている。
（3）経済特区から地域経済圏構想へ
　1979年以降の中国政府は各地域の実状に応じた開放政策をとっており、対外開放特区と
沿海都市から、沿岸周辺地域、河川周辺地域へ、そして内陸地区へと拡大政策は拡大され、
全国的に全方位的対外開放政策が推進されている。
　経済特区は、国が対外経済活動を行う上で特殊な行政管理と経済優遇政策、そしてフレ
キシブルな措置を行う特定の地区である。この経済特区は、工業を主とし工業と貿易とを
結びつけ、各業種の活動を同時に推進させるという結合的性格を持っており、それは対外
開放の窓口であり、基地としての役割を発揮させるものであるといえる。1979年、深馴、
珠海、汕頭、アモイの4つの経済特区が設けられ、一時その是非をめぐって議論を呼んだ
が、1984年2月、郵小平が広東、福建両省と3つの経済特区を視察した際、その成果を高
く評価した上、沿海地域の主要都市を開放すべきだという考えを明確にした。郵小平は「特
区は窓口である。技術の窓口であり、管理の窓口であり、知識の窓口であり、対外政策の
窓口でもある。特区を通じて技術を導入でき、知識を得られ、管理が学べる」7》とした。例
えば、建設業の入札制度、雇用の契約制度、土地試用権の有償譲渡制度など、ほとんどが
経済特区で試験的に行われ、経験をした後に他の地域、または全国に押し広げられた。深
別での「蛇口経済開発区」の成功は、上海・天津・大連など多くの沿海都市が経済技術開
発区を建設する際の手本となった。
　改革開放政策の出発点は、中国全域にではなく、特定の沿海地域に輸出基地としての役
割を持たせるという地域政策を採ったことに特色がある。対外経済開放を沿海開放地帯の
初歩的形成からみれば、1979年、広東、福建両省で特殊政策、弾力的措置が実施されたの
を機に、両省内の深ll11、珠海、汕頭、度門での経済特区設置（1980年8月）、海南島（1983
年）と14沿海港湾都市（1984年4月、大連、秦皇島、天津、煙台、青島、連雲港、南通、
上海、寧波、温州、福州、広州、湛江、北海）の対外開放と続いた（前述）。
　1985年に、これまでの経済特区の成果をもとに、国務院はさらに対外開放政策を拡大す
る一連の措置をとった。同年1月に長江デルタ（常州、蘇州、無錫各市）、珠江デルタ（中
山、仏山、江門各市）、及び閲南三角地帯（厘門、泉州、潭州各市）が沿海開放区に指定さ
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れ、また1988年4月には遼東半島・山東半島全地域も沿海開放地区として拡大され・政府
は海南島を省として広東省から独立させ、この新しい省全体を中国最大の経済特区として
開発することを決定した。中国共産党第13回全国代表大会の中央委員会活動報告（1987
年10月）では、「沿海地区重点開放、段階的内陸開放」という対外経済開放の幅と深度を
さらに拡大させる政策を強調し、日本、米国、アジアMES諸国の動向に目を向けつつ沿
海地域の開放の深化と加速をはかろうとする沿海地区経済発展戦略が提起された。
　対外開放政策は1990年代に入り全方位で進められ、まず1990年4月には上海浦東地区
の開発計画が公表され外資導入の重点地域の一つとなった。また郵小平の南巡講和（1992
年）を契機に中国経済は新たな高揚期を迎え、同年開催された第7期全人代第5回会議に
おいて、登K小平路線が再確認され、同年10月に開催された中国共産党第14回全国大会に
おいては「社会主義市場経済」という新しいテーゼが掲げられた。
　中国政府は沿海地区経済発展戦略を進展させるための各地域別の経済区（地域経済計画）
構想を明示したが、それは地域経済を形成することで対外開放を進めていこうとする動き
への転換であった。すなわち、既存の経済計画、行政省・自治区計画に加えて、全国的な
地域経済の計画を立てることが課題となった。1991年末に経済発展10ヵ年計画と第8次5
ヵ年計画推進のために経済区を統一的に区分した「10大経済区」8）が設定されており、「10
大経済区」は生産のための産業配置からみた経済圏構想であったことから、資源、原材料
の地区とそれを利用する工業生産地区を合理的に配置し結合する市場の形成が必要となっ
た。対外開放政策をもととしての経済圏を市場とみることもできる。それとともに1992年
7月には郷家i華副総理（当時）によって「7大経済地帯」9）が提案された。
　こうして地域的に漸次開放された経済特区、沿海開放都市、沿海開放地区は拡大し、南
の北海から北の大連までの沿海地帯が、開放地域の枠組みを作り出した。さらに1990年代
以降、開放都市・地域を軸に横の連帯が強調され、地域経済圏構想と一体になった計画と
して進められっつあることに特徴があるといえる。
（4）産業構造の転換と労働者の質的転換
　経済発展とともに一国の産業構造の中心が第1次産業から第2次産業、さらに第3次産
業へと移っていく現象は、「ペティ＝クラークの法則」とされるが、1952年～1978年の農
業、軽工業、重工業を比較分析すると、農工業総生産額に占める割合は、それぞれ56．9％
から24．8％、27．8％から32．4％、15．3から42．8％に推移しており、農業が32．1％ポイント
減少したのに対し、重工業は27．5％増加した経緯がみられ、先の「ペティ＝クラーク法則」
に準じた変化がみられる。
　1978年段階における重工業（中国の統計では重工業は資本財や中間投入財の生産部門で、
その中に鉱業や電力・ガスも含まれる）の付加価値額の工業全体に占める比率は56．9％、
軽工業のそれは43．1％であった。しかし、その後、重工業の比率は1990年に50．6％に低
下したが、1994年にいったん53．7％に上昇し、以後は再び低下傾向が続き、1999年には
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50．g％と1990年の水準に逆戻りしている。このように、1980年代の工業化は基本的に軽
工業が中心であったが、後半の1990年代には軽工業と重工業がほぼ均衡を保った成長を遂
げたといえよう。
　また、1978年から1980年代半ばの時期は、産業間の構成には大きな変化はみられない
が、それは中国における経済改革が工業部門に先駆けて、まず農業部門から始まったから
である（前述）。他方、第3次産業の多くは市場経済化にともなって生まれるものであり、
この時期には未だそうした動きが小さかったことを示している。
　1980年代後半の特徴は、第1次産業の急速な縮小とは逆に第3次産業の拡大である。1990
年代前半は第2次産業の拡大が顕著であり、第1次産業のみならず、第3次産業の比重も
低下した。市場経済化政策の導入などにともなって第3次産業に対する新たな需要が高ま
り、1990年代後半には第3次産業の比率が低下する傾向に歯止めがかかった。2000年以
降、第2次産業とともに、第3次産業の比率も増加している。このように、1978年以降お
よそ30年の間に第1次産業は大きく後退し、第2次産業の成長と、第3次産業が拡大して
いる（表1－2－1参照）。
　具体的には、第1次産業は、1978年にGDPの27．9％を占めていたが、農村改革の成功
による生産量の拡大を反映して、1980年代前半にはその比率を約5ポイント増加させた。
しかし、政府は生産量の拡大を受けて、統一買付・販売制度を廃止し、契約買付制度を導
入したことから、1980年代後半には、農民のインセンティブが失われ、農業生産が停滞し
た。他方、第2次・第3次産業が発展した結果、第1次産業の比率は徐々に低下した。
　また第2次産業は1978年の47．9％から1980年代に入ると徐々にその比率を下げ、1990
年には41．3％となった。1996年、1997年の47．5％をピークに減少したが、2000年代に入
ると、再び回復に向かい2005年には47．5％となった。
　第3次産業のGDPに占める比率は、1978年の242％から1989年の32．2％にまで増加
し、その後は同様の水準を保ちながら、2005年には39．9％となり1978年に比べて約15．7％
まで増加した。データから分かるように、GDP構成比では、第1次産業が低下し、第2次
産業ではほとんど変化なく、第3次産業が増加することとなった。
　1979年以降の経済政策、市場開放政策、外資系企業の参入等々は、上記のように産業構
造の転換を促す要因となり、中国は第2次産業、第3次産業の比重を拡大させることにな
った。この産業構造の転換は、当然のこととして労働の場を大きく転換させることになり、
労働者に求める資質、能力も従来とは異なるものとなった。すなわち、組織化された工場
労働者層の拡大であり、市場経済の担い手である第3次産業の労働者層の拡大は労働者に
新たな資質、能力を求めることになったといえる。したがって、この産業構造の変化は労
働者の価値観、モチベーション等にも種々の影響を与えたといえる。
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表1－2－1GDPにおける3次産業の推移 （単位；億元，％）
年 GDP 第1次生業 第2次生 第3次生業
19783645．2100．01018．427．9 1745．247．9 881．6 24．2
19794062．6100．01258．931．0 1913．547．1 890．2 21．9
19804545．6100．01359．429．9 2192．048．2 994221．9
1981489t6100．01545．631．6 2255．546．1 1090．522．3
19825323．4100．01761．633．1 2383．044．8 1178．822．1
19835962．7100．01960．832．9 2646．244．4 1355．722．7
19847208．1100．02295．531．8 3105．743．1 1806．925．1
19859016．0100．02541．628．2 3866．642．9 2607．828．9
198610275．2100．02763．926．9 4492．743．7 3018．629．4
198712058．6100．03204．326．6 525t643．5 3602．729．9
198815042．8100．03831．025．5 6587．243．8 4624．630．7
198916992．3100．04228．024．9 7278．042．9 5486．332．2
199018667．8100．05017．026．9 7717．441．3 5933．4’31．8
199121781．5100．05288．624．3 9102．241．8 7390．733．9
199226923．5100．05800．021．5 11699．543．5 9424．035．0
19935333．910006887．319．5 16454．46．6 11992．233．9
199448197．9100．09471．419．6 22445．46．61628t133．8
199560793．7100．012020．019．8 28679．547．2 20094．333．0
1996711766100．013885．819．5 33835．047．523455．833．0
19978973．0100．014264．618．1 37543．047．5 27165．434．4
199884402．3100．014618．017．3 39004．246．230780．136．5
199989677．100．014548．16．2 41033．645．8 34095．338．0
200099214．6100．014716．214．8 45555．945．938942．539．3
2001109655．2100．015516．214．1 49512．345．2 44626．740．7
2002120332．7100．016238．613．5 53896．844．8 50197．341．7
2003135822．8100．017068．312．6 62436．346．0 56318．141．4
2004159878．3100．020955．813．1 73904．346．2 65018．240．7
2005183084．8100．023070．412．6 87046．747．5 72967．739．9
注）2004年及びそれまでの第1次産業には農林蓄漁業を含まない。第3次産業
の交通運輸及び郵政業には電信業を含むが、都市公共交通業を含まない。
卸業・小売業には飲食業を含む。
出所：『中国統計年鑑』中国統計出版社，2005年，57－58頁。
第2節　農村経済体制改革への取り組み
（1）農村経済体制改革の全面的な展開
　1978年の第11期3中全会は戦略変更と政策転換が行われた大会であった。すなわち、
同3中全会では、全国的に展開された「四人組」10）批判の大規模な大衆運動の終了、1979
年からの共産党の活動重点と全国民の関心を社会主義現代化建設に移すことを決定すると
いう点で重要な大会であったといえる。
　同上会議は、①現在（1978年時点）の中国の経済管理システムは権力が集中し過ぎてお
り、大幅に権限を下部に移し、地方と工業・農業により多くの経営管理自主権をもたせる、
②各級の経済行政機構の大幅な簡素化を行い、その大部分の職権を企業的な性質をもった
専門公司、合同公司に移す、③必ず経済法則に基づいてことをはこび、価値法則のもつ役
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割を重視する、④思想政治工作と経済手段とを結合し・幹部と勤労者の生産意欲を喚起す
る、⑤党が政府機構にとって代わったり、政府機構が企業にとって代わったりする現象を
解消し、各級、各職種、各個人の責任制を実行し・管理機構と管理要員の権限を強め・責
任を明確にすること等々が打ち出された11）。
　これらの措置は、中央部門から地方、企業、労働者個々人に至るすべての方面の主体性、
積極性、創意性を発揮させ、社会主義経済の各部門の活動を発展させようとするものであ
った。そして同3中全会において、農業問題については次のような重要な決定が行われた。
　①人民公社、生産大隊生産隊の所有権と自主権は、国家の法律によって保護する、②
生産隊の労働力、資金、製品、物資を無償で使用したり占有したりすることは絶対に許さ
ない、③人民公社の各級の経済組織は、労働の量と質に応じて報酬を計算し、平等主義（働
いても働かなくても報酬は同じ）を克服する、④公社員の自留地（農民が自由に農作業で
きる耕地）、家庭副業、市場取引は、社会主義経済の必要な補充部分として、いかなるもの
もみだりに干渉することを許さない、⑤人民公社は生産隊を基礎とする3級（人民公社、
生産大隊生産隊）所有制を着実に実施し、これを安定させる、⑥人民公社の各級組織は、
あくまでも民主的管理を行い、幹部は選挙で選び、会計は公表する12）等々が決定された。
　具体的には、次の4つの関連する農村改革が行われた。第1に、農産物価格引き上げに
始まる農産物価格・流通制度の改革、第2に、生産責任制の実施による自主経営農家の創
出と農業生産組織の改革、第3に、人民公社制度の解体による農村組織の改革、第4に、
農村工業の育成に始まり、国営工業保護政策の撤廃と各種所：有制問の公平競争等々の産業
制度の改革であった。
（2）農業生産責任制の導入と農民の経済活動
　1978年以降、農村改革は全ての農民の生産意欲を引き出すためにとられた政策、措置で
あったが、それらの中で最も重点的に取り組まれたのは農業生産責任請負制であった。農
業生産責任制は次の5つに分類される。
　第1は、「定額包工」作業請負制である。これは平均して20～30戸を単位とする生産隊
レベルでの集団経営のもとで、農民が生産隊からの農作業を請け負い、農作業に応じて定
められた労働点数を獲得し、それに比例して生産隊から所得の配分を受ける制度である。
　第2は、「包産到組」グループ請負制である。これは集団の統一経営のもとで農林業、牧
畜業、副業、漁業の業種別に、10人前後の農民を単位とする作業組が生産隊から生産を請
け負い、その報酬は生産量にリンクして計算される制度である。
　第3は、「聯産到労」個人請負制である。この制度の特徴は、一般に「三不変、四統一、
五定一奨」という標語で表されている。三不変は集団所有制、統一分配、基本計算単位が
不変であること、四統一は作付計画、耕種用水、役畜及び大中農機具の使用管理の統一を
さす。五定一奨は労働力、土地、生産量、投資、報酬を定め、超産を奨励し、減産時には
賠償をさせることをいう。
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　第4は、「包産到戸」各戸（個別）生産請負制である。これは、生産隊が生産計画、会計、
分配を統一して行うという前提のもとに、耕地を農家に分担させて・生産量・生産費を請
け負わせ、それに応じて労働点数を決め、生産超過に対しては農家に奨励金を支払い、減
産に対して農家に弁償させる制度である。
　第5は、「包幹到戸」各戸（個別）経営請負制である。この制度では、土地は農家世帯員
数と労働力に応じて配分され、労働点数に基づく収益の統一分配は行わない。農業税と国
家の買付任務、及び公益金と公積金で納入した後の余剰は、すべて農家のものとなる。ま
た農家は農業生産財を自ら市場で購入する。したがって、この制度によって初めて統一作
付、統一分配及び労働点数制といった過度に集中した農村経済体制の根幹が廃止され、経
営の主体が個別農家に移行したことになる。
　農業生産責任制は1981年までは、作業請負制とグループ請負制が主流であったが、その
後急速に個人または農家の生産請負制に移行し、1981年10月には「包乾到戸」各戸経営
請負制が38％を占めた。その後の急速な普及により、1984年末には全国農家総戸数の
96．6％が各戸経営請負に移行した。
　農業生産責任制の導入は、農村内部の所有関係に大きな変化をもたらしたが、農地や水
利施設などの農業の生産手段は依然として集団所有のままであった。以前の人民公社（農
村住民の集団組織）に代わって、郷（鎮）政府・村がそれら生産手段の所有者となった。
しかし、農地は各農家の労働力あるいは家族数によって分配され、各農家がその経営・耕
作を請負ことになった。したがって、そこでは生産手段の所有権と経営権（耕作権）の分
離がなされ、各農家は農地経営の成果の粗収入から国への税金と郷村への一定の上納金を
納めれば、残りはすべて手取りの自家収入となった。
　農業生産責任制の導入によって、農民の私的所有財産は急速に増大することになった。
農地の分割請負から出発して、農民は自己所有財産をしだいに蓄積し、それを主に非農業
領域に投入することを通じて私的財産を増殖させた。私的所有・私的経営を特徴とする農
民の個人経営企業、共同経営企業の急成長は、農村改革がもたらした大きな変化であった
といえる。また所有財産を蓄積した農民が非農業分野の事業を起こすなどの経済活動の領
域の拡大によって、有力な郷鎮企業として経営基盤を確立したケースは少なくない。この
農民の経済活動の拡大は、農民の価値観、広く他の分野の人たちの価値観を変化させる要
因となり、広く労働者の意識、モチベーションに与えた要因としても注視しておかねばな
らない。
（3）人民公社の解体と農民の経済活動
　人民公社制度の改革が農業生産責任制の導入とともに取り組まれることになった。1975
年の改正憲法に「農村人民公社は政権と経済管理の一一一一体化した組織である」（第7条）と明
記されていた。また1978年憲法はさらに詳しく、中国の行政区画の最末端機構として「（三）
県、自治県を人民公社、鎮に分ける」（第33条）、「人民公社、鎮に人民代表大会と革命委
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員会を設ける。人民公社の人民代表大会および革命委員会は基層の政権組織であり・また
集団経済の指導機構でもある」（第34条）と規定していた・1982年12月・第5期人民代
表大会第5回大会で「中華人民共和国憲法」は改正され、「農村人民公社は、農業生産合作
社、その他生産、購買・販売、信用、消費など各種形態の合作社経済は・勤労大衆による
社会主義的集団所有制経済である」（第8条）と規定された。憲法の改正は人民公社の「政
社合一」（政治権力と合作社経済組織（集団経済組織））から「政社分離」へと転換するこ
とを意味していた。
　人民公社は1958年の「人民公社化」運動によって、農村に人民公社が設立され、「政、
社合一」体制が形成された。人民公社の特徴は、国家の末端政治権力組織と農民の集団経
済組織との一体化にある。すなわち、人民公社の管理委員会、生産大隊の管理委員会、生
産隊委員会は経済機能を持った経済組織であると同時に、政治権力機能を持つ農村の政治
権力組織でもあった。
　人民公社の政社分離が実行されると、人民公社は単なる集団経済組織として、生産の組
織と発展に力を集中させることができ、また行政的手段で指揮したり、生産活動に関与し
たりするといった弊害を、効果的に克服することもでき、これによって広範な農民の生産
への意欲を引き出せるようになると認識された。
　1982年の改正憲法では中央政府と地方との関係について、次のような条文が掲げられて
いる。第30条、「（三）県、自治県を郷、民族郷、鎮に分ける」。第95条「省、直轄市、県、
市、市管轄区、郷、民族郷、鎮に人民代表大会および人民政府を設ける」。第97条「郷、
民族郷、鎮の人民代表大会代表は選挙民が直接選挙する」。第98条「その任期は1期3年
とする」。第101条「地方の人民代表大会は郷長と副郷長、鎮長と副鎮長をそれぞれ選挙し、
かつ罷免する権限を有する」。
　以上の憲法改正を受けて、1983年10月中国共産党中央委員会と国務院は、「政社を分離
して郷政府の設立工作は、郷人民代表大会の代表者の選挙工作と結合して進め、大体1984
年末以前にこれを完成させなければならない」と定めた。
　これらにより明確になった農村人民公社における政社分離改革の基本内容は以下の通り
であった。①以前の公社の管轄区分の通り（もとの公社の規模が大きすぎた場合に1つの
公社を幾つかのものに分離する）に郷を設立し、郷（鎮）政府を設立する。郷（鎮）政府
が旧来の人民公社の代わりに農村政権の機能を持つ、②もとの生産大隊の区分の通りに村
を設立し、村の農民自治組織、「村民委員会」を設立する、③もとの生産隊あるいは集落の
通りに「村民組」を設立し、「村民委員会」の末端組織とする。
　人民公社の解体によって、農民は集団的共同労働から解放され、農民は農作業の余暇を
利用して自由に副業に励むことができるようになった。やがて副業を専業化する農家（専
業戸と呼ぶ）が各地で広範に出現した。専業戸の業種は、養殖業（豚、鶏、兎、あひるな
ど）や手工業（搾油、精米、製粉、綿繰り、綿打ち、瓦焼き、製紙、鍛冶、大工、編繊、
縫製、食品製造（豆腐、はるさめなど）から始まり、次第に耕種業（食糧、綿花、搾油作
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物、たばこ、茶、果物、疏菜など）や技術的サービス業（農機耕作、育種、育苗、病虫害
防除など）、そして運輸業、商業、飲食業など非農業分野へと広がっている。この多角経営
の発展で注目されるのは、耕種業以外の専業戸の場合、農地から離れ、せいぜい飯米地（口
糧田）を留保するだけになり、他方で食糧生産までも「商品食糧専業戸」により担われる
ようになる展望が開けたことである。こうして中国農村はこれまでの自給自足経済体制か
ら商品経済化の時代へと向かうようになった。
　農業生産責任制の導入と同様に人民公社の解体は農民が他の産業分野へ進出する契機と
なったが、この動向が産業構造転換を促す要因となり、非農業従事者の拡大を促し、広く
労働者の意識価値観の形成、モチベーションに影響を与えた要因の一つとして受けとめ
ることは可能であろう。
第3節　都市経済体制改革への取り組み
（1）都市経済体制改革の展開
　中国の経済改革はそれまでの農村改革での経験を踏まえて、経済改革の重点を農村から
都市へと移行させた。都市の経済改革を推進する基本方針は、第11期3中全会においてす
でに提起されていたが、その時点から1984年にいたる6年間は、「局部的、実験的」段階
にとどまり、その成果も限られたものに過ぎなかった。都市の経済改革が正面からとりあ
げられ、その全面的な展開が始まったのは1984年になってからである。
　中国における都市経済改革は、企業の自主権拡大という課題から試行された。従来の経
済体制の下では、企業は各行政機関の付属と化し、経済上独立した商品生産者・経営者と
して機能する活力を失っていた。それゆえ、都市での改革の試行は先ず企業自主権の拡大
から始められた。企業自主権の拡大は、主として国と企業の関係のあり方を変えることに
重点が置かれ、個々の基礎経済単位としての企業により多くの独立性を与えるものであっ
た。それにより伝統的な集権的管理体制の欠陥を改め、企業の積極性を引き出し、活性化
をはかろうとしたのである。
　1979年7月に国務院は、「国営工業企業経営管理自主権拡大に関する若干の規定」「国営
企業利潤留保の実行に関する規定」「国営工業企業固定資産減価償却率の引き上げと減価償
却費の使用方法の改善に関する暫行規定」等を公布した。　　　　　　　　　　　　一
　全国に先駆けて、企業自主権拡大の試行に着手したのは四川省であり、それとほぼ同時
期（1978年10月）に雲南省においても試行が始められ、その後、北京・天津・上海の8
企業において試行された。企業管理体制の改革は企業自主権拡大の試行から始まり、それ
が全国的な範囲で広がるのは1979年の後半からである。全国各地で試行企業が次々に選定
され、1979年末には4200社あまりに拡大し、1980年6月には6，600社に拡大した。この
6，600の試行企業は、当時国家予算に組み込まれていた国営工業企業総数の16％にあたっ
ていたが、その中には有力な大企業が数多く含まれていたため、その生産額から言えば全
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体の60％、利潤額を見ると70％の比重を占めていた13）。
　企業の経済的権限の拡大と、それに伴う企業・従業員の経済的利益の増大に対応して、
企業・従業員の経済的責任が必ずしも十分に明確化されていなかったため、1981年から・
国有企業における経済責任制の実施が必要となった。企業自主権の拡大、経済責任制の実
施は、企業・従業員の積極性、やる気を引き出すことに着目し、企業に内在的な原動力を
与えて、企業体制の強化・整頓を促し、その経営管理を改善しようとするものであった。
　企業の財政権の拡大については、企業における利潤留保制度の導入があり、それまです
べて国に納入していた利潤を一定の比率で企業に利益留保を認めるという政策であり、「拡
権譲利」とも呼ばれている。企業に留保された利潤は、生産発展基金（技術革新・設備改
造資金）、福利基金（主として従業員宿舎建設基金）、報奨基金（従業員ボーナス資金）と
して使用される。
　中国の国有企業はこの段階に至るまでにも、利潤から賃金基金総額の一定比率に相当す
る額を留保し、これを「企業基金」として、主として集団的福利、奨励基金などに向ける
制度があったが、しかし、この基金はきわめて少なく、しかも、その額は毎年ほぼ一定し
ている賃金総額に対する決まった比率で計算されており、企業活動の成果には連動してい
なかった。それに対して利潤留保制度は、各企業が毎年の利潤に対して一定比率を留保す
ることが可能になったため、その額は利潤の大きさ、つまり企業活動の成果に直接連動す
ることになった。
　国と企業の間の利潤の分配関係を中心とした企業自主権の拡大政策は1984年を境にいっ
そう多方面にわたり展開されるようになった。1984年5月に国務院が企業の生産経営計
画・製品販売・製品価格・物資（資・機材）選択購入・資金使用・資産処理・機構設置・
人事労働管理・賃金及び報奨金・連合経営の10方面で、自主権を拡大する措置を公表し、
同年10月には国務院から「計画体制の改善についての若干の暫行規定」が出された。同年
10月の中国共産党第12期3中全会において、「経済改革に関する中共中央の決定」（以下、
「決定」と略す）が採択された。
　「決定」は都市を重点とする経済体制全般の改革についてのべたものであり、「わが国の
経済体制の改革を導く綱領的文書」であるとしている。その内容は、都市の経済体制、つ
まり工業、建築業、商業、交通などの広い分野にわたる経済改革の総合的ビジョンを提示
したものであった。これによって、中国の都市経済改革はそれまでの停滞から脱却し、新
しい段階に入った。
（2）計画経済体制改革への取り組み
　計画経済体制下における企業活動は、国家の指令性計画（国家主導の計画の実施）によ
つて統一的に運営され、企業が生産したものは国家が買い上げ、生産に必要とする物資は
国家から供給され、価格も国家が統一的に定めていた。労働者は個人の意志とは関係なく
国家によって企業に統一的に配分（配置）され、企業利益のほとんどを国家財政に納付さ
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せ、他方、欠損は国家の補助によって取り繕うことができた。このため、企業経営の実態
と企業及び従業員の物質的利益の間にはほとんど関係がなかった。こうした状況の下では、
企業は行政機関の付属物となり、何事も上級の命令を受けてから行動するようになり、経
営に関する権限は与えられておらず、企業の自主性と主体性は存在しなかった。
　政府に権力が過度に集中する体制下においては、国家の経済管理機構は重層化し、手続
きは煩項となり、責任はお互いになすりあい、結果として効率が低下していくシステムで
あったといえる。企業は政府の上層部に対して逐一活動を報告し、上層の審議、許可を受
けるなど、時間はかかり、結果として官僚主義を助長したことになる。さらに、このよう
な体制は、経営管理における「タテ、ヨコ分割」（中央の各部門（タテ）と地方（ヨコ）の
分割）の管理体制が形成され、国家の企業に対する管理には、中央政府の各部門が組織し
て実施するものと、地方政府が行うものに区分された。両者はしばしばすべて自分だけで
業務処理をしようとするため、相互に分割、無接触という現象が生まれることになった。
これは一般社会においては各組織体間に発生する相互連関の形成を妨げ、企業の協業、連
合、競争の障害となり、無秩序生産と不要な重複投資を助長して、資本、資源などの損失
と浪費をもたらしたといえる。
　1984年10月、国務院は国家計画委員会の「計画体制の改善に関する若干の暫行規定」
を承認した。この「暫定規定」は「現行の計画体制の主要な問題は、それが過度に集中的
であり、管理が硬直化し、指令性計画の比重が大きすぎ、市場調節が軽視され、経済的な
調節手段がうまく運用されていないことである」ことを指摘し、それを克服するには「国
の経済と人民の生活にかかわる重要な経済活動に対しては指令性計画を実行する必要があ
るが、これ以外の大量の一般的経済活動に対しては指導性計画（企業行動制限計画）を実
行すべきである。市場調節は計画経済の必要かつ有益な補充ではあるが、当面、指令性計
画の範囲を適当に縮小し、指導性計画と市場調節の範囲を拡大し、企業の自主権をより一
段と拡大すべきである」と規定し、生産計画、固定資産投資計画、外資外貨利用計画、物
質分配計画などについて具体的に改革措置を決めた。
　中国共産党第12期3中全会「決定」における改革課題の一つは計画管理体制の改革であ
った。これまで企業自主権の拡大、ミクロ・レベルの改革から、マクロ・レベルの改革に
重点が置かれ、より一層合理的で効率的なマクロ経済管理体制を打ち立てるための改革で
あった。
　したがってマクロ・レベルにおける経済改革の課題は、この直接的なマクロ経済管理を
縮小あるいは廃止して、間接的管理と市場調節に移すことでなければならなかった。「決定」
は、それまでの指令性計画中心の体制から指導性計画及び市場調節を主とする体制への移
行を提示したものであった。
　また、それまで維持していた計画経済と商品経済とを対立させる保守的観点に反対し、
両者は統一されなくてはならないことが強調された。その内容は「計画体制を改革するに
は、何よりまず、計画経済と商品経済とを対立させる古くからの通念を打破し、社会主義
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計画経済は意識的に価値法則に依拠し・それを運用すべきもので・公有制を踏まえた計画
的商品経済であるということ、このことをはっきり認識しなければならない」とした。さ
らに、国家が企業に経営自主権を与え、企業の所有者、経営者及び生産者の関係を明らか
にし、所有権と経営権の分離をはかること14）を明確に指摘した。これにより・都市経済改
革は新しい段階を向かえることになった。
　国務院は1985年2月に「企業が自己の技術発展方向を決定し、技術進歩の計画を制定す
る自主権」を与えた。国務院はまた同年9月に、「国有企業の中核となる大中型企業の活力
増強の措置」を規定した。そして1986年から始まった第7次5力年計画においても、企業・
とりわけ大中型国有企業の活力を強め、相対的に独立した自主経営と損益自己負担ができ
る企業に育て上げることに重点がおかれた15）。
　改革・開放政策は1987年から新たな段階に入った。すなわち、1987年10月の共産党第
13回大会において、中国の現段階を「社会主義の初級段階」と規定した趙紫陽報告「沿着
有中国特色的社会主義道路前進」によって、「中国の経済建設は3段階に分けられている。
第1は、国民総生産を1980年には2倍にして、ほぼ衣食が足りて生活できる状況。第2は、
20世紀末までに現在の国民総生産を4倍に増加させ、生活が安定し、やや余裕のある水準
に達すること。第3は、21世紀半ばには、一人当たりの国民総生産を先進国並みに成長さ
せ、生活を豊かにし、基本的に現代化を実現すること」とし、「中国は、計画的な商品経済
活動を展開し、マクロにおいては国家が市場をコントロールし、市場が企業を導く」16》と
された。
　同大会において改革派優位の体制が確立し、開放と改革に積極的に取り組む新しい局面
を向えることになり、ミクロ・レベルにおける企業体制の改革も、積極的に進められるよ
うになった。同大会報告のなかで、趙紫陽は「所有権と経営権の分離という原則に基づい
て、全人民所有制企業の活性化をはかる」ことを当面の経済体制改革の第1任務としてあ
げていた。またその後の談話においても、1988年の経済体制改革の重点は「企業経営メカ
ニズムをさらに改善し、発展させること」17）であると重ねて指摘していた。
　1980年代以後の企業体制改革の課題は、企業の自主権拡大、つまり企業に一定限度の権
限と利益を与えてその活性化を図るという範囲をこえての取り組みであった。それは国と
企業、党と企業との分離がすすめられ、企業を真に独立した生産者へと転換させるための
積極的な課題であったといえる。
（3）経営管理権の国から企業への委譲一個別経営体に与えた影響一
　伝統的な中央集権的計画経済体制の下で、上から下への指令性計画により需給の調節が
図られ、市場メカニズムによる調節を排除してきたことは自主的な経営活動を展開するう
えでの深刻な問題であった。企業が何を、どれだけ生産するかは、社会（市場）の需要に
よつてではなく、主として上（国）から下（企業）へ下達される指令性指標によって決め
られた。その管理体系では、複雑で変化の速い社会の需要に応じることは難しかったとい
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える。そこでは、社会の需要が満たされぬままに、他方では社会が必要としていないもの
を、計画に従って大量に生産し、滞貨をつくり出していた。
　計画経済体制下の中国は、国による企業に対する管理が強大であり、主体的な企業活動
はなく、長期間これを見直すこともできなかった理由として、生産資源は全人民の所有制
ということと、国家が直接企業経営をするという認識の下で、企業を社会主義経済体制に
おいての独立性をもった経営体であると認めず、したがって自主経営を展開するうえで必
要な権限と責任、それに応じた経済的利益の確保も認めなかった。企業が行政機構の付属
物として位置づけられている状態からを切り離し、その自主性を強めるためには、行政機
構と企業の職責を切り離し、各級の政府部門は企業を直接経営管理をしないことが基本的
な要件であった。
　前述の企業自主権の拡大は、1978年、四川省の6企業において試験的に導入されたが、
企業の管理層に与えられた権限は次の様な項目であった。①増産節約をベースに、企業は
一定額の利潤留保が行え、従業員個々人には一定額のボーナスを支給できる、②国の計画
達成という前提の下に、市場が求める製品を増産し、委託加工を受け入れる、③余った物
資を販売し、商業部門が買付けない製品の販売、新製品をテスト販売する、④国の計画を
全面的に達成するという前提の下に、企業基金を確保し、利潤留保を実行する、⑤中級管
理幹部を抜擢する等々であった18）。
　また試行を経て逐次企業に与えられた自主権には次の様な項目があった。①活力が生じ
る多様な経営方式を選択することができる。例えば、単独経営ないし他の企業との連合経
営等、②原材料の手当て・生産・販売に関する自己裁量権をもつ、③内部留保資金の保有
とその自己管理権をもつ、④規定に基づき、従業員の任免、招聰、選考を行うことができ
る、⑤雇用制度及び賃金・奨励金方式を自ら決めることができる、⑥国家が認めた範囲内
において、自らの生産物価格を決めることができる。さらに具体的な企業の自主権が以下
のように決定された。
①経営方式の選択について、企業は所有制形式や上級主管部門との所属関係、財務制度
　　は変更しないという前提の下で、各部門間や地区間に跨った連合経営に参画、あるい
　　は自ら組織化することができる。また自らの利害に立って共同生産を行ったり、製品
　　の多角化を行うことができる。
②原材料の手当て・生産・販売について、企業は国家計画と国家への物資納入契約を履
　　行した後、自ら社会が必要としている生産物の増産をすることができる。増産された
　　生産物は国家が特別の規定を設けているものを除き、企業は自ら販売でき、その価格
　　は、国家が定めている範囲内での浮動価格、あるいは市場価格よりも若干安い価格で
　　売り出すことができる。企業が新しく試みた新製品や過剰在庫品、政府買い上げ部門
　　が買わなかった物資も、自らの手で販売してもよい。企業は国家統一配分の重要物資
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にっいても、原材料仕入れ先を選別することができるが、発注元である主管部門はこ
のことをあらかじめ十分に考慮しなければならない。
③内部留保資金の使用について、企業は主管部門が規定した配分比率に基づき、留保資
　　金を生産発展基金、新製品試作基金、準備基金、従業員の福利基金と奨励基金に分け、
　　自己裁量で配分することができる。
④組織編成と人事管理について、企業は上級主管部門が定めた定員制の枠内において、
　　自ら組織編成と人員配置を行うことができるg工廠長あるいは経理（社長）は、上級
　　部門によって任命され、副工廠長は、工廠長の推薦に基づいて上級部門が認可する。
　　工廠長内のミドル・マネジメントは、工廠長が任命する。企業は技術、管理に関する
　　要員を招聰することができ、彼らの報酬について自由に決めることができる。
⑤雇用及び賃金については、政府労働部門の指導の下で、従業員を公開募集し、選抜採
　　用することができ、企業の硬直的な配置の見直しができる。賃金基金は、企業の経済
　　効果（一般には国家に納付する利潤及び税金）に応じて連動すべきものであり、その
　　枠内において、企業は自らに適した賃金形態、奨励金形態を選ぶことができる。工廠
　　長は従業員に対して賞罰を行うことができ、それには昇進、奨励金の支給、解雇処分
　　等も含まれる19）。
　以上のように経営管理活動に必要な基本的な権限の一部が国から個別企業に委譲され
たことによって、経営管理者層には経営管理に対する知識、手法を学習する必要性が高ま
り、日本の経営者団体である日本経営者団体連盟（現日本経済団体連合会）などに管理者
教育プログラムの提供を求める等の活動が顕著になった。また個別企業内で昇進、あるい
は個別企業が努力して得た利益の一部は内部留保し、企業の自主裁量によって奨励金等に
使用できることが句能となった結果、これらの一連の施策が労働者のモチベーションに与
えた影響は大きかったといえる。
第4節　国有企業の経営管理制度改革への取り組みと影響
（1）経営請負責任制導入への取り組みと経営管理制度の整備
　1981年11月、国務院は「工業生産の経済責任制の実施と若干の問題に関する意見」を
公布し、経済請負制の目的及び具体策を明らかにした。それによれば「経済責任制を実施
する目的は、国家計画の指導の下で、企業をしっかりと経営管理する。企業、労働者の経
済的利益を、彼らの担う責任と経済的利益とを結びっけて、労働者に主人公という態度を
持たせ、最小限の人力、物力をもって最大の経済的利益を取得する」20）として、国家と企
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業の関係、つまり、分配関係を明確にするように指摘している。それは経営自主権の拡大
であり、国家と企業における責任と権限の関係を明らかにすることであった。
　1983年には国家と企業の分配関係を改革する手段として、「利改税」（利潤上納方式から
納税方式に改め）が導入されたが、それは国家と企業の分配関係をいっそう明確にするも
のであった。1984年9月「第2段階の利改税」の改革を推進し、国家と企業の分配関係を
一層明確にしたことによって、企業は独立採算制の組織体であることを打ち出した。
　1g87年4月、企業改革はこれまで実施してきた「拡権譲利」や「利改税」を進めながら、
国家と企業の関係を調整し、行政（国家機関）と企業の職責の明確化、所有権と経営権を
適度に分離すること等をめざした。こうした分離方式が「経営請負責任制」の導入であり、
小型の国有企業は「リース経営責任制」を導入した。つまり、請負制は企業が自ら取り組
む経営は、採算、発展、改組の改革をすすめることであり、特に、所有権と経営権の分離
をはかる目的があった。
　1988年2月国務院は「全人民所有制工業企業経営請負責任制暫定条例」を公布し、企業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f請負責任制の原則及び内容を規定した。それによれば、全人民所有制企業の経営請負責任
制は企業の全人民所有制の下で、所有権と経営権の分離を原則にし、契約によって国家と
企業の責任・権限・利益の関係を確定し、企業自らの取り組みによる経営と損益には企業
が責任を持つことと定義している。
　1988年4月に、「中華人民共和国全人民所有制工業企業法」（以下、「企業法」と略す）
．が公布され、企業の基本制度の確立と、企業の法律的地位が規定された。「企業法」により、
国家所有権を前提にしつつ、所有権と経営権の分離の原則に則って、企業独自の自主経営、
損益の自己負担といった企業の経営管理自主権は国家から授与されることが明文化された。
　経営請負制度の実施は1988年以降、国家財政に組み込まれた企業、特に大中型企業にお
いて広く導入された。1987年78％から1988年には93％に増加し、その中で大中型企業が
95％に達した21）。経営請負制の導入は、競争メカニズムを企業内部に導入することになり、
工場長責任制の実施、企業の内部組織、人事制度、雇用制度の改革を促進する要因になっ
た。
（2）工場長制度の導入と経営管理制度の整備
　1982年1月中国共産党中央委員会と国務院は「国営工場工場長工作暫行条例」を公布し
たが、「暫行条例」は工場長の役割を重視し、次のように規定した。「工場の行政指揮原則
はほかでもない、党委員会が工場の生産、経営活動を工場長の統一指揮に委ね、全面的に
責任を担わせることである。工場の副工場長、技師長（総工程師）、会計士長（総会計師）
などは工場長の助手であり、かれらの活動は工場長の指導を受け、工場長に対して責任を
担う」と規定された。
　1984年5月、中国共産党中央委員会弁公庁、国務院弁公庁は「国有工業企業指導体制の
実験的工作に関する通知」を発布し、遼寧省大連市と江蘇省常州市のすべての国有企業に
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工場長（経理）責任制を導入すると同時に、北京・上海・天津・藩陽では・いくつかの企
業を選択し、試行を行うということを決定した・
　1g86年9月、中国共産党中央委員会、国務院がそれぞれ「全人民所有制工業企業工場長
（経理）工作条例」「中国共産党全人民所有制工業企業基層組織工作条例」「全人民所有制
工業企業労働者代表大会条例」を公布し、全面的に工場長（経理）責任制を導入すること
を決定した。また、「企業法」第7条の規定では、「企業は工場長（経理）責任制を実行す
る。工場長は（企業）法に基づいて職権を行使し、法律の保護を受ける」とされ、これに
ょって、工場長責任制は正式に法律の規定として確定した。
　前述のように、中国は建国以来、国有企業の管理制度に関して、次の4つの段階を経過
している。先ず1950年代の前半に実施された「一長制」、1956年以降の「党委員会指導下
の工場長責任制」、文化大革命期における工場革命委員会と「党の一元的指導」の体制、文
化大革命後における「党委員会指導下の工場長責任制」の復活等であった。以上の4段階‘
のそれぞれに共通する特質は、企業における党組織の指導が工場長よりも優位を占め、専
門家である工場長はそれに従属する地位におかれていたということである。
　工場長責任制の実施は、工場長を実質的な「工場の長」と規定し、企業の「中心的な地
位」におき、生産と経営に関する政策決定権と責任の所在を工場長に集中したところに制
度の特徴がある。工場の党委員会は政策の実施を「保証し、監督する」ものとして、その
役割を後退させた。
　中国指導部内においての工場長責任制についての見解は、1980年に共産党第11期5中
全会において、企業における党と行政との分離を郡小平によって提起された。それによれ
ば「党委員会の指導下での工場長責任制は、党委員会は政治問題、原則問題を管理するが、
企業の生産、行政に関する管理活動は、工場長が統一的に指揮する」22）と指摘した。
　1984年5月の全国人民代表大会における趙紫陽の報告では、「国営企業では工場長責任
制を逐次実行に移し、国家が工場長に委託して生産の指揮と経営管理の全責任を担わせる」
としている。趙紫陽の報告を受けて、工場長責任制の試行が始まり、党中央と国務院はま
ず大連市と常州市に試行企業を設けることを決定し、1985年6月には試行企業を河北、遼
寧、黒龍江、江蘇、湖南、広東の各省に拡大した。1986年12月には、全国の国有企業に
おける工場長責任制の実施は36，653社に達し、そのうち、地方企業は34，825社、部（日
本の省庁）の所属企業1，828社となっていた23）。
　「全人民所有制工業企業工場長工作条例」「中国共産党全人民所有制工業企業基層組織工
作条例」「全人民所有制工業企業職員・労働者代表大会条例」をもとに工場長責任制の内容
を整理すると以下のようになる。
①工場長は企業の法定代表者として職権を行使し、企業の生産指揮及び経営管理の統
　　一的指導について全面的に責任を負う。工場長は党の基層委員会に対し、定期的に
　　報告を行い、その監督をうける。工場長はまた職員・労働者代表大会に対して定期
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的に報告の実施、意見の聴取、代表大会の決定を実施し、代表大会の監督をうける。
②エ場長の選任については、企業の状況に応じて次のような3つの異なった方式がと
　　られる。a．上級主管機関による任命、　b．職員・労働者代表大会が選出ないし推薦し、
　　主管機関が承認または任命する、c．主管機関が招請ないし指名して、職員・労働者
　　代表大会の同意を経て任命する。
③工場長については任期制をとり、任期目標責任制を実施する。これは企業の長期発
　　展目標とそれを達成するための任期中の責任目標を提出するものであり、その達成
　　状況は工場長に対する考査、監督、再任可否などのよりどころの1つになる。
④企業は工場長、副工場長、総工程師、総経済師、総会計師、党委員会書記、労組議
　　長、共産主義青年団書記及び職員・労働者代表によって管理委員会を構成し、その
　　主席は工場長が担当する。管理委員会は、経営管理上における重大問題につき工場
　　長の決定に協力する。
⑤工場長は企業の経営管理業務についての決定権及び生産指揮権をもつ。工場長の意
　　見が管理委員会の多数意見と一致しない場合には、工場長に決定権がある。工場長
　　は副工場長および上級技術者の任命については上級機関の批准をうけるが、中級幹
　　部の任命は工場長自身が決定できる。
⑥工場長は規律違反の職員・労働者に対して処分権をもつ。
⑦工場党委員会は企業に対し思想的・政治的指導を実行し、工場長の職権行使を積極
　　的に支持する。
⑧職員・労働者代表大会は、職員・労働者が民主的管理権限を行使する機構であり、
　　党委員会の思想的・政治的指導をうけ、工場長の職権行使を積極的に支持する。
　工場長制度の導入は、経営管理制度の整備とともに、企業内の各職位の役割、権限の明
確化、企業が自主的に取り組む経営管理活動の展開に必要な経営管理の知識、手法を管理
者層が学習するニーズを高めることになったといえる。
（3）国有企業の人事制度改革の影響
　国有企業と国家との関係の見直し、企業と労働者の利益分配に関する改革にともない、
国有企業の賃金制度、労働者管理に関する雇用管理、人事制度の見直しが推進されること
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になった。
　従来の国有企業の賃金は、国によって決められ・企業の工場長は従業員の賃金決定の権
限を保持していなかった。賃金総額は国によって決められており・企業の賃金出納帳は上
級機関に提出され、上級管理機関の監督を受ける・また・国有企業の賃金体系についても
国による統一制度「8級賃金制度」を用いていた。8級賃金制度は業種・地域を問わず・国
有企業の労働者の全てに適用されていた。賃金査定は、まず労働者の技能や労働態度など
によって級別が決められるが、この決定は勤続年数によることが多かった。しかも、工場
長は従業員の賃金決定の権限を持っていなかったために、賃金制度は「大釜の飯」と言わ
れる「平等主義」的分配制度が基本となり、労働者の勤労意欲が削がれていたといわれる。
　以上の状況から、国有企業における賃金制度改革は、賃金総額に対する国からの制限の
緩和と賃金分配方式は企業に任せる（権限委譲）改革を行った。
　企業自主権の拡大、「利改税」の実施にともない、奨励金の支給に関する権限を一定の程
度ではあるが、国から企業に委譲されたが（前述）、奨励金総額は基準賃金（国による決め
られて固定賃金）総額の10％以内で企業による奨励金総額を決めることが可能になった。
1984年以降の奨励金は、国が最高金額の上限は設けないが、一定の金額を超えると企業か
ら国へ奨励金税を納めることが規定されていた。すなわち、国有企業の奨励金に関する国
からの管理は、直接的な行政指令から税金という形へ変更されたのである。1985年に中国
共産党中央委員会は「経済体制改革に関する決定」を公布し、全面的に賃金制度に関する
改革を行うことになり、国有大中型企業においては、賃金総額と経済的利益とを結びつけ
るようになった。これを受けて、国務院は「国営企業工資（賃金）改革問題に関する通知」
（1985年）を打ち出し、「企業の賃金改革は、労働に応じた分配原則の下に、真面目に働く
者、働かない者を区分し賞罰する。優れた者を奨励し、劣った者を罰する。多く働いた者
が多く報われ、少ししか働かなかった者は少ししか得られないことを具現化する。頭脳労
働と肉体労働、複雑な労働と簡単な労働、熟練労働と非熟練労働、負担の大きい労働とそ
うでない労働の間は合理的に格差をつけること」24）と方針を明らかにした。
　賃金制度改革の進展にともない、1986年12月に国務院は「企業改革の深化と企業活力
の増強に関する若干規定」を公布し、企業内部の分配に関する自主権をさらに明確にした。
それによれば、国家規定の賃金総額及び政策範囲内において、賃金体系、奨励金の分配形
式と方法及び昇給などについては、企業は全て自主的に決定し、国は規定しないこととし
ている。ここに、国有企業の賃金制度、奨励金の分配方式などに対して自主裁量権が企業
に与えられた。
　また、国による統一分配制度の下で、企業は国から配置された労働者を受け入れ、また
雇用した労働者を企業が解雇することは出来なかった（後述）。雇用制度改革について、1980
年8月に「全国労働就業会議」が開かれ、従来の国により労働者を統一配分するという就
業制度を改め、自発的に経営を組織をすることによる就業、そして自発的な営業による職
業開拓、いわゆる「三結合の就業方針」を打ち出した。また、改革・開放政策導入まで、
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国有企業では「子女頂替」と称する雇用制度を実施していた・「子女頂替」とは・企業が退
職労働者の子女を雇用する制度である。1983年2月に国務院は「招工（募集）考課弁法」
を公布し、一部の企業において、子女の募集を廃止することを規定した。さらに・同年9
月に国務院は「関於認真整頓招収退職職工子女工作的通知」を公布し・募集条件を厳格に
し、募集範囲が狭められることになった。1986年7月、国務院は「国営企業労働者雇用暫
定規定」を公布し、労働契約制の導入と「子女頂替」の廃止など、国有企業の雇用管理に
っいて規定した（後述）。
　従来の国有企業の幹部管理制度には行政機関幹部などと同様の制度が導入されていたが、
企業改革の進展によって、企業に適応する人事制度の確立が求められた。1985年以降、経
済請負制の導入にともない、北京、藩陽、青島、株州の4都市において、試験的に「労働
優化組合」（配置管理）改革に取り組んだ。「労働優化組合」の実施によって、幹部制度に
競争システムが導入されたことになり、かつて一度昇進すれば降格されない幹部制度の改
革を促すこととなった。
　これら一連の制度改革は経営管理制度全般の改革、整備を促す要因となり、これらの一
連の制度改革は労働者のモチベーションにも種々の影響を与える取り組みであったといえ
る。
（注）
1）董輔研r中華人民共和国経済史（下巻）』経済科学出版社，23－24頁。
2）中国社会科学院法学研究所編『中国経済管理法規文件江編（上冊）』。
3）『中国共産党組織史資料』第7巻（上）中共党史出版社，2000年，11頁。
4）同上書，13頁。
5）同上書，19頁。
6）中国経済年鑑編輯委員会編『中国経済年鑑』経済管理雑誌社，1986年。
7）郵小平「弁好経済特区増加対外開放城市」『郡小平文選』第3巻，人民出版社，1993年，
　51－52頁。
8）「10大経済区」は次のように区分される。①東北経済区（黒龍江・吉林・遼寧三省と内
　蒙古自治区東部。中国最大の重工業・農林牧畜基地）、②華北環渤海経済区（北京市、天
　津市、河北省、山東省。知識・技術集約型産業の発展。海洋漁業・養殖、綿花生産の基
　地建設）、③長江デルタ経済区（上海市、江蘇・漸江省両省。最大の経済中枢と対外開放
　基地。人材養成・金融貿易センター）、④南方沿海経済区（広東・広西・福建・海南各省。
　外向型経済の輸出基地）、⑤黄河中流経済区（山西・陳西・河南各省、内蒙古自治区西部。
　最大のエネルギー、重化学工業総合開発区）、⑥黄河上流経済区（甘粛・寧夏・青海。水
　力発電、素材基地など）、⑦長江中流経済区（湖南・湖北・江西・安徽各省。長江沿岸経
　済回廊、農業生産基地）、⑧長江上流経済区（四川・貴州・雲南各省。エネルギー消費型
　の重化学工業、農林経済の発展）、⑨新彊経済開発区（石油化学工業基地、農林畜産基地）、
　⑩チベット特殊経済区。
9）「7大経済地帯」とは、①上海浦東地区を先導とする長江沿岸地区、②珠江デルタ地区、
　③北京、天津、河北、山東、遼寧を含む環渤海地区、④西南及び華南の一部省・自治区
　を含めた大西南地区、⑤西北地区、⑥中原地区、⑦東北地区である。
Io）プロレタリア文化大革命の指導者江青、張春橋、王洪文、挑文元のグループを指す。
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11）1g78年12月22日採択「中国共産党第11届第3次中央委員会全体会議公報」参照。
12）同上。
13）董輔秘，前掲書，67頁。
14）中国経済年鑑編輯委員会編，前掲書，「中国共産党中央委員会の経済体制改革に関する決
　定」1985年。
15）中国経済年鑑編輯委員会編，前掲書，「中共中央関於制定国民経済和社会発展第7次5
　ヵ年計画に関する提案」，1986年。
16）中共党史出版社，前掲書，19頁。
17）r経済日報』1987年12月19日。
18）周太和『当代中国的経済体制改革』北京：中国社会科学出版社，1984年，166頁。
19）桂世鋪「中国経済体制改革における国家集権と企業分権の関係」総合研究開発機構編『現
　代中国の経済システム』筑摩書房，1986年，38－40頁。
20）国家経済委員会・国務院体制改革弁公室「関於実行工業生産経済責任制若干問題的意見」
　中国社会科学院法学研究所編『中国経済管理法規文件江編（上冊）』，吉林人民出版社，
　1987年。
21）r中国経済体制改革年鑑（1989）』改革出版社，1989年，38頁。
22｝姜恒雄『中国企業発展簡史（上巻）』西苑出版社，2001年，663頁。
23）同上書，664頁。
24｝労働和社会保障部・中共中央文献研究室編『新時期労働和社会保障重要文献選編』中国
　労働社会保障出版社・中共文献出版社，2002年，65頁。
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第3章市場経済化と国有企業の民営化
第1節社会主義体制の維持と市場経済化政策の導入
　（1）市場経済化政策導入と背景
　1g92年10月、中国共産党第14回大会において「社会主義市場経済体制」を確立する政
策目標が打ち出され、その段階から中国の改革の方向が明確になり、市場経済への移行を
目的とした経済改革が本格化した。
　中国が市場経済化政策を導入した背景には1990年代の国内外の混乱が要因としてあった
といわれている。国外においては、社会主義の象徴であった旧ソビエト連邦の崩壊がある。
それは、中国においては国有企業の活性化が、経済問題であるだけでなく、社会主義体制
の根幹にかかわる政治問題であるとの認識がなされたことに端的に示されている。また、
旧ソビエト連邦、東欧諸国の崩壊の原因には長期にわたる硬直的な計画経済の下で、生産
力は低下し、国民生活が十分に改善されなかったがために、社会主義への信頼が失われた
ととらえられ、これが社会主義体制の崩壊、市場経済化への移行を促す契機になったとさ
れている。
　国内においては、1992年初頭の登隅小平の南巡講和1）がある。郵小平講話は、中央工作会
議以降も存在した市場と計画をめぐる議論にひとまず決着がつけられ、市場経済化への移
行を促し、それに取り組む契機になった。
　さらに、WTO加盟問題がある。1993年においてもWTOへの加盟が実現する可能性が
あったが、GATTの要求する貿易自由化は、国内市場の開放、市場経済体制への移行が条
件であった。中国が国内市場を開放した場合、直接影響を受ける産業は、工業生産の約3
分の1と見られていたが2》、WTO加盟問題は国内企業の競争力の強化、特に国有企業の活
性化が緊急の課題であると受けとめられていた。
　1990年代は、国有企業の低迷、旧ソビエト連邦等の社会主義体制の崩壊、国内市場開放
に対する開放圧力が高まり、政府は市場経済化政策の導入を決定したが、それは「社会主
義市場経済化の構築」によって社会主義体制を維持し、生産力の効率的発展をはかるとい
うものであった。
　社会主義市場経済体制への転換とともに、財政金融制度の改革、為替相場の一本化、価
格体系の調整、市場供給状況の変化、市場競争の激化と財政の圧縮、通貨政策の実施など
『連の政策転換等々がすすめられ、国有企業の経営環境は根本的に変化したといえる。
（2）現代企業制度の構築
　前述の中国共産党第14回全国代表大会（1992年）において中国的特色のある社会主義
市場経済体制の確立が目標として掲げられた。これを受けて1993年11月、中国共産党第
14回3中全会は「社会主義市場経済体制建設の若干の問題に関する決定」（以下「決定」と
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略す）を公布し、企業改革の目標として現代企業制度の確立が提起され、国有企業改革の
目標が「現代企業制度」の確立にあることが改めて確認された。同年の第8期全人代第1
回会議における憲法改正によって、これまでの「国営企業」は国有企業と呼称されること
になった。
　同上の3中全会の「決定」によれば、公有制を主体とする現代企業制度は社会主義市場
経済体制の基礎であり、その具体的内容は以下の通りであった。
①財産関係が明確である。企業資産の所有権は国家に属し、企業は国家を含む出資者によ
　って形成された全ての法人財産権、民事権利を有し、民事責任を負う法人となる（産権
　清晰）。
②企業はその全法人財産を法律に基づき、自主経営し、損益の自己負担、規定通りの納税
　をして出資者に対しては資産価値の維持、増加の責任を負う（産権清晰）。
③出資者は企業に投資した資本額に応じて所有者の権益を得る。すなわち資産の受益、重
　大決定、管理者の選抜等の権利がある。企業破産の際には、出資者が企業債務に対し、
　投下した資本額においてのみ有限責任を負う（権責明確）。
④企業は市場の需要に応じて生産体制を整備し、労働生産性と経済効率の向上を目的とす
　る。政府は企業の生産活動に直接関与しない。長期的に損失し、資産で債務の支払いが
　不能の企業は法律にしたがい破産させる（政企分開）。
⑤科学的な企業指導体制と組織管理制度を整備する。所有者、経営者、従業員の間の関係
　を調整し、激励と制約が結合した経営メカニズムを形成する（管理科学）。
　以上のように中国の企業制度は「産権清晰、権責明確、政企分開、管理科学」によって
特徴づけられるといえる。国有大中企業は、現代企業制度を徹底することによって、経営
管理レベルと競争力を向上させることが可能とされた。出資者が単一の場合、法律にした
がい独資会社に改組する。出資者が複数の場合、有限会社、株式会社に改組する。小型国
有企業は、リース、請負経営や株式合作制等に改組する3）と体系化された。
　1993年12月の第8期全人代第5回会議は、「中華人民共和国公司法」（「会社法」）を採
択し、同法は1994年7月より施行された。中国の「会社法」は現代企業制度の確立を促し、
会社の組織行動の規範、会社、株主と債権人の合法的な権益の保護、社会経済秩序の維持、
社会主義経済の発展を促進するために制定された法律であるとされている。会社法は憲法
に基づき制定されており、会社を国内における有限会社と株式会社とし規定し、財産権の
明確化、所有権と経営権の分離が規定された。
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　1g97年9月の第15回中国共産党大会は、中国の社会主義市場経済体制における所有制
構造を提示した。第1に、公有制を主体とするが、他種類の所有制を認める。公有制経済
の下では、国有企業と集団所有制企業だけではなく、混合所有形態の企業が含まれるが、
国有企業が主導的な役割を果たす。公有制の実現形態は様々ではあるが、国家経済の命脈
にかかわる重要な業種と分野では国有企業が支配的な地位を占めなければならないとされ
た。
　第2は、株式制は近代的企業の資本組織形態であり、所有権と経営権の分離、企業と資
本の運用効率を引き上げるのに有利であり、資本主義、社会主義のいずれも利用できる。
株式制をもって、公有とか私有とかを決めつけるということはできない。国と集団（郷鎮
または労働組合）が株式を支配していれば、明らかに公有的性格である。現在、都市と農
村に各種の株式合作制組織（従業員持株制）が出現しており、これらの集団所有経営体は
奨励されなければならない。
　国有企業を対象とした企業グループの形成を促すために政府は、第1に多国籍経営を行
う大型国有企業集団に力を入れ、小型国有企業を自由化する（握大放小）。第2に小型国有
企業を自由化し、再編、合併、リース、請負経営や株式合作制（従業員持株制）によって
経営の活性化をはかる。第3に党の役割は企業内に指導部をつくり、企業の党組織の政治
的中核としての役割を発揮させ、誠心誠意、労働者階級に依拠する方針を堅持する。第4
に合併の奨励、破産の規範化、一時解雇、人員整理、人員削減による収益増と再就職事業
をすすめ、企業の優勝劣敗の競争メカニズムを作り上げる。
　以上が同上大会における中国の社会主義市場経済体制下における所有制の見解である。
また、現代企業制度の下における政府と企業の役割も示している。それらの第1は、国の
役割は企業に投入した資本額に応じた所有者の持分を有し、企業に有限責任を担う、第2
は、企業の役割は国より独立した法人格を取得し、法によって自主的に経営し、損益に自
ら責任を担う、第3は、国と企業の関係は政府が企業の経営活動に直接関与してはならず、
企業も所有者の持分を損ってはならない、第4は、企業は国の投資を含め複数の方法で資
本金の充実をはかることができる4）等々が示された。
　同上大会は、所有制に関して、公有制の多様性を強調し、他種類の所有制を認め、公有
制経済の「主体」についての解釈を提示したが、公有資産が社会総資産の中で優位を占め、
国有企業は国民経済の命脈を握り、経済発展に対して主導的な役割を果たすことを求めら
れた。
　1998年3月の全国人民代表大会は、国務院政策として「21世紀には、国有企業の改革、
改組と管理体制の改善と強化を通じ、大多数の大中規模赤字企業を苦境から脱却させる」
「重点業種の重点企業の大中型国有企業を選択して、改革を推進し、今世紀末までに大中
型国有企業で初歩的な現代企業制度を確立する」5）と発表した。このように、改革・開放政
策導入後における中国の企業改革は政策の調整から現代企業制度の構築へと深化すること
になった。
66
（3）国有企業改革と現状
　国有企業改革の目標は、企業を法人とし市場における競争の主体となるようにすること
にあった。国有企業改革の基本的な考え方は、国有企業全体を活性化させることに主眼が
置かれ、国有企業を戦略的に再編し、大型企業を活性化させ、小型企業を自由化していく
ことにあった。そして、国有企業改革の基本原則は、改革を再編や改組、管理強化と結び
っけ、企業の内部メカニズムの転換を計画経済体制下での制限された経済活動から解放し、
外部環境の改善としっかり結びつけ、制度の刷新を積極的に進めていくことであった。
　1g93年以降、現代企業制度改革が試験的に導入され、株主権多元化を通じて従来の国有
企業を真の意味での企業に改組することが提起されていたが、試験的に導入に参加した企
業の大多数は形式上現代的会社に似た「国有独資（単独出資）会社」に変わったに過ぎず、
1g96年末の最初に決められた試験的導入の評価段階においては、会社制企業の最低限度の
標準に達した実験企業はほとんどなかった。1999年中国共産党第15期4中全会「国有企
業の改革と発展の若干の重大問題に関する決定」は、国有大中型企業の会社化制度改革に
関する要求をさらに明確にした。
　2003年10月に中国共産党第16回3中全会は「社会主義市場経済体制完備の若干の問題
に関する決定」（以下「決定」と略す）を採択した。「決定」では積極的に多種多様な公有
制（国有企業等の公有制企業）を具現する方法を推し進めることにより、国有企業の構造
調整と国有資産の再編を加速させる。市場経済化の趨勢にともなって、公有制企業の活性
化を求め、国有資本、集団資本及び非公有資本などが参入する混合所有制経済を大きく発
展させ、投資主体の多元化を通じて、株式会社制を公有制の主要な具現方式とする6）、とし
ている。
　中国の企業形態は4つに分けられるが、それらは全人民所有制（国有企業）、集団所有制、
私有制、その他の所有制、の企業である。
　全人民所有制企業は企業資産が公有であり、国有企業ではあるが、現代企業制度を確立
する取り組みのもとで、大中型国有企業は出資者が単一の国有単独投資会社、出資者が複
数の有限会社、株式会社、株式合作制会社7）などに分類される。
　集団所有制企業8）は、都市の行政部門が出資し、経営する企業と、農村の行政・経済部
門が出資し、経営する企業と、都市労働者あるいは農村の共同出資により経営される企業
及びこれら各出資者の共同経営による企業体である。農村部の末端行政組織である郷、村
または農村地域における各種企業の総体となっている郷鎮企業は集団所有企業の1つであ
る。改革・開放政策の導入により、公有制企業を補完するものとして個人企業、外資系企
業がある。
　私有制企業は都市、農村の個人経営企業である。このうち、雇用人員が8人以上の企業
は私営企業に分類される9）。8人以下の企業は個人企業である（後述）。その他の所有制企
業は、外資100％出資の独資企業、外資と国有企業、集団所有制企業、私有制企業との共同
経営の合資企業、合作企業10）、国内の所有制形態の異なった企業間の共同経営企業、有限
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会社、株式会社などである。
　改革・開放政策後・公有制経済は国内総生産に占める割合が徐々に減少したものの・依
然として中国社会総資産の絶対優位を占めている。国有企業は鉄道・郵政・電信・航空な
どの分野でほぼ100％のシェアを占め、金融、保険、電力、石油、石炭などの分野では90％
以上、冶金、化学工業分野の約80％、対外貿易、機械、建築などの分野では60％を占めて
おり、従来と同様に国民経済の命脈となる重要業種と分野を構成している。
　他方、非公有制企業の発展は急速であり、国民経済に占めるシェアは拡大し、国民経済
への貢献度合いも向上している。
（4）経営メカニズムの転換とモチベーション管理への関心
　1988年4月「中華人民共和国全人民所有制工業企業法」（以下、「企業法」と略す）が第
7次全国人民代表大会第1回会議で採択され、同年8月1日より施行された。中国の企業経
営のあり方を理解するうえで重要な「企業法」は8章から構成されており、その主な内容
を概観すると次の通りである。
　所有権と経営権の分離については、企業法が全人民所有制企業を定義し「法律に依って
自主経営、損益の自己負担、独立採算を行う社会主義商品生産と経営の部門である」と定
めている。企業の財産が全人民所有に属し、国家は所有権と経営権の分離という原則に基
づき、その経営管理を企業に授与する。企業は経営管理上の財産に対し、占有、使用と法
律上の処分権を享有し、法律にしたがい法人格を取得し、経営管理上の財産で民事責任を
負うと規定している。
　企業の設立、変更と終止、権利と義務について、第17条と第19条は企業の設立、終止
の条件、第3章は企業の権利と義務を規定している。企業は主に生産計画権、物資購買権、
製品販売権、資金支配権、物資管理権、労働人事権、機構設置権、対外貿易権、割り当て
反対権、企業間の経営連合権などを有する。企業の履行する義務として、指令性計画（第
2章参照）を完遂し、契約を履行する。固定資産の維持を保証し、設備を改良・更新する。
国家の財務、賃金と物価の規定を遵守し、その監督を受ける。製品の質を高め、物資の消
耗を減少する。労働と環境の保護を強化し、安全性を高めるなどである。
　経営責任制の形態に関しては、企業と政府の関係をあらためた。企業は政府の所管部門
の決定にしたがい、請負い、リース等の経営責任制の形式を採用することができる。これ
によって請負いとリース等の法的関係もより明確となった。そして企業は工場長責任制を
実行し、工場長が法律に基づいて行使する職権は法律によって保護される（第2章参照）。
第56条は、政府は国家が市場を調節し、市場が企業を導くという目標に基づき、企業にサ
ービスを提供し、各部門は各自の職責にしたがい、法律と法規の規定によって企業に対し
て管理と監督を行う。
　企業の指導体制を明確化した。第8条は「中国共産党は企業内の基層組織において、党
と国家の方針、政策がその企業で貫徹、執行されるように保証、監督を実行する」として
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いる。工場長の職責権限について、工場長は企業の法定代表者と位置づけられ、企業は工
場長をリーダーとする生産管理システムを確立する。工場長は、企業内において中心的な
地位にあり、企業の物質文明建設と精神文明建設に対して、全面的な責任を負うなどであ
る。
　1g88年までの国有企業の改革は、主に政府と企業との職責を分離する方向で進められて
きた。その後、経営権を持った企業が自己損益に完全に責任を負う経営体へと転換するこ
とになった。1992年7月に公布された「全人民所有制工業企業経営メカニズム転換条例」
では、企業の14項目の経営自主権が明らかになった。それによれば、①生産意思決定権②
製品・役務価格決定権③製品販売権④物資購入権⑤輸出入権⑥投資意思決定権⑦留保
資金処分権⑧資産処分権⑨提携吸収合併権⑩労働雇用権⑪人事管理権⑫賃金・賞与分
配権⑬社内機構設置権⑭割当拒否権等々である。この条例は、企業改革の基本法である
「企業法」の基本原則に基づき、政府と企業の機能を分離させることを改めて確認し、こ
れを強化する方針を打ち出したものといえる。この条例に従って以上の14項目の経営権を
国有企業に与え、市場経済にふさわしい経営主体に転換させることになった。
　「転換条例」において、「企業は法によって自主的経営、損益自己負担、独立採算を実行
する社会主義商品経済の生産・計算機構である」「企業の財産は全人民所有に属し、国は所
有権と経営権分離の原則に則って企業管理権を授ける」「企業の合法的権益は法的に保護を
受け、侵犯されない」と規定された。
　「転換条例」第2章には、「企業経営権とは企業が国家から付与された財産（資産）を占
有・使用し、法に基づいて処分する権利を示す」とし、企業権利の範囲をより明確にして
いる。また、生産計画の策定、価格の決定、雇用管理、社会的費用割り当ての拒否などの
企業自主権が具体的に示された。
　第3章では企業が国家から経営管理権を付与された財産に対し民事責任を負うこと、工
場長が企業の損益に直接、経営的責任を負い、欠損が生じた場合、工場長の責任が問われ
ることが定められた。同条例では、企業経営を強化しているだけではなく、それに法人と
しての企業責任と工場長の責任も問われることが明確に示された。
　第4章では企業の変更及び終了を可能にすること、すなわち、「企業は転業、休業整頓（操
業を停止して改善措置を講じる）、合併、分離、解散、破産などの方式によって、製品構成
及び組織構造の調整をはかり、資源の合理的配置と企業の優勝劣敗を実現することができ
る」とされた。
　第5章では「政府・企業の職責分離の原則にしたがい、政府は法に基づいて企業の調整、
監督及び管理を行い、企業にサービスを提供する」と企業と政府の関係を明示した。
　第6章では、政府行政部門の企業への不当な介入の阻止、企業の政府行政部門への責任、
工場長と管理者の法に基づく職権行使を阻害した者に関する法的責任、などに関して法的
責任を定めた。
　上記の「転換条例」は「企業法」の補完として位置づけられ、企業経営権の一層の強化
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を図るものであり、企業経営メカニズムの転換を促進することにより、国有企業は従来の
行政機関としての付属物から、自主経営体へと転換し、市場経済の要請に応える現代的企
業制度のもとでの経営体として、権限・責任・利益を有する企業として・あるいは経営体
としての体制を整えることになったといえる。
　個別経営体への管理権の大幅な委譲、特に人事権に関する労働人事権、人事管理権、賃
金・賞与分配権等々は個別経営体が自由裁量の余地を拡大したことであり、能率を上げ、
生産性を高め、売上げを拡大し、利益を獲得するということは、個々の労働者にとっては
直接的に地位（昇進）、賃金等に反映するインセンティブとなるものであり、企業は自由裁
量権を行使するうえから「企業法」及び「転換条例」により拡大した労働者のモチベーシ
ョンに関わる人事施策に対しての関心を高める契機になった。
第2節　国有企業の株式制改革
（1）経営権と所有権に関する改革
　株式会社に対する出資と経営の分離を提起したバーリ＝ミーンズは、1930年のアメリカ
産業の最大株式会社200社の実証研究を試み、所有と経営の分離に基づいた専門経営者支
配の成立を明らかにし、経営者支配の成立している株式会社では、所有権と支配は分離し
ており、株主はたんなる資本の供給者、危険負担者となり、経営者は株主の支配から離れ
て会社を支配し、経営していること11）を指摘している。
　企業体制改革における「所有権と経営権の分離」に関しては、中国が社会主義経済体制
を前提に進める企業改革を次のように理解することができる。すなわち、社会主義経済の
基本原則は、生産手段を公的所有としていた。従来の社会主義体制のもとでは、所有とい
う概念がきわめて包括的な内容を持っており、国有企業は国の所有であるとともに国によ
って排他的に指導され、経営されるという所有・経営未分離の実態が定着していた。その
結果、マクロ面、ミクロ面の両面において、過度に集権的な硬直した管理体制が支配的と
なり、また「誰もが全人民の財産の所有者でありながら、誰もそれに責任を負わない」と
いう状況を生み出していた。所有権と経営権の分離を掲げる中国政府は、社会主義の基本
原則である生産手段の公的所有という基本的特徴を残しながらも、同時に企業の経営権を
それから切り離そうということであった。それによって、企業及び管理者の独立性を強化
し、経営責任を持たせることによって、経営活動の活性化をはかることが可能であり、ま
た有効であること、言い換えれば、それによって企業の国への従属と過度の依存、企業責
任と競争メカニズムの欠如など伝統的諸欠陥を取り除くことができるという認識に基づく
ものであった。
　例えば、企業改革はこれまでに実施された「拡権譲利」や「利改税」を進めながら、国
家と企業の関係を調整し、行政と企業の職責の分離、所有権と経営権を分離することを目
指した。こうした分離方式は「経営請負責任制」の導入であり、小型国有企業におけるリ
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一ス経営責任制の実施であった。
　1986年12月、国務院は「多様な形態の経営請負制を推進し、経営者に充分な経営自主
権を与えること」を提起した。1987年には経営請負制に関する関心が高まったが、国有企
業の請負制の基本原則は、請負の基数の固定、上納の保証、超過収益の自己留保、欠損を
自己補填することというものであった。その主な形態は以下の通りである。①上納利潤の
額を定めていっさいを引き受ける、②利潤を比率で分配する、③上納利潤逓増でいっさい
を引き受ける、④欠損企業の赤字減少でいっさいを引き受ける、⑤両保一掛一税利上納の
保証、技術改良プロジェクトの実行を保証し、賃金総額と税利実現をリンクする等々であ
った。
　経営請負制は所有権と経営権を分離し、企業の自主経営、損益自己負担とする方向へと
進展させた。企業を市場に向けるように促進し、市場メカニズムの形成と発展を促す効果
があったなど12）が評価されている。
　しかし、請負制は企業に充分な経営自主権を得させるものではなく、また行政と企業の
分離と企業間の平等な競争を実現することはできなかった。その原因は、一部の残余コン
トロール権と残余請求権を請負者に引渡した後、企業財産所有権の境界線がさらに曖昧な
ものに変えられ、請負に出した者と請負者との間の利害の衝突を激化させ、双方が権利を
侵犯し合う行為を容易に生じさせた13）との指摘がなされている点である。
　企業の経営自主権改革は、政府と企業の職責分離を中心とし、利益上納から納税に転換
することになった。1992年に公布された「全人民所有制工業企業経営メカニズム転換条例」、
1993年に施行された「会社法」によって、市場経済体制に対応できる現代的企業制度が推
進されることになり、国有企業を真に自主経営、損益自己負担、自己発展、自己制約の法
人として整備するためにも、企業は市場経済体制諸国における企業の経営管理システムと
同様のシステムへの転換を求められたといえる。
（2）株式制導入の経緯
　1984年から1986年にかけて、一部の都市部の企業において株式制の導入が始まった。
1984年4月に国家経済体制改革委員会は、常州市で「都市経済体制改革試点工作座談会」
を開催し、株式制は「都市の集団企業と国有小型企業の更なる活性化をはかる方法」にす
べきという認識を示した。同年11月に「上海電声総廠」によって設立された「上海飛楽音
響公司」は、1万株を公開発行して株式会社となった。1985年初頭に北京市人民政府の許
可を受けた「北京市天橋百貨公司」は「北京市天橋百貨股扮有限会社」（株式会社）となり、
全人民所有制企業から最初の株式制企業に改組された。その後、溜陽、重慶、武漠などの
地域においても相次いで株式制企業が設立された。この期間中に設立された株式制企業は
主に集団所有制企業と一部の小型国有企業であり、株式の発行方式は内部の非公開株を主
として、一部を公開発行するものであり、株式制の運用も規範化されていなかった。
　1985年10月には中国における最初の証券市場として「深911経済特区証券公司」が設立
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され、株の発行、譲渡と管理を専門に取り扱うようになった。1986年9月に「中国工商銀
行上海信託投資公司静安証券業務部」が、株の公開売買委託業務を開始したことによって、
株式の流通市場が形成される契機になった。それにより株式制を導入した企業数が増加し
1g88年には約6，000社あまりに達しており、株式制を導入した企業が大中型の国有企業と
ともに業種を拡大した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
　1988年秋以降の経済の調整・引き締め、1989年天安門事件以降の政治的影響を受けて、
株式制改革は一時停滞をした。1990年から1991年にかけて株式制を導入した企業の数は
減少したものの、上海と深馴に証券取引所が設立され株式の上場、流通市場が整備された。
　1989年2月に国家経済体制改革委員会は「着実に組織指導を強化し、株式制の健康的な
発展を保証することに関する通知」を公布し、同年3月に北京において関係者を通じて株
式制試行の注意事項を発表したが、株式制試行の重点は、株式を公開発行する株式制では
ないと注意を呼びかけた。そして国務院は、国家経済体制改革委員会の「1989年経済体制
改革要点」を承認し、企業改革を深め、経済効率を向上させることを第1の重要な任務と
位置づけた。経営請負責任制の完備と発展は任務であると同時に、公有制を主とした株式
制の試行も求められた。しかし、試行される株式制の形態は、主に企業内部の従業員の株
購入と企業間の株式の相互参入であった。株式公開発行の試行対象は、産業政策に合致し、
経営状況が比較的良好で、内部管理も健全である一部の大中型企業であった。
　1992年の登B小平の「南巡講和」と党中央の「社会主義市場経済」路線の公認を受けて株
式制の導入に取り組む企業は大幅に拡大をしたが、1993年以降は株式制導入へ取り組む企
業が拡大している。同時に中国政府は1992年5月に「株式企業試点弁法」「株式有限公司
規範意見」などを公布した。前述のように、1993年12月に「会社法」が公布され、1994
年7月1日より施行されたが、「会社法」の施行により、中国政府は一層株式制の整備に努
め、新たな会社制度改革の段階へ移行することになったといえる。
　1994年以降、国有企業の経営状況の悪化が深刻な状況となり、経済的にも政治的にも様々
な変化に直面した政府は国有企業改革の方針を大幅に調整した。改革の目標を全ての国有
企業を振興させるという政策から重点とする国有企業の振興目標に変更されることになっ
た。この変化は計画的に少数の大中型国有企業の保護を強化し、国有企業の多数である小
型国有企業に対して各種の方式を用いて民間経営に転換し、いわゆる大型企業を保護し、
小型企業を自由化する「採大放小」と称される政策であった。「採大」とは、国有経済発展
と関連する大型国有企業の改革をしっかりと実施し、経済発展の過程で主導的役割を担当
させることを意味していた。「放小」とは、政府の所有する小型企業を、所有権の売却や賃
貸、請負等の方式を通して民間経営者に移譲したり、あるいは株式会社に改組し、政府は
その所有する株式に基づいて権益を受ける形にすることを意味していた。具体的には、大
型国有企業は企業集団化あるいは株式化を進め、国家の全額出資会社、有限会社、あるい
は株式会社に転換することができるようになった。小型国有企業にっいては請負制、リー
ス制、あるいは株式合作制企業などが設立出来るようになったが、これらの政策を契機に
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民営化を一層推進する方針を決めている・
　中国共産党第15回大会で株式制導入を正式に決定し、株式制度を公有制の1つの形態と
位置づけ、国有企業の株式化改革を一層推進することを明うかにした・
　前述のように、1990年代半ばまでの「拡権譲利」、経営請負制の導入など一連の国有企業
改革は、国有という枠組に基づいて、企業に経営自主権を与えることを中心に実施してき
た政策である。しかし、1992年の市場経済化政策の導入を機に、国有企業改革は一層深化
し、1997年9月の第15回党大会において、「国有企業の戦略的再編」が打ち出されたこと
により、国有企業改革は大きな転機を迎えることになった。この政策は、企業規模の大小
を問わず、一部の重要産業を除いて、国有にこだわらないとの姿勢を示している。政府は
「民営化」という言葉を避けてはいるものの、もはや国有企業を改革するのではなく、事
実上の国有企業の民営化推進に取り組んでいるともいえる。
　第15回党大会の方針を受けて、1999年3月の第9期全国人民代表大会では憲法が改正
され、民間企業の活動は、国民経済の補完的な役割から重要な構成部分に比重を移すこと
になった。同年9月の第15期4中全会で採択された「国有企業の改革と発展に関する若干
の重大問題の決定」において、国有企業の戦略的再編の具体的内容が明確になったが、そ
れによれば、2010年までに戦略的再編を完成させ、産業構造の調整に合わせて、国有企業
も産業分野によっては進出すべき部分と退出すべき部分とに分ける。一部の重要分野を除
いた競争産業においては、国有資本は縮小・撤退することになることを明言している。
　以上のように、中国における企業の株式制への改組の試みは1984年に始められ、1990
年代半ば以降は中国政府が積極的に株式会社化への改組と株式上場を推進してきた。ここ
での取り組みの経緯から中国における株式会社と株式上場は段階的な民営化のプロセスと
みなすことができる。
（3）国有大中型企業を対象にした株式制改革への取り組み
　1993年12月に国務院は現代企業制度試行活動協調会議を開き、一部の国有大中型企業
14）を選び、現代企業制度試行の実施に関する草案を起草することとなった。協調会議は、
国務院弁公庁、国家計画委員会、国家経済貿易委員会、国家経済体制改革委員会、財政部、
人事部、労働部、対外経済貿易部、人民銀行、国家工商局、国家国有資産管理局、国務院
証券委員会等の12の国務院の関係部門と中共中央組織部、全国総工会で構成されていた。
この協調会議は「一部の国有企業を選択し現代企業制度の試点の実施に関する草案」につ
いて5回の討論と3回の修正を行い、1994年4月と6月に2回にわたり国務院に審査を申
請し、9月に朱鋳基が会議を主宰して承認した。
　「一一一部の国有企業を選択し現代企業制度の試点の実施に関する草案」は、試点企業に対
し、①国有資産価値の維持と増加、②出資者所有権（株式権）と企業法人財産権との分離
による出資者、債権人と企業の合法的権益の保障、③「会社法」の徹底的な執行、④中国
に適合した企業の実状からの出発と国外経験の吸収、⑤関連する諸制度の同時改革の推進、
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⑥地方、部門、企業と従業員の積極性の増大を要求する15）。
　具体的には以下のように推進する。①企業法人制度の完備、②試点企業における国有資
産投資の主体の確定、③企業の会社組織形態の確定、④会社内部組織管理機構の完備・⑤
企業の労働、人事、賃金制度の改革、⑥企業の財務、会計制度の健全化、⑦共産党組織の
政治的な作用の発揮、⑧組合運営と従業員の民主的な管理の完備、⑨政府職能の転換と政
府機構改革、⑩企業の資産負債構造の調整、⑪社会保障制度の確立の加速化、⑫企業の社
会事業負担の軽減、⑬財産権取引管理の規範化と強化、⑭各種市場の仲介組織の規範化と
発展16）、としている。
　前述のように、「国有企業の改革と発展の若干の重大問題に関する決定」（1999年）は国
有大中型企業の株式化制度改革について、①制度改革後の会社の統治を強調し、所有者と
経営者の間にチェック・アンド・バランスの関係を築ける法人統治構造は会社制の核心で
ある」と指摘し、制度改革後の会社にとって重要なコーポレート・ガバナンスを確立する
よう要求した。②必ず国が独占経営しなくてはならないごく少数の企業を除き、多元的投
資主体の会社を積極的に発展させ、非国有の株主権の投資を導入しなくてはならない。国
有大中型企業、とりわけ有力企業は、株式制の実行に適しており、ルールにしたがって上
場、中外合併（中国資本と外国資本）、企業相互株式持合いなどの形式で、株式制企業に改
め、混合所有制経済を発展させ、重要な企業は国が過半数の株を保有する」17）、と新たに
提起している。
　1998年以降、国有大中企業の株式化改革は、行政と企業の職責分離の実現、独占的企業
を競争的企業に改組する、資産を再編制して国内外の証券市場に上場する、という3つの
段階に分類し推進されている。
　例えば、石油工業は改革・開放政策前、国は石油部と石油化学工業部を設立し、川上業
務と川下業務をそれぞれ管理していた。1983年、川下部分を管理する石油化学工業は改組
されて「中国石油化工集団公司」（SINOPEC）となり、その後1988年、川上部分を管理す
る石油工業部も改組されて「中国石油天然ガス集団」（CNPC）となり、「中国石油化工集団
公司」と「中国石油天然ガス集団」は行政機能と企業機能を兼ねた2つの「行政的会社」
に編成された。1998年6月、この2っの会社の行政機能を、国家経済貿易委員会の国家石
油工業局に移管した後、政府はそれらを改組して総合的石油会社とすることを決定した。
具体的には、北部地区の「中国石油化工集団公司」の製油は、小売など川下装置を「中国
石油天然ガス集団」に移したうえで、それらに相手方の地域での投資と運営を許可すると
いうものである。この2つの会社に海上石油採択に従事していた「中国海洋石油総公司」
（CNOOC）を加え、中国には3つの競争関係にある総合的石油会社が設立されたことにな
る。
　さらに、以上の改革を行った国有企業ではあるが、依然として機構が膨張し、余剰人員
が多く、過剰な債務、資産面での問題があった。これらに対しては、次のような措置がと
られた。1999年10月、「中国石油天然ガス集団」（CNPC）はその採油一製油一石化一一11、
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売に従事するコア資産を切り離し、改組して「中国石油股扮有限会社」（Petro　China）と
して、香港とニューヨークで株式公開をして上場した。「中国石油天然ガス集団」の154万
人の従業員の106万人を残し、その他の48万人を「中国石油股扮有限会社」が雇用した・
「中国石油股扮有限会社」は2000年3月に株式公開をして一般投資家、戦略投資家による
株式の公募により全資国有企業の経営体質を改め、香港ではH株・ニューヨーク証券取引
所では米国預託証書（ADR）の形式で上場をした。
　中国はその他の業種についても類似のやり方を採用し市場原理に基づく競争環境を作り
出し、他の国有大型企業も国内外の証券市場に上場することができるようになった。国有
企業改革は、第15期4中全会「国有企業の改革と発展の若干の重大問題に関する決定」に
したがって、株主権の多元化を実現し、コーポレート・ガバナンスが確立されることにな
ったといえる。
（4）国有資産と財産権制度の改革
　1992年10月以前における国有企業の改革は、経営自主権の拡大、利改税、経営請負制、
株式制などが中心であった。国家の資産権と企業の管理権との分離を明確にするため、1993
年14期3中全会では公有制を主体とする現代企業制度構築が提起され、国有企業改革の方
向の明示、「会社法」の採択、国有企業の会社組織への改組が法律によって規範化された（前
述）。
　中国の国有資産管理体制は計画経済体制下の経済活動に見られる特徴を持っている。改
革開放以降、国有資産管理体制の改革は数回にわたって行われたが、市場経済に対応でき
る体制にはなっておらず、時代の要請に応えて第16回党大会（2002年11月）報告では新
しい国有資産管理体制の構築に関する内容が盛り込まれた。これを具体化する形で国有資
産監督管理委員会が2003年4月に設立され、中国の国有資産管理体制改革は新たな段階に
入った。同委員会は、20以上ある国務院各部・委員会に加わった新機関で、7兆元近い国
有資産の監督・管理を行う。同委員会は法律に従って国有資産の出資者としての職責を担
うが、企業の経営活動へは直接関与せず、企業が現代企業制度確立を加速するための支援
を行うことになっている。
　例えば、国有企業は中国の国民経済の命脈となる電力、石炭、石油、冶金、化学、建設
及び交通輸送、郵便・電信などの産業において優位を占めている。航空宇宙製造業、電子・
通信業、自動車製造業などのハイテク産業や基幹産業の国有資産は1，400億元である。残
り半数以上の国有資産は一般加工工業と商業流通分野に広がっている。国有独資企業の国
有資産は企業国有資産総額の85％を占め、合併、合作、株式制など国有控股（政府の過半
出資）、参股（政府の資本参加）企業の国有資産は企業国有資産総額の15％を占めている。
　国有資産改革体制の改革は以下のように行われた。第1は、政府レベルで、国有資産管
理委員会を設立し、国の所有者機能を集中的に行使することにより、第14期3中全会の「決
定」にしたがい、政府の社会経済管理機能と国有資産所有者機能の分離を実現するという
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ものである。しかし、各級政府が所轄する国有企業は数が多いため、国有資産管理委員会
の管理範囲が多くなり過ぎるため、「経営機構」、すなわち「国家授権投資機構」（「会社法」
第64条）の設立が考えられた。
　授権投資機構は以下の仕組みで設置された。①業種管理部門は改組して持株会社、資産
経営会社となり、従来それらに従属していた企業において国家株主の職権を行使する。②
すでに存在する業種的本社など行政的会社は、授権により自己がすでに管理している企業
において国家株主の職権を行使できる。③一部の大型企業グループのグループ会社は、授
権によりそれに所属する企業の中で株主権を行使できる。
　例えば、1997年120社に拡大した大型企業グループの試験的導入の内容の1つは、条件
を備えた試験的企業グループの親会社を「国家授権投資機構」として許可することであっ
た。またいくつかのこのタイプの授権投資機構はいわゆる「まず子がいて・それから親が
いる」という過程の中で作られたものであり、まず国有企業の制度を改革して会社組織に
し、その後「シエル・カンパニー」（shel　company：子会社又は関係会社）をつくり出し
てこの会社の株式を国有株主に割りあてた18）。
　国有資産管理委員会は政府の社会経済管理機能と国有資産所有者機能の分離を実現する
ことを目的に設立されているが、例えば、上海、深別などの地方では、早くから国有資産
管理委員会が設立されていたものの、政府の所有者機能とその他の機能の分離を実現する
ことができなかった。
　また、中国企業の株式制に関する調査によると、2001年4月までに中国市場に上場して
いる企業は1，124社である。そのうちA株19）の上場企業は1，102社を占めており、さらに
そのうちの75％が元の国有企業から国有控股あるいは国有参股へと改組した企業である。
企業株の構成は、国家株41．8％、法人株21．9％、流通株33．0％、その他株3．3％からなっ
ているが、国家株と法人株は62．7％20）に達している。法人株は国有企業、国有事業単位、
集団所有制企業などであるが、国有上場企業の法人株の株主が国有企業であり、すなわち
法人株は公有株である。さらに、国家株と法人株は非流通株であるため、9国有上場企業に
おいては、多くの株式は事実上、国家しか保有できないのであり、企業の最大株主である
国家は、自らの意思で取締役を送り込み、経営の意思決定にも参加する。これは従来の管
理体制と同じだといえる。
第3節　企業組織構造の改革
（1）コーポレート・ガバナンスの構築
　1980年代以降、コーポレート・ガバナンスに関する議論はアメリカ、EU、日本等にお
いて活発に展開されている。例えば、日本においては、企業の不祥事や株主総会を企業側
に立って企業を援助するいわゆる総会屋への利益供与などが社会問題化するとともに、株
主総会の形骸化が指摘され、「企業は誰のものか」、「企業を支配するのは誰か」等の企業の
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あり方を問うコーポレート・ガバナンス論が展開された・
　中国においては「現代企業制度の確立」が打出されて以降、株式化制度は国有企業の改
革の方向性として明確になり、近代的な株式化制度の法人統治機構は市場経済移行期にお
ける国有企業の新しい統治システム構築の目標として掲げられた。
　1gg9年9月の中国共産党第15回4次会議は「中共中央の国有企業改革と発展の若干の
重要問題に関する決定」を公布し、コーポレート・ガバナンスを「公司治理結構」という
表現で初めて公式に使用されることになった。コーポレート・ガバナンスが問題になる背
景は、国有企業の株式化制度の導入に伴い、経営者への監督・統制システムの欠如及びイ
ンサイダー・コントロール21）の問題の発生などが考えられる。
　国有企業における株式会社制度の導入により明確になったコーポレート・ガバナンス構
造は概ね2つに分類される。1つは行政主導のコーポレート・ガバナンスであり、従来の
国有企業の統治構造とほぼ変わらない。企業の経営者が上級行政部門に任命され、行政部
門の企業への生産・人事等に関する意思決定の関与が強い。他の1つは、長年の「拡権譲
利」の改革により、企業内部の経営管理や人事に関する意思決定権が経営者に集中してき
た結果、経営者の権限が拡大し、事実上経営者支配になり、株主は形ばかりの存在となっ
た。そのため、企業のトップが取締役会・経営者・共産党委員会の長を兼任し、意思決定
機能、執行機能及び監査機能が一体化し、企業の統制機能が働かなくなり、経営者の短期
的利益追求志向、国有資産を私物化する現象があらわれ、インサイダー・コントロールの
問題が表面化したのである。
　中国におけるインサイダー・コントロールには次のような現象がみられる。一つは国有
企業の経営者が従業員と利益共同体的な協調関係を形成し、国有資産を略奪する。すなわ
ち、企業において個人の収入の増大を図る傾向が強くなり、利益の配分は従業員に有利に
なりつつある。例えば、企業が赤字経営に陥っても、経営者は銀行融資で従業員の賃金や
ボーナスを支給する。もう一つの例としては、企業の株式化への移行過程において、一部
の企業では国有資産を無償で企業株とし、さらに企業株を安価にもしくは無償で従業員持
ち株に転換するケースがある。他の典型例としては、国有企業の経営者が一部の政府幹部
と結託し、収益性の高い部門を株式子会社として分社化し、そこに優良資産と質の高い労
働者を移転させ、損失を出した親会社は国家の救済に任せるというケースもある。
　このように、株式化制度の導入による国有企業の支配構造の変化としては、政府が出資
機能を持ち、企業が支配機能を持ち、それぞれが機能を遂行することになった点がある。
企業支配機能を遂行する経営者は政府に任命され、経営権を行使する。だが、専門経営者
の不在や、経営者を動機づけるインセンティブの欠如、及び経営者を監視・統制するため
のシステムの不備により、インサイダー・コントロールや国有資産の私物化など、いわゆ
る経営者のモラル・ハザード現象が起こっている。
　一方、企業管理における株主総会、取締役会、監査役会という「新三会」と党委員会、
工会、従業員代表大会という「旧三会」の関係が調整されておらず、しかも意思決定主体
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があいまいであり、責任の所在が不明確になるといった状況を招いている。
　コーポレート・ガバナンスに関しては中国社会の風土的側面、社会主義的経営活動の複
雑さがあるため、市場経済体制による企業活動中心のアメリカ、ヨーロッパ・日本等の国々
の企業活動、企業の内部体制との相違等々から、単なるコーポレート・ガバナンス論では
対応できない中国の経営風土が存在すると思われる。
（2）企業経営における工会の位置づけ
　中国における工会（労働組合）活動は「中国工会法」及び「中国工会規約」によって定
められている。中国工会の行使すべき権利と義務は「工会法」で定められている。「工会法」
は現代中国成立後の1950年6月に公布、施行されたが、1992年4月第7期全人代第5回
会議において改正され新「工会法」が施行された。
　「工会規約」において、工会の共産党への従属と生産活動のための政府及び現場管理者
との協力が謳われている。「工会法」は「工会は憲法を遵守し、擁護し、憲法を以て根本的
活動準則としなければならない」と定めているが、中国憲法は、「今後の国家の根本的任務
は勢力を集中して社会主義現代化建設を行い、中国各族人民を引き続き中国共産党の領導
の下に、マルクス・レーニン主義・毛沢東思想の指導と導きの下で、人民民主主義独裁を
堅持し、社会主義の路線を堅持して、不断に社会主義の各種類の制度を完全なものにする
ことである」と規定している。工会は「中華全国総工会」を頂点に、業種ごと、行政機関
ごとに全国的組織を有し、他の行政機関と同様に縦割り組織となっているが、企業では企
業内工会となっている。
　「工会法」では工会に9つの権利と義務を与えられたが、それらには次のようなものが
ある。①組織権（肉体または頭脳労働に従事している労働者は工会に参加し、工会を組織
する権利を持つ）、②民主管理権（企業または事業体が労働法規に違反した場合、工会は民
主管理を合法的に行使する権利を持つ）、③是正要求権（労働者の合法的権利が侵害を受け
た場合、工会は行政機関や関係部門に侵害を与えた側の是正を要求することができる）、④
集団交渉権（労働者を代表して企業側と交渉し労働契約を締結する）、⑤意見提出権（労働
者の解雇や除名を不当と認めた場合、企業側に意見を提出する権利を持つ）、⑥労働争議仲
裁権（工会の代表は労働仲裁組織に参加し、労働争議の調停に責任を持つ）、⑦労働問題調
査権（工会は労働者の健康を害する負傷、死亡など労働問題を調査し、関係部門に処理意
見を提出する）、⑧福祉事業運営権（工会は企業、行政部門と協力して集団の福祉事業を運
営し労働保護と労働保障活動を行う）、⑨審査、提案権（労働者の利益にかかわる諸法規の
作成に参加し、提案することができる）等々の権利と義務が与えられた。
　また、工会には、①維護一労働者の合法的権益を擁護する機能、②建設一労働者・職員
を組織して社会建設に参加させる機能、③参加一国家・社会の運営と企業の民主管理に参
加する機能、④教育一労働者・職員を教育し、思想・政治と文化・技能の素養を高める機
能の4つの社会的機能があり、その基本方針は次の通りである。維護機能一工会は労働者
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の政治権利を擁護するとともに、労働に従事する権利と物質的な利益を擁護し、労働関係
（労使関係）を協調する。建設機能一工会は労働者・職員を組織し、民主管理と民主監督
の参加を通じて、労働者・職員の積極性を向上させ、企業等の発展を図る・参加機能一4
っのレベルがある。すなわち、①全国中央レベル（中華全国総工会は全国人民代表大会で
の立法活動へ参加するとともに、国家経済、社会発展計画及び労働者の利益にかかわる国
務院と政府総合部門の決定に参画する）、②産業レベル（産業別工会が当該産業発展の計画
と従業員の利益にかかわる問題の解決に参加する）、③地方レベル（地域別総工会は当該地
方政府と定期的な合同会議制度を設け、政府の政策、法規、及び主要事業計画などに関す
る情報提供を受ける、また、工会は大衆の意見や要望を研究しその反映をはかる）、④企業
レベル（従業員が主人公として民主管理の権利を行使するための機構である従業員代表大
会制度を整備し、その前進をはかり、従業員の合法的な権益を擁護する。企業の工会委員
会は、従業員代表大会の閉会期間中、大会の日常活動を主宰する）。教育機能一工会は労働
者・職員の教育を幅広く行い、労働者・職員の思想・政治面と技能・文化・教養の向上を
図り、理想を有し、文化・教養を身につけ、規律ある労働者・職員隊列を養成していく22）。
　労働組合である工会は中国特有の社会制度、歴史的環境などの背景をもとに、形成され
た政府と労働者という指導と非指導の行政関係から、政府と企業との利益分配関係へ、企
業内の経営者及び従業員という雇用者と非雇用者との利益分配関係へと転換している。し
たがって、企業経営メカニズムの転換により企業形態が変化し、労使関係も複雑化してい
るといえる。
　以上のように、中国の労働組合は共産党の指導を受け、社会主義路線を堅持し、生産活
動のためには政府及び現場管理者に協力をすると同時に、労働者の合法的権益を擁護する
機能も発揮しなければならないとされている。現代企業制度の構築、市場経済化の変化に
よって工会には新たな機能が求められているといえる。
　健全な労働組合は、健全な経営活動、健全な労使関係を推進するうえでの重要な存在と
役割を担うことになるが、中国の労働組合の存在、位置づけは日本の労使協議制、あるい
はドイツの労働組合による経営参加制度等とは異なり、市場経済体制下の企業に倣って経
営メカニズムの転換に中国企業が努力をしても、それに対応しての組織体制の確立、経営
管理活動の展開に工会が貢献し得る存在になるか否かは今後に待たねばならないであろう。
（3）企業経営における党委員会の位置づけ
　国有企業の経営自主権の拡大、株式制の導入などによって、工場長の権限、株主の発言
力は強まり、党の影響力が低下する状況もみられるが、党委員会にとっては国有企業への
影響力を維持できるかが新た課題となっている。また、外資系企業にも党委員会が設立さ
れ、社内党委員会は原則として経営には介入しないとしているが、党委員会には工会を指
導する立場、役割がある。
　1997年中国共産党中央委員会は「国有企業の党建設の一層の強化と改善に関する通知」
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を公布し、「国有企業に対する党の政治指導を堅持し、国有企業の政治的核心としての党組
織の機能を十分に発揮させる」ことに力点を置き、「工場長責任制を堅持し・完備する」こ
となどを指導方針として位置づけてはいるが、「党が幹部を管理する原則を堅持する」とし
ている。つまり、所有権と経営権の分離がすすむ過程においても、党組織による人事管理
の強化と経営参加の必要性が打ち出されており、また、企業内の党組織が企業の意思決定
に参画することは、政治的中核としての機能を発揮するための重要な職責であり、基本的
な方向であるとしている。工場長、董事会（取締役会）は重要な問題の意思決定に先だっ
て、党委員会の意見を聴取し、尊重すべきであるとされており、重要な意思決定の執行状
況は、党委員会に通報すべきであることを規定している。
　「通知」では、国有企業における党建設の目標を次のように規定している。①党の路線
方針、政策を断固貫徹、実行し、経営に長じ、管理に通じ、団結・協力する。廉潔公正で、
開拓・進取の精神を持ち、従業員大衆に支持された指導部をっくる。②企業の改革・発展
において、困難や危険の試練に耐え、2つの文明（精神文明、物質文明）の建設で前衛、模
範の役割を果たす党員のグループをつくる。③企業改革・発展の要請に適し、生産・経営
と緊密に結びついた企業党組織の機能発揮を保証する活動制度をつくる。④党員の教育・
管理を強め、自らが抱える矛盾や問題を適時に解決し、凝集力と戦闘力を絶えず強める活
動制度をつくる等々となっている。
　また、国有企業における党建設の強化、改善の目標と措置については以下のように規定
している，①情勢と任務をよ趨認謹レ・一国登企業の党建殻に取塗纏む責年啓を強める・②
国有企業に対する党の政治指導を堅持し、国有企業の政治的中核としての党組織の機能を
十分に発揮させる。③国有企業の党建設の指導思想と方針、原則を真剣に貫く。④国有企
業で党組織が関与する重要問題の意思決定の内容と方法を明確にする。⑤国有企業の指導
部作りにしっかり力を入れ、指導者の資質を大いに高める。⑥国有企業の社会主義精神文
明建設と思想・政治工作を着実に強化する。⑦誠心誠意、職員・労働者大衆に依拠して国
有企業を経営する。⑧国有企業の党組織の活動方法と活動方式を改善し、凝集力と戦闘力
を強める。⑨地方党委と関係部門党委は国有企業の党建設への指導を強めなければならな
い23）、等々としている。
　以上のように、企業内党組織は政治的核心の役割を果たし、幹部を管理する原則を堅持
し、企業の経営方針と経営管理及び人事へ関与し、意思決定前には必ず企業内党委員会の
意見を聴取し、その意見を尊重しなければならないこと、さらに党委員会と取締役会のメ
ンバーを兼任することができることとなっている。
　市場経済体制下の企業においては、企業組織内に特定の政党組織が公式に存在すること
はなく、中国の労働の場に公式に位置づけられている共産党組織は、中国特有の状況であ
り、労働者にどのような影響を与えているかを解明する必要があるが、それは容易ではな
い。しかし、共産党の活動が日常の経営管理活動、人事施策等々に様々な形で影響を与え
ているであろうことが想定され、労働者のモチベーションを考えるうえでも重要な要因に
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なると思われる。
（4）国有企業改革の問題点
　かって国民経済の一翼を担ってきた国有企業は制度改革を通して多くの実績を蓄積して
きたが、改革が進むにともなって諸問題が表面化している。例えば、国有企業の赤字問題
過剰人員、資産流失、負担などの問題があげられる。
　国有企業の改革が進むとともに、企業の赤字額は徐々に増加している。1996年末でみる
と、赤字企業は9万社（約23％）で、前年の8．85％増であり、そのうち国有企業の赤字企
業は2．6社（約38％）、前年の87．8％増であった。同年、全国の赤字企業の赤字額は1，233．86
億元にのぼり、それは利潤総額の86．6％に相当している。とくに、国有企業における赤字
企業の赤字額は726．69億元で、利潤総額417．49億元よりも多い状況にあった。そして、
赤字企業の業種には、紡績業、石炭業、食品加工業、交通運輸設備製造業（バスなど）、専
門設備製造業（機械類など）、建材業などがあり、それらの赤字総額は約55％を占めている。
とくに、赤字企業で働く労働者は約2，000万人になるが、そうした労働者には時給賃金す
ら払われず、生活に困窮し、労働者の改革への支持も徐々に失われつつある24）。
　紡績業、石炭業には赤字企業が多いが、これらの企業は現代中国建国後の中国経済を支
えてきた伝統産業でもある。例えば、紡績業の実態をみると、以下のような問題点がある
と指摘されている。第1は、古い企業の設備が陳腐化し、多くの企業は1950年代の機械設
備である。第2は、古い企業ほど多くの退職者がいるため、退職者に対する年金と医療費
の負担が過重である。こうした状況下で、古い企業と新しい企業が競争することは競争条
件がイコールにはならない25）。しかし、一般に紡績業は後発国に追い上げられ、エネルギ
ーとしての石炭は石油とのコスト面での競争関係において産業として成り立つか否かの分
岐点になるが、日本の産業も1950年代以降に体験しており、中国が産業構造転換に直面し
たという状況にあるともいえる。
　株式制改革は、企業の所有権と経営権を分離するための有効な方式であると期待されて
いたが、実際には大多数の株式会社に対する国家の管理は従来とはあまり変わっていない。
取締役会が設置されたにもかかわらず、董事長（理事長）、工場長（社長）の人選、投資決
定、価額決定、対外貿易、労働者の雇用、機構設置、利益分配などは依然として政府の審
査による許可が必要であり、コントロールされている。また、国家株と法人株は企業株の
62．7％に達している状況である（前述）。すなわち、国有企業については、多くの株式は事
実上国家が保有しており、企業の最大株主となる国家は、自らの意思で取締役を送り込み、
経営に関与することができる。これは以前の管理体制と同じであり、企業が手にしかけた
自主権を弱めことになり、所有権と経営権の分離の実現を妨げとなっている。
　1998年末全国の国有資産総額は8兆2，211億元であり、そのうち6兆2，405億元は経営
性国有資産で、残りは行政事業部門が占有、使用する非経営性国有資産26）となっている。
ここでは国有資産再編成の過程での国有資産の流失問題が表面化している。例えば、国有
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資産の流失に関するデータがある。平均毎日1億元が流失されて、改革以来すでに5，000
億元以上に達する27）とみられている・
　国有資産流失の原因には、企業経営者の能力、知識の不足があるといわれる。すなわち・
計画経済体制から市場経済体制への移行の過程における法律の未整備と経営者の法律知識
の不足、経営管理活動の過程においての常軌を逸した経営者の行為と短期利益を追求する
行為等が、国有資産の流失をもたらしたとされている・
第4節　国有企業改革にともなった社会保障制度改革
（1）社会保障制度の改革
　1g51年「中華人民共和国労働保険条例」によって社会保障制度は創設されたが、1978
年の改革・開放政策の導入を機に、定年退職制度の見直し、養老保険制度の改革が行われ
た。1986年には「国営企業職工待業保険暫行条例」などの労働法規が公布されたことによ
り、社会保障制度の改革が行なわれることになった。そして1992年の市場経済体制の提起
が社会保障制度改革を促す要因となり、社会保障制度の各分野にわたる改革が本格的に行
われることになった。
　「中華人民共和国労働保険条例」が採択・施行された後、条例は1953年に改正されたが、
改正後の「中華人民共和国労働保険条例」では、労働保険金の徴収及び保管、職場での負
傷、身体障害者、疾病、保険対象になる労働者・職員及びその扶養家族に関する待遇など
について明確に規定した。1966年から1976年までの文化大革命によって社会保障制度は
大きな打撃を受け、中止状態に追い込まれた。
　改革・開放政策の導入後、文化大革命によって停止された定年退職制度を復活させ、新
たな養老保険制度の確立を中心に改革が進められた。1978年に国務院は「関於安置老弱病
残幹部的暫行弁法」、「関於工人退休・退職的暫行弁法」を公布し、幹部の定年制度見直し、
古参幹部の定年制度と古参労働者の定年制度の分割、貢献度の高い幹部に対する年金給付
の基準を高めた。1980年10月に国務院は「関於老幹部離職休養的暫行規定」を公布し、
計画経済期の幹部年金制度を一般幹部と貢献度の高い高級幹部と古参幹部とに分離して、
古参幹部を対象とする「離休」（離職休養）制度を導入した。以上のように1980年代初期
には、社会保障制度の改革は養老保険制度の改革に重点が置かれ、幹部を対象とする年金
制度、離休制度などに関連する施策が主な取り組みであった。
　1985年「中国共産党関於制定国民経済和社会発展第7次5ヵ年計画的建議」においては、
「社会保障制度は経済体制改革を順調に行えることを保証すると同時に、成功する重要な
条件であり、社会安定と国家の長期的安定の根本的で遠大な計画である」と位置づけられ
ている。そして「国内の経済活性化、対外政策の実施に応じて、形式の多様化、異なる基
準を確立するなど、新しい社会保障制度を研究し構築する」ことを打ち出している。具体
的には「行政機関、事業単位、全人民所有制企業、集団企業、中外合資企業及び外資系企
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業の各種保険制度を次第に構築すべく、とりわけ労働者・職員の待業保険制度を確立する」
ことを規定し、さらに、「社会保障資金は国、企業、個人がそれぞれ合理的に負担し、企業
と収入のある事業単位が主に負担することになり、従来の全て国が負担することを改める」
28）こととした。
　その後、1986年に国務院は「国営企業労働者雇用暫定規定」「国営企業労働契約制実施暫
定規定」「国営企業規律違反労働者解雇暫定規定」「国営企業職工待業保険暫行規定」等の
労働制度に関する法規を公布し、労働契約制度、失業保険制度を導入した。労働法規の施
行によって、固定工を中心とする終身雇用制度が労働契約制度に変更され、「国家職工」か
ら「企業職工」の名称に変えられた。また国有企業改革が進展するにともない、失業者が
増大したため、失業保険制度を確立する必要性が認識されることになった。
　市場経済化政策の提起を契機にして、社会保障制度改革を本格的に実施することになり
（前述）、養老保険制度をはじめ、失業保険制度、労災保険制度、生育保険制度、医療保険
制度に関する改革が行われ、社会保障制度の改革、制度の整備が促進された。
　すでに1991年に国務院は「企業職工養老保険制度改革に関する決定」を公布し、社会養
老保険制度に関する改革を試みていたが、1994年に全国都市企業従業員養老保険改革テス
ト地域活動会議の開催、1995年「企業職工養老保険制度改革深化に関する的通知」の公布
等、年金制度の改革テスト地域で得た経験を全国に広げ、城鎮（都市）の各所有制企業の
職員・労働者への適応、資金源の多元化、保障方式の多元化を目指すことなどを規定した。
　労働部は「企業職工生育保険試行弁法」（1994年）、「企業職工工傷保険試行弁法」（1996
年）を公布し、労災保険制度と生育保険制度を医療保険制度から分割する取り組みが進め
られ、医療保険制度改革は、国家体制改革委員会、財政部、労働部、衛生部は共同で「関
於職工医療制度改革的試点意見」（1994年）を公布し、改革が遅れていた医療制度改革が進
められた。
　1993年に国務院は「国有企業職工待業保険規定」を公布し、失業保険制度の適用範囲を
拡大したが、「失業保険条例」（1999年）を公布し、それまでの「待業保険」が「失業保険」
へと転換された。
　市場経済化政策が打ち出されて以降、社会保障制度は年金保険、失業保険、労災保険、
生育保険、医療保険を中心に運営されることになった。1998年に朱鋳基（首相）は国有企
業改革、行政改革、金融改革の3大改革を掲げ、国有企業改革と活性化を最重要課題とし
て位置づけた。国有企業改革では、余剰人員の削減、大規模なリストラクチャリング計画
が実施された。失業者をはじめ下闇職工（一時帰休）が急増したため、下闇職工を対象と
する「下宙職工基本生活保障制度」が導入され、政府が負担する社会救済制度、都市最低
生活保障制度の改革が進められた。
　社会保障制度は、従来は分散的で閉鎖的な管理体制であったが、改革後は社会的に一元
化された管理体制（民政部、衛生部、労働部がそれぞれ管理運営していた権限を、統一的
に管理する）に変更されることになった。
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　費用負担については、従来は国家、企業が費用を負担し、基本的に都市労働者などが無
拠出の保障システムを享受していたが、改革後は労働者自らが負担をしなければならなか
った（前述）。また、1986年に「中i華人民共和国企業破産法〕が採択され、国有企業も倒産
することが有り得ることとなり、国有企業の従業員も鉄の茶碗といわれる終身雇用が保障
される時代ではなくなった。この段階から企業が労働者の老後、病気などの面倒を見る制
度は維持できなくなったことを意味しているといえる・
　しかし、社会保障制度の改革、整備は雇用側が労働者が安心して労働に従事する環境づ
くり、福利厚生制度の導入等に関心を持つ契機になった。
（2）伝統的社会保障制度の特徴
　労働保険制度が確立されて以降（1951年）、個別企業を基礎にしながらも、制度は社会性
を持っており、計画経済体制下での組織構成員の生活基盤を支え、計画経済体制を維持し
てきたといえる。また、計画経済体制の下では「低賃金、多就業、高福祉」制度の確立が
政策の柱となっていたため、雇用保障が最優先され、社会保障制度は雇用保障制度に付随
して形成され、整備されてきた。しかし、都市労働者のみを保障対象にした制度であり、
対象者として家族は含まれていた。これは企業単位での労働者の生活基盤を支えた保障シ
ステムであった。制度の特徴は以下の通り整理することができる。
①就業制度と結びっいた杜会保障システム
　中国社会は都市と農村の二次元社会で構成されており、都市労働者が活動する地域と農
村労働者が活動する地域に区分される社会であるが、その二次元社会を支えているのが戸
籍制度である。農村労働者は国家の保障システムを受けることができない制度であった。
都市労働者と幹部は保障システムの対象ではあるが、労働者と幹部の保障システムはかな
り異なっている。したがって、伝統的社会保障システムは幹部、労働者、農民、労働者の
属性によって異なっていたといえる。計画経済体制下において、国による統一分配制度に
より終身雇用が保障される国有企業あるいは事業単位に就業できれば、社会保障制度の対
象者となり、生活保障の賃金、医療保障、住宅、休暇などの社会保障、社会福利を受ける
ことができた。
②国家の保障システム
　労働者または幹部は社会保障を受けるが、自ら資金を拠出することはなく、すべては国
家が負担していた。幹部の保障制度は国家の予算支出に組みこまれていたが、労働者の資
金源は財政支出からではなく、所属企業の福祉サービスとしての保障システムであり、政
府からの補助金あるいは福利割当金を受けていた。
③分散的な管理体制下での企業の管理システム
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　社会保障制度に関する法律が整備されぬ状況下で・各企業を指導した上級行政機関の指
示も法的な根拠はなく、各行政機関がそれぞれの権限により・行政手段等の指示で実施し
ていたため、管理体制にはバラつきがあった。例えば、企業の労働者に関する業務を管理
するのは労働部であり、行政機関・事業単位で働く労働者の場合は人事部が管理していた。
さらに、各行政機関・企業にはそれぞれの上級機関が命令し、各行政機関・企業は自らの
裁量権で運営をしていた。
④「低賃金、多福利」の分配制度
　計画経済体制下の中国は低い賃金水準による賃金体系が維持されていたため、労働者も
幹部も形式的には賃金格差がなかったが、それをカバーしていたのは住宅、医療、福祉サ
ービスとしての福祉施設の提供などの保障システムであった。それらのサービスの提供に
は若干の差異があったが、多くは平等に支給されており、低賃金でも生活が可能であり、「低
賃金、多福利」の分配制度が形成されていた。
⑤労働者を保障するとともに、都市住民の基本的な生活保障システム
　伝統的な保障制度においては、労働者の退職後の年金や労災・医療、福祉サービスとし
て、住宅や福祉施設の提供、生活困窮者の補助などの保障システムを受けることができ、
その保障は家族をも含んでいた。したがって、伝統的な保障システムは働く労働者を保障
するシステムであったとともに、都市住民の基本生活を保障するシステムでもあった29）と
いえる。
　21世紀初頭の労働の場において、上記の伝統的な社会保障制度がどの程度に労働者のモ
チベーション形成に影響を与えているかはあきらかではないが、労働者の意識、価値観、
組織への帰属意識等々に何等かの影響を与えていると思われる。
（3）改革後の社会保障制度の概念とその内容
　社会保障体系は社会保険制度、社会福祉制度、優撫安置（優遇配置）制度、社会救助制
度、住宅保障制度等から構成され、企業養老保険、失業保険、医療保険、労災保険、生育
保険の5つの社会保険制度が社会保障体制の中心をなしている。ここでは人的資源管理制
度（あるいは人事労務管理制度）における福利厚生制度と密接に関連する社会保障制度を
構成する養老保険、失業保険、医療保険、労災保険、生育保険について概観し整理してお
こう。
①養老保険制度
　1997年7月、国務院は「関於建立統一的企業職工基本養老保険制度決定」を公布し、養
老保険（年金制度）は、①基本的年金、②企業の退職フアンド、③共同年金ファンド、④
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年金預金、⑤民間保険から構成されるとした・適用対象としては・国有企業・都市部の集
団所有制企業、私営企業・その他企業及び外資系企業などが含まれる。また都市部の労働
者を対象とする養老保険制度が一本化され・養老保険制度改革を行う前に定年退職した「老
人」（古参労働者）を対象に従来通りの年金制度が適用される・費用負担は・企業が賃金総
額の20％を負担し、労働者個々人は賃金の8％を負担する・
②失業保険制度
　1g85年9月中国共産党中央委員会が公布した「国民経済と社会発展第7次5ヵ年計画の
制定に関する建議」（前述）において、「機関事業部門、全人民所有制企業、集団所有制企
業、中外合併企業、外資系企業従業員の各種保険制度、とくに待業保険制度を逐次に確立
しなければならない」と指摘し、政府が失業保険制度を確立する必要性を示した。失業保
険制度は養老保険制度などと同様に試行され、1999年に「失業保険条例」が公布された。
費用負担は、企業が賃金総額の2％を負担し、従業員個々人は賃金の1％を負担する。
③医療保険制度
　医療保険制度は国民医療の保障に関する制度体系として使用されている。1953年に、国
有企業、集団所有制企業の従業員を対象とした労働保険医療制度（「労保医療」と呼ばれる）
と、国家機関、事業部門の職員を対象とした公費医療保険制度（「公費医療」と呼ばれる）
が確立し、農村地域では農村合作医療制度が設立された。
　労働保険医療制度の適用対象者は国有企業の従業員と定年退職者に限られている。県レ
ベルの集団所有制企業は国有企業の労働保険医療制度を参考にしてその医療保険給付を任
意適用することができるが、国有企業と集団所有制企業との経営規模によって医療保険給
付は異なっていたが、企業従業員の直系親族は「半公費医療制度」を享受していた。他方、
都市部においては県レベル以下の集団所有制企業、私営企業の労働者と個人企業及び多く
の外資系企業の従業員は労働保険医療制度の適用対象者から除外されていた。
　改革・開放政策によって中国の医療保険制度は、養老保険、失業保険など他の社会保険
制度と同様に制度の見直しを求められた。1998年国務院は全国各地で行われている医療保
険制度改革の経験を踏まえて、「関於建立城鎮職工基本医療保険制度的規定」を採択した。
「規定」によると都市部の企業（国有企業、集団企業、外資系企業、私営企業等）、機関、
事業体、社会団体等々を含むすべての労働者は、基本医療保険に加入しなければならない
ことになった。郷鎮企業及びその従業員、都市部個人商店の事業主及びその従業員が基本
医療保険に加入するか否かは、各省・自治区・直轄市政府が決めるとしている。費用負担
にっいては、企業は賃金総額の6％を負担し、従業員個々人は賃金の2％を負担する。
④労災保険制度
　労災保険制度は1951年に試行され、修正を経て1953年に公布された「労働保険条例」
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によって創設された。他の諸国と異なり、労災保険制度が単独法規によって制度化された
ものではなく、企業労働保険制度や公費医療保険制度の中に含まれていた。制度の対象者
は国有企業の従業員とその家族に限られ、保険給付の種類と給付基準が経済社会の変化と
ともに改正されておらず、現状に適しないものが多く、労災保険制度の見直しが求められ
た。
　1gg6年労働部は「企業職工工傷保険試行弁法」（以下「試行弁法」と略す）を公布した。
「試行弁法」はすでに国家技術監督局による公布された「職工工傷与職業病致残程度鑑定」
（1gg6年3月、労災と職業病による障害程度に関する認定方法）とともに施行された。そ
れによって中国の労災保険制度は単独の保険制度として始まり、2004年に「工傷保険条例」
が施行され、工傷保険制度が規範化、制度化されることになった。
　労災保険の適用企業と適用対象者は、都市部企業とその従業員を対象とする企業労災保
険システム、公務員と職員を対象とする公費医療労災保険システム、農村郷鎮企業を対象
とする農村労災保険システムの3つに分かれている。
⑤生育保険制度
　生育保険制度は法律により保障される女性労働者の合法的な権利を保護し、女性労働者
が生理期、妊娠期、育児期に仕事を休み、休暇をとる時に特別な配慮を与え、必要な物質
援助を行い、所得収入を補填するための社会保険制度である。生育保険制度は従来の医療
保険制度に含まれていたが、社会保険制度の改革によって単独の社会保険制度として医療
保険制度から分割されることになった。
　生育保険制度は前述の養老保障制度、失業保険制度、医療保険制度、労災保険制度等と
同様に「労働保険条例」に基づいて創設されたものである。それは都市部の国有企業の女
性労働者を対象に生育保険制度を実施し、妊娠期と出産期に入院し、診療を必要とする場
合の医療経費を企業が負担する他に妊娠期、出産期、育児期などの各段階に応じた女性労
働者の健康支援事業を行い、出産有給休暇を含む休暇制度、賃金補償及び育児補助金制度
を実施している。また国家機関、事業部門の女性職員を対象とする生育保険制度がある。
女性労働者生育保険制度と女性職員生育保険制度は医療費の出所が異なっていることを除
けば、両制度の保険項目、給付基準は基本的に同じである。
　政府は1950年代以降女性の権利保護に関する法規を幾つか公布し、主に国有企業、国家
機関などに勤務する女性労働者を対象とする出産、育児休暇などに関する規定であるが、
1980年代以降は女性労働者を多く雇用する外資系企業が急増する等の状況の推移により、
女性労働者に関する法整備が課題となった。1988年国務院は「女職工労働保護規定」を公
布したが、同規定により従来別々に実施されてきた女性労働者生育保険制度と女性職員生
育保険制度を一本化し、生育保険制度の適用対象を外資系企業を含む中国国内の全ての企
業、機関に拡大した。さらに女性労働者の雇用期、生理期、妊娠期、出産期、哺乳幼児期
の各段階に応じた母子保健と女性権利保護措置、女性労働者の禁忌労働範囲、出産有給休
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暇、女性労働者を対象とする衛生室・哺乳室などの福祉施設の建設などについて詳しく規
定を定めており・同規定は生育保険制度に関する基本法であるといえる。
　以上中国の社会保障制度を概観したが、それらは何れも全ての労働者を対象とした制度
ではなく、全ての労働者の福利厚生施策として制度化されたものではないといえる・した
がって、全ての労働者のモチベーションに何等かの影響を与える制度ともいえる。
（4）社会保障制度改革への取り組み
　国有企業改革にともなって下宙（一時帰休）した労働者に対しての受け皿が保障制度シ
ステムの整備であった。改革・開放政策が導入されて20年余経過した後に社会保障システ
ムの構築のために様々な改革がなされてきた。例えば、企業保障を社会保障に転換する考
えがあったが、企業負担の問題が解消されず、とくに赤字企業や地方の多くの企業では進
行していない状況がある。
　社会保障制度の問題点は以下のように整理することができる。
①社会保障システムからみて、社会化の管理（個別企業の諸制度を国が管理するためのシ
　ステム）やサービス水準が低い。年金保険や失業保険以外でみると、その他の保険は依
　然としてテストの段階にある。社会化の管理やサービスが進まないのは、その大半の保
　険業務が未だに企業によってなされているからといえる。
②社会保障システムの中で、保障対象者が依然としてすべての労働者をカバーしておらず、
　所有制企業によってバラツキがある。とくに行政機関では従来通りの制度が存続してお
　　り、医療費は無料かきわめて低い費用である。それとは逆に、非国有企業、私営・個人
　企業などの労働者は年金・失業保険に関して半分が未加入であり、医療保険も75％が
　加入しておらず、とりわけ、労災保険は約90％以上が加入していない状態である。そ
　の他に民工は85％以上が保障制度の対象外であり、社会の公平性からみても問題であ
　　る30）。
③国有企業は企業負担の割合が高く、その分個人の保険意識は薄く、浪費も多い。企業負
　担が依然として重い理由として長年の慣行もあるが、国家の負担が未だに低いことと、
　個人に対する負担も少ないことがあるとみられる。
　　　また、賃金と保障システムが分離されたことによって、労働者が自由に職場を離れ
　　て転職することは、従来の保障制度の再編成につながり、現行の制度を形成されたに
　　ともなって、費用負担が明確になり労働力の移動が促進されることになった。しかし、
　　労働者が賃金から保険料を自ら拠出し、責任が明確化されることになったが、費用負
　　担が必ずしも適切に徴収されているとはいえない状況である。
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④社会保障基金の資金調達には強制力がない。徴収方法の法的な根拠がない中で、行政手
　段だけで徴収するのは多くの地方ではかなり困難な状況がある。社会保障基金の管理と
　監督が非常に弱くて、基金の流用や浪費現象が起こっている。
　　　一方、資金不足が社会保障制度の確立への障害となっている。例えば、従来の社会
　　保険、つまり国や企業（主な財源になっている）から支払われた支給方式を、従来の
　　方式を修正（企業負担を軽減）したうえで個人口座を加えた部分的な蓄積方式を採用
　　したための資金不足（年金の場合、これまでの定年者の資金が不足し、その部分を埋
　　めるために個人口座から流用したために資金不足）が発生した。
⑤保障制度の制度化や多元化を目指すなら、それに沿った改革が必要である。これまで社
　会保障、社会救助と社会福祉などの立法が重視されてきたが、最も大切な法律は社会保
　障法の制定に早急に取り組むことが課題といえる。そして、市場経済の要求と社会保障
　　システムとしての社会的な公平性などからみて、都市部労働者だけではなく、農村労働
　者にも拡大すべきである。
　　　また、養老年金保険、失業保険、そして最低生活保障や下崩された人々の生活保障
　　制度などを整備したが、都市部には8，000万人～1億人とも言われる農村出身労働者が
　　保障制度の枠外にあることは問題である。
　中国の社会保障制度はあらゆる面で改革を進めている状況にあり、一定の成果をあげて
はいるが、未だに新しいモデルを確立しているとは言えぬ状況にある。中国における市場
経済化の進展は、私営企業、個人企業及び三資企業で働く労働者のセーフティ・ネットを
必要としている。そして、社会の安定のためにも、社会保障システムを実現するために、
政府の積極的な役割が求められているといえる。
　また企業にとっては労働者のモチベーションに良好な影響を与える社会保障制度が確立
されねばグローバル化した市場における経営活動を維持するための基盤を強固にすること
は出来ないともいえる。
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66－67頁。30）同上論文
第4章市場経済の拡大と民営企業の現代化
第1節　市場経済化と民営企業
（1）民営企業の概念
　中国における民営企業といわれる企業形態は1990年代半ば以降、実務家と専門家の間に
おいて頻繁に使われるようになったが、民営企業についての定義は必ずしも一様ではない。
一例として、「民営企業は所有制とは関係なく、経営主体を区分する概念であるという認識
がある。具体的には、民営企業は経営形態上の特徴に着眼し、官営に対して使われる概念
である。すなわち、個体、パートナーシップ、私営、株式企業など以外に、外資系、中国
企業と外資系企業との合弁企業を指す。伝統的な公有制経済、すなわち、国有企業、地方
政府および農村末端政府の出資集団制企業を含まないという見解である」。
　一方、「所有制によって民営企業を理解する場合は、民営企業は非国有企業であり、主と
して新モデルの集団制企業（伝統的な集団所有制企業を含まない）、一部の郷鎮企業（郷鎮
政府が経営している企業を含まない）、個体企業、私営企業、聯営企業、株式制企業、外資
及び香港、マカオ、台湾系などを含む企業形態である」1）。
　他人の搾取労働に依存する私営企業という経営形態は1980年代でも禁句であったが、事
実上の私営企業の急速な発展に応じて1987年に私営企業は党中央により公認されることに
なった。1987年中国共産党第13回全国代表大会において、趙紫陽報告では「実践が立証
しているように、私営経済がある程度発展すれば、生産を促し、市場を活気づけ、就業を
拡大し、人民の多方面の生活需要をより満たすのに有利であって、これは公有制経済の必
要かつ有益な補完物である」2）とされ、1988年には改正憲法において「社会主義公有制経
済の補完物」として規定された。これを踏まえて1988年「中華人民共和国私営企業暫定条
例」（以下、「私営企業暫定条例」と略す）が採択され、公的制度としての私営企業が認知
されることになった。
　1992年登阿・平の南巡講話を契機として改革・開放政策が推進され、中国共産党第14回
大会は社会主義市場経済化の確立を打ち出し、「所有制構造において、全人民所有制と集団
所有制を含む公有制を主体として、個人企業、私営企業、外資系企業を補充として、多種
の経営体が長期間共同発展し、異なる経営体はまた多くの形式の連合経営を実施すること
ができる」3）と指摘した（第3章参照）。
　1993年中国共産党中央委員会は「社会主義市場経済体制の若干の問題に関する決定」に
おいて、公有制を主体とし多種の経営体が共同に発展する方針のもとに「個人経営、私営、
外資系企業の発展を奨励し、法に基づき管理を強化すること」「国家は各種の所有制経営体
が市場競争に平等に参入するために条件を創造し、各種企業に対して一視同仁の扱いをす
べきこと」を明確にした。
　1997年の「パートナーシップ企業法」、1999年に「個人独資企業法」では、民営企業を
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法律によって保護し・急速に発展する中国経済の重要な産業の担い手として位置づけてい
る。
　企業形態からみれば民営企業は私営企業、個体経営、一部の集団制企業、連営企業4）・郷
鎮企業（郷鎮政府が経営している企業を含まない）・外資系企業などの企業といえる・
　1988年に施行された「私営企業暫定条例」によれば、私営企業は企業資産が私的所有に
属し被雇用者が8人以上の営利的組織を指しており・企業資産が個人・家族の単独出資に
属し被雇用者が8人未満の場合は「個体工商戸」（個人企業）と分類されている・私営企業
の資本形態として三つの形態が規定されている。すなわち、「個人企業」（単独出資企業）・
「パートナーシップ」（共同出資企業）、「有限責任公司」（有限会社）である。
　本論においては私営企業、個人企業、郷鎮企業を中心に民営企業の発展及び現状を整理
しておこう。
（2）民営企業の発展
　現代中国は1950年代に社会主義的改造（社会主義化の推進）をすすめる過程において民
営企業が廃止され、公有制企業のみが公認される経済体制をとってきた（第1章参照）。計
画経済体制下の中国においては、私有財産の保有は認められなかったが、1978年の改革・
開放政策導入直後は、民営企業に関する政府の方針・政策が明確に示されていなかったが、
私有財産を追求する大衆の要求に応じて、私有財産を保有することが認められることにな
り、民営企業発展の方針が打ち出された。多くの民営企業は創業当時、イデオロギーの壁
を乗り越え、また政府の支援を得るために、集団企業という所有形態を取らざるを得なか
った。民営企業として位置づけられる私営企業、個人企業、郷鎮企業などの創業は、改革・
開放政策後の個人経営、家族経営及び郷鎮経営企業の復活が背景にある。
　郷鎮企業は元来、農村の人民公社と生産大隊レベルで経営されていた集団所有制の「社
隊企業」と呼ばれていた。1978年中国共産党11期3中全会以来の農村における人民公社
解体過程で「政経分離」（政治の末端機構である郷政府と生産組織の分離）が実施され、そ
れ以降、郷・村の共同経済組織が従来の社隊企業を経営するようになった。また、郷・村
の農民が連合経営等の方式で合作企業を興したり、さらには農民個人が経営する私営企業、
個体企業が各所に創業された（第2章及び第3章参照）。
　1981年共産党第11期6中全会では「建国以来党の若干歴史問題に関する決議」が採択
され、「国営経済と集団経済は中国の基本経済形式であり、一定範囲内の個体（私営）経済
は公有制経済の必要な補完である」5）と提起している。そして1982年共産党第12期大会
において「長期において多種経済形式は同時に存在することが必要である」ことが強調さ
れ、農村と都市のいずれにおいても個体経済を奨励するように指示した。
　農村における余剰労働力の累積が深刻な状態になり、少しでもこれを吸収すべく国務院
は文化大革命が終わった直後の1977年に、手工業合作社・組などを人民公社の指導監理下
におく通達を出した。この通達の中で国務院は、社隊企業の「三奉仕」経営方針を打ち出
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した。それは①農業生産に奉仕すること・②現地の人民の生活に奉仕すること・③大工業
と輸出に奉仕することという3原則であった6）・この時期は就業問題等を解決するために・
民営企業の回復を図ることになったものの・民営企業に対する様々な制約があり・業種と
しては修理業、飲食業、サービス業、手工業などに限定されていた。
　その後、人民公社の廃止によって、1984年に社隊企業は郷鎮企業に改称されたが、これ
を契機iとして郷鎮企業は飛躍的に拡大し、同年132万社であった企業数は翌年には1，223
万社に増加していた。郷鎮企業の増加は、当然のことながら総従業員数、総生産高増加の
要因となったが、郷鎮企業従業員数を工業、農業、建築業、商業・飲食業・交通・運輸業
に分類すると、工業労働に従事する従業員が最も多く、郷鎮企業従業員数の6割を占めて
いた。それに反して農業に従事する者は減少し、建築業、交通・運輸業、商業・飲食業に
従事する労働者の全体に占める割合が増加した。
　1g87年中国共産党中央委員会は「農村改革の深化について」を公布し、「社会主義初級段
階における商品経済の発展ではかなり長期間、個人企業と少量の私人企業の存在が不可避
である」「私営経済は社会主義経済構造の一種の補充形式であり、資金、技術、労働力の結
合を実現し急速に社会生産力の形成、多方面での就業機会の提供、経営人材の成長を促進
するうえではいずれも必要である」とした。そして「存在を認め、管理を強化し、利点を
伸ばして弊害を抑え、一歩一歩誘導する」7）との方針をとるべきであるとした。これは1950
年代の社会主義改造後、中国政府が初めて私営企業の存在を承認した公式の所見である。
1987年共産党13回大会において「公有制を主体とする前提のもとで各種の所有制企業を
引き続き発展させることが社会主義初級段階における党の活動指導方針」であるとし、私
営企業の発展政策をより明確にした。
　1988年第7期全国人民代表大会第1回会議において憲法が修正され、憲法（第11条）
に「国家は私営経済が法律規定の範囲内で存在し発展することを承認する。私営経済は社
会主義公有制経済の補充である。国家は私営経済の合法的権益を保護し、私営経済に対し
指導、監督と管理を行う」ことを明記している。同年「私営企業暫行条例」が施行され、
その後、私営経済に関する法規定、政策措置が次々ととられ、私営企業が合法化されるこ
とになった。
　1993年中国共産党中央委員会の「社会主義市場経済体制の若干の問題に関する決定」に
より、私営企業は急速に拡大発展し、民営企業が市場経済化を促進する中国経済の原動力
としての役割を担う存在となったといえる（第2章及び第3章参照）。
（3）国民経済における民営企業の経済的位置づけ
　1978年から1992にかけて民営企業の工業総生産額は国有企業より低かった。工業総生
産額をみると、民営企業は1978年の948億元から1992年には14，141億元に増加し、工
業総生産額の比重は22．4％から40．9％にまで増加した。1994年には工業総生産額は33，554
億元になり、総生産額の比重が国有企業の37．3％を越え47．8％を占めるまでに拡大してい
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る。1990年代後半は、民営企業が目覚しい発展を遂げ、1998年には総生産額の比重も55．5％
を占めるようになった。1999年～2003年の国有企業、民営企業、三資企業の工業総生産額
をみると、民営企業は1998年の66，102億元、総工業額に占める割55．％であったが、1999
年に17，642億元、24．3％に減少したが、その大幅な減少の原因は中国統計方法の改正によ
るものであった（図1－4－1参照）。
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注；民営企業は集団所有制企業と個人企業の合計である。三資企業には外国資本の
企業と香港・マカオ・台湾系資本の企業を含む。出所：黄孟復『中国民営企業発展報告
（2004）』NQI社会科学文献出版社，2005年，53頁より作成。
　1998年以降、統計手法の改正によって、企業を国有企業（国有及び国有持ち株会社を含
む）と一定の規模以上（年売上高500万元以上）の非国有企業とに分類し、統計対象の非
国有企業の規模をレベルアップしたことから、小規模の民営企業が除かれることになった。
したがって、民営企業は1998年の55．5％から1999年には24．3％になったが、1999年か
ら2003年にかけて約2。5倍の43，930億元に増加している。さらに、民営企業、三資企業
を合計すると、88，288億元となり、国有企業の53，408億元を上回った（図1－4－2参照）。
　一方、国有企業は1998年の33，621億元、全体に占める割合が282％から1999年には
35，571億元、48．9％に増加し、全体に占める比率を高めている。三資企業は1998年の17，750
億元、14．9％から1999年の18，954億元、312％に増加している。民営企業に比較すると
三資企業は規模の大きい企業が多く、増加の割合が高いといえる。
　都市部における就業者数は、1991年17，465万人から、2002年24，780万人に増加して
おり、1991年時点における国有企業の就業者数は10，664万人、全体の61．1％を占め、外
資系企業165万人、全体の0．9％、民営企業6，636万人、全体の38．0％の割合となってい
た・国有企業の就業者数は1996年11，244万人、全体に占める割合が1991年の61．1％か
ら56．4％に減少したが、外資系企業は540万人、1991年に比較して1．6％増加し、全体の
2・7％・民営企業は8，138万人、1991年に比較して2．8％増加し、全体の40．8％に増加した
（表1－4－1参照）。
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　そして、1997年から2002年にかけて国有企業の就業者数はさらに減少し続け、1997年
の11，044万人、全体に占める割合が53．1％から2002年の7，163万人、28．9％に減少した。
しかし、外資系企業の就業者数は1997年の581万人、全体に占める割合が2．8％から2002
年には758万人、3．1％に増加した。民営企業は1997年の9，156万人、全体に占める割合
が44．1％から2002年には16，859万人、全体の68．0％に増加しており、その割合は1991
年より30．0％の増加となっている。
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図1－4－21999～2003年国有企業、民営企業、三資企業
　　　　　　工業総生産額の比較
注：国有及び一定規模以上（年売上高500万元以上）非国有工業企業である。国有企業
は国有及び国有株式会社を含む。民営企業は集団所有制企業、集団所有制企業との連
合経営企業、私営企業、株式会社、有限会社（国有及び国有株式会社、国有企業、国有
連合経営企業を除く）。三資企業は外国資本の企業と香港・マカオ・台湾系の企業を含
む。出所：図1－4－1に同じ，55頁。
表1－4－11991～2002年都市部における国有企業、民営企業
及び外資系企業の就業者数とその比重 （単位：万人，％）
国有企業 民営企業 術系企業? 都市部の
A業者数就業者数 比重 就業者数 比重 就業者数 比重
1991 174651066461」 6636 38．0 165 0．9
1996 199221124456．4 8138 40．8 540 2．7
1997 207811104453．1 9156 44．1 581 2．8
1998 216169058 4t9 11971 554 587 2．7
1999 224128572 38．2 13228590 612 2．7
2000 23151 8102 35．0 1440762．2 642 2．8
2001 239407640 31．9 1562965．3 671 2．8
2002 247807163 28．9 1685968n 758 3．1
出所：図1－4－－1に同じ，61頁。
　1990年に入ると都市部の就業者に占める割合も国有企業の就業者は大きく減少したが、
逆に民営企業、外資系企業の就業者は増加し、特に民営企業の就業者が国有企業を上回っ
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ており、産業に占める比重を高めている。
　民営企業、外資系企業及びそれぞれの就業者数が全体に占める比率を高めていることは・
国有企業民営化による要因があり、またグローバリゼーションの進展にともない外国資本
が増加したという要因があるが、この経営形態の変化は社会一般に就業先である企業に対
する関心を高める要因となっている。例えば、労働者は労働に従事するにあたってのイン
センティブとして賃金の高い民営企業、外資系企業へ移動する要因となり得るし、労働者
の企業選択、職業選択の要因、さらにはモチベーション要因としても影響を与える構造上
の変化といえる。
第2節　民営企業の発展と規模拡大
（1）民営企業の規模拡大
　1988年に公布された「私営企業暫定条例」により、中国政府は正式に私営企業の存在を
認め、1989年より私営企業に関する統計が公表されることになった。私営企業の登録数、
従業員数、登録資本額8）は、1993年以降に急速に増加しており、2002年時点の私営企業
数243．5万社、従業員数3，409万人、登録資本額24，756億元であり、それぞれ1989年当
時の26．8倍、20．8倍、294．7倍に拡大している。経営実績の伸びも同様で、2002年の総生
産額、営業収入額、商品小売額は1989年時点のそれぞれに対して、158．1倍、368．4倍、
233．2倍となっている（表1－4－2参照）。
表1－4－2私営企業の全体的推移 （単位：万件，万人，億元）
年 企業数 従業員 登録資本 総生産額 営業収入 商品小売額
1989 9．1 164 84 97 39 34
1990 9．8 170 95 122 52 43
1991 10．8 184 123 147 68 57
199214D 232 221 205 114 91
199323．8 373 681 422 309 190
199443．2 648 1448 1140 759 513
199565．5 956 26222295 1499 1006
199681．9 1171 375232272277 1459
199796．1 1350514039233097 1855
1998120．1 1710719858535324 3059
1999150．9 20221028776867149 4191
2000176．2 240613308107409884 5813
2001202．9 27141821212317114846245
2002243．5 34092475615338143697929
出所：図1－4－1に同じ，167頁より作成。
　1993年は私営企業が発展段階に入ったが、企業規模を資本額及び雇用労働者数からみる
と、資本額は1989年の84億元から1993年には681億元に増加し、1993年からは増加を
し続け2002年には24，756億元に達している。また私営企業の従業員数は、1989年から
1992年までの3年間は小幅の増加にとどまっていたが、1993年より大きく増加し、その
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後従業員数は年々増え続け・2002年には3，409万人に増加した。
　郷鎮企業は1978年から1984年まで大きな変化がみられなかったが・1984年中国共産党
中央委員会と国務院が共同で「社隊企業の新局面を開くことに関する農牧漁業部の報告」
を批准し、社隊企業を郷鎮企業と改名して、郷鎮企業に従来の公社・隊営企業（社隊企業）
のほかに、複数の農民が共同で作った合作企業、その他の形式の合作企業、個人経営企業
をも含むと規定したことにより、非公社・隊営の全企業に合法的な地位が正式に与えられ・
郷鎮企業が大きく変化することになった・
　1g78年段階の郷鎮企業は、152万社、従業員数2，827万人、総生産額493億元であった
が、1984年には企業数165万社、従業員数3，848万人、総生産額1，710億元に増加し・1984
年から1985年になると、企業数1，223万社、従業員数6，979万人、総生産額2，728億元に
増加し、さらに1988年には企業数1，888万社、従業員数9，545万人、総生産額6，496億元
にまで大きく増加したが、1988年秋に始まった厳しい経済引締め政策の影響で1990年に
かけては若干減少した。また、企業数は1990年の1，873万社から1994年の2，494万社に
増加した後は減少に転じ、2002年は企業数2，133万社、従業員数13，288万人、総生産額
140，435億元になっている（表1－4－3参照）。
表1－4－3郷鎮企業の全体推移（単位：万件，万人，億元）
年 社数 従業員数 総生産額 営業収入 利潤総額
1978 152 2827 493 431 96
1979 148 2909 548 491 112
1980 142 3000 657 596 126
1981 134 2970 745 670 122
1982 136 3113 853 772 128
1983 135 3235 1017 929 137
1984 165 3848 1710 1268 155
1985 1223 6979 2728 2566 247
1986 1515 7937 3541 3364 329
1987 1750 8805 4764 4598 381
1988 1888 9545 6496 6620 650
1989 1869 9367 7428 7763 675
1990 1873 9265 9581 8614 683
1991 1909 9614 1161210583 815
1992 2092 望0625 1766016390胴19
1993 2453 1234529011289542162
1994 2494 1201742588392742572
1995 2203 1286268915572993697
1996 2336 1350879408683434351
1997 2015 1305089901818274865
1998 2004 1253796694893515112
1999 2071 127041084261009325985
2000 2085 128201161501078346482
2001 2116 130861260471165856709
2002 2133 132881404351297607558
出所：図1－4－1に同じ，208－209頁；218－219頁より作成。
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　個人企業の商工業は農村部にとどまらず、都市部でも急速に発展し・業種も工業・商業・
運送業・飲食業から・文化教育・医療衛生・社会福祉・コンサルタントなどのサービス業
にまで及んでいる。1981年時点における都市部の個人経営は全国で86．8万社を数え・その
従業員総数は105．6万人であったが・農村部の個人経営は96・1万社・従業員数121・8万人
となっており、農村部の個人経営、従業員数は都市部を上回る状況となっている・そして・
2002年時点の個人経営は、．都市部1，162万社、農村部1，215万社、従業員数は都市部2，269
万人、農村部2，474万人と拡大した（表1－4－4参照）。
表1－4－4個人企業の全体推移 （単位：万件，万人，万元）
企業数 就業者 　　層c業額? 都市部 農村部 合計 都市部 農村部 合計
198186．8 96．1 182．9 105．6 121．8 227．4 5 10．9
1982113．2150．4263．6 135．8 184．0 319．8 8 100．0
1983170．6419．5590．1 208．6 537．8 746．4 31 210．0
1983222．2708．2930．4 291．1 1012．01303．1 100 456．3
1985279．9891．51171．4383．81383．21767．0 169 750．6
1986291」920．1121t2407．61438．31845．9 180 914．2
1987338．3著034．21372．5492．31666．02158．3 236 1038．4
1988382．31070．41452．7578．41726．52304．9 312 1190．7
1989369．4877．71247」560．51380．91941．4 347 1339．2
1990394．39341328．3602．31490．52092．8 397 1492
1991394 998 1392692 1616 2308 488 1798
199247710571534740 1728 2468 601 2239
19935761191 1767930 20102940 855 3309
19947201467218712252551 3776 13196123
199585816712529156030544614 18138973
19969351768270317093308 5017 216511554
199710241872289619193522 5441 257314160
199811771943312022593855 6114 312017486
199912541906316024143827 6241 343921328
200011251446257121362934 5070 331519856
200111291304243321312629 4760 343619647
2002116212152377226924744743 378220834
出所：図1－4－1に同じ，135－137頁，146－149頁；『中国労働統計年鑑
（2006）』中国統計出版社，128－129頁より作成。
　以上のような民営企業の活動は、中国経済に種々の影響を与える産業として成長してい
ることをあらわしているとともに、民営企業の拡大は産業構造の変化を意味しており、そ
れにともなって第2次産業、第3次産業に従事する労働者層の拡大、労働に対する意識
価値観、モチベーション等に対しての影響要因となっているといえる。
（2）業種別構成
　2003年段階の民営企業は第1次産業に属する企業1．2％、第2次産業に属する企業79．2％、
第3次産業に属する企業19．6％の構成であり、第2次産業では製造業74％、建築業3％、
第3次産業では商業・飲食業9％、不動産業4％等がそれぞれを占めていた（表1－4－5
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参照）。民営企業を業種別に分類すると・製造業と商業・飲食業が大きなウェートを占め・
その他の業種はかなり比重が低い状況にあった・
　1ggg年段階における雇用労働者数は商業・飲食業、製造業のそれぞれ50．3％、23．4％と、
全体の73．7％を占めていたが、2003年には個人企業・私営企業の雇用労働者数における商
業・飲食業の比重は減少したが・製造業が28．3％へと増加し・個人企業・私営企業ともに
第2次産業、第3次産業に集中していた（図1－4－3参照）・
表1－4－52003年規模のある民営企業産業構成の主要な指；（単位：％）
比率 数量 営業茁?z
税引後
ﾌ純利益資産総額 納税総額 従業員数 輸出総額
第1次産 1．2 1．1 t1 0．8 0．5 14 0．6
第2次産 79．2 72．3 76．0 70．7 76」 80．2 83．7
第3次産 19．6 26．6 22．9 28．6 234 184 15．7
計 100 100 100 100 100 100 100
出所：図1－4－1に同じ，239頁。
　　　　1999　　’　　　　　　2000　4・5　　　　　　2001　　’　　　　　　2002　　’　　　　　　2003
図農林水0採掘業0製造業0建築業●交通運輸e卸業・小売業・貿易・飲食業0サービス業ロその他
　1999年段階の登録資本は、商業・飲食業が43．7％と大きな比重をしめていたが、2003
年には32．4％にまで減少した。製造業は1999年の27．0％から2002年は25．3％に減少し
たが、2003年に26．3％に回復した。登録資本から産業及び業種間の比較を行うと、商業・
飲食業は製造業より資本が多いが、雇用者数及び登録資本では、個人企業、私営企業の業
種分布に大きな変化はみられず、民営企業全体と同様の傾向である。しかし、個人企業、
私営企業は商業・飲食業を中心とする産業となっ．ている状況があらわれている（図1－4一
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4参照）。
　郷鎮企業を分析すると、農業就業者は1991年の243．1万人から2002年には205．4万人「
に減少し、建築業、交通運輸業、サービス業、工業は増加しており、建築業は1991年の
1，384．3万人から2002年には1，460．4万人に増加した。交通運輸業は1991年の732．3万人
から2002年には861．6万人に増加し、サービス業は1991年の1，435．9万人から2002年
には2，824．0万人に増加した。また工業就業者数は1991年の5，813．5万人から2002年に
は7，667．6万人に大きく増加している。以上のように、郷鎮企業は個人企業・私営企業とは
異なり、工業を中心とした産業が中心となっており、中国の製造業を支える役割を果たし
ているともいえる（図1－4－5参照）。
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注：1990年以降幾度の統計改正が行われたため、ここでは項目の調整をした。調査した項目は以下の通
りである。1991年のサービス業は商業、飲食業を含む。1993年のサービス業は卸業、小売業及び飲食業
を含む。1995年、1997年のサービス業は商品流通業、飲食業、観光サービス業を含む。1999年～2eOl
年のサービス業は卸業、小売業、商業、観光サービス業、飲食業を含む。
出所：『中国郷鎮企業年鑑』編輯委員『中国郷鎮企業年鑑（1993）』中国農業出版社，143頁；図1－4－1
に同じ，222頁より作成。
（3）地域別構成
　民営企業を国内各地域別に検討する場合は、省の大きさ、人口などを考慮する必要があ
るが、ここでは単純に省別の数字から整理すると以下の通りである。
　地域的分布状況をみると、私営企業はいずれもの指標においても大部分が経済の比較的
発展している東部沿海地域9）に立地している。中部地域10）には約2割、西部地域11）には
約1割立地しているに過ぎない。私営企業は1993年以降、全国範囲で急速に増大しつつあ
るが、東部地域、中部地域、西部地域のそれぞれの地域における比重に大きな変化はみら
れない。
　1993年段階において、東部地域の企業数が私営企業全体に占める割合は68．5％、中部地
域20．2％、西部地域11．3％となっていた。1995年、東部地域、中部地域、西部地域は私営
企業全体に占める割合がそれぞれ67．4％、22．0％、10．3％となっていた。
　2001年段階において、東部地域の私営企業は1，387，886社、私営企業全体の69．6％を占
め、中部地域が360，175社、全体の18．1％を占めていた。西部地域は245，797社、全体の
12．3％であった（表1－4－6参照）。この時点で、私営企業が10万社を超えた地域は全て
東部に位置しており、それぞれは江蘇省（225，475社）、広東省（210，963社）、漸江省（208，826
社）、上海市（176，384社）、山東省（144，719社）、北京市（124，133社）であり、以上の
1，090，500社が私営企業全体の54．69％を占めていた。また城鎮（都市）の私営企業は農村
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の私営企業より発展が速く・1992年の時点では・農村の私営企業は7・4万社・全体の53・24％
を占めていたが、2001年には36．34％に減少した・一方・城鎮の私営企業は1992年の6・6
万社から2001年には129万社に増加し・全体に占める割合は46・76％から63・66％に達し
た12）。
表1－4－6私営企業の基本状況　　　（単位：社，人，万元）?
企業数 投資者数 従業員数 登録資本
東部沿海 2000t206，1892，571，64413，507，42989，592，030
（％） （69．7） （66．4） （68．5） （70．6）
20011．3878862958，96015．045ρ50127，533，937
％ 69．6 656 68．1 71．6
中部地域 2000319，54780」873，794」0922，071，930
（％） （18．5） （20．1） （19．3） （17．4）
2001360，175888，2264．15989928469，042
％ 18．1 197 18．9 16．0
西。地域 2000205，370521，1072，404，08415，306，244
（％） （11£） （13．5） （12．2） （12．0）
2001245，797663，0492，860，98422，049，380
（％） （12．3） （14．7） （13．0） （12．4）
出所：中国民（私）営経済研究会『中国私営経済年鑑』中華工商聯合出
版社，2003年，550頁より作成。
　個人企業が比較的多く存在する省は、河北省（2，924，024社）、漸江省（1，588，463社）、
広東省（1，522，331社）、江蘇省（1，490，848社）、安徽省（1，489，085社）、遼寧省（1，451，832
社）、河南省（1，402，234社）である。2001年の段階において、東部地域、中部地域、西部
地域がそれぞれ全体の48．6％、33．6％、17．8％を占めていた（表1－4－7参照）。
表1－4－7個人企業の基本状況 （単位：，人，万元）
東部地域 年 企業数 従業員数 登・資本
200012，423，11524，624，63417，701，499
（％） 49．1 49．4 55．6
2001 11，615，99522．62α98749，811，872
％ 486 484　・ 77．4
中。地・ 20008，735，84118，430，125零0，050，288
（％） 34．5 37．0 31．6
2001 8，035，5971 ，102，64110，139，016
（％） 33．6 36．6 15．7
西部地域 20004．1433896，765，5184078，586
（％） 164 13．6 12．8
2001 4，255，8776，993，6184，438，573
（％） 17．8 15．0 6．9
出所：表1－4－5に同じ，551頁より作成。
　郷鎮企業は広く知られている農業発展地区郷鎮企業＝蘇南地区、市場型郷鎮企業＝温州
地区、外向型郷鎮企業＝珠江三角州地区の三モデルによって、郷鎮企業としての特徴を持
つた地域となっている。1970年代後半から農村の工業化が急速に進み、それに伴って余剰
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労働力の移動が活発となり・「蘇南モデル」として全国に注目される地域が発生している・
蘇南モデルは・江蘇省南部・無錫市・蘇州市など中都市の近辺に典型的に見られる企業群
であり、工業を中心とする郷、村経営の集団制企業が主力となっている。市場型郷鎮企業
二温州地区、温州モデルは漸江省南部の沿海地域に位置する地区の9県1市よりなり・人
口620万人を擁している。珠江三角州モデルは、広東省の珠江河口にあり・華僑資本・外
国資本が参入しやすい開放改革のモデル都市を近くに持った位置にある・ここでは・郷鎮
集団所有制企業と新しく発展した個人経営企業が渾然一体となって存在している・
　1gg3年に国有企業は全国に80，586社があったが、単純平均すると1省2，686社の割合
になる。国有企業が比較的数多く活動する省（4，000社以上）をみると、四川（5，289社）、
広東（5，074社）、河北（4，304社）、山東（4，111社）、遼寧（4，034社）、湖北（4，069社）
の各省である。
　集団所有制企業は、1993年は339，617社であり、1省平均11，320社である。1万社以上
集団所有制企業が活動する省は14省あり、中国全省の半数程度である。2万社以上活動す
るのは漸江（34，006社）、江蘇（32，558社）、遼寧（21，212社）、四川（24，126社）の各省
である。
　外資系企業をみると1993年段階において、全国には8，434社、省平均281社ある。外資
系企業が多い省は、広東（1，304社）、江蘇（1，096社）、福建（918社）、漸江（825社）、
北京（625社）、上海（545社）、山東（496社）、遼寧（479社）などの各省である。外資
である台湾、香港資本はそれぞれに歴史的繋がりが強い地域の漸江、福建、広東の各省に
集中している。
　21世紀初頭の中国は国内地域間格差が政治の課題になっているが、産業の立地から地域
間の格差問題発生の要因、背景を把握することが可能だといえる。そして、企業が集中し
ている地域の企業は労働者の雇用、定着率を向上させるという点から、他社よりも有利な
条件を提示する必要性があり、経営管理体制の改善、人事労務管理面での改善が進んだと
いう側面がある。
第3節　民営企業の生成と発展
（1）私営企業・個人企業の生成
　私営企業の生成は、1978年の改革・開放政策導入以来の個人経営及び家族経営の復活が
背景にあるといえる（前述）。
　文化大革命期に農村に下放された都市出身青年たちは文化大革命後に都市に引き上げた
が、旧来の公有制セクターは彼らの全てを吸収することができなかったため、失業問題が
深刻化した。そこで政府は都市においての個人経営を認めることにより、新規労働力を吸
収することともに、従来不足していた都市の商業・サービス業・飲食業、手工業などを拡
大発展させることを意図した。政府は個人経営の奨励をはかるために、1979年には個人経
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営の正当性を容認し・雇用労働力の搾取はないか・または搾取が軽微の個人経営者を資本
家としてではなく労働者として認定し・個人経営が社会主義公有制経済の「付属・補充」
であると規定した（前述）。1980年全国労働就業工作会議の決議に基づき・中国共産党中央
委員会は「個人経済は社会主義公有制の不可欠な補充である」こと「今後相当長い歴史的
期間において積極的役割を果たすであろうし適切に発展すべき」こと・政府関連部門は個
人企業を積極的に支援奨励し非難差別してはならないことを通知した。この政策方針に基
づき個別の促進政策が導入された。まず、1980年財政部は個人経営の発展を促進するため
に所得税負担の軽減措置（八級超過累進税率）を実施した・1981年営業用地問題解決につ
いての連合通知、同年個人経営の原材料と商品仕入先につき当地の国営商業、食糧、供給
販売、物資部門が批准した商品経営範囲内で積極的に供給し・卸売り価格で差別をつけな
いことの連合通知、1981年中国人民銀行の個人経営業に対する融資に関する規定などが公
布された。1987年個人経営の経営範囲は小型手工業、小売業、飲食業、サービス業、修理
業、運輸業、家屋修繕業、その他と規定された。
　個人経営に関する雇用労働に関する規定としては、個人経営者が雇用労働力を使用する
ことについては明確に定められてはなかった。1980年中国共産党中央委員会は「個人経営
者が法律の認めた範囲内で他人を搾取しない個人労働に従事することを認める」として労
働力雇用について原則否定的であったが、1981年全国工商行政管理局長会議は個人経営者
が飲食業、サービス業、修理業や特殊技術を要するものなど、従来市場需給が緊張してい
た業種に従事する場合、労働力雇用の禁止方針を少し緩和し、手伝い及び何人かの徒弟を
使用してもよいことを承認した。さらに同年国務院は「都市部の非農業個人経済の若干の
政策に関する規定」を公布し、雇用労働者の数量限度について「個人経営者は必要な時は
工商行政管理部門の許可を得て1～2名の手伝いを頼むことができ、技術性が強いまたは特
殊な技術が必要な場合は2～3人、多くとも5人を超えない見習い工（学徒）を雇うことが
できる」とした。こうして、個人経営者が使用する雇用労働者の最大人数は手伝い2人、
見習い5人、計7人まで認められることとなった。この結果、都市部において労働者を雇
用する個人企業が次々に誕生することになった。
　農村では人民公社体制が行き詰まり、1978年から農民自身により集団農…業経営から農家
ごとの請負生産への転換が始まった。当初農家生産請負制（包産到戸）を禁止していた党
中央委員会は、1979年には辺鄙で貧しい山村に限って容認したが、1980年には農村の経済
後進地帯全域での実施を容認し、さらに1981年には社会主義集団所有制経済の生産責任制
として一般的に公認するにいたった。1981年には全国農家（生産隊）の約17％が農家生産
請負制を実施したが、その後農家生産請負制と比較して発展した形態である農家経営請負
制（包乾到戸）が急速に普及した（第2章参照）。
　こうした政策転換の過程において家族経営が復活し、専業戸、個人経営及び新経済連合
体が形成された。専業戸は自らの知識に基づき特定の業種（果樹栽培、養殖、手工業、建
材建築、運送など）に特化した経営を行う専業農家である。新経済連合体とは農家個人が
105
共同出資、共同経営を行う事業体（合彩企業・協同組合など）であり・工業・商業゜サー
ビス業、運輸業、建築業などの非農業部門の活動を含んでいる。農村における新しい自立
的な経営体の形成はその製品・サービス需要の拡大に対応すべく幾人かの労働力を雇用し
ていった。
　1g83年後における農村の家族経営請負制は農民のインセンティブを刺激し、農産物購入
価額の上昇、販売ルートの拡大のもとで農業生産量の増大・農産物販売量の増大をもたら
した。農民は増大した収入を自らの生活消費財の購入にあて、余剰資金を家族経営の規模
拡大のための生産財購入または個人経営開業のための投資資金に使った。こうして・農村
経済の急速な発展と農民の所得増大によって、工業・商業・サービス業などの非農業部門
の発展を促し、他方、農村の余剰労働力が顕在化することになった（第2章参照）。
　1g84年国務院は「農村の個人工商業に関する若干の規定」において、農村個人経営の範
囲、業種、申請登記、経営方式、管理監督、権利義務などを規定し農村個人経営の基本的
枠組みを示した。また国務院は農民個人や経済連合体が自動車、船、トラクターなどを購
入し、運輸業を経営する場合は中国農業銀行が貸付けを行うように指示した。新経済連合
体に対しても低利融資などの政策が出され、1984年農村の個人経営者に対する農民銀行の
貸付け規定、都市部の個人経営者に対する中国工商銀行の貸付け規定がそれぞれ公布され
た。
　個人経営や専業農家が発展し、雇用労働者の上限7人を超過して労働者を雇用すること
について、1983年中国共産党中央委員会はそれを「提唱するのはよくなく、公然と宣伝し
てはならない」としっつも他方で「急いで取り締まってもならず、その成り行きに応じて
有利に導き、様々な形の合作経済に向けて発展させる」方針を提示した。
　すなわち、同中央委員会は私営経済の形成と存在について肯定も否定もせず、急いで結
論を出さずに慎重な姿勢をとったといえる。1984年同中央委員会は「1984年の農村工作に
関する通知」のなかで7人を超えて労働力を雇用している農村企業の新しい経営動向を指
摘し、それを政策的に支援すべきことを規定した。ここでは7人の規定を超過した雇用労
働者を抱える経営に対して、その成り行きを見守る政策姿勢は変化させず、私営企業に対
する認識を促す役割を果たしたといえる。農村の家族経営請負制に対して郷鎮企業に適用
することが認められたことになり、能力ある農民個人（主として社隊企業の経営者と管理
者）が郷鎮企業を請負経営またはリース経営することが推進された。これにより請負経営
者が留保利潤を支配し、多くの労働力を雇用する私営企業が形成された。
　1988年施行された「中華人民共和国私営企業暫行条例」によれば、「企業資産が私人に属
し、8人以上雇用している営利性経済組織」が私営企業とされている。条例は私営企業の形
態として、「独資企業」（個人単独出資企業）、「パートナーシップ企業」（共同出資の合資企
業）、「有限責任公司」（出資者有限責任の会社）の三形態があると規定している。全国的に
は、沿海地方で私営企業が急速に発展しているが、地域間発展の格差問題はこれら地域間
発展の差異に起因していることは明らかである。
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（2）郷鎮企業の生成　　　　　・
　1g70年代は、農村における余剰労働力が深刻な状態になり、少しでもこれを吸収すべく
国務院は文化大革命が終わった直後の1977年・手工業合作社・組などを人民公社の指導管
理下におく通達を出した・この通達で国務院は社隊企業の経営方針について「三奉仕」の
原則を打ち出した（前述）。
　1g7g年中国共産党中央委員会は「加快農業発展若干の問題に関する決定」を採択し、
農村工業を発展させるために、次のような政策が打ち出した・①農村での加工に適した農
産物、副業製品は徐々に公社・隊営企業で加工するようにすべきこと・②都市の工場は・
農村での加工に適した一部の製品や部品の生産を計画的に公社・隊営企業へ移し、設備の
支援、技術支援指導を行うべきこと、③公社・隊営企業の生産・購買・販売は様々な形式
をとって各級の国民経済計画と結びつけ、購買・販売の円滑化を保証すべきこと、④国は、
公社・隊営企業に対しそれぞれの状況に応じて減税または免税政策を実施すること・など
であった。
　財政部は1979年農業税の減税政策を発表した。主な内容として、人民公社の各段階で経
営されている工業は、総利益が3，000元未満の場合は所得税を免除される。新しく設立さ
れた工業（タバコ、酒造業、綿系は除外）は、納税に困難な場合は2年ないし3年間これ
を免除する。辺境の県と民族自治区は5年間免除する。食糧の収量が余り高くない地区で、
1人当たりの食糧が最低基準より低い場合は農業税は免除される。以上のような減税政策は
農村に10億元以上の所得を還元することになり、農村の資本蓄積を速めることとなった。
この決定を受けて、国務院は同年「社隊企業を発展することに関する若干の問題の決定」
を公布し、前述の政策措置を具体化した。それは主として、①経営方針については依然と
して1977年の「三奉仕」の原則を堅持し、とくに「大工業と原料及び動力を争ってはなら
ない」ことを強調した。②経営範囲としては、従来認められてきた農産物加工業、農業用
工業、エネルギー・原材料工業、動力工業のほかに、国営大企業の下請け、建築業、運輸
業、サービス業の経営を認めた。③優遇措置として新設企業に対する2～3年間の免税がな
された。④国・省・県の3級において新たに人民公社管理局を設置し、農村工業の育成・
発展を図ろうとした13）。
　1981年国務院は「社隊企業が国民経済の調整の方針を貫徹することに関する若干の規定」
を公布し、大工業と原料の獲得で競争関係にある公社・隊営企業の整理を命じ、とくに公
社・隊営のタバコ工場、綿紡績工場、製塩場、製薬工場、毛皮製革工場、酒工場について
は厳しい整理措置を要求した。これに対応して、1981年には企業数と従業員数はともに前
年と比較して減少したが、総収入は依然として伸びっづけた。
　また1983年国務院が公布した「城鎮労働者の合作経営に関する若干の規定」において、
農村労働力の小都市合作経営企業での雇用が認められた。口糧（食米）の配給を行わず、
農村戸籍のままという条件つきではあったが、1953年以来30年間続けられてきた都市と
農村間の厳しい労働力の移動制限が緩められ、農村労働力の都市への移動が可能になった。
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さらに、1984年国務院は「農村個人工商業に関する若干の規定」を公布し・農村労働力が
口糧（食米）の配給を受けず、農村戸籍のままという条件のもとで・小都市で個人企業を
経営することを認めたと同時に・国家が農村個人経営の商工業に対して・その発展のため
の資金、価格、税収の面で便宜を与え、技術指導上の援助を行うことを決めた14）・以上の
ような一連の政策措置が都市と農村間の労働力の移動を促し、農村の個人商工業を飛躍的
に発展させる原動力となった。
　そして、農村工業化に関する重要な政策として1984年中国共産党中央委員会と国務院と
が共同で「社隊企業の新局面を開くことに関する農牧漁業部の報告」を批准し・全国での
施行を他機関に通達した政策がある。それは①社隊企業を郷鎮企業と改名し・郷鎮企業は
従来の公社・隊営企業（社隊企業）のほかに、複数の農民が共同で作った合作企業・その
他の形態の合作企業、個人経営企業をも含むと規定した。この規定により、非公社・隊営
の全企業に合法的な地位が正式に与えられたことになる。②農村工業の経営方針について
は、前記の「三奉仕」の原則を撤廃し、郷鎮企業と国営企業の平等な扱いを認めた。この
ことは、制度面において従来の農村地域における工業発展の制限（とくに大工業と原料や
動力面で獲得競争することを禁じるという制限）と国営工業保護措置を撤廃し、郷鎮企業
と国営企業との相互の競争を認めたことを意味し、中国の経済発展戦略の重大な転換にな
ったといえる。したがって、これにより郷鎮企業は合法的な地位が正式に与えられたこと
になる。
　1985年中国共産党中央委員会は「農村経済一層の活性化に関する10の政策」を公布し、
従来の郷鎮企業の技術水準の低さを改善するための政策を導入した。以上の助成政策に加
えて、農産物価格の引き上げと免税政策によって農村には農業余剰資金が蓄積されること
になった。また生産責任制の実施により農業労働力は自由になり、人民公社の解体により
農村の統制が緩和された。これらにより、郷鎮企業は急成長し、農村の余剰人員の受け皿
となり、かつ地方経済発展の重要な役割を担うことになった（第2章参照）。
　1990年代は、郷鎮企業を管轄する農業部は郷鎮企業を発展させる8つの政策は不変であ
るとし、それらは①郷鎮企業を発展させる政策、②公有制を主体とし、各種所有制の企業
を発展させる政策、③計画経済と市場経済調節を結合させる政策、④労働に応じての分配
を中心とする各種の分配形式を堅持する政策、⑤郷鎮企業の請負経営責任制と工場長責任
制を堅持する政策、⑥郷鎮企業の営業マンの役割を発揮する政策、⑦科学技術者を農村に
行かせることを促進する政策、⑧郷鎮企業管理部門と他の部門との関係を協調させる政策
等々であった。同年国務院令として「中華人民共和国郷村集団所有制企業条例」が公布さ
れ、1996年には「郷鎮企業法」が施行されたことにより、郷鎮企業は法的に保護されるこ
とになった。
（3）郷鎮企業の経営モデルと所有形態
郷鎮企業は各地方でその地方の特色を十分活かして創設され、経営が行われているため、
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その実態は必ずしも一様ではない。例えば・農業発展地区郷鎮企業＝蘇南地区・市場型郷
鎮企業＝温州地区・外向型郷鎮企業＝珠江三角州地区の三モデルがある・
　蘇南モデル地域は、工業を中心とする郷、村経営の集団所有制企業がその主力となって
おり、農家連合及び個人経営の企業は比較的少ない。蘇南地方は歴史的に古くから手工紡
績業が発展しており、一定の資金の蓄積と技術的基盤を持っていたこと、経済都市上海市
に近く、また江蘇省南部の比較的経済の発展した地域にあって有利な条件を持っていたこ
とが発展した要因として指摘されている。業種は都市大企業の系列下のかなり高度な技術
力を持つ企業が多く、販路は市場調節型で自主開発を主とした企業である・郷鎮政府と企
業の相互依存関係はきわめて緊密といえる。
　温州モデル地域は、古くから熟練した手工業者や商人が居住し、その製品の流通網は全
国、さらに海外にまで広がっていた。温州モデルの特徴は小商品流通に携わる個人経営の
商業がまず発展し、それが主体となってさらに家族工業の発展を促すという形態をとって
いる。1980年代半ばから個人経営の企業と「連戸企業（個人企業連合）」が主流となり、家
庭用日常必需品やサービスの提供を中心とした商業活動であり、需給や販路は完全に市場
調節型といえる。
　珠江三角州モデル地域は、郷鎮集団所有制企業と新しく発展した個人経営企業が存在し
ているとともに、個人企業、連合企業、合作企業（共同組合企業）、合併企業等の連合体も
形成され、工業生産を中心に技術水準もかなり高度である。市場構造は地域外市場のみな
らず外国市場にも進出し、いわゆる外向型産業地域といえる。
　珠江三角州の強みは全国から集まる質、量を兼ね備えた人材の豊かさと、部品集積の厚
み、そして物流・金融拠点としての香港の存在がある。これらが相まって競争の激しい情
報技術関連機器や電子部品の大量生産に適した「低コスト、迅速、柔軟」な生産環境を生
み出している。労働力は内陸部からの低賃金出稼ぎ労働者の予備軍が存在する。広東省の
人口は7，600万人であるが、省内に約2，000万人の出稼ぎ労働者がいると推定され・その
主要出身地である四川、湖南、江西など広東省の後背地の7省1市の人口は合計で4億人
になる。一方、大卒レベルの管理職等については全国から珠江三角州に集まっているとい
われる。
　郷鎮企業は元来、農村の人民公社と生産大隊で経営されていた集団所有制の社隊企業か
ら郷鎮企業という名称に改名され、その形態も多様化しているが、郷鎮企業を所有制から
区分すると以下の通りである。
①もとの社隊企業、あるいは人民公社解体後の政社分離に伴い、社隊企業は合作社あ
　　るいは経済連合社に下放され、またある場合には地方によって郷鎮政府、村民委員
　　会の所有になった。所有制からみると集団所有制企業である。
②郷鎮政府あるいは村民委員会が新しく経営するようになった企業。これも集団所有
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制企業に属する。
③　農民が出資しあって経営する経済連合体及び農民が連合経営する企業。これらの企
　　業は農村で家庭経営を主とする経営請負責任制が広範囲に実施され、専業戸が大い
　　に発展するなかで、資金、人力、物力、技術、販売面などの諸困難を克服して、自
　　願互利を基礎に興されたものである。合作企業（共同組合企業）と言われるが、実
　　質は私有制企業のものが主体であると言われている。
④　農民個人が自らの居住する地域で経営する企業。これは私有制企業である。
⑤　連合経営の郷鎮企業。すなわち、国営と集団、集団と集団、集団と個人の問で連合
　　して設立する連合経営企業である。前二者は集団所有制と言われるが、最後の集団
　　と個人の連合経営の郷鎮企業は③と同様の理由で、実質は私有制企業が大半である
　　と考えられる。
⑥株式制の郷鎮企業であり、所有制は集団であるが、経営は個人ということで実際は
　　私有制企業が多いと思われる15》。
（4）郷鎮企業の経営管理上の特徴と問題点
　郷鎮企業は1970年代社隊経営、1980年代に郷・鎮を主体として、集団所有制企業とし
て経営されていたが（前述）、1990年代に入ると、所有形態を私営、株式化へと転換した。
その経営管理上の特徴は以下のように整理することができる。
①経営規模が小さい。
　郷鎮企業の大部分は農民が投資して興したものであり、一般に財務基盤が弱体である
ため、資金面での限界があり、生産高・利潤が低く、従業員数も少ないなど企業規模は
比較的小さい。一方は、郷鎮企業の業種はかなり広く、農業、林業、牧畜業、漁業、工
業、交通・運輸業、建築業、商業、旅行業、飲食業・サービス業、修理業などの各分野
にわたっている。
②経営管理上の自主権が大きい。
　郷鎮企業は経営管理上、国家と地方各級行政管理部門の直接的干渉を受けることが比
較的少なく、経営項目の選択、固定資産購入、製品の生産・販売及び労働、賃金、収入
分配、製品の価格決定などの面で経営決定権を持っているため、市場の変化に応じて、
不足商品を適時、生産・経営することができ、また生産数量が多くても少なくても、ま
た生産項目の代償にかかわらず対応できる。すなわち経営管理面で大きな柔軟性と強い
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適応性を持っている16）・
　郷鎮企業は改革・開放政策導入後、目覚しい発展を遂げており、以上のような特徴が
みられ、中国経済の重要な役割を果たすようになったと同時に郷鎮企業の発展を妨げる
要因も存在している。郷鎮企業の経営上の問題点としては以下のような項目があげられ
る。
①資金不足
　農村地域に企業を興す際には、資本の獲得が必要不可欠である。郷鎮企業の創設資本
は各種の信用機関から得た融資である。自己資金のうち集団蓄積が67．9％、上級政府の
交付金や各種の献金（通常企業にではなく、郷村組織に対する献金）が14．6％になって
いる。また創業資金のみならず、郷鎮企業の運営資金の半分以上が金融機関からの借入
金となっている。また多くの場合、従業員からの持参金が企業の重要な資金源となる。
とくに集団蓄積が少ない地域においては、農民は郷鎮企業に入るために多額の持参金を
負担しなければならない。
②生産設備が古く、管理制度の未整備
　多くの郷鎮企業は労働集約型産業に集中しており、分業が簡単で家庭内手工業にとど
まっているところもある。先進的な技術、設備が不足しており、現代的な組織構造も形
成されていない状況である。
③立地の拡散と同業種の重複
　企業が広範囲に分布しているため、企業間の情報交換がなく、かつ同一業種の企業が
重複している結果、規模が小さく集積経済の効果が得られない。
④昇進への関与
　一般的に郷村政府の人事権に対する干渉は、工場の主要な管理者に限られ、例えば、
工場長の任免には関与しているとみられるが、その他の人事管理についての干渉度はき
わめて低い。
⑤人材の不足
　郷鎮企業発展の目的の1つは、農村余剰労働力の吸収にある。中国農村においては余
剰労働力が大量に存在してため、労働力の供給には問題はない。しかし、一般に質の低
い労働力の過剰と質の高い労働力の不足がみられる。郷村での就業圧力からそもそも郷
鎮企業の設立には過剰労働力の雇用吸収という就業動機が大きく働いているため、結果
として、雇用は増えるが解雇はできない17）。
111
　中国のみならず中小規模企業は国際的に共通する部分が多々あり・中国の重要な産業基
盤である郷鎮企業が経営基盤を充実させることは中国経済全体にとって極めて重要といえ
る。
第4節　民営企業の市場経済の拡大と民営企業の現代化
（1）　資本形態の変化
　改革開放政策が始まった時点では、ほとんどの製品に対しての需要が供給を大きく上回
る「売り手市場」であったという時代背景が利点となり、技術力、資金力が不足していた
郷鎮企業に発展する余地があった。しかし、1990年以降の経済改革の深化にともなう「買
い手市場」への移行は、郷鎮企業に新たな経営改革を求めることになった。具体的には、
R＆Dの強化、資本市場の利用などであり、製品の高付加価値化を目指すためには企業制度
の改革が欠かせなかった。WTO加盟（2001年）以降は、所有制改革を含め、郷鎮企業が
競争力を強化する方向で、一層の改革を迫られる状況になっている。改革の方向としては
集団所有という形態から始まった多くの郷鎮企業が急速に民営企業へと経営形態を変えつ
つある。
　例えば、制度改革を行う企業をみると、制度改革以前の企業形態は、国有企業212社、
制度改革を行う企業全体に占める割合は25．3％、都市部の集団所有制企業351社、同全体
の41．9％、農村部の集団所有制企業274社、同全体の32．7％となっている18）。
　企業の資本組織形態は、「私営企業暫定条例」により、三つの形態が規定されている。す
なわち、単独出資企業（独資）、共同出資企業・（パートナーシップ）、有限責任会社である。
単独出資企業は個人の100％出資によるもので、資本形態では個人経営企業と同一である。
単独出資企業は法人形態はとれず、個人出資者は負債に対し無限責任を負う。共同出資企
業は2人以上の個人が共同出資、共同経営を行い、負債に対して連帯無限責任を負う形態
で、合名会社に近い存在といえる。有限責任会社は1993年公布の「会社法」によれば2人
以上50人以内の出資者の出資によって設立し、各出資者が出資額の枠内で責任を負い、企
業がその法人資産の枠内で負債に対し責任を負う形態である。有限会社の場合は最低資本
金の規定があり、生産経営と商品卸売業は50万元、商業小売業は30万元、サービス・科
学技術開発、コンサルティングは10万元である。以上三つの形態の他に、外国資本との合
弁・合作企業、株式会社、株式合作制（組合）企業などの形態もある。
　上述の私営企業の三つの資本組織形態の動向をみると、1980年代末から1990年代初期
にかけては、私営企業の組織形態は単独資本形態、共同出資企業が多く、その比重は次第
に減少しつつある。逆に有限責任会社の比重は増大しつつあり、特に1993年には顕著な増
加を示し共同出資企業数を追い抜き、次第に単独資本企業との差を縮め、1997年には有限
責任会社の比重は単独資本企業数を超え、2002年には71．5％に達した。私営企業が次第に
近代的な資本形態へ移行しつつあることがうかがえる。
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　（2）経営管理メカニズム
　私営企業は所有権と経営権が緊密に結びっいている。1996年の時点で、出資者本人が経
営者になっている割合は972％であったが、1999年96．8％、2001年96％と推移しており、
所有権と経営権の分離はほとんど変わっていない状況である。したがって、所有と経営が
一体化しているといえる。
　出資者が経営管理に参加している企業は、経営の意思決定主体では1993年の63．6％から
2002年には39．7％に減少しているのに対して、取締役会の決定、出資者と主要管理者との
共同決定はそれぞれ30．1％、29．6％に増加している。一般管理事項の意思決定においても
出資者本人の決定は69．3％から34．7％にまで減少した一方、取締役会の決定、出資者と主
要管理者との共同決定はそれぞれ25．9％、36．5％に増大している。企業の重大な政策決定
権が依然として出資者に集中しているが、一般管理決定においては、主要管理者の意見を
より求め、彼らと共同で決定するようになりつつあるといえる。
　取締役会による経営の意思決定、一般管理事項の意思決定への参加は、1993年には前者
15．2％、後者5．1％から2002年には前者30．1％、後者25．g％に増加している。また他組織
からの影響はほとんど受けず、私営企業の一部には共産党や労働組合などの組織が存在し
ているが、出資者が重大な政策決定をする場合、従来同様に共産党や労働組合等の組織は
排除されている（表1－4－8参照）。
　1993年、1995年段階において、私営企業内に共産党組織、労働組合、従業員代表大会な
どを設けているのは個別的現象であり、この点は国有企業とまったく異なった状況にあっ
た。2002年の時点では、株主総会、取締役会、監査役会の設立がそれぞれ33．9％、47．5％、
26・6％になっている一方、共産党組織、労働組合、従業員代表大会の設立状況はすでに2000
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年の段階で変化していることがわかる・すなわち・1993年・共産党組織4・0％・労働組合
8．0％、従業員代表大会11・8％から・それぞれが2000年17・4％・34・4％・26・3％に増加し・
さらに2002年には27．4％、49．7％・27．4％に増大した（表1－4－9参照）。このように・
私営企業で上述の組織を設立した比率は増大しているが・特に・株主総会・取締役会・監
査役会が増加していることは私営企業が近代的企業組織として次第に整備されつつあるこ
とを示している。
表1－4－8　　経営の意思決定主体 （単位：％）
経営決定 一1几ﾚ理経営決定者 1993199519972000200219931995199720002002
出資者本人 63．6 54458．7 43．7 39．7 69．3 47．3 54．7 35．4 34．7
取締役会の決定 15．2 19．7 11．0 26．3 30」 5．1 15コ 10つ 18．2 25．9
出資者と主要管理者 20．7 25．6 29．7 29．1 29．6 25337．3 34．5 41．8 36．5
出資者と他組織 0．6 0．0 0．3 0．5 0．2 0．3 03 0．4 0．8 0．7
その他 一 一 一 0．2 0．7 一 一 0．3 3．4 2．3出所：中国民（私）営経済研究会主編『中国私営経済年鑑（2002）』中華工商聯合出版社，
2003年，132頁。
表1－4－9私営企業の主要な内部組織（単位：％）?
組織名称 1993年1995年2000年2002年
株主総会 一 一 27．8 33．9取締役会 26．0 15．8 44．5 47．5
監査役会 一 一 23．5 26．6共産党組織 4．0 6．5 17．4 27．4
労働組合 8．0 5．9 34．4 49．7
従業員代表大会 1t8 6．2 26．3 27．4
出所：表1－4－8に同じ，132頁。
　また、以前の国有企業、郷鎮企業より私営企業に改組された企業の経営管理メカニズム
をみると、共産党組織、労働組合、従業員代表大会を設立する傾向がある（表1－4－10
参照）。これは2000年以降、私営企業内の共産党組織、労働組合、従業員代表大会が増加
していることが原因と思われる。
表1－4－10制度改革した私営企業の主要な内部組織（単位：％）
組織名称 株主総会 取締役会 監査役会 共産党組織 労働組口 従業員纒¥大会
制度改革後の私営企業 46 60 40 51 65 40
その他私営企業 30 43 22 19 44 23
出所：表1－4－－8に同じ，135頁。
　以上のように、1997年以降は単独出資会社が減少したのに対して有限会社の増加傾向が
みられ、有限会社の設立にともなって、かって出資者を中心とした意思決定主体は、取締
役会、所有者と主要管理者との共同決定へと変わりつつあり、近代的組織へ転換しつつあ
るといえる。
114
（3）旧経営者層のキャリアと企業家の生成
　私営企業の経営者の供給源となった企業と・企業を開業する前に経営者がどのような職
業上の地位にあったかを分析すると企業家（経営者）の特徴・キャリアが明確になる・
　私営企業の経営者の職業を見ると、都市部と農村部ではその構成が異なる・まず農村で
は農民・農家専業戸が最大の出身層であり・次に幹部19）と労働者が比較的大きな出身層と
なっている。農民は前述のように、1980年代以降の家族経営請負制や専業戸の経営に能力
を発揮した農民たちである。
　都市部では（市・鎮）では幹部が最も大きな比重を占めている。この場合・幹部は主に
国有企業、都市部集団所有制企業の経営者・管理者及び地方行政機関・党・団体の責任者
などである。次に労働者と専業技術人員、その次に個人営業者が大きな比重を占めている。
例えば、1997年の段階において、企業の管理者が23．48％であったが・2002年には55・95％
に増加し、個人経営者は1997年の39．87％から2002年には15．11％まで減少している20）。
　私営企業主の前職業を職場単位別に整理すると次の通りになる。国有単位には国有企
業・事業単位、各級国家機関、共産党組織・社会団体などが含まれる。また集団所有制単
位には集団所有制企業・事業単位、社区団体が含まれる。
　農村では1995年の時点では農家・農村集団組織（合作社など）が最大であり、次に郷鎮
企業、第3に個人営業、第4に国有単位の順である。1993年との比較では郷鎮企業、国有
企業の比重が増大し、逆に農家・農村集団組織、連営企業、都市集団所有制企業、民間・
私営企業などの比重が低下している。
　都市部では、1995年時点で国有単位が最大であり、次に都市集団所有制単位、第3に個
人営業、第4に農家・農村集団組織、第5に郷鎮企業である。1993年との比較では郷鎮企
業と農家・農村集団組織の比重が増加し、国有単位、都市集団所有制単位、連営企業、民
間・私営企業などの比重が低下している。
　農村部と都市部では共通しているのは、郷鎮企業、外資系企業、民間・私営企業（個人
企業を含む）の比重が増大したこと、都市集団所有制単位、連営企業が低下したことがあ
げられる。
　私営企業の経営者がどのような学歴を持っているかは事業経営するにあたって重要な条
件の一つである。2002年の時点、学歴として最も多いのは高卒・中等専門学校卒41．9％、
次に大卒33．5％、中学卒17．5％、大学院卒4．9％、小学校卒22％の順になっている。1990
年代後半から2000年にかけては、徐々に低学歴者の比率が低下し、高学歴者の比率が増加
している21）。
　一方、現代中国には新たな時代に対応して、新しい産業、企業家が誕生している。例え
ば、中国のシリコンバレーと称される北京中関村は、北京市の西北部、海淀区を中心とす
る市街地である。この地区は北京大学、中国科学院などが立地する文教地区でもあるが、
1980年当初、大学や研究機関向けに輸入品の電子機器や部品を販売する店舗が集まり始め、
次第に電子専門店街が形成されていった。中関村周辺は、ハイテク産業開発区である「北
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京市新技術産業開発試験区⊥に指定され・後に「中関村科技園区」に改称され・さらに拡
大され内外企業の研究開発拠点の誘致や起業促進の試みが始まった（後述）・1998年には
500社程度だった試験区内の企業数は、3年後の1991年には約1，300社・1994年には約
5，100社と急速に伸び、2000年末には約8，200社に達している。
　中関村科技園区には、北京大学、清華大学、中国人民大学など39近い大学や専門学校・
中国科学院傘下の電子研究院、計算技術研究所、半導体研究所、ソフトウェア研究所など
200以上の公的な科学技術開発機関が集まり、そこには約38万人の研究者・技術者が働い
ていると言われている。また、．この地域の大学からは、研究者・技術者などの予備軍が輩
出されており、さらに、アメリカ、日本等へ留学しそれぞれの国の企業、研究機関等で活
躍していた優秀な中国人研究者が帰国してベンチャー企業を設立する動きも活発化してい
る。
　市場経済化政策の提起により、1990年代後半から激しい合併と再編が行われ、中国国内
生産者間の競争が激化しているとともに、それに加えて外資導入により進出した外国企業
が次々に中国市場に進出したため、中国経済の市場化、グローバル化が急速に進展してお
り、経営の近代化、新たな企業家の誕生に影響を与えている。
（4）温州モデルからみた民営企業の将来への展望
　経営不振に陥った蘇南の郷鎮企業と比較して、温州の民間企業は活力にあふれているか
にみえたが、家庭工場、民間金融、専業市場、個人販売ネットワークなどで形成された旧
温州モデルから転換し、吸収合併で生まれた大企業、現代的企業制度、製販一体制のビジ
ネスモデルへ進化しつつある。
　温州モデルの発展は、あくまでも中小民営企業を中心に展開されたケースである。家族
経営から出発した温州地域の郷鎮企業は市場の変化に素早く対応し、高い競争力を発揮し
た。こうして、非常に活力のある中小企業群の成長により、その影響が周辺地域に波及し、
新たな経済発展の中心地を形成することになった。このような成長の中心は更なる投資を
呼び、新たな経営拡大を可能にした。こうして作り出された需要は、地域経済の振興にも
つながった。
　しかし、企業間、地域間競争が激しくなるにともない、家内工業やサービス業を中心と
した伝統的な労働集約型生産方式や血縁を基礎とした家族経営の管理制度のいずれもが、
新しい経済環境に対応できなくなった。このような状況を解決するために、1990年代半ば
以降、温州地域の郷鎮企業のほとんどは、株式制企業への経営形態を転換させ、特に、外
部から有能な経営者を迎えることによって、家族経営の限界を克服し、経営改善と効率向
上に取り組んだ。このように、温州モデルは民営という当初の特徴を維持しながら、企業
規模の拡大と市場経済の進展に合わせて進化したモデルといえる。
　温州モデルの企業成長を調査研究した厳善平によれば、温州モデルには以下のような特
徴があるとしている。
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①温州民間企業の企業形態は時代とともに進化してきた。家庭工場から出発した温州
　民営企業は、激しい市場競争を勝ち抜いていくため、伝統的な家族経営から脱皮し、
　共同経営、有限会社へと形態を進化させ、一部の大企業はすでに株式会社という近
　代的企業制度を確立している。
②経営環境の変化に素早く適応する能力を有している。中核的な大企業はそれぞれの
　業種のなかから優良企業を吸収・合併し、企業としての競争力を強めていった。他
　方、多くの中小企業は進んで大企業の系列に入り、激しい市場競争に適応しようと
　　している。自ら積極的な経営活動を展開し、制度あるいは環境の変化に適応して絶
　えずイノベーション精神を持って進化を続けている。
③確かになった所有制度の確立によって、企業形態の進化、企業の吸収・合併を順調
　に進めることを可能にした。温州企業の主流は私有制をとっているため、そこには
　国有企業または集団企業に存在する曖昧な所有関係はみられない。所有制者同士の
　話し合いによって資本の結合が企業間、業種間、さらに地域間で容易に実現可能で
　あった。
④確かになった所有関係の下で、インセンティブ・メカニズムが機能し、企業家は明
　白な経営目標を有することができ、企業の発展に責任を持って経営活動を展開する
　　ことができた。その過程で新しい分野の開拓や企業組織の近代化を敢行する企業家
　精神が発揮できている22）。
　その他に、温州モデルがここまで発展した要因として、1980年代にも全国市場への参入
に成功した温州商人の存在等があげられる。
　WTO加盟後、外資系企業に対しての差別的対応が順次除去されているにもかかわらず、
民営企業は依然として市場参入時の不平等、融資面の制約に直面している。民営企業は多
くの領域への参入が未だに許可されておらず、認められている業務範囲も、国有企業はも
とより、外資系企業と比較してもはるかに狭い。そして、民営企業の参入がようやく許可
された領域についても、政策上の差別が依然としてみられ、なかには既存部門の利益を保
護するために設けられているものも多い。参入を審査する際には、技術、人員、そして資
金に関する厳しい条件が課せられることが一般的である。税制面においても、国有企業と
外資系企業がさまざまな形で優遇を受けているにもかかわらず、民営企業は大きな負担を
強いられている。
　具体的には、次のような面において民営企業の参入が制約されている。①企業を立ち上
げるための手続きが煩雑で、時間がかかるのみならず、コストも高い。②現時点で、民営
企業はおよそ30に及ぶ産業分野において何等かの参入規制を受けている。特に、国有企業
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によって独占されているインフラストラクチャーや基盤産業といった分野では・民営企業
が多くの参入障壁に直面しており・投資を行えない状況になっている・③金融・教育・観
光、文化・スポーツ・衛生といった成長の見込まれるサービス分野に対する民営企業の参
入は非常に難しく、業界における寡占体制も民営企業のこうした分野への参入を制限して
いる。④自動車などの大型製造業の分野では、民間投資による市場参入の機会が少ない。
政府と企業の癒着と数社の大企業による支配が民営資本の参入を妨げている・民営資本に
ょる製造業に対する投資は非常に多いが、その投資先のほとんどは、服飾、食品、玩具、
日用品といった労働集約型および資源集約型の伝統的な製造業分野に限られており・自動
車、半導体、人工衛星などといった技術集約型の大型製造業分野にはほとんど参入出来て
いない状況にある。
　融資面において、中国の資本市場は、大企業への融資サービスを提供する上海、深馴の
証券取引所に集中しているが、中小企業の参入は非常に困難である1証券市場への上場基
準が厳しいため、多くの民営企業はすでに上場している国有企業を買収し、社名を変更す
るという形をとらなければならず、膨大な資金が必要である。
　民営企業の大半を占める中小企業にとって、最適な融資方法は、中小銀行を媒介とした
間接金融である。こうした民営中小商業銀行は、地域の状況を熟知し、比較的低い情報コ
ストで銀行の健全な運営を実現するメリットを持っている。しかし、2000年代に入っての
中国の金融体系下では、中小銀行が融資を行う基盤が整えっておらず、民営企業発展の最
大の障害になっているといえる。
　一方、1990年代以降、中国国内において国内の他企業のみならず、外資系企業との競争
が一段と激しくなっているため、民営企業は製品の品質の向上と新製品の開発は重要な課
題である。
　経済的な環境を整理し、経済秩序を調整しつつ、改革を全面的に深化させるという国家
の方針によると、1989年からは郷鎮企業の発展スピードを適切に下げることになっている。
スピードを下げることにより、経営制度を整備し、効率性を高めるようになったが、外資
系企業の中国国内への参入により、中国企業を取り巻く環境は大きく変化している。民営
企業は労働生産性を高めるために、先進技術の導入、近代的な経営管理方式の導入、品質
の向上に努め、企業自身の競争力を強化しなければならない課題に直面している。また、
企業体質の充実、人材育成のための教育訓練を強化し、経営体質を改革することが重要な
経営上の課題となっているといえる。
（注）
1》張厚義・明立志・梁傅運r中国私営企業発展研究』社会科学文献出版社，1999年，11－
　12頁。
2）国務院発展研究中心・中国経済年鑑編輯委員会r中国経済年鑑』中国経済年鑑社，1988
　年，1987年10月に中国共産党第13回全国代表大会において、趙紫陽「沿着有中国特色
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　的社会主義道路前進」報告。
3）中共中央組織部・中共中央党史研究室・中央梢案館『中国共産党組織史資料』第7巻（上），
　中共党史出版社，2000年，31頁。
4）2つ以上の所有制（異なる所有制を含む）の法人あるいは事業単位が共同出資によって設
　立した企業。
5）「建国以来党の若干歴史問題に関する決議」参照。
6）国務院法制局『中華人民共和国現行法規匪編』農林編、人民出版社，1987年，6頁。
7）1987年1月中国共産党中央委員会の「農村改革の深化について」参照。
8）登録資本とは私営企業の創業時に工商行政管理局に登録された資金を指す。もっとも、私
　営企業は会社法に基づく有限会社形態をとる場合を除き、無限責任形態の企業が一般的
　で、厳密な意味での資本金制度をとっていない。したがって、中国では登録資本と登録
　資金とは必ずしも厳格に区別されてはいない。登記上及び調査統計上は一般に登録資金
　の用語が使用されてきたが、1995年の同管理局統計から登録資本に変更された。
9）東部地域は、北京市、天津市、河北省、遼寧省、上海市、江蘇省、漸江省、山東省、福建
　省、広東省、広西スワン自治区、海南省である。東部地域の面積は全国の13．8％で、人
　口は全人口の41．3％を占めている。中国経済の最も発達している地域であり、1980年代
　の5つの経済特区及び14対外開放都市は全て東部地域に集中している。
lo）中部地域は黒竜江省、吉林省、内モンゴル省、山西省、河南省、湖北省、湖南省、安徽
　省、江西省である。その面積は全国の29．8％で、人口は全国の35．7％を占めている。
11）西部地域は陳西省、寧夏自治区、四川省、青海省、甘粛省、新彊自治区、雲南省、貴州
　省、チベット自治区から構成される。面積は全国の56．4％を占めているが、人口は全国
　の23％となっている。
12）張厚義・明立志・梁伝運『中国私営企業発展報告（2002）』社会科学文献出版社，2003
　年，7－8頁。
13）国務院法制局，前掲書，農林編，33－46頁。
14）国務院法制局，前掲書，財貿編，800－823頁。
15）成聖樹・賀桂先『郷鎮企業経営管理』中国財政経済出版社，1988年，1－2頁。
16）同上書，2－3頁。
17）黄孟復主編『中国民営企業発展報告（2004）』NO．1社会科学文献出版社，2005年，227
　－229頁より筆者要約。
18）中国民（私）営経済研究会主編『中国私営経済年鑑（2002）』中華工商聯合出版社，2003
　年，129頁。
19）幹部は基本的に機関幹部（行政機関、共産党・団体の幹部、例えば、村長、生産隊長・
　生産大隊、共産党支部書記、大隊会計など）と企業幹部（例えば、郷鎮集団所有制企業、
　大隊企業、国有企業など工場長、経理、会計、仕入販売員など）である。
20）中国民（私）営経済研究会主編，前掲書，140頁。
21）同上書，137頁。
22）厳善平「温州民間企業の成長過程」アジア経済研究所rアジア経済』第44巻第2号，
　2003年，76－77頁。
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第5章市場経済化の推進と労働市場
第1節　就業制度改革への取り組み
（1）改革・開放政策前の就業制度
①就業制度の生成
　現代中国成立後の1950年に、高等教育のあり方全般にわたって検討するための全国高等
教育会議が開催された。高等教育行政に関する学内組織の調整及び分布、全国の高等教育
機関1）と中央教育部の関係等について討議がなされ、そこでの討議を踏まえて、1950年政
務院は「高等教育機関に関する暫定規定」「高等教育機関の指導関係問題に関する決定」等
の高等教育機関に関する規定を公布した。1952年高等教育の専門行政機関として高等教育
部は教育部から独立して設置され、高等教育機関の設置、学科、専攻、コース等の設置や
変更等の全てを決定する権限を持つ組織となった。また1951年には、教育制度の基本とな
る「学制改革に関する決定」が公布されていたが、それに「高等教育機関の卒業生の職業
は、政府が分配する」ことが明記された。
　高等教育機関の学部、学科に関する全国的編成は1951年から1953年にかけて行われた
が、同時に大学新入生募集は全国統一化の方向へ進み、1952年からは全国共通問題による
全国統一入試が始まった。高等教育を受ける学生を政府が統一的に募集し、在学中の学費・
生活費を政府が負担する「統包統配」（個人の生活を国家が統一的に保障し、同時に職場配
置を統一的に割り振る制度）政策が実施された。
　1950年政務院に「夏季高等教育機関卒業生工作配分委員会」を設置しており、全国の公
私立高等教育機関の卒業生に対して就職先の配分を行った。工作配分委員会の指導の下で
職場配置を行ったのは東北区、華北区、華東区、中南区、西南区、西北区の大行政区ごと
の要員の配分であった。また同年、周恩来総理（当時）は「北京市高等教育機関の卒業生
工作配分の動員大会」において、卒業生に「国家の配分に服従し、積極的に試練を受け、
鍛える」ことを講話したが、それは国家建設のために、学生は国に従い、学生個々人の職
業選択の自由を認めないことを意味していた。その後、高等教育機関の卒業生の就業につ
いて、中央政府は「全国公私立高等教育機関の本年度夏季卒業生の工作配分に関する訓令」
を公布し、1950年から政府は高等教育機関の卒業生の職場配置を政府主導で行った。
　1951年政務院は「1951年夏季全国高等教育機関卒業生の工作配分を統一的に準備するこ
とに関する指示」を公布した。配置計画を統一的に準備するのは、基本的には前年と同様
に大行政区に限定していた。職場配置の主要な原則は、まず「統箒兼顧」、すなわち国全体
の利益のために統一的に調整し、同時に各方面の利益も考慮して、国の重点建設及び中央・
地方の各行政部門における業務上の需要を満たすことであり、あわせて卒業生が少ない地
区について配慮するというものであった。1952年「夏季全国高等教育機関卒業生の工作配
分を統一的に準備することに関する指示」では、中央、華北区、華東区、西南区、中南区、
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東北区、西北区・内蒙古自治区にそれぞれ配置すると記されている・各大行政区に配分さ
れる卒業生については、基本建設に関わる計画は中央に準じて・それぞれ各地の実情を勘
案した具体的な配置計画が立てられた・
　その後、政務院が公布した「1953年夏季全国高等教育機関卒業生の工作配分を統一的に
準備することに関する指示」において、職場配置の具体的方法が変更されたことが記され
ている。それによれば大行政区や省の人事行政部門では具体的配置計画は策定せず・中央
人事部が統一・的に全体案を策定し、具体的な配置計画については学生の状況を最もよく理
解している個々の高等教育機関の内部で策定する方法がとられた。1953年全国統一の職場
配置計画は中央政府人事部が中心になって策定したが、その後、統一職場配置の管理機関
は何度か変更され、労働力配分における国家の指令的配分による管理方式が最も効率的に
労働力としての大学卒業生を配分できるとし、「統一分配」制度が定着することになった。
　以上のように、1978年に改革・開放政策が導入されるまで、高等教育機関に対しての中
央集権的な統一計画や管理が実施され、大学の諸活動の隅々にまで過剰なほどの統一的管
理体制が敷かれていた。統一管理のもとでは、学生の学費及び生活費の全てを国が負担し、
大学生募集、大卒者の就業先も政府が決め、大学運営までも行う仕組みになっていた。
②　国家による「統一分配」制度とその特徴
　政務院が公布した「1953年夏季全国高等教育機i関卒業生の工作配分を統一的に準備する
ことに関する指示」では、業務部門が指導する高等教育機関の卒業生は、基本的に各業務
部門に配分し、そのうちの調整を加える者については、多くはそのまま残し、少しだけ抜
き取る「多留少抽」の原則を根拠とすると定められている。すなわち、他省庁所管大学の
卒業生の大部分は各省庁が独自に職場配置を行い、全国的見地からの調整用に予め抜き取
られる卒業生は、ごく少数に決められていた。
　すでに1951年「まず高等教育機関を管轄する中央と地方の行政機関がそれぞれ所管高等
教育機関の各系・科の卒業生数とそれぞれの行政分野で必要とされる要員の数を詳細に調
査し、各系・科ごとの卒業生の職場配置計画を策定する。例えば、銀行、紡績、水利など
の学科の卒業生については、中央の各関係行政機関が中央及び地方の当該分野の職場配置
計画を策定し、それとともに、中央の各行政機関に配属になる卒業生についても、その総
人員の範囲内で各行政機関が具体的な配置計画を策定する」というものであり、省庁別の
「縦割り」的配置管理がとられていた。こうした省庁別の「縦割り」的な配置管理には、
在学中に学習内容と職業内容との一致を徹底させるための「学用一致」という特徴があっ
た。
　また、1957年国務院が公布した「卒業生の工作配分原則に対する規定」では「人材が欠
けており、国が緊急に必要とする幾つかの専攻については、その卒業生は全て国による職
場配置に従わなければならなかった。しかし、それ以外の専攻・学科で国のニーズを顧み
ず、無理に個人の要求を押し通し、職場配置に従わない少数の学生については、卒業証書
121
を発行はするが・国が彼らの仕事の配分に責任を負うことは二度とないことを言い渡した
上で、彼らが自由に仕事を探すことを認める」と規定した・しかし・それと同時に・「国の
機関、学校、企業・事業体は国により職場配置された学生のみを受け入れるができ・主体
的に職業を探す学生を自由に採用してはならない」とも定めた・このように・国の統一的
職場配置に不満を持った学生が自ら職業を選択することは認められるが・国の機関・企業
等による彼らの受け入れは禁止され、さらに企業が全て国有化されていた時代にあっては・
仮に国による職場配置の方針に従わなければ雇用機会は完全に閉ざされたと同然であった・
　高等教育機関において実施されてきた統一分配制度は、計画経済体制の下で、国が主体
となり、企業に労働力を配分し、労働力の採用及びその管理等のすべてを行っていた制度
であった。学生の求職活動は本来、学生と企業が主体となるべきだが、企業と学生はそれ
ぞれ主体的に採用及び職業を選択する権利を持たぬ変則的な制度が統一分配制度であった
といえる2）。なお、統一分配制度のデメリットについては以下のような指摘がある。
a採用企業と新卒者の不適合。適切な新卒者の採用が不可能であり、また新卒者の専攻分
野と配属先の業務内容も不適合の場合がある。
b．高等教育機関の自主的な経営努力の怠慢をもたらす悪影響。大学が経済や社会発展の変
化や需要に適応するべく主体性を持って学部・専攻の構成などの全体方針を調整する必
要がなく、そうした努力の意志が育たない。
c．学生の積極性の喪失。勉学への意欲や向上心が高揚しにくくなる。
d．企業側の採用管理への悪影響。新卒者の適切な採用、選抜、人材活用を考慮する必要性
がなく、主体的かつ積極的な採用管理への意欲をなくしてしまう3）。
職業の選択に関して、労働者の立場から考えるならば、職業を自らの意志で選択できな
いということは、労働の場において、労働者の仕事に対する意欲、すなわちモチベーショ
ンの維持・高揚を損ないかねない状況が生じる恐れがあるといえる。中国は統一分配制度
によって人が自己の意志で、自らの適性、能力等を考えて職業を選択するという極めて自
然の行為を認めなかったが、そのために高等教育機関の学生を卒業と同時に国による統一
的計画に従って職場に配置する制度を約34年間にわたって続けていた。統一的職場配置の
対象となって就職が保障されたのは、高等教育機関の卒業生の他に、職業訓練教育を受け
た中等専門学校と技術労働者学校の卒業生であったが、それ以外の諸学校の卒業生につい
ては統一的職場配置の規定は適用されなかった。
（2）改革・開放政策後の就業制度改革への取り組み
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①就業制度改革への取り組みと高等教育改革
　中国の高等教育機関は文化大革命期に閉鎖されたが、1977年に再開され・1980年代に高
等教育改革が行われた。1985年中国共産党中央委員会は「教育体制改革に関する決定」を
公布したが、これにより高等教育機関の学生募集と卒業生の職場配置制度を改革すること
が示された。大学の学生募集、学費を一律に国家が負担する従来の制度を改め・学費は自
己負担にすることを条件に入学する学生に学習の機会を与えた・学生の就業については「大
学の推薦を受けての就業」「自らの意志での求職活動による就業」も認められるようになり・
高等教育機関卒業者に対する新卒者の就業制度改革が行われることになった。
　1g89年国家教育委員会による「高等教育機関卒業生の分配制度に関する改革方案」を国
務院が批准し、「わが国現行の高等教育機関卒業生の職場配置制度は建国初期に形成され・
次第に発展して延長継続された。このような制度と中国の当時の高度集中的で・商品経済
を基本モデルとする経済システムと相適応し、歴史上、積極的な役割を果たしたといえる。
しかしながら、こうした「統」（統一的であること）「包」（請け負うこと）を特徴とする卒
業生の職場配置制度には、幾つかの明らかな欠陥が存在し、自発的な学習（学生）、主体的
な管理運営（学校側）、合理的な人材の活用（雇用機構側）のいずれの面においても適切さ
を欠く」と指摘した。そして「次第に学生が自主的に選択し、企業が優秀な者を選び採用
（択優録用）する“双方向選択”制度を実施する」目標を掲げた。これにより高等教育機
関新卒者の就業制度改革の方向が明確になったと同時に、企業にとっては人事制度改革の
契機になった。
　さらに1993年中国共産党中央委員会及び国務院が公布した「中国教育改革和発展綱要」
は、高等教育機関における学生募集及び卒業生の就業制度の改革の方向を明確に示した。
その主な内容は次の通りである。
a．国家が全ての学生を統一的計画に従って入学させる体制を改め、「国家の任務としての」
計画部分（国家の計画に基づいて入学させる学生の確保）。「調節的」計画部分（企業等
に学費を負担してもらった学生が卒業後その企業に就職する「委託養成」や個人が学費
を自弁して入学する「私費学生」）を並存するシステムに転換する。
b学費の全額負担を見直し、大学教育の有償化を実施する。学費貸与制度や奨学金制度を
設ける。
c．大学新卒者の就職先を国家が統一的に割り当てる制度や大卒者を必ず幹部のポストに
つける制度を改め、学生が自主的に就職先を探して就職する「自主的な職業選択」制度
を、一部を除いて実施する。
高等教育機関卒業生の就業に関しては「少数の卒業生は国家の配置により就職し、多数
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は学生の自主的職業選択で就職する制度を実施する」ことが従来の制度と根本的な改革と
して掲げられた点が大きな変化であった。「師範（教員養成）学科専攻、勤務条件や生活
条件に困難の大きい業種の専攻、辺境地区の卒業生について・一定範囲内の定向（指定）
就業を実施する以外は、大部分の卒業生について国家の方針と政策の指導のもと・人材労
務市場において自主的職業選択の方式を採るものとする」ことを指示している・そして・
この就業制度改革は「社会主義市場経済体制の建設と労働人事制度の改革に伴って」実施
されたが、就業制度改革は高等教育改革に関わるのみならず、企業の人事制度改革及び労
働市場形成に関しても、重要な改革になったといえる。
　1gg4年国家教育委員会は「普通高等教育機関の学生募集及び卒業生就業制度の更なる改
革に関する試行意見」を通達し、国家奨学金、雇用単位奨学金など計4種類の奨学金の位
置づけ、運用方法などに言及し、具体的な改革実施案を示して、高等教育機関卒業生の就
業制度において、さらに改革を推進することを表明した。
　1g97年国家教育委員会は「普通高等教育機関卒業生の就業工作に関する暫定規定」（以下、
「暫定規定」と略す）を公布し、一連の改革を推進して、全人代（国会）は「高等教育法」
を採択した（1999年1月より施行）。
　高等教育機関の改革とともに、中等専門学校と技工学校の卒業生の就業制度に関する改
革も推し進められ、1986年労働部が公布した「技工学校工作条例」において、国家計画の
指導の下で学校が推薦し、雇用側が優秀な者を選抜し採用する方向へ転換することを定め
た。また、1989年に労働部は「技工学校改革の深化に関する意見」を公布し、卒業生が該
当地域の労働市場を通じて雇用側と自己の意志により就職するという改革の方向を明らか
にした。
　1994年国家教育委員会は「普通中等専門学校の学生募集と就業制度の改革に関する意見」
を公布し、それにより中等専門学校の卒業生の就職は労働市場を通じて卒業生が自主的に
職業を選択することができるようになった。以上の教育制度等の改革を通じて、計画経済
体制に適応した就業制度における根本的な改革が行われ、労働者が自己の意志に基づいて
職業を選択することができる環境が整備されることになった。
②「統一分配」制度から「自主的職業選択」制度への転換
　1980年代以降の大学卒業者の就業制度改革は、中国における高等教育制度改革の一環と
して進められてきた。例えば、「高等教育法」第59条に「高等学校（大学・専門学校）は
卒業生・修了生に就職指導を実施しサービスを提供しなければならない」と定められてい
るが、学生一人一人の自主的職業選択制度のもとで、各大学は就職情報の提供など各種支
援を行う態勢を整備し、学生の求人は大学の就職担当部課に集約される傾向にある。
　また「暫定規定」第1章第1条「経済建設と社会発展に一層尽くし、卒業生と雇用単位
の合法的権益を保護するために」に基づき、「国家の普通高等学校学生募集計画に基づいて
入学した大学生・大学院生」のすべてを包括して、その就職活動における方針と実施方法
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を明確にしている。すなわち、「卒業生は国家が計画に基づいて養成した専門人材であり・
各級の卒業生就職主管部門・高等教育機関・雇用単位は協力してその就職工作に当たらな
ければならない」（同第3条）と規定し、さらに、「国家教育委員会が全国の卒業生就職工
作を総括管理し、国務院のその他の部・委員会及び各省・自治区・直轄市はそれぞれの部
門・地方の卒業生就職工作に責任を負う」（同第5条）として、学生の就職活動は国家の任
務である旨を明示した。
　一方高等教育機関である大学には社会が求める人材ニーズの把握、最新の求人情報の収
集と提供、適切な就職相談や指導などへの取り組みを求められた。1990年代以降、優秀な
学生の雇用に熱心な大企業は大都市の有力校に直接出向いて学内で単独の会社説明会形式
による採用活動を中心にした新卒者の採用を行っている。大学内も「校園招聰」と称する
企業説明会の活動を外資系企業及び一部の国内企業を対象に実施している。ここでは一般
に会社概況の紹介、採用職種・職務の条件と給与・福利制度、研修等の人事全般の説明が
行われる。これらは「暫定規定」第5章第23条「条件を備えた高等教育機関は顔合わせ・
双方向選択活動を開催すること」「高等教育機関は新卒者の顔合わせ・双方向選択活動にお
いて主導的役割を果たす」に則った求人側と求職側の「顔合わせ」といえる。
　以上、改革・開放政策後、労働者、学生は自主的に職業を選択できる自由が認められ、
就業制度は大きな変化を遂げたものの、一部（例えば、衛生部の運営する中国協和医科大
学等）の大学卒業生の就業については依然として国の指導下での配分が行われ、完全に市
場原理が機能しているとは言えぬ状況にある。したがって、学校教育制度の整備とともに、
市場原理、自由競争のもとに大学卒業者が平等に就業できる制度づくりが期待される。
第2節労働市場の現状と課題
（1）労働市場の現状
①労働市場の整備
　社会主義計画経済体制下においては、国家が統一的に労働力を企業に配分する政策で全
国の労働力を掌握していたために、労働市場は形成されず、労働力を雇用する企業側も雇
用される労働者ともに主体的な意思決定の余地は殆んど与えられていなかった。1985年の
高等教育改革以降、統一分配制度の廃止、企業の人事制度等の改革とともに、労働者は自
らの意志による職業の選択が可能になり、企業が主体的に人事管理活動を行えることにな
つた（前述）。こうした一連の改革により、中国に労働市場が形成されつつあるといえる。
　労働市場は政府労働・社会保障部が一般労働者向けの求人・求職施設「労働力市場」を
管轄している。1993年中国共産党第14期3次会議は、当面の市場体系育成上の重点とし
て「労働力市場」をあげたため、労働力市場という用語が、労働力市場建設政策の実施と
ともに、統一的総称で中国国内の労働経済用語として定着した。労働力市場は、1980年代
は一般労働者向けの求人・求職施設として「労務市場」と呼ばれていたが、1990年代以降
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は労働力市場または職業紹介所の名称に変わった・そして・労働・社会保障部は関連規定
の整備を推進し、「職業仲介の管理強化と労働力市場の秩序回復についての通知」（1998年
12月24日）、「労働力市場の清算・秩序回復の継続的推進に関する問題についての通知」
（2000年1月18日）を公布して違法営業等で混乱する職業紹介市場の改革に取り組み、「労
働力市場管理規定」（2000年12月8日）を施行した。
　「労働力市場管理規定」は「総則」、「求職と就業」、「人員の募集・雇用」、「職業紹介」、
「公共就業サービス」、「罰則」、「附則」の計7章で構成され、第4章「職業紹介」によれ
ば、職業紹介機構は非営利型と営利型とに分かれる。前者は各級政府の労働・社会保障部
門が開設する公共職業紹介機構と、それ以外の政府各部門・事業単位・企業単位・社会団
体などが開設するその他非営利型職業紹介機構から構成される。後者は法人・その他の組
織、個人が運営する営利目的の職業紹介活動を行う機構である。
　職業紹介機構は多くの場合、職業訓練機構を付設しており、新規求職者や待業青年を組
織して職業訓練を実施し、就職先を紹介する。また企業の余剰人員に対する職業紹介、定
年退職者の再就職や転職希望者への職業紹介から外国への労働者派遣にも関わっている。
1991年時点において職業紹介機構は7，000箇所設置されていたが、同機構は情報提供、職
業紹介、就業指導、労務交流等を通じて労働者に就職と転職の紹介活動を行い、また労働
者の職業訓練を行うための転職職業訓練センター－2，000箇所を設置していた。2004年の段
階において職業紹介機i構は33，890箇所に増設され、民営職業訓練機構も21，425箇所設置
されるまでに拡大した4）。
　1980年代に農村から都市部へ移動する農民が仕事を求めて都市に流入し、農民は労働市
場における移動労働力の主力であった。北京・西安・藩陽など44都市の労務市場での労務
取引の成約した内容を見ると、その56％が農村労働力であり、ホームヘルパーの58％も農
村出身の女性労働力であった。2005年第4四半期には、一部の都市労働力市場における農…
村労働力が13％、失業者57．5％、下闇職工6％をそれぞれ占めていた5）。これは現代中国
における農村から都市への労働力移動という趨勢を反映したものといえる。しかし、農村
の労働力は職業選択の自由も著しく制限されており、都市では国有企業に雇用される機会
は少なく、土木、運輸などに関わる雑務の範囲での職業選択の自由があるにとどまってい
る。
　現代中国の労働市場は、農村部から都市部への労働力移動という供給要因と都市開発、
建設にともなう建設労働やサービス労働などの縁辺労働力需要に基づいた就労が顕著であ
り、農村労働力は確実に都市労働力に影響を及ぼしつつある。
②人材市場の構築
　高学歴者を中心とした専門職・管理職向けの求人・求職施設である「人材市場」は人事
部によって管理され、中国において形成されつつある労働市場の一部を構成している。改
革゜開放政策導入後に形成された人材の概念は経済、社会の発展と相まって変化し、「人材」
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に関する定義・解釈も多様化している・例えば・高等教育を受けた人であればすべて知識
が豊富で、訓練を受けた技術を持つという意味で人材と見なされた。また、1996年に人事
部が発表した「人事工作1996年一2000年規劃要綱」によれば・「三つの隊伍（集団）」の
構想が提唱されたが、三つの集団は専業技術人員・公務員・経営管理人員という人材から
構成される三つの集団を意味している。2003年の中央人材工作会議において・「技能人材」・
「農村実用人材」が加えられ、人材に対する解釈は拡大している。
　1g80年代の人材市場は「人材交流センター」として都市部で展開されたが、その後行政
機構の名称としては「人材交流機構」及び「人材活動服務機構」と呼称されている。人材
市場形成の促進要因として、1980年代以降、専門職・管理職を有効に配置、活用する必要
性から、人材の「合理的配置」が提唱され、これに呼応して一連の措置が講じられた・1983
年国務院は「科学技術員の合理的流動に関する若干の規定」を公布し、これにより技術専
門職が所属する単位（組織）を移動することが奨励され成文化された制度となった。この
規定は「わが国の科学技術の隊伍（集団）は分布・構造面で合理性を欠き、科学技術員の
深刻な不足に悩む部門・単位もあれば、人員余剰や専門違いの無駄な配属を抱える部門・
単位（組織）もある」ことを認識して、「現行の科学技術要員に適切な調整を施し、その管
理と活用を改善する」ことを目的とした。そして、「計画的に、段階を踏んで、科学技術要
員の合理的な方法による移動を促進すること」を目指している。そして「部門・地区の境
界を突破して、全国の科学技術の力量を合理的に配置し活用すべきである」ことに言及し
ている。
　1992年の郵小平の南巡講話により改革・開放政策の継続は確認されたが、同年の中国共
産党第14回大会において「社会主義市場経済体制」の実施が明確になり、それに対応して
人事・就業政策においては、人材の有効活用への関心を高めた。1994年中共中央組織部と
人事部は「わが国の人材市場の育成と発展を速めるための意見」を公布したが、ここで、「人
材市場の育成と発展は社会主義市場経済体制建設における重要な任務である」とし、求人・
求職の当事者双方による直接選択を特徴とした改革開放以来の人材流動の活発化を評価し
た上で課題を明示している。それによれば、2～3年以内に人材市場運営に関する基本的政
策法規を制定すること、2000年までには全国的な人材市場の体系をおおむね築き上げるこ
と等を短期目標として掲げたことである。また、高等教育機関卒業者の就業制度改革にも
触れ、この改革と人材の就業システムを自主的選択へと移行させる事業とが不可分の関係
にあることを指摘している。
　1996年人事部は「人材市場管理暫定規定」公布したが、これは中国が人材市場の管理に
ついて定めた最初の規定であり、制定の目的、人材市場の活動、その開設に具備されるべ
き条件、開設手続き、業務内容と範囲などを定めている。その他に人材交流会、招聰、応
聰（招聰に応じて就職すること）等についても規定している。同年人事部は「国務院所属
部門の人材市場仲介機構の設立にかかる審査批准暫定弁法」「国務院所属部門が設立した人
材市場仲介機構の年次審査にかかる暫定弁法」「全国規模の人材交流会の審査批准にかかる
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暫定弁法」等を公布した。これらは人事部以外の設立主体による人材市場開設の増加及び
人材流動に便宜を図る活動の広域化にそれぞれ対応する政策であり・人材に関する管理活
動及び人材市場の形成が一段と進行したことを示していた・さらに・2001年人事部と国家
工商行政管理総局は共同で「人材市場管理規定」を公布・施行した・この「人材市場管理
規定」が人材市場管理に関する本格的な国家規定として「暫定規定」に取って代わり・「暫
定規定」は廃止された。
　人材市場の設立主体は複数あり、それぞれ形成の経緯や負うべき役割は異なっているが・
それらは3つの形態に分類することができる。第一は政府人事部門及び各級政府の人事部
門、第二は人事部以外の政府各部門・公的機関、第三は民営人材仲介会社である。政府人
事部は人材市場の主体として、積極的に推進する役割を果たしてきた。しかも人材市場の
主要な担い手であると同時に、人材市場を管轄する主管部門としての権限を持っている・
人事部以外の政府各部門・公的機関は1990年代以降、国家の統一分配によらない就職・転
職の可能な労働力市場の形成とともに様々なセクターが人材市場を設立できるようになっ
ている。民営人材仲介企業は1990年代末頃から、上海などの大都市において活動している
専門職や管理職などの労働者を対象とした職業紹介事業をビジネスとして展開するための
純粋の民営企業である。この民営人材仲介企業は、専門職、管理職及びその候補者である
大学新卒者などを対象に、求職・求人情報を提供している企業と、対象者を縛ったいわゆ
るヘッドハンティング型の企業の2種類に分類される。
　以上のように、労働力市場及び人材市場は発生当初は独自に展開していたが、その後よ
り包括的な組織として整備されつつある。また、人材市場は労働市場としての職種によっ
て、専門職、管理職等の転職を主としているが、高学歴者を対象にしているという特徴を
持っている。
（2）労働市場の課題
①労働力配置の不均衡
　中国における労働市場は、労働者の職業選択と従業員の採用活動に関する自由化、労働
契約制の導入から全員労働契約制への移行、全国一律の等級賃金制度から市場に応じた自
由な賃金制度への移行、社会保障制度の企業内体系から社会的体系へあ移行などが全面的
に推進されている。しかし、制度面や現場においては一定のルールが形成されつつあるも
のの、制度自体の定着や制度自体の改善すべき点は多いといえる。
　中国には豊富な労働力が存在するものの、高学歴者や専門技術者は経済発展のすすんだ
地域に集中し、その他の地域には必要とされる労働力が不足するという労働力配置上の不
均衡が生じている。また、戸籍制度が依然として労働力移動の妨げとなっており、企業は
労働力を円滑に調達することが出来ない状況にある。一計画経済体制下での国家の統一計画
による労働力配置政策が廃止され、また経済発展に伴って、労働力の産業間移動は活発に
なっており、第1次産業から、第2次、3次産業への労働力移動が生じていると同時に、
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労働力の質も変化している・2002年の時点で・労働力に占める専門技術者の比率は第1次
産業5％、同2次産業18％・同3次産業77％となっており・高等専門学校以上の学歴を有
する人材はそれぞれ1．2％・15．2％・83．6％となっていた・また・2003年の時点で・就業
人口に占める専門技術労働者の割合を地域別にみると・上海・江蘇省を中心とする東部地
区が11．64％、黒龍江、吉林省等の東北三省7．70％・四川・陳西省等の西部地区4・70％・
河南、湖北省等の中部地区4．30％となっていた（図1－5－1参照）。労働者自身の意志に
基づいて労働移動の可能な専門技術職は、第3次産業及び経済発展地域に集中している状
況がある。こうした労働力配置の不均衡の背景には・経済の持続的成長を維持するための
労働力需要の増大と進学率の上昇が挙げられるが、同時にいわゆる3K（汚い・きつい・危
険）と称される仕事を嫌う社会的風潮や就業観、また第3次産業の雇用吸収力の増大とい
う側面を見過ごすことはできない。
図1－5－1地域別における就業人ロに占める専門技術人員の比率
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出所：中国人事科学研究院『中国人材報告（2005年）』人民出版社t2005年，17頁。
　さらに労働力を調達するにあたっては居住の自由を大きく制約する戸籍制度が妨げとな
っているため、企業にとっては必要とする要員の採用、確保が極めて困難なケースもある。
例えば、新卒者が就職する際に、出身地が就職の障害になるのは戸籍制度ゆえであるとし
ばしば指摘される。大卒者の就職地と戸籍の取り扱いにまつわる制度的な問題が、新卒者
の進路選択に際にしては依然として大きな障害となっている。全国から学生を募集する大
学では、学生の出身地は全国各地に及ぶ。入学と同時に大学所在地に集団戸籍が作られる
が、卒業後はそれを継続できない。大学所在地なりその他の大都市で正式に就職を決めれ
ば居住戸籍を創設し、都市での生活を続けることが可能になる。しかし、就職できなけれ
ば出身地に戻らなければならず、戸籍が出身地に戻ると、再度戸籍を都市に移管すること
は極めて困難となる。したがって、都市志向の新卒者にとっては、大学に在学しているう
ちに就職先を決めることが不可欠となる。
　他方、農村の余剰労働力の移動は1980年代後半から始まり、農村の余剰労働力の多くは
都市の工業、建築業に就くが、彼らは低賃金労働者としての「契約工」及び「臨時工」と
して雇用される。農村の余剰労働力をいかに効果的に都市の近代部門に吸収し、都市への
移動が円滑に進行するかという問題は中国の重要な課題の1つであると同時に、農業に従
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事している余剰労働力を非農業部門へ移すための転業訓練が・ますます重要となっている・
企業の所有制も多様化し・地方経済を担う郷鎮企業等の発展にともない・専門知識を有す
る管理職、技術職に対するニーズは高く、そうした人材の育成には地方政府とともに・中
央政府の積極的な支援が必要不可欠になっている・
②ミスマッチの発生と高級・中級人材重要の拡大
　1ggO年代以降の市場経済化への取り組み、　WTO加盟による経済活動の国際化、情報化、
技術革新の進展などは企業経営に大きな影響を与えている。産業全体として産業構造転換
への動きがあり、構造転換に対応するために、個々の企業では企業改組（リストラクチャ
リング）、人員整理に取り組む動きが顕著である。労働力に関しては、1980年代後半以降、
国有企業改革、国有企業の改組による余剰労働者及び下闇労働者の転職が深刻な問題とな
っている。それと同時に、市場が求める能力を保有していない多くの労働者、あるいは個
別企業の構造転換に対応して要求される能力を保有していない労働者が多数存在する等、
労働力需給のミスマッチ問題が1990年代に表面化し、なお2000年代においても産業は深
刻な問題として取り組まなければならない課題となっている。
　労働市場の求人倍率は2001年第1四半期の0．65から2005年第4四半期の0．96にまで
上昇しているが、労働力の供給が需要を上回っている。具体的には、2005年第4四半期時
点における第1次、2次産業がそれぞれ1．8％、30．8％となっており、第3次産業が全体の
67．4％を占めている。また、産業別にみると、製造業24％、卸業・小売業19．2％、宿泊施
設・飲食業12．2％が全体の55．4％を占めている。業種・職位から見ると、多数のミスマッ
チが発生している職種は、技術職、営業職、エンジニアなどであり、職位としては管理職
クラスの全体にみられる。さらに、技術等級から見ると、「中級工」、「高級工」、「技師」、「エ
ンジニア」、「高級エンジニア」などの各レベルのエンジニアにみられる6）。年齢区分による
状況をみると、ミスマッチに直面している大半が中高年齢世代に集中している点が特徴と
なっている。
　中国の労働市場は「高級・中級」人材需要の比率が高く、産業構造の変化、経済発展に
ともない、専門技術職・管理職ともに、労働市場では能力レベルの高い人材を求めている。
国有企業及び非公有制企業のいずれにおいても、初級職務レベルの労働者は全体の約55％
を占めており、中級・高級職務レベルの労働者が不足している状況である（図1－5－2、
1－－5－3参照）。以上の状況から労働力全体のレベルを向上させるとともに、技術職・管理
職等の育成を目的にした職業教育の強化と個別企業内での教育訓練のニーズはきわめて高
いといえる。
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図1－5－2　非公有制企業専門技術人員の職称構造
　　　一高級・中級人材比率拡大のニーズー
　　　　　　　高級職称
　　　　　　　　9．3％
（注）高級職称（職務）とは高級・中級・初級に分けられた専門技術職務のうち、高級専
　　門技術職務を有する者を指し高級人材と呼ばれている。この分類に従えば、中級専
　　門技術職務を有する者が中級人材と呼ばれる。
出所：図1－5－1に同じ，118頁。
図1－－5－－3国有企業専門技術人員の職称構造
　　一高級・中級人材比率拡大のニーズー
高級職称
　8％
初繍懸
　56％　　畿愛孕
　　　　：”｛’：’i；繧
中級職称
　36％
出所：図1－5－3に同じ，67頁。
第3節拡大する市場経済化と企業の対応
（1）労働者の意識と雇用管理
①労働者の意識と職業訓練ニーズ
　改革・開放政策後、就業制度改革や労働市場の形成等は、職場を構成する労働者の意識
に大きな影響を与えた。従来、労働者は計画経済体制の下で、高等教育機関及び職業学校
等を卒業すれば、個々人の意志に関わらず、国の「統一分配」制度によって配置された職
場において労働に従事していた。配属された企業に就職しなければ、計画経済体制下にお
いては、全ての企業は国有企業であり、何れの企業にも就職できないことになった。した
がつて、労働者個々人の職業選択の自由は認められておらず、労働者は国の計画に従わざ
るを得なかったといえる（前述）。
　｝方、労働者は計画経済体制下には解雇されることもなく、定年までの雇用が保障され
た。しかし、改革・開放政策後、国有企業改革、所有制の多様化、市場経済化の進展、技
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術革新の進展など・労働の場は大きく変化することになった。具体的には・就業制度改革・
労働契約制度導入等の一連の改革によって・労働者の雇用機会の保障はなくなり・終身雇
用としての固定工制度は崩壊した。それに加えて・労働者には市場経済化の進展・技術革
新の進展により、環境変化に対応できる職業能力を保有していることが求められている・
　改革・開放政策導入後、市場経済体制のもとで成長した若年労働者の意識・考え方は明
らかに変化しつつあるが（第8章参照）、計画経済体制下のもとで働き続けてきた中高年労
働者のなかには従来と同様の企業依存の意識・考え方から脱皮できないことが課題になっ
ているケースもある。例えば、労働市場において、再就職を希望する労働者の意識には顕
著な変化はみられないといわれている。「再就職プロジェクト」の対象となっている「下闇」
人員は、31歳～40歳が全体の66．7％、41歳～50歳が16．3％を占めている。その世代には・
文化大革命時期に十分な教育を受ける機会を持っていなかった中学校卒業以下の学歴の労
働者が多数存在している。
　したがって、下宙された労働者は労働市場において、再就職の機会を見出せず、職業訓
練ニーズがきわめて高い労働者集団を形成しているといえる。
②雇用管理制度再編成のニーズ
　国有企業は国により配分された労働者を受け入れ、経営状況に関わらず全ての要員を雇
用する終身雇用的長期雇用を前提にした固定工制度の雇用管理を行っていた。また、国が
企業の経営管理、人事管理に関与していたため、企業による主体的な雇用管理活動は行わ
れていなかった（第7章参照）。
　改革・開放政策以降、国有企業は、固定工制度（第7章参照）の廃止や労働契約制度の
徹底等に取り組んできた。労働契約制度の導入によって、企業は雇用した労働者との労働
関係について当事者間での合意を求められ、企業は労働者と直接労働契約をし、主体的に
雇用管理を行えることになった。
　例えば、1990年代以降、優秀な新卒者の雇用に熱心な大企業は大都市の有力校に直接出
向き学内で会社説明会形式の採用活動を行う方法を主としているが、それ以外にはメディ
ア、広告による募集などの方法もとられている。大学内において「校園招聰」といわれる
企業説明会の活動は外資系企業を中心として、一部の国内企業においても実施されている
（前述、表1－5－1参照）。
　国有企業の採用活動は全体の傾向と同様に多様化しているが、新規学校卒業者を対象に．
した校園招聰が55．6％、招聰会57．8％に達しており、この2種類の採用形態が多いことが
明らかとなっている。一方、他の国内企業は招聰会と媒体広告（集団企業52．9％、35．3％、
非国有株式会社・有限会社63．1％、52．9％、私営企業64．5％、54．5％）での採用形態を
中心に行っている。また、大学内への「校園招聰」活動を中心にしている外資系企業など
は、必ずしも新規学校卒業者を多数採用しているわけではなく、招聰会（57．3％）、媒体広
告（50．0％）が中心に人材を採用している。
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以上のように、中国における企業の採用活動は以前の国による統一分配制度から多様化
しており、定期採用と中途採用を企業の方針・経営戦略などにより実施し・広く労働市場
に有能な人材を求める採用形態へと多様化している・
1－5－1F　制別における企業の一 　　　　　　　　　缶用笛理活動の主　亜路（3； 目まで）（単立％（）土徴
国有企業・国
L株式企業 集団企業
非国有株式企
ﾆ・有限会社 私営企業
外資系・香港・マ
Jオ・台湾系企業 その他
職業紹介所 9．8（44） 23．5（4） 毛9．4（51） 21．3（102） 33．0（99） 15．6（7）
媒体広告 32．4q45）35．3（6） 52．9（139）54．5（261）50．0（150）37．8（17）
招膀会 57．8（259）52．9（9） 63．1（166）64．5（309）57。3（172） 51．1（23）
友人の紹介 20．8（93） 29．4（5） 27．0（71） 26．5（127） 23．3（70） 24．4（11）
人材交流セ
@ンター
35．9（161）41．2（7） 42．6（112）46．6（223）44．7（134）62．2（28）
校園招聰 55．6（249）35．3（6） 3t6（83） 20．0（96） 24．3（73） 33．3（15）
ヘッドハン
eイング 4．0（18）
5．9（1） 5，7（15） 8」（39） 12．3（37） 6．7（3）
その他 12．9（58） 5．9（1） 8．4（22） 10．2（49） 12．0（36） 6．7（3）
注：1）調査対象：国有企業・国有株式会社、 私営企業、非国有株式会社・有限会社、外資系・香港・マカオ・
　　台湾系企業、集団企業及びその他企業。
　2）配布数6，000部，回収数2，100部（回収率35％），有効サンプル数1．883部。
出所：林澤炎他著『転型中国企業人力資源管理』中国労働社会保障出版社，2004年，60頁。
経営環境の変化、あるいは従来とは異なる雇用環境の変化に対応していない企業も少な
くない。それらの企業は、経営理念・方針、雇用管理のあり方を根本的に見直すべき段階
にあると思われる。
　企業が労働者を雇用するにあたっては企業が求める能力要件を明確にし、それを踏まえ
ての採用活動に取り組まねばならないが、計画的に人材を採用するたφには、人材の採用
方法の選択、計画的な配置、異動、能力開発機会を明確にした人事システムの設計を検討
しなければならない。例えば、中国は1978年の改革・開放政策導入前、国が経営幹部の人
事に関与し、従業員の配置、昇進管理活動を適切に行わず、従業員のモチベーションに悪
影響を与えた歴史がある。人事労務管理、人的資源管理における雇用管理活動はモチベー
ション促進要因と密接に関連した人事施策であり、ここでの管理活動を適切に実施・運営
することが、従業員のモチベーションの喚起と人材開発活動の中心的な施策として期待さ
れる活動になる。さらに、計画的な雇用管理活動の中心にCDP（career　developmellt
program：経歴管理制度）を位置づけ、人材の育成、確保に取り組む必要がある。
　中国の「労働法」においては、労働契約期間を、固定期限、非固定期限（定年まで）と・
一定量の仕事をこなす期限の3つの形態に分類している。「従業員が一企業に10年間以上
勤続し、労使双方が合意の上で契約期間を延長したい場合、従業員が非固定期限契約を希
望すれば、企業がそれに応じる」と定められている。また、企業は新規採用者に対し最長6
ケ月の試用期間を設けることができる。一般的に1年～3年の短期、5年の中期、10年以
上の長期の労働契約期間に分類されているが、この規定によって企業は余剰人員を抱え込
むのを防ぐことができる反面、優秀な人材の流出も同時に発生することになる。したがっ
て、如何に企業は必要とする労働力の確保や優秀な人材の育成・選抜を円滑に行うかは・
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計画的な採用・配置・異動等の人事施策を展開するシステムの整備・活動にかっかってい
るといえる。
　新卒者を採用するにあたっての問題点として、性的差別、住居差別がある・特に住居は
戸籍制度に関連するものであり・戸籍制度の改革は政府が緊急に取り組まなければならな
い課題といえる。円滑な労働移動を推進するためには、企業は労働者の属性や性別に関わ
りなく、労働者を雇用できる体制が整備されなければならないであろう。市場開放・グロ
ーバリゼーションの進展により、中国企業が海外法人で雇用した外国人労働者を国内の事
業所に異動させること、あるいは国内の労働者が海外事業所に異動する等、経営活動のグ
ロ・・一・Lバル化に対応できる雇用管理体制整備の必要性が高まっているといえる。
（2）導入が期待されるモチベーション管理
①能力開発システムとしてのCDP導入の必要性
　改革・開放政策導入以前の中国では、労働の場においての思想教育、愛国心や奉仕精神
を喚起することによって、労働者のモチベーションを高揚させてきた。改革・開放政策導
入後は国民に経済的豊かさをもたらし、経済的要因を強調することによる私益追求、拝金
主義がモチベーション要因となっている。しかし、経済的インセンティブは、労働者のモ
チベーションを引き出すのに、一時的な効果が得られるものの、それを持続させることは
容易ではない。また、経営体質の弱体な国内企業が、賃金によって従業員のモチベーショ
ンを高揚させることは、大企業、外資系企業等との競争関係において有利な人事施策とは
ならないであろう。
　かつての労働者は、長期雇用制度による雇用保障を前提として、昇進や配置が決定され
ていたため、労働者が主体的に「キャリア」の形成に取り組むことへの関心は比較的薄か
ったといえる。就業制度改革、労働契約制度の導入に対応しての一連の人事制度改革が進
められ、労働市場においては、企業内部で通用する職業能力だけではなく、労働市場で評
価される能力を求められている。また働き方や職業生活に関する価値観の変化、特定企業
の価値観のみにとらわれない生き方を模索しようとする若年世代も増加している。
　したがって、中国の産業もCDPの導入に取り組み、制度を目的通りに適切に運営するこ
とにより、労働者個々人の職業能力、職務遂行能力を計画的に、かつ体系的に開発・育成
することが期待されるとともに、労働者のモチベーション、モラールを維持することにも
関心を持つことが期待される7）。
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1－5－2企　の只　　別におけるCDPの　施… （位：96（）内土　）
所有制 制度があり、遵@守している
制度があるが、
?轤ｵていない 実施予定 計画中 制度がない 社数
国有企業・国有
博ｮ会社
7．8（41） 5．3（28） 25．4（134）21．0（111）40．5（214） 553
集団企業 19．2（5） 11．5（3） 23．1（6） 15．4（4） 30．8（8） 28
非国有株式会
ﾐ・有限会社
5．7（18） 7．0（22） 29．3（92） 13．7（43） 44．3（139） 321
私営企業 4．7（26） 8．6（47） 23．7（130）19．3（106）43．6（239） 556
外資系・香港・マ
Jオ・台湾系企ﾆ
9．2（3D 10．4（35） 24．7（83） 18．2（61）37．5（126） 344
その他 15．3（11） 9．7（7） 19．4（14） 153（11）40．3（29） 75
出所：表1－5－1に同じ，4頁；13－16頁。
表1－5－3資本・産業別におけるCDPの実施状況（単位：％、（）内社委
資本・産業
制度があ
閨A遵守して
｢る
制度がある
ｪ、遵守して
｢ない
実施予定 計画中 制度がない
3億元以上 11．2（71） 10．6（67） 28．0（178）17．5（111）32．8（208）
3億元～1．5億元 4．5（10） 6．3（14） 27．7（62）21．4（48）40．2（90）
1．5億元～3，000万元4．7（21） 43．7（21）25．3（113）19．1（85）46．2（206）
3，000万元以下 5。8（30） 7．7（40） 20．4（106）17．7（92）48．4（251）
農・林・牧・漁業 14．7（5） 8．8（3） 23．5⑧35．3（12） 17．6（6）
採掘業 7．7（1） 0（16） 7．7（1） 38．5（5） 46．2（6）
製造業 6．7（55） 8．7（72） 24．9（206）17．4（144）42．3（349）
公共事業 7．9（3） 5．3（2） 23．7（9） 15．8（6） 47．4（18）
建築業 2．7（2） 5．3（4） 29．3（22）16．0（12）46．7（35）
交通・運輸・倉儲郵政業 6．1（4） 12」（8） 28．8（19）22．7（15）30．3（20）
卸売・小売業・飲食業 11．9（7） 6．8（4） 28．8（17）13．6（8） 39．0（23）
金融・保険業 8．7（4） 17．4（8） 15．2（7）23．9（11）34．8（16）
不動産業 3．2（3） 4．2（4） 22．1（21）24．2（23）46．3（44）
社会サービス業 10．0（13） 7．1（9） 30．7（39）18．1（23）33．9（43）
通信・IT業 7．0（15） 6．5（14） 26．2（56）20．6（44）39．7（85）
その他 9．0（20） 6．3（14） 24．2（54）14．3（32）46．2（103）
（｝）　’業は食品、化学工業、　動 、石油及ひ石油加工業、 唄及び服亀、　鋼、
材、医薬、機械、電子、：Tハードウエア、その他。
出所：表1－5－1に同じ，18－25頁；31－34頁。
　CDPは国有企業、私営企業、非国有株式会社等の一部の企業において実施されているケ
ースがあるが、制度が適切に運営されていないことに加えて制度が導入されていない企業
は少なくない（表1－5－2参照）。また、企業を資本・産業別に分類しても、企業全体の
CDP実施率は低い状況にある（表1－5－3参照）。中国におけるCDPの実施率は未だに低
く、労働者のモチベーションの喚起を考える上で、CDPの導入ならびに制度を定着させる
必要性は高いといえる。
　多くの企業が人事制度全般に関しての改革をすすめているが、職業訓練及び能力開発に
関する適切な取り組みがなされなければ、労働力の確保や人材育成に関する問題解決は進
まないといえる。日本の産業が第2次大戦後の経済復興期以降に導入した種々の経営教育、
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産業訓練制度・あるいは能力主義管理の考え方・導入された種々の制度等は示唆に富むも
のであり、中国においても能力主義人事に関連した制度の導入・時代に適応した雇用管理
制度導入と適切な活動を行うと同時に・長期的な視点による計画的能力開発システムとし
てのCDPの導入・定着のための努力がなされなければならないであろう8＞。
②人事考課制度見直しの必要性
　中国は労働契約制度、雇用管理、賃金制度の改革を進め（前述）、これらの管理活動に深
く関連する人事考課制度の改革と見直しに取り組む状況がみられる。
　中国企業における人事考課制度の実施状況は、集団企業での実施率は低いが、国有企業・
国有株式会社、非国有株式会社・有限会社及びその他の企業の半数以上が人事考課制度を
導入しており、その他の私営企業、集団企業、国有企業・国有株式会社等においても人事
考課制度導入に取り組む動きがある（表1－5－4参照）。
　国有企業の人事考課制度に用いられている人事考課要素は「徳、能力考課、仕事態度、
成績考課」から構成されているが、徳は「政治品徳、社会公徳、職業道徳」の考課要素で
ある。能力考課は「業務能力、総合分析能力、組織協調能力、創新能力、学習能力、表現
能力」等から構成される。仕事態度（勤）は「責任心、協作性、出勤率」から構成され、
成績考課は「仕事の量と質、仕事の効率、仕事の難易度」から構成されているが9｝、業務の
多様化により、評価項目の見直しに取り組むニーズが高まっている。
　　　　　　　　　表1－5－4企業の所有制別における人事考課制度の実施状況
（位：96（）内土　）
国有企業・国
L株式会社 集団企業
非国有株式会
ﾐ・有限会社 私営企業
外資系・香港・
}カオ・台湾系
@　企業
その他
実施して
｢る 67．2（301）
47．1（8） 71．5（1β8） 62．4（299）71．7（215） 73．3（33）
実施して
｢ない 12．7（57）
5．9（1） 9．1（24） 10．4（50） 9．0（27） 8．9（4）
実施予定 19．4（87） 47」（8） 18．6（49） 26．3（126） 19．0（57） 17．8（8）
実施予定
ｪない
0．7（3） 0（0） 0．8（2） 0．8（4） 0．3q） 0（0）
出所：表1－5－1に同じ，76頁。
　国有企業・国有株式会社、非国有株式会社・有限会社、私営企業等においては、約半数
の企業が人事考課制度を実施しているものの、人事考課制度の効果に関しては、集団企業
を除いて非国有株式会社・有限会社、私営企業が「非常に良い」、「良い」と回答した割合
が21．8％、21．5％を占めている以外は、「一般」と回答した企業が最も多く、また「あまり
良くない」、「良くない」という評価の私営企業が多数を占めている（表1－5－5参照）。し
たがって、制度が目的通りに適切に運営されているかどうかを点検する必要性があり、ま
た考課者訓練のニーズが高いと思われる。
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表1－5－5企業の所有制別における人事考課制度の効果
（単位：％、（）内社数）
考課制
xの実
{効果
国有企業・国
L株式会社 集団企業
非国有株式会
ﾐ・有限会社 私営企業
外資系・香港・
}カオ・台湾系
@　企業
その他
非常に
@い
1．0（3） 25．0（2） 1．6（3） 2．0（6） t9（4） 0（0）
良い 1フ．7（53） 12．5（1） 20．2（38） 19．5（58） 16．4（35） 15．2（5）
一般 59．7（179） 37．5（3） 61．2（115）55．2（164） 63．4（135） 54．5（18）
あまり良
ｭない
19．0（57） 12．5（1） 13．8（26） 18．2（54） 14．6（31） 212（7）
良くない 2．7（8） 12．5（1） 3．2（6） 5．1（15） 3．8（8） 9．1（3）
出所：表1－5－1に同じ，99頁。
　人事考課の結果は、主として昇給、昇進、異動、奨励金等の情報として活用されている
が、能力開発・教育訓練上の情報としての活用は明らかではない（表1－5－6参照）。人事
考課は雇用管理活動全般に関わる情報として、賃金に関わる情報、能力開発、教育訓練な
どに関する重要な情報源であり、配置、昇進、異動を適切に行うためには、人事考課制度
の適切な運営が必要である。したがって、中国の個々の企業は人事考課制度の目的と制度
全体の見直しに取り組む必要性が高く、制度全体の再構築をしなければならない状況にあ
るといえる。
　　　　　　　表1－5－6企業の所有制別における人事考課結果の活用（複数回答）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：O／o、（）内社数）
国有企業・国
L株式会社 集団企業
非国有株式会
ﾐ・有限会社 私営企業
外資系・香港・
}カオ・台湾系
@　企業
その他
賃金 36，8（165） 23．5（4） 54．0（142）42．4（203）53．3（160） 51．1（23）
昇進 335（15b） 23．5（4） 43．0（113）33．2（159）45．3（136） 40．0（18）
異動 29．9（134） 23．5（4） 33．8（89） 25．9（124） 31．3（94） 24．4（11）
奨励金 52．7（236） 23．5（4） 54．8（144）47．8（229）51．0（153） 62．2（28）
その他 6．9（31） 1t8（2） 4．9（13） 5．6（27） 7．7（23） 4．4（2）
出所：表1－5－1に同じ，95頁。
第4節今後の課題
　中国における就業制度の改革が高等教育機関の卒業生に職業選択の自由を認めたことは、
中国の労働市場において労働者が自己の意志により職業選択やキャリア形成が可能になっ
た事を意味する。しかし、中国における就業制度を日本、その他の国との比較を行うこと
は、状況があまり異なるため至難である10）。ここでは、1980年代以降、労働市場に関する
制度の整備・確立の過程を通じて、中国政府が取り組んできた中国の労働市場に関する制
度を整理し、現状と課題を明確にしておこう。
　農村労働者には戸籍制度が依然として障害となっており、都市労働者と同等に職業を選
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択することができず・職業訓練を受けるにあたっても問題が生じている・また・新卒者の
就職においても戸籍制度の問題が発生している状況にある・中国政府は・戸籍制度や社会
保障制度の改革と同時に・求職・求人側の何れにおいても平等に競争に参加できるための
情報提供などの整備に取り組む努力が求められている・また・中国の労働力は全体として
の能力開発の機会に恵まれておらず、個々の経営体における人材育成あるいは能力開発シ
ステムも普及、定着していない状況にある。労働力全体の能力を向上させると同時に・専
門職あるいは管理職等の人材を育成していくことは企業の競争力を向上させることにつな
がる。そのためには、中央政府・地方政府の積極的な支援が必要となっており、企業と連
携して取り組んで行かなければならないであろう。
　労働市場において、企業が主体的に必要とする労働力を確保するためには、経営環境、
雇用環境の変化を踏まえた雇用管理活動を適切に行うことが求められる。労働者の職業能
力の向上、ミスマッチの発生を予防するには、CDP、人事考課制度といった人事施策を定
着させなければならない。これらの人事管理活動を計画的・体系的に運営することにより、
企業にとって、将来にわたって必要とする労働力を確保することが可能であり、従業員の
モチベーションを高揚させることにもつながるといえる（前述）。一方、労働者が自己の意
志により職業選択を行うということは、労働者の自己責任が問われると同時に、労働者の
雇用され得る能力（employability）、職業能力の有無が賃金の高低を決める重要な要素にな
ることでもある。しかし、一部の労働者は未だに計画経済体制下で形成された企業依存の
意識から脱皮ができないでいる。そのような意識を払拭し、労働者には職業に対する新た
な価値観の確立が求められ、労働者個々人が職業能力の向上あるいは能力開発に積極的に
取り組んで行かなければならない。
　また、専門技術者、管理職及び幹部と言われる「人材」の管理権限は政府人事部にあり、
それ以外の一般労働者の管理は政府労働・社会保障部が持つという主管部門の分業が現在
も続いている。この管理体制は従来通りであり、それは身分による労働者の区分である。
今後、身分による労働者を区分するのではなく、戸籍制度を改革し、農村労働者、管理者、
専門技術者、一般労働者を含めて雇用労働力を一律に労働者としての概念を導入すべきで
あり、職種、職業に基づき市場経済化に対応し得る現代の労働市場を構築することが期待
される。
（注）
1）中国の高等教育機関とは普通高等教育機関、成人高等教育機関、軍事高等教育機関と民営
　高等教育機関から構成される。また、高等教育機関として、主に大学、学院、高等職業
　学院、独立学院、専科学校（修業年限は2～3年であり、日本の専門学校にあたる）等の
　類型がある。さらに、レベルに関しては、専科、本科（修業年限は4～5年で、卒業生が
　学士の学位を取得できる課程）及び大学院の教育という3つの段階がある。
2）韓志国「論我国労働就業機制的進一歩転換」r中州学刊』第3期，河南人民出版社，1990
　年，7頁。
3）陳武元「中国における高等教育機関卒業生の就職制度一近年の就職難を中心に」『広島大
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　学大学教育センター大学論集』第29集，1999年・86頁・
の国家統計局人口和就業統計司・労働和社会保障部規剣財務司『中国労働統計年鑑一2005
　年』中国統計出版社，2005年，176頁；513頁・
5）r2005年第4季度部分城市労働力市場供求状況分析』労働・社会保障部サイト。
6）r2003年第1～4季度部分城市労働力市場供求状況分析』、『2004年第1～4季度部分城市
　労働力供求状況分析』、r2005年第1～4季度城市労働力市場供求状況分析』労働’社会
　保　障部サイト。
7）梶原豊r人材開発論一人材開発活動の実践的・体系的研究一』白桃書房・2003年・70－
　81頁。
8）r産業訓練百年史一日本の経済成長と産業訓練一』社団法人日本産業訓練協会，1971年，
　313－392頁。
9）刑傅・沈堅『中国人力資源管理問題報告』中国発展出版社，2004年，286－290頁。
10）例えば、永野仁「企業の人材採用の変化一景気回復後の採用行動一」r日本労働研究雑誌』
　NO．567，独立行政法人労働政策研究・研修機構，2007年10月，4－14頁。
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第皿部中国企業における人的資源管理活動の変遷と労働者のモチベーション
第6章労働者のモチベーションと人的資源管理活動
第1節　労働者のモチベーション
（1）労働と生活
　人類は自己の生存をのみに目的を置いた自給自足（autarky）による生活活動をしていた
時代から、経済行動（econo皿ic　behavior）を生活の中心に位置づける社会に到達するまで
には多くの経験を積み重ねてきた。
　自己の生存を可能にするための生活行動には経済行動が存在する余地はなかったが、狩
猟活動、農耕活動が生活の中心的部分を占めるようになり、自己の生存以上の余剰物品を
交換する物々交換（barter）の時代に入り経済活動が始まった。
　自給自足経済の時代、あるいは物々交換により生活を維持する時代においては、第三者
から労働を強制されることもなく、恐らく現代の社会に発生している労働に起因する種々
の疾病が発生することもない社会であったであろう。
　人類が農耕生活に従事し、定住して生活を営む段階から、物々交換等の組織的な生産活
動、商業活動に到達した時代にはいると、価値を獲得するという明確な目的を持った経済
活動が始まり、そこに、労働に対する関心が芽生えてきたといえる。
　現代社会において人が生存するためには、何等かの経済活動に従事することが基本的な
条件になるが、その人の一生は「定位家族」（自分が生まれ落ちた家族）・「生殖家族」（自
分が結婚してつくる家族）・「地域家族」（都市・村落）・「組織」（学校・企業・官庁一一軍隊・
病院・宗教教団）・「自営業」（家族企業）・「国家と国民社会」（国内の最大の組織と最大の
地域社会）・「国際社会」（国家と国民社会を超える社会）などの社会にかかわっての生活が
ある1）。これらの社会においては経済行動としての労働は、地域社会、組織、自営業、国家
と国民社会、国際社会などにおいて種々の形態において発生する活動になる。人の生活の
場であり、労働の場となる地域社会、組織等における労働は、人の生活と直接連動した経
済活動であり、この経済活動が円滑な活動であることが社会の安定を促進させるための重
要な要件の一つになる。
　例えば、労働の対価としての賃金が日常生活を送るにあたって十分な対価であるか・あ
るいは労働者の能力、技術、成果に対応した賃金であるか等々によって、労働者の日常生
活、労働に従事する姿勢は種々の影響を受けることになる。また労働の場、労働時間等の
労働条件も労働者の日常生活、労働に従事する姿勢に種々の影響を与えることになり・人
の一生、労働者の生活と労働、そして労働に従事するにあたっての諸条件は密接な関わり
がある。
（2）労働と労働者管理
140
　「労働者が人たるに値する生活を営むための必要を充たすべきものでなければならない」
と、日本の労働基準法は労働条件の原則を定めている2）・
　労働者が人たるに値する生活を営むためには、何を考え、どのような環境条件を整備し
なければならないのであろうか。例えば18世紀に産業革命を体験したイギリスにおいて
は、手工業的な道具を用いての生産活動から機械による生産に移行するにともない・労働
時間が急速に延長された。具体的には「羊毛工場では食事時間を除いて13時間あるいは12
時間半という長い時間が普通であり、農村地帯では朝5時から夜の9時まで・僅か30分の
食事時間をこれに含んだ長い労働時間であった」3）といわれる。また当時の綿業は教区の児
童（孤児）を多数雇用していたが、多くの工場では「週74時間、1日12時間をこえ、深
夜勤が実施されていた。プレストンの工場では、ロンドンからは7歳～11歳、リバプール
からは8歳～15歳の子供がきていたが、通常の勤務時間は土曜日を含んで朝5時から夜8
時まで、その間2回各半時間の食事休憩があるばかりだった。工場には椅子はなく、無駄
にした時間があれば、夜9時、10時まで延長された。子供たちは疲れ果てて工場の床の上
に横になり、夕食までそこで寝ているものもみられた。深夜勤があるときには、12時間程
度になったが、それには不自然な不健康な夜の勤務がともなっていた」4）という状況であっ
た。
　産業革命は多くの国の労働、労働者に影響を与えたが、その後の労働及び労働者の管理
に関しての対応を考える契機になったといえる。すなわち、労働者の健康を考えての労働
時間管理、安全衛生管理等に関しての規則、制度を整備する契機になった。
　19世紀のアメリカは、イギリス、フランス等で開発された生産機械、手法を活用して、
効率的な生産システム（A皿erican　System　of　Manufactures）を確立し、大量生産・大量
販売による産業を形成したが、それを管理するためのシステム、手法も開発された。その
代表的研究として、Taylor，　F．が体系化した科学的管理（Scientific　Management）があ
る。
　19世紀のアメリカには諸外国から多くの移民労働者が流入したが、その多くは未熟練労
働者であり、農民社会に吸収されることになった。製造業においては当時の先進工業国で
あったイギリス、フランス等における熟練労働者が少なかったがために生産機械を利用し
た産業が形成された。そして経営管理の手法が開発され、その体系化された思想であり手
法が科学的管理であった。
　科学的管理の考え、手法を体系化したTaylor，　F．は、眼疾のため大学進学を断念し・中
学校を卒業すると小さなポンプ工場に就職したが、その後ミットベール・スチール社に転
職して（1878年）、職長、技師を体験している。そして1897年にベスヘレム・スチール社
の顧問を体験した後に、自身の職業体験（キャリア）を整理して科学的管理法を体系化し
た。彼には生産現場の技能工、監督者（職長）、スタッフ（技師）、経営管理活動全体をア
ドバイス（顧問）するという体験、キャリアがあり、それが彼の経営管理の思想として、
また経営管理手法として説得力を持ったといえる。
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Taylorは事業主が高利潤に魅力を持っていると同様に労働者は高い賃金に魅力を感じて
いるはずである。労働者にやる気を起こさせるような賃金制度を導入すれば・組織的怠業
（systematic　soldiering）が解消され、能率が高まると考え賃金の合理的決定をする必要
性を打ち出した。そのためには一日の公正な作業量としての「課業」（task）の設定・能率
の高い労働者に割増賃金を支払う「差別出来高払い制度」（differential　piece　rate　system）
を導入する必要性を主張した。そして労働者の要求する賃金額と使用者の考えを一致させ
うることを目的にして「課業管理」の制度を考え、制度の根幹は労働者の一日の作業量の
決定にあり、優れた労働者の一日の作業量をもとにしての「動作研究」（motion　study）と
「時間研究」（time　study）に求めた。
　さらにTaylorは課業管理を円滑に運営するために「計画部」（planning　department）の
設置、「職能的職長制度」（fUnctionalized　foremanship）、「指導票制度」（instruc七ion　card
system）導入の必要性を主張した5）。
　課業管理を根幹にしたTaylorの科学的管理法は労働の強化になるという労働組合の強い
反対運動に直面したが、この思想、管理手法は経営管理活動の体系化に多くの影響を与え
たといえる。しかし、Taylorの思想及び科学的管理法は能率に比重を置いており、人間に
対する思いやり等の感じられない思想であり、手法であったという点から問題があり、管
理者と労働者の両者に対する精神的革命（mental　revolution）とはいうものの後に課題を
残した思想であり、手法であったといえる（図H－6－1参照）6）。
　　　　　　　　　　　　　　図1－6－1科学的管理の体系
成り行き管理改革
労使紛争の解決
管理権の管理者集中
人間マシンモデル
組織的怠業の解消
作業能率の増進
事実と法則
精神革命
　　　　　能率増進
ラーシステム
　　　　　労働強化
出所：藤芳誠一編『図説経営学』学文社，1972年，109頁。
（3）労働者のモチベーション
　1920年代までのアメリカの産業は、科学的管理法の思想、手法による管理が行われてい
た。科学的管理法には当初から労働組合の反発もあったが、この思想、手法を超える思想、
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手法がなく、作業能率を高めたものの労働者の感情面・精神面における問題が表面化して
いた。
　そのような産業の状況から1924年～1932年にかけて、照明の質・量が作業員の能率に
与える影響、作業条件と能率との関係等の仮説を追求するための実験がMayo・E・
Roethlisberger，　Eらによって行われたのがホーソン実験（hawthorne　eXPeriments）で
ある。一連の実験の結果明らかになったことは、①労働者は感情を有する社会的動物であ
る、②労働者は公式組織の中に準公式グループを作っている、③労働者の感情の表現は、
その人間の全体状況に照らして理解できるものである等々であった。すなわち・労働の場
における人間の感情は「高い賃金を支給されれば満足する」といった単純な機械モデルで
は対応できないものであり、人間が社会的な動物であることを明らかにした7）。
　労働の場をより人間味の感じられる場にするためには、管理者、監督者の管理の姿勢、
行動が影響するという側面から、管理者、監督者のリーダーシップ研究が進められ8）、経営
管理活動においては経営管理過程への参画の度合が労働に従事する労働者の感情に種々の
影響を与える研究が進められた9）。
　そして人間の欲求に焦点をあてた研究として、後に人間の行動に関する研究に影響を与
えたMaslow，　A．　H．の研究が生まれた。　Maslowは人の欲求を5段階に区分し、人の欲
求は「人の発達と成熟過程に対応して高次の欲求段階に移行する」とした。しかし、人の
欲求の5段階は相互に依存し重複しあっており、例えば、基本的、生理的欲求が完全に充
足されなくても、ある程度充足されれば、次の段階である安全の欲求を求める行動をする
というものである。
　さらに社会的欲求である「自己の存在を受け入れられたい、集団に所属し友情や愛情な
どを交換したい、メンバーと仲良く過ごしたいという所属と愛の欲求」は、労働の場にお
ける同僚、上司、部下などとの職場内の人間関係、組織の歴史、風土、社会における評価
などに起因する組織体・職場への一体感、作業及び作業場の整備、危険性、職業病などの
作業環境と関連している。そして自我・自尊の欲求となる「自己に対する高い評価や自尊
心をもち、他人から尊敬されたいという欲求」に対しては、上司や部下の信頼、公正な賃
金制度、相対的賃金などの賃金形態、昇進への期待などが対応する。
　人の最も高次元の欲求としての自己実現の欲求は「自分自身のもつ能力や才能を最大限
に発揮したい、自分が自主的に設定した目標を達成したり、自己を限りなく成長させてい
きたいという欲求」であり、労働の場においては労働者が担当する仕事の意義、仕事への
興味・関心などの職務そのものと対応している（図H－6－2参照）10）。
　Maslowの研究は人の欲求を理解するうえで説得力を持つ研究といえるが、一方において
人の欲求は個々人の価値観、意識と密接に関わっているとともに、その人が居住する生活
環境、社会環境、経済水準、教育の普及などの社会全体の成熟度、社会風土とも密接に関
わっており、労働者のモチベーションを把握するにあたっては、社会背景をも適切にとら
えておかなければならないといえる。
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　　　　　　　　　　　図H－6－2　マズローの欲求段階論及び欲求の特徴とその対象
　マズローの欲求段階論　　　　　　　　欲求の特徴　　　　　　　　　　　　欲求の対象
　　　　　　　　　　／繋欝灘ll膿譲モ灘雛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・昇進・昇格制度（昇進への
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　待）
自灘の欲求 @一一＿自己に対す・網価や自9…をもち・他人か・尊敬・れ’籍鑛盛弁礪金制度
　　　　　　　　　　　　　　　　　たいという欲求　　　　　　　　、　　　　　　　　　　　　・上司の信頼、部下の信頼
自尊の欲求　　　　　　　　　　　　　　　　．牒駿（擁的条件、危劇
病気やけが、災害など危険から自分の身の安全を守りたい
という欲求
飢え、渇き、睡眠、排泄など人間が存在するためのもっと
も基本的な欲求
｛：瓢麟繋
　・賃金水準（ある程度の生活水
　　準を維持できる賃金：絶対的
　　賃金）
出所：木谷光宏「情報社会の労働とモティベーション」梶原豊・大矢息生・服部治編著『情
　　　報社会の人と労働』学文社，2001年，17－18頁；森田一寿『経営の行動科学』福
　　　村出版，1984年，167頁をもとに作成。
第2節人的資源管理活動とモチベーション管理
（1）労働力管理としての労務管理
　18世紀に産業革命を体験したイギリス、その後のフランス、ドイツ等にける労働者の生
活は悲惨な状態にあった。Marxは「資本は人体の成長、発達、健康状態の維持のための時
間をうばいとる。それは、外気と日光にあたるために必要な時間をとりあげる。それは食
事の時間をつまみとり、これをできるだけ生産過程そのものにつけたすようにし、そのた
めにちようどボイラーに石炭が、機械に油脂が、与えられるように、ただの生産手段とし
ての労働者に食い物があてがわれる形になる。それは生活力の蓄積と更新と回復のための
健康な睡眠時間を、まったく疲労しっくした有機体の活力蘇生のためなくてはならぬ程度
の夢うつつの時間の状態にまでおしちぢある。労働力の正常な維持がここで労働日の限度
をさだめるのではなくて、たとえどんなに病的で強制的で苦痛に満ちたものであろうとも、
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労働力の最大限の日々可能な支出が労働者の休息時間の限度をさだめる」11）と指摘してい
るが、産業革命期には労働力としての労働者に対する人間的な配慮のない労働者管理が行
われていた時代であったといえる。
　Marxの指摘にみられるような人間性を無視した長時間労働、劣悪な労働環境から労働力
である労働者を保全するという観点から労働者管理を目的にした労務管理の思想、方法論
に関する研究が始まった。
　産業の発展にともない体系化された労務管理は「近代産業の一定の発達段階で、企業の
主体が、長期にみて企業の最大限利潤の獲得・維持を可能にするように、経営生産に必要
な労働力を調達し、経営労働秩序を確立・維持し、労働者がより多くの労働を発揮できる
ようにしようとする、一連の計画的・総合的諸施策であって、その具体的形態は、歴史的・
社会的諸条件に応じて発展・変化するものである」12）との規定に、労働力としての労働者
管理、労務管理に関する歴史、体系化の経緯がみられる。
　労務管理は、事業主、経営者の思想、経営理念に基づいての管理活動であるが、管理過
程においては経営理念、経営方針等に対する労働組合の対応があり、健全な活動を維持す
るための法律、基準等に影響を受ける活動になるが、それは次のように定義されている。
すなわち、労務管理は経営管理の最も重要な一部として、経営目的を達成するために、経
営構成員相互の関係を良好に保ち、各人の個性と福祉とを考慮しながら、すべてのものの
能力を最も有効に発揮せしめるよう、その計画を立て、組織を構成し、かつ統制を図ろう
とする、経営理念と経営技術の体系である13）、と定義されており、労働者の管理は経営管
理の最も重要な一部として位置づけられている。
（2）労務管理と人事管理
Taylorが科学的管理法を体系化し、Mayoらがホーソン実験を実施した後のアメリカにお
いては、人の欲求、モチベーション等に関する関心の高まり、研究が活発に行われた。そ
の一連の過程においてアメリカでは人事管理（personnel　administration）研究が進められ、
組織内の人間関係、モチベーション研究等が進展したが、森五郎は「人事管理（personnel
management／personnel　administration）としての従業員に対する管理と、労働関係あ
るいは労資関係（labor　relations、　union・management　relations）に関する調整ないし管
理とを包括するものとして労務管理」14）としており、前述の労務管理に関する定義もここ
に根拠があるといえる。
　労務管理と人事管理との差異は、両者の担当範囲の広狭と管理対象としての従業員の種
類によるとして、藤田忠は管理対象としての担当範囲から、①人事管理を広義に解釈した
場合には労務管理と同じものとなる。②この広義の人事管理から労使関係管理（狭義の労
務管理）を除いた範囲を人事管理とする。③人事管理を狭い意味に解釈するもので、採用・
配置・昇進・訓練の範囲をいう場合がある。管理対象としての従業員の種類による使いわ
けは、企業における実際の管理活動においての直接の生産労働者や工員の管理を労務管理
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とし、間接職・事務職の担当者や職員の管理を人事管理とする・④一般従業員の管理を労
務管理といい漕理・幽者の管理を人事管理ということなどがあるとしている’5’・
　しかし、1945年以降の日本においては社会改革とともに、経営民主化がすすみ従業員の
種類による人事管理、労務管理の使いわけがなされることはなく・実際の管理活動におい
ては処遇体系が異なるために間接部門（ホワイトカラー労働者）と・直接部門（ブルーカ
ラー労働者）の担当部署とを区分しているケースが一部に存在する程度である・
　人事管理に関して、Pigors，　P．＝Meyersらが、人事管理は経営の基本職能の1つであ
るとして捉え16）、人事管理は経営内の独立した職能ではなく、経営の基礎的な機能そのも
のであり、あらゆるレベル、あらゆるタイプの経営管理者に浸透するごときものであると
して、「人事管理とは、従業員がその労働から最大の満足感を得ると同時に企業に対して最
大の貢献をなさしめるごとく、その潜在能力を育成発展させる方法である」17）としている
点から、そこでの管理活動が整理、体系化されてきたといえる。
　例えば、藤田は、人事管理といわれるものは、次の事項を担当するとして、①人事管理
の方針と政策の確立②人事管理の基礎調査③従業員の採用・配置（転換・昇進）④
教育訓練⑤人事組織と作業方法の管理　⑥欲求・欲求不満・苦情の管理⑦労働意欲の
向上管理　⑧人間性の諸関係の管理　⑨統率　⑩賃金管理　⑪労働時間管理　⑫安全衛
生・福利厚生管理⑬労使関係管理⑭労務監査等々の分類はPigorsらの主張に則ってい
るといえる18｝。そして森五郎は「現代における労務管理活動」は次のような体系をとって
展開されざるをえないとして整理している。
労務管理活動の体制
1労務方針・計画の体系
　（1）労務方針・計画および調整
　（2）職務分析・職務記述書の作成および各種基礎調査
II労務管理実施の体系
　（1）労働能力管理（狭義の人事であって、労働能力の質の大きさに関係する要因の管
　　　　理）
　　①採用管理　②配置および異動管理③職業教育訓練管理
（2）労働力保全管理（労働能力の維持に関する管理であって、主として直接労働条件
　　　に関するもの）
　①労働時間管理②作業場環境管理③賃金額管理④医療・保健管理
（3）経営人間関係諸関係の管理（労働意思の形成に関係する諸要因中、特に人間諸関
　　　係の円滑化に関係するもの）
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①管理者・監督者の態度の訓練管理②コミュニケーション管理（PR・提案管理・
職場協議会）③昇進・給与制度の管理④利潤分配・従業員持株制の管理⑤人事
サービス
（4）経営労資関係の管理
　①団体交渉制度の管理　②苦情処理制度の管理　③経営労資協議制度の管理
皿労務管理の監査・改善19）
　以上の森の整理、前述の藤田の整理ともに、現代的な観点からの整理が必要であろうが、
さらに、人事労務管理として整理した白木他石は「企業内外での相互依存関係が深まって
いる」20）現代社会における経営活動という視点から、次のように人事労務管理活動全体を
整理している。
（1）人事・労務の計画・組織・監査
（2）人事・労務情報（職務内容・従業員・労働災害などに関するもの）
（3）狭義の人事管理
　①雇用管理（募集・選考・採否決定・配置・異動・昇進・休職・離退職などの管理）
　②経営教育・能力開発管理（新入社員教育・社内教育などの管理）
　③労働意欲の管理（企業への忠誠心を高めることなどに関する管理）
（4）狭義の労務管理
　①労使関係の管理
　②賃金管理（賃金額・賃金体系・退職金などに関する管理）
　③作業条件管理（労働時間・労働安全などに関する管理）
　④福利厚生管理（各種社会保険・保養所などの管理）
（5）職場の人事・労務管理
以上が白木の整理である21）。
森、藤田、白木の何れの整理もPigorsらの主張の影響がみられ、経営管理活動における
人の管理に関する体系化がなされてきた経緯がある。
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（3）人的資源管理とモチベーション管理
　第2次大戦後の1950年、1960年代に展開された経済成長論においては・人的資本（human
capital）の重要性が指摘され、経済成長の要素としての人的資本の存在が認識されるとい
う過程があった・
　人的資本に関する研究は、1960年代以降に数多く行われたが・例えば・Schultz・T・W・
は「人間への投資は、経済的価値をもち、しかも獲得された能力が収入を高める要因にな
るために投資が行われる」という視点から、①人間（human　being）への投資・②職業訓
練（job七raining）への投資、③教育（education）への投資をあげている22）。
　1960年代以降における経済活動においては、「人間に対する投資（教育訓練を含む能力開
発投資）」は経済的価値を高めるための重要な手段として認識されたため・人的資本に対す
る投資という視点から、人間に対する教育投資、能力開発投資に比重が置かれた研究と実
際の経済活動が拡大したといえる。
　1g90年代には、主として企業等の経営体がグローバリゼーション、その他の影響を念頭
においた人的資本管理を戦略的に整備する傾向があり、重要な経営資源として「人的資源」
（human　resource）を意識する考えが定着した。その時点において、雇用管理（人的資源
の戦略的な採用・選考・配置）、能力開発管理（戦略的な教育訓練・能力開発・キャリア開
発への取り組み）、モチベーション管理（モチベーション理論と職務設計、賃金管理、福利
厚生）、従業員管理（健康管理、コミュニケーション、労使関係）等を中心にした人的資源
管理（human　resource　management）システムの設計がなされたが、そこでは戦略的に経
営資源として位置づけられる人的資本を管理するためのシステムが設計されたといえる23）。
しかし、企業、その他の経営体における人的資源に関する管理は、従来からの労務管理、
人事管理（前述）を構成する領域を体系化した構造になるであろうし（図ll　－6－2参照）、
それぞれの管理活動は管理活動に与える社会思潮、環境要因と整合しており、システムと
して統合されていることが人的資源管理活動に求められる。したがって、人的資源管理活
動は経営環境、社会思潮、労働者の意識、価値観、要望等々に対応した活動でなければな
らないが、岩内亮一は多くの国の行政部間、企業等において、人的資源を冠する組織が設
けられている状況から、将来を展望している。岩内は第1に各国の企業において、且RM
　（Hu皿an　Resource　Management）指向が認められることを前提にして、工業社会の伝統
を持つ国と、そうでない国との差異があること。それ以外には業種、規模、企業の立地（地
域）による差異があることを認識する必要があるとしている。第2にHRMと文化（企業
文化）との関連を認識する必要がある。例えば、企業の理念、方針、経営者、管理者、従
業員が共通の価値を保有する等を指摘している。
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図1－6－2　人的資源管理機能の構造的側面
経営理念・経営方針
入的資源管理の理念・方針
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経営文化・企業倫理
出所：梶原豊『人的資源管理論』同友館，2002年，61頁。
　第3はHRMの理念、政策、実践の関係に注目する必要がある。それは理念と政策や、
実践の間にギャップが生じることが多々あると推測されるからであるとしている。
　第4にHRMは今後、どのような方向に向うかの展望である。　HRMの戦略、政策、実践
の三者の間に密接な関係が十分につくられているとの仮定に立っての展望ではあるが、よ
り生産的にHRMを構築するためには「細部にわたる実践を政策との関連で常に再検討す
る」必要があるとしている。そして、「戦略の明確化と再設計が肝要である」として、「従
業員個々人の仕事と組織・集団に対するコミヅトメント、作業集団の凝集性、職場組織の
リーダーシップ、個人と集団の目的の同一化、職務の内容（職務の範囲のみならず、作業
のペースやサイクルを含む）に対する従業員の態度など、且RMの基礎となる事項を適切に
把握する」ことが実践を評価する基本であり、その実践の改善に向けて政策が再検討され
るとしている。すなわち、実践と政策は相補的であり、政策と戦略の関係も密接不可分で
あるとして、将来の人的資源管理の方向性を論じている24）。
　岩内の将来への展望をふまえて、現代社会における労働者のモチベーションを分析する
にあたっても、すでに多くの実践的な研究の基礎となったHerzberg，　F・の主張は有益で
ある。
　Herzbergは人間のモチベーションに関して、一つは不快を回避する欲求があり、他の一
つは、精神的に成長し自己実現を求める欲求があると分類した。そして、これら二つの欲
求はまったく異質のものであり、両者の欲求はまったく別個の要素により充足されるもの
であるという仮説を立てた。この仮説を実証するために約200人の技師と会計士を対象に
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面接調査を行い・いかなる場合に仕事について積極的に満足感や不満足感を味わうかを質
問した。その質問に関する結論は満足感を味わう要因として「達成」「承認」「仕事の内容」
「責任」「昇進」等があり、これらの要因によって労働者の職務上の満足感は高まり・仕事
への動機づけを高め、より高い業績をあげるために努力しようという動機づけ要因
（motivator）になると整理した。しかし、「会社の政策と経営」「監督者の能力や技術」「作
業条件」「給与」「上司・同僚などとの人間関係」等は、職務上の不満の発生を防止するが
積極的に満足感を高める要因にはならない衛生要因（hygiene　factor）になると整理した（図
ll　－6－3参照）。且erzbergは、職場全体を動機づけ要因に基づいた状況に導くためには従
業員と管理者教育が重要である。過去に担当したことのない高度な業務を担当させる。個々
人が主体的に仕事をする仕事のしかたを推進する。陳腐化した技術・仕事のすすめ方の改
善などが必要であると主張したが、これらの主張は実際の経営管理活動のあり方に多くの
影響を与えた。
　　　　　　　　　　　図∬－6－3ハーズバーグの調査結果
　　　　　　　　　　　1膿灘離識蓋　階躍縫ξ羅葵歯百鰹．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　seO／e
　　　　　讐饗姻D2°如6°8°ere　i
出所：北野利信編『経営学説入門』有斐閣，1977年，71頁。
　また、企業、その他の組織のモラール（morale）の水準を測定し、そこでの問題点を抽
出する際のモラール・サーベイ（morale　survey）に用いられる質問項目には・Herzberg
の動機づけ要因、衛生要因に基づいての項目が用いられることが多々あり、組織体の状況
分析をすすめるにあたっての理論的根拠になっているといえる。
　さらにモチベーション研究は進展しており、「仕事への動機づけの強さは得られる結果の
大きさとそれが得られるであろうと思われる期待の大きさ」を仮定したVroom，　V．H．の期
待理論、「職場で働いている人間の満足や不満足は同じ状況におかれた他者との比較に基づ
く公平感に関係している」というAdams，　J．S．の公平理論、「目標設定に対して明確な意図
を持つことが仕事への動機づけとなり、仕事に対する努力を生み出す力となる」とする
Locke，　A．L．＆Latham，　G．P．の目標設定論、「仕事自体が面白いことは仕事への動機づけ
において重要な意味をもつとして、「職務特性モデル」を示したHackman，」．R．＆　Oldham，
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G．R，の職務特性の理論等々はモチベーション研究において極めて示唆に富む研究といえる
25）。
第3節　産業構造の変化と労働力
（1）経済成長と産業構造
経済成長（economic　growth）ないしは経済発展（economic　development）に関しては、
多くの国、地域にとって関心の高い領域となっているが、それは「今日の経済においては・
成長なき完全雇用というものはあり得ないことを自覚した点、他面においては今日の国際
的な相剋が好むと好まないにかかわらず、成長をもって生き延びるための一大条件」とし
ての認識がなされていたからといえる26）。
　ここでの認識の一つである雇用に関しては、重要な認識であり、また1990年代以降のグ
ローバル化の進展する一国の経済活動は、他国、他地域に影響を与え、一国の経済活動は
他国、他地域の動向から種々の影響を受けることになり、一定水準の経済成長が社会を維
持するための条件になっている。
　したがって、グローバル化の進展する21世紀の社会、地域、国家の経済活動は、経済成
長が社会秩序を維持するための基本条件になるといえるが、経済活動を構成する産業構造
は経済発展段階に対応して変化する。すなわち、Clark，　C．G．が分類した産業分類が変化す
ることを意味する。
　Clarkは、産業を三つに分類し、第1次産業には、農林水産牧畜等の採取産業、第2次産
業には鉱業、製造業、建設業等の加工産業、第3次産業として商業、ガス・電気、運輸通
信、金融、公務、その他のサービス等を分類した。Clarkは、一国の経済が成熟するにとも
ない、産業構造は第1次から第2次さらに第3次へと移行する現象がみられると指摘した
が、それぞれの国の経済発展段階を分析するならば、Clackの指摘は首肯できる指摘である。
　しかし、第3次産業としての商業と交通運送は、共に物財を活用した産業であり、物的
補助産業である。これに対して金融業（証券業を含む）は貨幣的補助産業であり、これは
第4次産業として分類したい。さらに、軍人、官吏、教師等々の全面的に用役を提供する
従属用役業、自由用役業（限定された範囲で勤労を一般人に提供する）、ラジオ、テレビ、
映画、ダンス、パチンコ、芝居、観光等々の用役産業は第5次産業とするといった考えが
あるが27）、経済の発展した国の産業は第4次産業、第5次産業をも包含した第3次産業に
比重が置かれていることは明らかである。
　経済発展、経済成長は近代資本主義経済の特徴である。長い人類の歴史をさかのぼれば、
経済がつねに成長してきたわけではないが、過去200年、成長率のアップ・ダウンを繰り
返しながらも多くの国々で経済はとにかく成長してきた。1945年後の日本経済の歴史は代
表的な事例とされるが28）、日本経済の過程に産業の比重が推移した状況が端的にあらわれ
ている（表皿一6－2参照）。
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　かつてOECD（Organization　For　Economic　Cooperation　And　Development）は経済成
長が、それぞれの国の雇用水準と生活水準を高め社会福祉を向上させる一方・自由な世界
貿易体制の促進に役立つが、それは適度の物価安定と国際収支均衡とが両立するものでな
かければならないと指摘したが29）、その指摘は正しい指摘であり、均衡を欠いた経済成長・
経済活動は社会全体に混乱を発生する要因になることもすでに明らかである。
　経済成長にともなう産業構造の変化は、本研究のテーマである労働力に与える影響が大
きく、経済成長、産業構造の変化に対応し得る労働力の確保が、経済成長、産業構造の変
化を支える要因になるともいえる。
表皿一6－2産業蒜造の見通し
付加価値額 ゜比（％）産　　　業 1980年　　1985年　1992年2000年2010年
合　　　　　　　　　　計 100．0　　100つ　　100．010 つ 100．0
鉱　　業　　・　建　　設 8．5　　　　7、5 7．1 84 6．3
製　　　　造　　　　業 26．5　　　28．7 294　1 29．0 29．0
非　耐　久　消　費　材 5．9　　　　4．8 4．0 34 3D
非　金　属　系　素　材 3．7　　　　4，9 5．2 4．7 4．2
金　　属　系　素　　材 4，4　　　　3．7 3β 3．1 2．5
電気・電子機　械 2．3　　　　4．3 6．3 7．7 9．5輸送機械・産業機械 6．4　　　　7．2 6．4 64 6．5
その他の製造業 3．8　　　　3．8 3．7 3．7 3β電力　・ガス・熱供給 2．5　　　　24 2．8 2．8 2．7
水道・廃棄物処理 1n　　　　ID 0．8 0．7 0．6流　通　　・　運　　輸 19．0　　　17．3 175 16．3 163
資　産　・　情報　媒介 16．2　　　16．8 184 18．1 18．8
教育　・医療　・公共 12．7　　　12．5 113 114 12D
産　業関　連サービス 3．4　　　　3．7 3．9 4．9 5．9
生活関　連サービス 6．3　　　　6．5 5．4 5．6 5．8
そ　　の　　他 3．9　　　　3．7 34 3．0 2．8
出所：産業構造審議会総合部会「基本問題小委員会報告書」1994（平成6年6月）
（注）産業分類の内訳は次のとおり。
鉱業・建設
非耐久消費材
非金属系素材
金属系素材
電気・電子機械
輸送機械・産業機械
その他の製造業
電力・ガス・熱供給
水道・廃棄物処理
流通・運輸
資産・情報媒介
教育・医療・公共
産業関連サービス
生活関連サービス
その他
鉱業、建設業
食料品、繊維製品（化学繊維を含む）
パルプ・紙、化学製品、石油・石炭製品、窯業土石製品
鉄鋼、非鉄金属、金属製品
民生用電気・電子機械、電子計算機、半導体・集積回路、
重電機器等
一般機械、輸送機械、精密機械
その他の製造業
電力、ガス、熱供給
水道、廃棄物処理
卸売、小売、運輸
金融、保険、不動産、通信、放送
教育、研究、医療・保険、公務等
広告、情報サービス、リース、ビルメンテナンス、法務・会計
サービス等
娯楽サービス、飲食店、旅館、クリーニング、理美容等
農林水産業、その他
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（2）産業構造の変化と労働カ
　ー国の産業構造形成過程は、国家の選択する産業政策によって影響を受けるが、「一国の
産業構造の形態は、その国の貿易利益の大きさに強い影響を及ぼす」30）ものであり・如何
なる産業構造を形成するかは一国の経済及び経済活動に与える影響は極めて大きな要因に
なる。
　国家が選択する産業政策を実施する過程において重要な領域は、産業を支える労働力で
ある。第1次産業から第2次産業へと産業構造転換の過程においては、第1次産業に従事
している労働力を第2次産業へと移行させる。
　第3次産業に従事している労働力は、第1次産業、第2次産業から移行させる。これら
産業間の労働力移行によって、労働力を調達することは労働市場において行われる活動で
はあるが、そこでは種々の問題点が表面化するケースがある。その主要な問題点は労働力
を求める雇用側と労働の機会を求める労働者の保有能力との乖離である。
　例えば、労働市場における混乱、問題の発生を防ぐ観点から、それぞれの国は自国の産
業政策に対応しての職業能力開発に取り組むが、国際的には産業構造の変化に対応してい
るといわれる日本の行政が取り組む人的資源開発は水準の高い取り組みと評価されている
（図ll　－6－4参照）。
　しかし、行政が取り組む人的資源開発体制では十分に対応できない問題もある。その一
つは高齢化した労働者の能力であり、他にグローバリゼーション、情報化等の変化（推移）
に対応することが可能な職業能力に関する課題がある。前者に関しては、加齢にともない
労働者の職業能力が低下するという傾向と、感性の衰え、モチベーションに関する領域等
がある。
　加齢にともなっての職業能力の低下に関しては、体力（健康）の維持、適切な能力開発
活動、職務割当によって対応する。感性の衰えは、常に時代の潮流に対応してのOFF・JT
（Off　the　Job　Training）のプログラムを用意して該当者の能力開発に取り組む。モチベー
ションに関わる領域等は、生活設計教育、退職準備教育等で対応する等の先進事例があり、
それらの効果も明らかであり、企業等の個別経営体が取り組むべき課題といえる31）。
　後者に関しては、グローバル化する経済活動においてはコミュニケーション能力として
の外国語の能力が求められ、IT（information　technology）の発達等に対応して変化する仕
事のしかたに対応しての能力開発は重要な手段になるが、これらは労働者自身と雇用側の
体制の整備が重要な条件になる32）。
　産業構造の変化は、それぞれの国が選択する産業政策等と密接に関わるが、その政策を
円滑に推進する要件となるのは労働力の存在にあるといえる。
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図H－6－4　職業能力開発行政の概要
????????
?????????
民間における教育訓練の振興
　事業内職業能力開発計画の
　作成
　職業能力開発推進者の設置
公共職業訓練の実施
〔354施設〕
生涯能力開発給付金，労働移動能力開発助成金
等認定職業訓練
実施に対する援助〔施設の貸与，指導員の派遣
等〕・地域職業訓練センター
情報提供等〔ADDS（能力開発情報システム）
の活用等〕
人材高度化支援事業
ビジネス・キャリア制度
職業能力開発大学校（国，都道府県）
職業能力開発短期大学校（国）
職業能力開発促進センター（国｝
職業能力開発校（都道府県）
障害者職業能力開発校（国，都道府県）
職　　　　　　　　　　　　　　　　　指導員訓練一職業能力開発総合大学校（国）〔1
業　　　　　　　　　　　　　　　校〕
能　　労働者の自己啓発の促進　　　　　　自己啓発助成給付金，中高年齢労働者等受講奨励金?
の　　職業能力評価制度　　技能検定〔133職種〕
藩　　　　技能翻18鵬2囎＋難青塁促
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社内検定（26事業主等，116職種）一?
能　　　　　　　　　　　ビジネス・キャリア制度
新　　技能の振興一技能五輪競技大会・技能グランプリ，アビリンピック等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職業能力開発関係研修員の受入れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職業能力開発大学校・職業能力開発短期大学校に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おける国費外国人留学生の受入れ
国麟を通じ職力一m総騰舞芳゜のアジア’太平洋
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　APECに対する協力（人材養成分野における協力
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業）
出所：梶原豊『人材開発論〔増補版〕』白桃書房，2004年，213頁。
（3）産業構造を支える労働力の確保
　経済成長、経済発展とともに、その国の産業構造は変化、変質するが、それを支える労
働力（人的資源）の存在は産業基盤、社会基盤を構成する基本的な要素になるといえる。
　産業基盤、社会基盤を構成する労働力（人的資源）は、例えば、停滞した産業から、あ
るいは第1次産業から第2次産業へ、第1次産業、第2次産業から第3次産業へと移動し、
新たな産業群を形成する原動力となる。産業間の労働移動には、国家権力によっての労働
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移動と、個別経営体の意志、労働者の意志による移動等があるが・労働移動にはコストが
かかることは言うまでもない。そのコストの大半を占めるのが教育訓練費である。
　1868年（明治元年）以降の日本の産業史を概観すると、ヨーロッパ、アメリカの工業に
追いつくために鉄鋼、繊維等の産業の育成が行われ、多くの第2次産業が育成されたが、
その過程においては学校教育制度、公共職業訓練制度の整備による人的資源供給体制が形
成されている33）。
　学校教育、公共職業訓練のみでは産業、あるいは個別経営体が必要とする人的資源の確
保は十分ではないが、企業等における教育訓練活動、能力開発活動が普及し、産業全体と
しての人的盗源（労働力）は確保されることになったが、日本の産業発展の過程と人的資
源開発への取り組みはほぼ整合していたといえる34）。しかし、時代環境が急速に変化した
1990年代以降においては、過去の体験による取り組みでは対応し得ぬ状況が生じており、
労働市場の要求に対応できぬ労働者、新たな産業の要求に対応できぬ労働者の発生がみら
れる35》。
　経済活動のグローバル化は、労働力の調達場面を拡大する要因でもある。何れの国にお
ける先端産業といわれる産業等においては、グローバルな労働市場からの人的資源の確保
が通常の形態となっており、国内の労働市場では確保できない人的資源を広く海外の労働
市場において確保するという先進企業の事例は拡大している。
　さらに技術革新の進展、広い意味での環境変化がすすむ現代社会に対応を求められる人
的資源（労働力）は、常に能力開発投資のニーズに直面することになり、労働者は個別経
営体、労働市場の求める職業能力の維持、開発への投資、努力を求められている。
　企業等の個別経営体においても、人的資源である労働力の能力開発への取り組みに対し
て、能力開発システム、あるいはCDP（career　development　program）等の仕組みを整備
してはいるが（前述）、環境変化に対応し得る労働力の確保は容易なことではない。経済成
長、そして社会全体の変化、それに対応を求められる人的資源（労働力）の問題は、将来
においても人間社会の課題になるといえる。したがって、「人間開発は目的であり、経済成
長は手段である。したがって、成長の目的は人々の生活を豊かにすることである」36）との
指摘を念頭においての経済活動であり、人的資源開発への取り組みであることが期待され
ているといえる。
第4節産業の高度化と労働者のモチベーション
（1）産業構造の変化と職業の変遷
　経済成長、経済発展は、産業構造の変化、変質によって達成されるという過程があるこ
とはイギリス、ドイツ、アメリカ、日本等の国々の歴史にみられるが、そこでは労働に従
事する労働者の仕事、職業に影響を与えることになる。
　成長する産業での雇用は拡大し、活発な労働移動が発生するとともに新規参入の労働者
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の増加により、その産業に属する労働者、職種は拡大する。経済成長、景気の変動・労働
者の職業能力等々の種々の要因によって失業者が発生するが・日本の産業別の労働者数（就
業者数）、職種別従事者数、将来予測に産業構造の変化と労働者の状況があらわれている（表
1－6－3参照）。
　　　　　　　表ll・－6・一一3就業者（産業・職種別）及び失業率の推移と見通し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（万人、％）
実数 成比
項　　　目 　　　　　　2000年1990年1994年　　　　　　（計）2010年
i計）
　　　　　　2000年1990年1994年　　　　　　（計）2010年
i計）
就業者数 6，249　6，453　6，6626，559100．0　100．0　100つ0．0
（産業別）
第1次産業 451　　373　　301264 7．2　　5．9　　4．54．0
第2次産業 2ρ99　2，157　2，1812，08433．6　33．4　32．731．8
建築業 588　　655　　700613 9．4　10．2　10．59．3
製造業 1，505　1，496　1，4751，4662生1　23．2　22．1224
機械関連 667　　648　　64162710．7　10．0　　9．69．6
上記以外の製造業 838　　848　　83483913．4　13．1　12．512．8
第3次産業 3，699　3，923　4，1794，21259．2　60，8　62．764．2
電気・ガス・熱供給・水道業 30　　39　　3533 0．5　　0．6　　0．50．5
卸売・小売業、飲食店 1，415　1、443　1，3451，25222．6　22．4　20．219」
金融・保険業、不動産業 259　　262　　284268 4．1　　4．1　　4．34．1
運輸・通信業 375　　392　　376404 6．0　　6．1　　5．66．2
サービス業 1，620　1，786　2，1392，25525．9　27．7　32．134．4
（職種別）
専門的・技術的職業従事者 690　　778　　9831，17911．0　堪2．1　14．81 ．0
管理的職業従事者 239　　235　　257250 3．8　　3，6　　3，93．8
事務従事者 1，157　1，238　1，3371，34918．5　19．2　20．120．6
販売従事者 940　　943　　93091315．0　14．6　14n13．9
農林漁業作業者 448　　369　　308275 7，2　　5．7　　4．64．2
運輸・通信従事者 233　　234　　210192 3．7　　3．6　　3．22．9
技能工・生産工程従事者 1，702　1，715　1，6191，36527．2　26，6　24．320．8
労務作業者 274　　308　　332345 4．4　　4．8　　5．05．3
保安・サービス職業従事者 566　　633　　682688 9．1　　9．8　10．210．5
完全失業率（％） 2．1　　2．9　　2．72．8 ＿　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　一 一需給均衡失業率（％） ＿　　　－　　2．7 3．0 一　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　一 一実質経済成長率（％） 1♂4　　3．0 2．4 一　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　一 一
（年平均伸び率） （1990～（1994～P994年）2000　）
（2000～
Q010年）
出所：雇用政策研究会「労働力需給の展望と課題」1995年6月
　　総務庁統計局「労働力調査」、経済企画庁「国民経済計算」
（注）「機械関連」の内訳は、金属製品、一般機械、精密機械、電気機械、運送用機械である。
　Marxは目的にそった人間の活動を労働と定義したが、現代社会における労働、あるいは
労働によって生計を立てる職業は収入をともなうものであり、現代社会における人は、何
等かの労働に従事して生計を立てているといえる。
　高度に経済の成熟した日本における第1次産業の比重は低下し、第2次産業、第3次産
業の比重を高めているが、将来予測においては第3次産業の比重は一層高まるとしている。
産業構造が変化するということは、職業構造も変化することを意味しており、産業構造の
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変化とともに職業も変化していえるといえる。
　ここで検討しておかなければならないことは、技術革新、業務改革（reengineering）等
によって職業の求める能力も変化しているという側面である。
　例えば、第1次産業に分類される農林水産業が第2次産業、第3次産業の経営技術、バ
イオテクノロジー（biotechnology）等を活用して、生産形態を変質させている事例があり、
生産、販売の過程の変化とともに、職業に要求される能力も過去とは異なる能力領域へと
変化することになる等は職業についての重要な検討課題であり、何れの産業に属する職業
においても発生する課題である。
　また職業によって賃金（収入）に差異が生じることになるが、それにより職業が社会的
な地位、生活スタイル等に影響を与えることもあり、社会全体に与える影響力も少なくな
い。一方、高度な職業に就くためには高度な教育が必要となり、学校教育（制度）との関
連も密接に関わってくることになる。例えば、グローバリゼーションの影響を受けた中国
は、1990年代に都市部の主要な大学において経営教育（大学院修士課程レベルの教育
（MBA：Master　of　Business　Administration））が普及し、多くの都市労働者がプログラ
ムに参加して、経営ニーズに対応する努力をしているが、その行動は自己の賃金、地位と
密接に関わる行動でもあり、産業、個別経営体、社会全体に影響力を持った労働者の行動
になっている。
　経済成長、経済発展の過程においては労働者の意識、価値観も変化し、労働者の選択す
る職業も変化する等の作用が働き、職業も大きく変遷するといえる。
（2）産業の高度化と労働者
　グローバリゼーションの進展、技術革新（innovation）の進展等に対応して変化する産業
構造は、それぞれの国のその時点において適切な産業構造として形成されるべき努力がな
されるが、日本の政策当局は1960年代に重化学工業化とそれに続く高度技術産業化を産業
構造の高度化として位置づけた。
　具体的には「産業構造の高度化とは、経済的に最も望ましい産業構造への接近である。
そして、一般的に、この最適産業の判断基準として、需要面での所得弾力性基準と供給面
での生産性基準の二つがあげられる。すなわち、需要面からみれば、所得弾力性の高い産
業の伸長が産業構造の高度化のために望ましく、また、供給面からみれば、生産性上昇率
の高い産業ないし技術発展の可能性の大きい産業が望ましいのである」37）という認識が示
されていた。
　ここでの議論を前提にして産業構造を分析するならば、需要面での所得弾力性基準と供
給面での生産性基準を経済的に最も望ましい産業構造の判断基準とするということであろ
う。
　産業構造高度化に関する議論は1950年代以降の日本経済、産業政策に限定したものでは
あるが、ここで考察しておくべきは産業構造の高度化に対応した労働力に関してである。
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例えば労働力の質的向上と教育とは密接不可分の関係にあるが・日本が産業構造高度化
政策を推進し、政策を具現化できた背景として教育政策があったといえる・
　1957年の「新長期経済計画」は「科学技術の振興」を掲げ、「先進技術の導入と独自の技
術の発展を促進するため、研究開発体制を整えるとともに、高等学校および中小学校にお
ける科学技術教育および研究の充実について努力する。理工系大学卒業者の不足を8，000
人と見込み、大学等理工系学生の増員をはかる」ことを計画に明記している38）。そして日
本経済が高度経済成長期に入る契機になった「国民所得倍増計画」（1960年）においては「人
的能力の向上と科学技術の振興」として、
「①経済成長と人的能力
　労働力増加率の鈍化・科学技術の進歩・産業構造の高度化→労働力の質的向上（人的
　能力の向上）
　長期的…中等教育の完成
　計画期間…科学技術者および技能者の量的確保と質的向上
②科学技術の振興
　人材の養成、研究開発の推進、工業化対策の改善→科学技術者の不足17万人
③教育および職業訓練制度の確立
　工業高校クラスの不足44万人
　職業訓練、職業指導の重要性」
等々が具体的な計画目標として提示された39）。
　その後の「中期経済計画」（1965年）、「経済社会発展計画」（1967年）、「新経済社会発展
計画」（1970年）等々においても産業構造の高度化に対応した労働力の質的向上に関わる計
画がなされていた40）。
　産業構造は、その時点における環境条件、産業の発展段階等により、政策目標、あるい
は具体的な計画は異なるが、産業構造と労働力に関しての議論を現実の活動と照合する時
に、1950年代以降に日本の政策当局が導入した産業政策と労働力との関係が密接不可分で
あることを明らかにしている。したがって、中国の産業と人的資源を考察するにあたって
も、中国政府の主導する産業政策と人的能力に関する政策を検討することは意義のある取
り組みといえる。
（3）労働者の意識とモチベーション管理
　産業構造が第1次産業から第2次産業、第3次産業へと比重を移していく過程において
は、労働者の質的転換がともなうが、それは第2次産業、第3次産業にみられる組織化さ
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れた労働者が量的に拡大することをも意味している・
　産業の規模、労働形態、内容等においても労働に従事する労働者は一様ではないが、大
都市に位置する大規模な産業の労働者は一般的に広い地域の出身者から構成されており・
地域産業（10cal　industry）はその対極にあるといえる41）。
　以上を念頭において、各産業を形成する労働者の意識を分析することは、労働の場をよ
り健全にするための手段として労働者の意識を把握することが契機になる。あるいは労働
者がより自己の価値観が投影し得る労働の場を創造するための手段として労働者の意識を
把握するニーズがある。
　アメリカ、フランス等の議論をふまえて、社会全体の変化が激しかった高度成長期の日
本の労働者意識に関して、①高度成長が所得の向上と生活の平準化をおしすすめることに
ょって労働者のなかに中間層意識の肥大化をもたらし、それによって労働者の意識は保守
化したという見解に対しては、「中間層意識の肥大化」という点は同意できるが、必ずしも
「保守化」したとは言えない。②高度成長のなかで増大した先端部門の新しい技能労働者
や知識労働者が労働運動の主要な担い手になるとの見解に対しては、むしろ漸進的改良を
求める態度が支配的である。③先進部門ではなく、むしろ高度成長の波にのりきれない後
進的部門で社会的緊張が発生するとの見解に対しては、日本の官公庁の現業部門は該当す
る。④体制の枠からはみだしている部分に体制破壊の可能性があるという見解に対しては、
日本の場合、組織労働者よりもラジカルな運動を、社会的な広がりをもって創造するとい
う展望はみとめられない42）、等々の主張がなされていたが、これらの主張は労働者の意識
を考察するにあたって示唆に富むものであり、改革開放政策後の中国の労働者の意識を分
析するにあたっての視点になり得るといえる。しかし、当時の社会背景と21世紀の社会背
景との差異を認識して状況の分析を行うべきであろう。
　特に、グローバリゼーションの進展と産業、イノベーションと産業、IT（information
technology）の発達と社会および産業等々に関しては、労働の場、労働者を考えるにあたっ
ての重要な背景になる。例えば、グローバリゼーションの視点により、市場では国内の資
本と外国資本とが競争関係にあり、労働の場は激しく変化している状況がある。
　市場における内外資本が競争関係に直面する状況に有能な人的資源の争奪がある。具体
的には、より有利な条件で有能な人的資源を確保するかという施策を行うことになる。そ
れは、地位、賃金、能力開発の機会、能力発揮の機会等々として被雇用者に提示され、制
度として整備される。この種の企業間競争関係が人的資源管理制度、施策をより良い方向
へと改善される契機になることは言うまでもない。
　労働者はより雇用条件の優れた労働の場に移動するが、その条件とは賃金水準、能力評
価、能力開発・能力発揮の機会等がポイントになることが一般的である。
　成熟社会に到達したといわれる日本の状況は、賃金水準、能力評価等々とともに、能力
開発の機会、能力発揮の機会、労働時間管理、休暇、育児休業制度、介護休業制度等々と
ワーク・ライフ・バランス（Work　Life　Balance：仕事と生活の両立）の取り組みが重要な
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モチベーション要因となっているが43》、これらのモチベーション要因は、国、地域により
一様ではあるまい。しかし、グローバリゼーションの進展、ITの普及、高学歴化等々の進
展が国、地域間に顕著な差異を生じさせぬという状況があることも認識しておかなければ
ならないであろう。したがって、現代の人的資源管理、モチベーション管理は、グローバ
リゼーションの進展する労働の場における管理活動であり、イノベーション、ITの発達、
その普及する社会を背景にした管理活動があることを認識しておかなければならならいで
あろう。
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第7章　中国企業の人的資源管理活動と企業の取り組み
第1節　計画経済期における国有企業の人事制度の確立とその特徴
（1）計画経済期における国有企業の人事制度
　現代中国が成立した1949年時点の中国は、壊滅状態の経済と深刻な失業問題に直面して
いた。したがって、政府は社会・生活を安定させるために、失業問題の早期解決に取り組
まなければならなかった。その後、国民経済の復興、計画的な経済建設が展開されるにと
もなって、産業、個々の企業体が労働力を求めることになり失業問題は解決へ向うことに
なった（第1部参照）。しかし、国民経済の復興にともなって、大量の技能労働者の不足、
技能労働者の育成・確保が課題となり、それとともに私企業の国有化がすすみ、企業経営
に関わるノルマの確定、要員の確定がすすめられ、人事管理改革が進展したという経緯が
ある。
　現代中国成立直後は、経済構造の転換等の原因による大量の失業者の発生があり、1950
年6月時点の失業者は166万人に達していた1）。中国政府の労働力管理は失業者の斡旋業
務から始められたが、この時期は、国有企業以外に集団所有制企業、資本主義企業及び個
人経営と多様な経営形態が混在しており（第1章参照）、「紹介就業と自行就業相結合」（政
府による就職の斡旋と労働者自らの就業）という就業方針が掲げられていた。すなわち、
政府による就職の斡旋だけではなく、労働者自らが職を探すことが奨励されていた。労働
人口は1949年の800万人から1952年には1，580万人に増加し、さらに1957年末には2，451
万人に拡大したが、失業問題は1949年から1956年にかけて基本的に解決したといわれて
いる2）。
　失業問題を解決するために始まった労働力管理は、その後の第1次5ヵ年計画（1953年）
の時期に拡大したが、同計画の実施にあたっては国家的に重要なプロジェクトが必要とす
る労働力を確保するために、国による統一求人・統一配分制度が導入された。当時、いち
早く統一求人・統一配分制度が実施された建築業においては、封建的管理制度の廃止によ
って、新しい制度の導入が求められた。1954年労働部は各大行政区と省・市労働局長会議
を開き、経済建設時期において、労働部門が失業者の斡旋業務から建築業労働者の求人・
配分管理へと転換することを指示している。同年には全国建築業労働者の求人・配分管理
も検討され、建築業労働者の求人・配分管理が労働部門の重要な業務の1つであることが
明確になるとともに、「建築業労働者の配置の暫定弁法」が制定された。これらの政策によ
って、建築業における労働者の統一求人・統一配分制度が全国範囲に拡大された。その後、
建築業から鉱工業、交通運輸業等の各産業に拡大し、採用管理制度として確立されるよう
になった。
　1952年前後の時期には、賃金配分は各大行政区の権限のもとにおいて実施されており、
賃金基準が異なっていたため、これが管理職、労働者の移動を妨げる要因となっていた。
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特に、経済建設を開始するにあたって、賃金基準が異なることは・労働者の移動・配置管
理上の障害、労働者が積極性を失う要因になると考えられ、全国的に賃金改革の必要性が
高まり、統一賃金基準と賃金制度が確立されることになった。その後1956年の賃金制度改
革によって、行政機関、国が運営する事業体、企業の労働者の賃金制度が統一された。
　1955年に中国は旧ソビエト連邦と「ソビエト社会主義共和国連盟政府は中華人民共和国
中央人民政府の中国国民経済の援助に関する協定」を締結し、それに基づいて、旧ソビエ
ト連邦政権は中国の国民経済の建設に経済技術を提供することになった。したがって、中
国は旧ソビエト連邦及び東欧諸国の資金、物質的な援助を受け、また、旧ソビエト連邦の
管理手法を導入することになった。例えば、1955年、旧ソビエト連邦は中国に数千人の専
門家を派遣しており、中国からは数千人の実習生を受け入れて技術や管理手法を習得させ
るといった交流が行われ、交流計画で技術を習得した要員が、その後の中国における技術
分野や管理活動において中心的役割を担うことになった3）。
　1950年代の国有企業の人事管理制度は主に旧ソビエト連邦の管理手法を基にして、政府
の管理体制の下で、統一計画、統一管理に基づいて行われていた。企業は生産性、利益と
は関係なく、国の計画指令によって運営されていたが、当時の中国は、計画経済体制と公
有制の確立及び重工業優先のもとで、国有企業は投資、技術、物資、労働力に関わる領域
において、政府による「統一計画、統一調整」のもとに運営されていた。国家政策の実施
を確保するために、国有企業の生産や従業員の管理等は政府によって方向づけられ、国家
による集中的人事管理が構築される必要性があったといえる。
（2）国による統一分配制度と「固定工制度」の実施
　1949年以降、国家による国有企業の労働者管理が徐々に拡大し、1950年第1次全国労働
局長会議は、各地労働局が労働紹介所を設立し、失業者登録と斡旋業務を行うことを指示
した。同年政務院（現国務院）は「救済失業労働者に関する指示」を行い、そこで「労働
者と職員の募集・採用時、現地労働部門が設立した労働紹介所による斡旋業務を行う」こ
とを規定した。また、労働部は「失業技術員工登録紹介弁法」（「失業技能労働者の登録・
斡旋弁法」）を制定し、公営、私営企業が必要な技能労働者を雇用する時は、労働紹介所に
申請し、労働紹介所による統一的斡旋業務を行うと定めた。企業が自主的に採用した要員
についても、労働紹介所に届けを出す事を義務づけたのである。その後、労働者需要の拡
大にともない、失業者登録の範囲が拡大され、1952年政務院は「労働就業問題に関する決
定」を制定し、斡旋業務だけではなく、統一的な労働力配分を行う方向に転換した4）。すな
わち、産業における統一求人・統一配分制度が形成される契機になった。これはまず各地
で需要の多かった建設業労働者を対象にし、1953年末に、全国93の都市に建築業労働者
管理に関する専門機構が設置された。1955年には鉱工業部門、商業部門、行政部門に対し
ても同様の統一求人・統一配分制度を導入した。統一求人・統一分配制度は経済建設にと
もない、新しく成長する分野がある一方、既存企業の労働力調整を行う企業や分野があり、
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後者で発生した失業者を前者に円滑に吸収させるシステムとしてつくられたといえる5）・同
時に、農村からの新規雇用を抑制することや新規失業者の発生を予防することも意図して
いた6）。そして、この時期に、行政機関による各地域、産業へ労働力を配分するシステムは
ほぼ整備されることになった7》。
　その後、民間企業を含め、政府は労働者を企業に配分する範囲を徐々に拡大したが、1955
年労働部は第2次全国労働局長会議において、労働力の統一求人・統一配分の基本原則・
方法を明確にしたが、その基本原則は、「統一管理、分工負担」であった・すなわち・労働
部門の統一管理の下で、企業の主管部門による管理を行うことを意味していた。企業は労
働者の募集・採用管理活動は労働部門の批准を受けて行うことができたが、企業の人事管
理に関する権限は労働部門に集中しており、企業等が主体的に募集管理活動を行う権限は
与えられていなかったことを意味している8）。
　なお、大学卒業生に関しては、1949年以降の卒業生から国家による就業の「統一分配」
（第5章参照）が開始された。1951年には都市に退役軍人、中等専門学校卒業生、技工学
校卒業生、都市部の高校卒業生などのうち進学しない者については国家が統一して企業に
分配することになった。
　中国における社会主義的な労働力についての考えは、「労働力は商品ではなく自由に売買
されることはない。労働者が社会の主人公であり、生産手段の支配者である」と位置づけ
られていた。この労働力非商品論においては労働市場が存在する余地はなく、すべての労
働力は国家によって配分されるという政策のもとに労働力管理が行われていたといえる。
社会の主人公論から労働者に対する手厚い生活保護と固定工制度が形成されることになっ
た。
　国有企業における固定工制度は、日本的に言えば一種の終身雇用制度である。．しかし、
日本の終身雇用制度は企業での労働力を確保するという観点から、企業が熟練工不足を補
うために新卒者を採用し、企業内訓練等により熟練工に養成するために長期間雇用を行う
雇用形態である。一一方、中国の固定工制度は個々の企業の意思によらず、国家行政による
人事制度であった。以上の諸点から中国国有企業の雇用制度の特徴は、次のように整理す
ることができる。
①国有企業の雇用に関しては、政府の労働部がすべての労働力を統一配分する。
②企業が入社試験を行って独自に採用することはできない。
③個人は職業と勤務先、報酬を考慮しながら企業を選択することはできない。
④従業員個人の意志による転職は基本的にはできない。ただし、同一所有制（例えば、国
　有企業間）の部門内の転職は、国家の統一配分の一環として行われることが許される。
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⑤終身雇用制であるため、雇主の都合により、解雇される事は基本的にはない。ただし、
　政府機関の削減などにより、企業・職場閉鎖が発生した場合には、一時帰休的措置とし
　て、基本賃金が次の仕事に就くまで保証された。
⑥農村は集団所有企業と区画分けされていた。国営企業への労働移動は1961年以降、認
　められなかった。国営企業から集団企業への転職は法的には許されていたが、賃金、労
　働条件の大きな格差から、実際には希望者はほとんど存在しなかった9）。
　国有企業における人事管理は、固定工として採用された従業員を大きく「幹部」と「工
人」に区分しており、さらに、配置、処遇体系等に至る管理制度においてそれぞれ全く異
なる管理システムが適用されていた。処遇管理において、幹部は行政幹部と技術幹部に分
類されるが、国家による統一的管理が行われていた。したがって、幹部は行政幹部、技術
幹部へと昇進する幹部の処遇体系に位置づけられていた。行政幹部の序列は、工場長（社
長）、主任（課長）、工段長（係長）、一般幹部となっているのに対して、技術幹部は、工場
総工程師、工程師、助理工程師、技術員となっていた。
　従業員は入社した時点で、学歴によって分類され、さらにそれに基づいてのキャリア経
路、賃金が決められていた。例えば、国務院r中華人民共和国法規彙編』によれば、高等
学校卒業生の見習い期間における臨時賃金標準は最高58元、中等専業学校（さらに「高級」、
「初級」に分かれており、「高級」は日本の高等学校、「初級」は中等学校にあたる）卒業
生の見習い期間における臨時賃金標準は、「高級」では最高35元、「初級」では最高27元
と、それぞれ学歴に応じて、賃金が支給されていた。見習い期間を終えて、固定工として
配属されると賃金等級賃率をもとに、賃金が支給される仕組みとなっていた。幹部と工人
は、管理者と労働者という職務上の区別にとどまらず、一種の身分上の区別でもあった。
　以上、国有企業は、統一求人・統一配分制度に基づく就業制度により、「大釜の飯」、「鉄
の飯碗」（一生食いはぐれない雇用の保障）、「鉄の賃金」（鉄のように保障された賃金）、「鉄
の椅子」（鉄のように丈夫なポスト）と呼ばれた人事管理制度に特徴があったといえる。
（3）平等主義に基づく賃金制度
　現代中国成立初期の中国における賃金制度は、供給制、供給制と貨幣制の並存型等、地
区や企業によって、異なる制度が存在していた。1950年労働部が招集した全国賃金準備会
議が起草した「賃金条例草案」により、工資分の制度が示されたが、工資分は一定の種類
の実物を基礎として、貨幣をもって支払う賃金計算単位であり、この工資分制度は、人民
元の価値が不安定な時期に、職員・労働者の生活を保障し、彼らを生産の発展に貢献させ
るために導入されたものであった。制度は労働者の賃金水準を向上させ、物質的激励を重
視するものであった。
　1955年国務院は「国家機関工作人員の’（本年7月より全部）賃金制の待遇を実行する通
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知」、「国家機関工作人員の賃金制を実行しまた貨幣賃金制の実行に改めることに関する命
令」等を公布したが、それにより、国有企業における賃金制度においては工資分制度が廃
止され、貨幣をもって賃金標準を規定する制度が実施されることとなった・
　その後1956年国有企業における等級賃金制度は、旧ソビエト連邦の賃金制度をモデルに
して全面的に改革され、労働に応じる分配原則に基づく統一的、全国的賃金制度が確立さ
れた。その後、国有企業における賃金支払形態に変化があったが、1980年代までこの等級
賃金制度は中国国有企業における賃金制度の根幹として堅持されていた。
　国有企業における労働者の8等級制度は、熟練労働と不熟練労働、労働の難易度あるい
は複雑さの度合いによって、労働に格差が設けられていた。管理職・技術者の賃金制度は
職務等級制度であり、賃金標準に関しては、担当する職務の重要性、責任の度合い、仕事
の複雑さ、技術の難易度等に基づいた統一的規定に基づいて行われた。賃金等級の評定は、
本人の徳と才、経験年数といった属人的要素に基づき、担当する職務とを合わせて賃金等
級が決められていた。
　また、企業、地区によって、愛国主義生産競争奨、安全奨、節約奨、品質奨等の奨励金
が設けられていた。賃金支払形態は、時間賃金制と出辛高払賃金制が実施されていた。国
有企業が出来高払制、あるいは時間給制を実施するいずれの場合においても、その基礎を
なすのは等級賃率表であった。賃金体系構成要素は、基本給、家族手当、地域手当、時間
外勤務手当、休日出勤手当、奨励金等から構成されていた。
　国有企業における労働者の8等級賃金制度は、従業員の職務配置と、規定された標準任
務、仕事の量によって構成される等級賃金制度であった。労働の質は企業における労働の
難易度あるいは複雑さの度合いにより決められ、労働の格差を最も低い1級から最も高い8
級とし、賃金には3倍以上の格差が設けられた。
　賃金等級1級に格付けされる労働者は、職種における最も単純な職務担当者であり、賃
金等級が高くなるにともない、職務は複雑になり、労働に熟練を必要とするため等級係数
も高くなる仕組みであった（表ll　－7－1参照）。
表皿一7－1 国有企業労働者の 率等級表
工資等級
H資係数
燕ｷ％
?? ????? ????? ???? ????? ????? ????? ?????
出所：康士勇・林靴班『工資理論与管理実務』中国経済出版社， 1998年，233頁。
　一方、企業の管理職（技術者を含む）の賃金に関しては、各産業が国民経済に占める重
要性、技術の複雑さの度合い、労働条件、企業の所在地及び職務の重要性、責任の度合い、
職責の大小等によって、職務等級賃金基準が決められた。職務ごとに幾つかの等級が設け
られ、各人の担当する職務、「徳才」（道徳、才能）の要件、勤続年数を考慮して、賃金級
別を評定する。技術要員と行政幹部は同一職務等級表にもとついて評定した（表ll　－7－2
参照）。
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　労働者の賃金等級を評定するにあたっては・技術等級基準を用い・各人の技術等級を決
める。この技術等級基準には、ある等級の仕事を遂行するための理論・知識・学歴及び技
術力と実務経験等が求められた。一方・管理職と技術者の賃金等級を評定する際は・業務
等級基準を用いて、職務遂行をするため、具備する学歴、専門知識、一定の勤続年数が求
められた。したがって、国有企業における賃金等級の格付けをするにあたっては・仕事に
関する責任の度合い、職務の重要度等も評価するが・学歴・実務経験あるいは勤続年数と
いった属人的要件が最も重要視された。
表皿一7－21956年華北、東北地区1類産業（石油企業）職務金基準
編号 一類企業 二類企業 三類企業 四類企業
主要職務名称
1 正副場長、正副局長、正副総工程師 229－1442斜一126193－1171－103
2 一類車間正副主任、設計、工芸、生Y、正副科長、主任工程師 162－108148－99135－90126－81
二類早間止則王仕、計国、！万貧、人
3 事、財務、保衛正副科長、主任経済工 144－99130－90121－8112－76
親飾
4 三類車間正副主任、秘書、総務、福利ﾈ正副科長
　2P26－90117－8108－7299－72
5 工段長 126－72117－67108－6399－63
6 設計、工芸等専門職工程師 135－94126－85117－8108－81
7 財務、会計、総合統計、生産計画、労蒼剞齧蜷E経済工程師 126－76117－72108－6799－63
8 設計、工芸等専門職技術員 99－5491－5490－5488－54
9 コスト会計、労働組織、総合計画、総合搆v等専門職経済員 90－5285－5281－5276－52
10 会計、統計、機要員 76－4376－4376－4376－43
11 記帳、賃金計算員、トレーシング、タイvライター 66－3866－3866－3866－38
12 考勤、電話、習発員 57－3657－3657－3657－36
13 設計、工芸等専門職助理技術員 57－4357－4357－4357－43
出所：蓑倫渠『中国労働経済史』北京経済学院出版社， 1990年，158頁。
（4）伝統的な教育訓練活動
　国有企業における教育訓練活動は、主に職業技術訓練を中心として労働者の養成が行わ
れていた。職業技術訓練は就業前訓練、就業後在職訓練、転業のための訓練に分けられる。
管理職の教育訓練は、主に職場内訓練、職場外訓練に分類される。
　現代中国成立直後、当時の中央政府は都市における失業問題に直面したため（前述）、職
業訓練は失業者の転業、就業、そして将来の生産計画を考慮し、失業者の転業訓練に重点
が置かれていた。1950年中央政府は「救済失業工人方法」により、失業者に対して適切な
教育を行い、文化・政治・技術水準を向上させて、できるだけ社会のニーズに対応する転
業訓練班をつくると規定した。転業訓練の方針は、訓練・養成を実際の必要性に応じて行
い、その目標は当時の生産技術水準によって決めるというものであった。このような転業
訓練は各地において行われたが、1952年北京、上海等44都市と一部の省が「転業訓練班」
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をつくり訓練を行い、訓練された失業者は、合計約4万3千人に達した。これらの訓練内
容は主に3種類に分けられ、第1は、政治的な性格のものであり、各機関・部門・企業の
行政幹部を訓練・養成し、これが全体の25．1％を占めた。第2は業務関係のものであり・
会計、統計、ロシア語、文教、衛生、保育、郵電、鉄道、税務、貿易、財経、司法等につ
いての教育内容が全体の43．7％を占めていた。第3は、技術的な性格のものであり、化学
工業、軽工業、建築、車の運転、電気機械、土木測量、縫製、印刷、紡績等についての内
容であり、全体の31．2％を占めていた。
　1953年の第1次5ヵ年計画（1953年～1957年）により、大規模な経済建設が開始され、
各経済建設の必要に応じて技能労働者が必要となった。労働部は、労働力調配局に技工訓
練科を設置し、継続的に失業者に転業訓練をすると同時に、予備技術労働者の育成・訓練
の総合管理と業務指導を行った。同年技工訓練科を基礎に拡大・編成し、技工訓練局が設
置された。
　1954年に労働部は、旧ソビエト連邦労働予備総局副局長を顧問として招請し、北京に旧
ソビエト連邦援助による第1号実験技工学校が創立された。その後、上海、天津、河南、
遼寧等の4箇所に技工師範学校が設立され、旧ソビエト連邦の経験を参考に中国の現状を
踏まえて実施された。技工学校と学徒工訓練は第1次5ヵ年計画から国有企業における新
規技能労働者の主な養成方法となった。
　当初、技工学校はわずか3校設置されたにとどまったが、1952年には22校まで増設さ
れた。第1次5ヵ年計画の熟練労働者養成計画では、5年以内に11．9万人の養成を計画し
ていたが、実際には約14．7万人に達し、計画を上回っていた。また、学徒工による訓練活
動は、同期間における技能労働者の養i成計画の43．9万人を上回り、58．4万人に達した。そ
の後、技工学校、学徒工訓練によって養成された技能労働者は中国の経済建設において、
重要な役割を担う原動力となったが、1966年からの文化大革命は企業の管理活動、学校の
運営に大きな影響を与え、教育訓練活動も中止せざるを得なかった。
　一方、管理職の教育訓練は、経済建設の開始段階において、マルクス理論と経済建設に
対応できる管理職の育成が必要とされた。1953年中央政府の「1953年～1954年幹部理論
教育に関する指示」により、「共産党の主要幹部が旧ソビエト連邦の国家工業化の実現、農
業合作化、社会主義建設の基本規律を系統的に理解し、わが国の経済建設の過程において、
旧ソビエト連邦の経験をいかし自国の条件に適応できるよう」求めた。
　教育内容は主に理論と教養に分類され、理論教育では、幹部の教育水準に応じて、3つの
レベルの科目が設定された。第1レベルでは、新しい党員と小学校卒の党員幹部を対象に、
政治思想っまり中華人民共和国に関する基本知識と中国共産党に関する基本知識の教育、
第2レベルでは、政治思想の学習を修了した者と中学校卒の党員幹部を対象に、理論学習、
つまり歴史唯物主義、政治経済学、中国共産党の歴史等の教育、第3レベルでは、理論学
習を修了した者と大学卒の党員幹部を対象にマルクス理論と毛沢東理論についての学習、
などが行われた。
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　一般教育（教養）では、工業・農業の幹部に対する教養補習学校は2年にわたり、国語
g60時間、算数480時間、歴史120時間、地理120時間、政治160時間、自然科学200時
間、音楽80時間・体育120時間等の学習が行われた・
　以上から明らかなように、現代中国は建国以後の計画経済期における国有企業の教育訓
練活動は、労働者と管理者とを区分して職務別に行うており・当時の失業問題・経済復興
等から労働者の教育訓練活動は予備技能労働者の養成に比重が置かれたが・管理者の教育
活動においては政治思想が重視されていた。
第2節　中国企業の人的資源管理活動と制度の導入
（1）労働契約制の導入と労働者の雇用
　1950年代の高等教育機関等の学生は、卒業と同時に国による統一的計画に従って職場に
配置される「統包統配」（統一求人・統一配分）制度が導入された（第5章参照）。従来、
中央政府労働部と地方各レベル政府の労働局とは、行政組織として中央集権的計画経済体
制に基づいて労働力管理を担っていた。労働力を使用する企業も、使用される労働者もと
もに自らの意思決定の余地をほとんど与えられていなかった。政府は「統包統配」の存在
が農村と都市とを分離する戸籍制度とあいまって、労働力の無政府的な流動と人口の大都
市集中を回避する有効な政策としていた。しかし、1979年の下放政策の緩和によって都市
に引き上げられてきた大量の「待業」青年が発生したが、彼らが本来採用されるはずであ
った都市国有企業と集団所有制企業の職場は彼らの下放期間に逆に都市に流入した農村出
身者によって占められていた。これらの青年をすでに飽和状態にある国有企業に全て配分
することが不可能であったため、従来の「統包統配」政策の全面的見直しが求められた。
　1980年「全国労働就業工作会議」により、「国家の統一的な計画と指導のもとに、労働部
門による就業紹介と、自発的に経営を組織することによる就業解決と、自発的な営業によ
る職業開拓とを結合する」という就業ルートの多様化、いわゆる「三結合の就業方針」が
提示された。1981年中国共産党中央委員会・国務院は国有企業の従業員採用制度の多様化
を求め、「固定工」労働者のほか、臨時工や「契約工」の採用を認知することになった。
　1986年国務院は「国営企業労働者雇用暫定規定」「国営企業労働契約制実施暫定規定」「国
営企業規律違反労働者解雇暫定規定」「国営企業労働者待業保険暫定規定」等の国有企業の
労働制度に関する暫定規定を公布した。その主な内容は、新規労働市場参入者の就業につ
いては国家による「統一分配」の廃止、終身雇用による「固定工」制度の廃止、そして自
主的に労働者を募集できるというものであった。
　これにより、新規労働市場参入者は契約労働者として雇用されることになったが、労働
契約制度の導入以前に終身雇用の保障されていた「固定工」制度が並存していたため、「最
適労働組織」と称する新たな制度が導入された。この制度は企業内の各職場の業務に合致
した必要定員数が決められ、業務能力や勤務態度など一定の基準を満たした者のみで組織
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を編制する。「最適労働組織」に編制されなかった者は余剰人員として再教育を受けて職場
復帰を準備する。その後、契約制は終身雇用を前提としていた労働者である「固定工」に
拡大され、「全員労働契約制」が導入されたため・終身雇用の枠組は次第に崩れることにな
った。労働契約制は、個々の労働者が企業と個別契約を結び、担当する業務内容、契約期
限などが明確に規定され、契約満了後は雇用継続の可否について再度協議したうえで可否
を決定することになった。
　「中華人民共和国労働法」（1995年1月1日施行）は国有企業、集団企業、外資系企業、
郷鎮企業、私営企業のすべてに雇用された従業員に適用されるが・「労働法」によれば・契
約書に、①労働契約期限、②仕事内容③労働保護と労働条件・④労働報酬・⑤労働規律・
⑥労働契約終止の条件、⑦違反労働契約の責任等を必ず記入する（第19条）。
　契約期限は、固定期限と非固定期限（定年まで）と、一定の量の仕事を遂行する期限と
を定めている。そして従業員は1つの企業に10年以上勤続し、従業員と企業双方が合意の
うえで契約期間を延長したい場合、従業員が非固定期限契約を希望すれば企業はそれに応
じる（第20条）。また、契約期間中に職務不逼任や規律違反等があった場合は、契約を無
効とし、解除することができる（第25条）としている。
　1984年度の中学・高校卒業生の新規採用者は、全員が契約制労働者として採用されるこ
とになった。そして、1986年の労働制度改革の導入により、企業との間に労働期間、労働
条件、労働待遇等からなる労働契約を書面で締結することが義務づけられた。労働契約は
一般的に1年、3年、5年などの年数で契約される労働期間が設定され、契約期間満了後、
当事者の双方が契約を終結することができる。
　1980年代後半からは「全員労働契約制」が導入されたが、「全員労働契約制」は企業の終
身雇用を前提としていた労働者「固定工」に労働契約制を拡大するものであった。さらに、
　「労働法」の施行により、労働契約制度が一層制度化され、普及することになった。以上
のように、全労働者との間で、労働契約を締結し、労働者と企業との契約型労使関係が成
立することになった。契約制労働者が全国従業員総数に占める割合は、合計で52．6％（7，708
万人）、国有企業が51．6％（5，557万人）となっている。
　　「1997年度労働事業発展統計公報」によれば、1997年末の時点で、全国の都市企業で労
働契約制を実施している従業員は1億787．8万人、全従業員総数の98．1％であった。この
数値は労働契約制普及率52．6％とは大きく異なっているが（図皿一一7－1参照）・各種統計
から推計すると、うち5230万人が「全員労働契約制」に含まれた労働者とみられ・これら
を合算すると労働契約制の普及率は98．1％となる。
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　「労働法」によって規定された労働契約制度は、政府が「中華人民共和国労働契約法」
（2007年6月）によって、労働契約制が規範化され、法律として位置づけられることにな
った。2007年北京において「「労働契約法」を学習し、徹底し、和譜・安定の新たな労使関
係の構築を推進する」ことを主題とした会議が開催されたが、この会議には労働・社会保
障部、全国総工会、中国企業連合会、中国企業家協会等の関係者が参加をした。ここでの
会議によれば、政府が掲げた「和譜（調和のとれた）社会の構築」は、社会における利害
関係者を安定し、調和することが最も重要であり、社会の利害関係という社会の各関係に
おいて、労使関係は最も重要であり、それは労働者の利益に直接に関わるため、労使関係
の調和が調和のとれた社会を実現するための基盤であるjことを指摘したとされる。
　例えば、2000年の段階において、労働契約期間に関しては、特に若年労働者を対象にす
る一年の短期契約が多く見られ、労働者はいつ解雇されるかという不安を抱いている状況
が、企業への忠誠心、帰属意識の形成の妨げとなり、企業は労働力を確保し、育成するこ
とが困難な状況に直面した。
　こうした状況を解決するために、「労働契約法」は労働者の権利を保護するとともに、企
業には社会的責任を求め、企業活動を制約し、市場経済化に対応し得る労使関係を構築す
ることが期待されるようになった。
（2）競争主義の理念と方針
　改革・開放政策後に、国有企業は人事管理改革に取り組み、1980年代には国家主導によ
る「統包統配」制度のもとで終身雇用を前提とした「固定工」制度を改め、国有企業の雇
用管理に「労働契約制」を導入した（前述）。人事管理改革においては、従来の終身的雇用
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慣行から「契約型」雇用形態へ、賃金管理においての「平等主義」管理は競争主義に基づ
く人事管理へと転換することになった。
　国有企業は一般労働者に労働契約制、管理職・専門技術職等を対象とした招聰制度の導
入をすすめ従来の終身雇用から、企業内部は競争システムに基づき労働者同士が同等の条
件下で競争し合い、技能・熟練度に基づき労働者を評価し能力に応じたポストに就くシス
テムに改められた。例えば、北京市では「固定工」から「全員労働契約制」への移行期に
おいて、「固定工」に対し、1年、5年、10年の契約期間を設定し、その契約期間中に所属
する「最適労働組織」によって与えられた任務を達成できなければ、「最適労働組織」の一
員たる契約を解除されて企業待業に移るが、3ヵ月の研修、試用期間を経て合格すれば「最
適労働組織」での持ち場を得られる。このような個人別管理により契約期限の過程で査定
を受けることになるが、成績不良により契約終結もしくは契約解除となると企業自体から
排除され、自力で就職口をさがすか社会的待業者（完全失業）となり、再就職は難しくな
る。　　　　　　　　　　　　　　　」
　また、1979年から導入された企業自主権の拡大に続いて、1981年には工業経済責任制が
工業分野の企業で取り組まれ、同年末には70％以上の国有企業で各種の経済責任制が実施
されるようになった。この時期は企業が国民経済の基本的単位としての役割を拡大してい
く過程にあり、単純な生産管理から企業管理へと展開していた時期であったといえる。経
済責任制は国家計画の指導の下で、国有企業の社会的経済効果を高めることを目的とし、
責任、権利、利益を緊密に結びつけた経営管理制度である。制度では企業の主管部門・企
業・職場・班（組）・従業員個々人のレベルに対し、それぞれのレベルで国家に対する経済
責任を負うことを要求する。また、これは国家・企業・従業員の3者の利益を正しく処理
し、企業・従業員の経済責任・経済効果・経済利益を結びつけ、各人がその能力をフルに
発揮し、「労働に応じて分配」する原則に基づき、多く働いたものには多く報酬を与え、賞
罰はきちんと実施し、「大釜で飯を食う」式の「平等主義」を克服する考えによるものであ
った。
　賃金制度に関しては、1984年に国有企業は賃金制度改革に取り組み、奨励金を経済効果・
経済利益に結びつけ、企業の業績によって奨励金が連動するようになった。1985年以降は、
国有大中型企業において、賃金総額と経済効率とを一定の比率によって連動させる方法が
とられるようになった。従業員の賃金は企業内部における分配と企業の経済効率とを連動
させ、「労働に応じて分配」する原則に基づいて支給されるようになっている。企業の経営
自主権が拡大されて以降、国有企業の分配制度に関する自主権が国から企業へ委譲され、
多様な賃金制度が登場した。出来高払い給制度、職務給制度、技能給制度等々の賃金制度
が各地の企業によって導入された。1990年に中国共産党中央委員会が公布した「第8次5
力年計画に関する提案」においては、「次第に職務技能賃金制（闇位技能工資制）を主な形
式とする内部分配制度を実施する」ことが提案され、職務技能賃金制を採用する動きが広
まった。
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　「国務院発展研究センター」によれば、中国企業の75．7％は労働者を技術職、管理職、
営業職、一般労働者の職務別に分類し、個々人の業績・成果を評価して、賃金査定を行っ
ている。賃金体系は一般に、ポスト給（崩位）、職務給、勤続給、技能給、奨励金、各種手
当などから構成される（「中国人力資源発展報告」2004年）。多くの国有企業に導入されて
いる職務技能賃金制は、従業員の個々人の年功をも考慮し、業績・成果を重視した成果的
な賃金体系へと転換しつつある。
（3）管理職・専門技術職の雇用
　1982年中国共産党第12回全国代表大会において、郡小平は「今世紀末までに、機構改
革、経済体制の改革を行い、幹部の革命化、若年化、知識化、専門化を実現する」10）こと
を明確にした。これを受けて、中国共産党中央委員会は「中央機関の幹部教育に関する決
定」を公布し、幹部等の採用、抜擢にあたっては学歴、学習成績を重視することを明確に
した。それ以後、国有企業においても、研究開発、専門技術職に対しては、学歴や資格を
強調するようになり、昇進も、高学歴者であることが必須要件となった。1988年中国共産
党中央組織部及び人事部は「全人民所有制工業企業引入競争機制、人事制度改革に関する
若干意見」を公布し、従来の共産党・行政機関幹部の管理方法と幹部終身制を改め、企業
における人事制度に競争システムを導入すべく、請負入札（競争）制と直接聰用（招聰）
などの方法によって企業経営者を選任し、次第に各レベルの管理職を聰用する改革を明ら
かにした。また、1991年中国共産党中央組織部及び人事部は「全人民所有制企業聰用制幹
部管理暫定規定」を公布し、「一般労働者の中から優秀な人材を選抜し幹部として登用する
ために、幹部聰用制度を実施する。幹部聰用制度は幹部終身制度を廃止し、幹部の仕事に
対する積極性を引き出すには、重要な役割を果たす」とし、「管理職だけではなく、技術職
も次第に聰任制度を導入する」ことを強調し、さらに改革を技術職に拡大することを指示
している。「暫定規定」によると、国は企業聰用制によって登用された管理職は計画管理の
対象とし、企業が要員数の確定、各職域の確定をもとに、ニーズに応じて管理職を招聰す
ると規定している。
　専門技術職・管理職を対象とする招聰制度導入以降、専門技術職・管理職の質は向上し
ている。例えば、2003年の段階において、中国における専門技術者は3，268．7万人であり、
そのうち、国有企業の専門技術者2，774．56万人、共産党・行政機関の専門技術者771．9万
人、国有企業の経営管理者254．2万人となっている。
　国有企業の専門技術職招聰制度では、1998年の時点において、招聰高級専門技術者は招
聰専門技術者全体の5．5％、招聰中級専門技術者29％の割合であったが、2003年の段階に
は、招聰高級専門技術者は202．6万人、全体の7．3％、招聰中級専門技術者925．9万人、全
体の33．4％となり、1998年より招聰高級専門技術者、招聰中級技術者がともに増加してい
る。
　また、2003年の時点では、招聰初級技術職務は1，475．3万人、全体の53．2％を占めてい
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たが、前年度より1．2％減少し、前年の2002年には招聰されない専門技術者の比率は8・6％
から6．5％にまで減少していた11）。
　管理職・技術職の雇用管理改革は労働者の労働契約制の導入にともなっての改革であり、
幹部制度終身制が改められ、組織人員のスリム化がすすめられるにともない、さらに競争
主義に基づく人事管理が拡大しつつある。
（4）技能者の雇用
　1983年に政府労働人事部は「労働者技術審査暫定条例」を公布し、国有企業の技術労働
者に対する技術審査制度を導入し、技術審査試験に合格した者を採用すると規定した。1987
年労働人事部は「技師招聰制実行に関する暫定規定」を公布したが、そこで技術労働者は
訓練活動を通じて技術業務を学習し、技術レベルを高め、技術労働者の中から技師を育成
することが目的とされた。1993年労働部は「職業技能鑑定規定」を公布し、職業技能検定
に関する管理活動、検定機構及び実施方法等を規定した。1994年に職業資格証書制度導入
後、国有企業は「先に訓練、後に就業、先に訓練、後に上闇」の原則に基づいて、「持証上
闇」（資格証書をもってポストに就く）制度を導入し、配置管理を行う際には、技術労働者
は職業資格証書を持ってポストに就く。
　また、労働・社会保障部は技工学校、職業（技術）学校、就業訓練センターの卒業生を
対象に職業技能検定試験を行い、検定試験に合格した卒業生は証書をもって企業に就職す
る制度が導入された。
第3節　市場経済化と人的資源管理制度の再構築
（1）市場経済化と人事管理制度の課題
　従来の国有企業は計画経済体制の下で、行政機関の付属単位として存在し、生産・販売・
労働力などに関わる経営管理のすべては政府の計画によって行われてきた。改革・開放政
策、市場経済化政策の導入、さらにWTOへの加盟により、国有企業を取り巻く環境は急速
に変化することになった。すなわち、市場開放、グローバリゼーションの進展は、多くの
国有企業が激しさを増す競争に耐え切れず、経営は悪化し、企業構造改組による余剰人員
の削滅が行われた。その結果、国有企業に融資している国有銀行が抱える不良債権問題も
深刻化することになった。
　他方、市場経済化政策の導入以降は、外資系企業、郷鎮企業、民営企業等の非国有部門
が発展しており、特に、国有企業の経営不振とは対照的に非国有企業が飛躍的に発展を遂
げ、労働力に対する需要が増している。また国有企業における労働力管理に関する一連の
改革によって、労働力に関する規制が緩和され、労働力の産業間移動が増加した。
　都市部における国有企業の従業員には、外資系企業、民営企業等非国有企業へ移動する
ケースがあり、国有企業の従業員数も1978年から1995年までは増加をしたが、1995年の
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11，261万人から、その後は急速に減少している。それに対して・外資系企業・私営企業等
の従業員は1990年代以降、急速に増加している。
　国有企業は経営環境が急速に変化レていく中で、市場においては内外企業との競争に直
面しており、それに対応するために株式化改組を推進しているが、グローバリゼーション
の動向に適応するためには、経営課題を明確にして戦略を策定すべきだと思われる。
　国有企業の経営課題を考えるにあたって、確認しておかねばならない点を整理すると下
記のようになる。
①国有企業を株式会社に転換することにより、経営体として、専門経営者・管理職の育成
　　に取り組む必要性を認識する必要がある。
②経済発展、産業構造の変化にともない、技術者・技能者、高級技術者の不足12）が顕著
　であるという現状を認識する必要がある。
③国際競争の激化に対応するためには労働者の創造的能力の開発を促し、ハイタレントマ
　パワー需要への対応と経営の国際化への対応を考えねばならない。
④労働者、特に若年労働者の価値観の変化によるモラールの維持向上のための新たな人事
　管理の必要性が拡大している点を認識する必要がある。
⑤労働者の移動増大にともなう定着対策の必要性を認識する必要がある。
⑥経済発展、生活水準の向上により、特に都市部における進学率が高まっており、労働力
　の質の向上に対応したモチベーション管理の必要性を認識する必要がある。
　以上をふまえて、多くの国有企業は市場開放とグローバリゼーションの進展に対応し得
る企業経営を展開するにあたり、人事管理の領域においては、労働力不足への対応、人的
資源の開発、管理者等の経営の中核となる人材の育成・確保等があげられる。そのために
は個別企業内での経営システム再編成と整備への取り組み、人事管理制度は市場経済化、
グローバリゼー・一・・ションの進展等の経営環境に対応し得る制度の改革と再編成のニーズに直
面しているといえる。
（2）人事管理から人的資源管理への転換
　改革・開放政策導入以降の市場経済化の進展により、国有企業は外資系企業と民営企業
との激しい競争に直面して、業績が悪化したという背景がある。その原因は様々あるが、
国有企業の人事管理に関しては、①要員採用が国による統一分配、終身雇用制度であった、
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②トップ・マネジメント、ミドル・マネジメントは上級主管部門によって選出され、行政
部門の一部分であった、③賃金は労働生産性に関わらず、国家によって決められた、④福
利厚生および医療保険等の社会保障も企業が負担していた13）、という指摘があった。
　賃金が、企業の業績に関わらず政府によって決められていたことは業績悪化の原因であ
ったが、すべてが国（政府）主導で行われており、個別企業には管理活動上の権限は与え
られていなかったことが最大の原因であったといえる。特に経営幹部は経営能力の有無に
関わらず、上級主管部門の任命によって選出されていたことなどが、経営全般にわたって
あるいは人事管理に大きな影響を与えていた。
　国有企業の経営管理は国家行政の計画のもとで行われ、人事管理活動は政府の計画によ
って要員の採用・賃金管理等が行われていたため、国有企業自体は経営計画や人員計画を
策定することもなく、要員に対する系統的・計画的な教育訓練や人材育成のためのプログ
ラムの整備、労働力の活用や能力を引き出すための施策はほとんど実施されることはなか
った。したがって、国有企業には個別企業としての人事管理体系が整備されていなかった
ともいえる。
　従来の国有企業の人事管理制度は市場経済化、グローバリゼーションの進展する現代社
会、市場の動きに対応できず、経営環境忙相応しい人事管理制度の見直しを求められてい
た。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　かっての中国は人事管理を以下のように定義をしていた。人事管理とは幹部管理を指し、
この幹部人事管理に対して、労働者の管理は労働管理と呼ばれていたが、硬直化した人事
制度改革が進められ、人事管理を幹部、労働者を含めての募集、採用、配置、養成、教育
訓練、昇進、退職、賃金等々の管理活動を統合した活動として捉えることになった14）。
　さらに、時代の潮流に対応して、人事管理の概念に変化がみられ、1990年代以降は、人
事管理から人的資源管理の概念が導入され、定着しつつある。
　人事管理から人的資源管理への転換の過程において、以下のような取り組みがみられる。
まず、人事管理が大きく変化をしたのは1995年の「労働法」の施行であった。「労働法」
は企業と従業員との労働契約、労働時間、賃金及び労働組合などについて規定し、従来の
労働制度をあらため、市場経済体制に相応しい労働関係の規範化を目指すものであり、労
働者の権利を守ることに力点が置かれた。
　一方、養老年金、医療保険、失業保険、工傷保険（労災）などの社会保障制度も整備さ
れつつあり、従来の国有企業は経済的機能、政治的機能、社会的機能という3つの役割を
担っていたが、社会的機能がこれによって見直されることになった。
　あらためて、人事管理の改革を促した要因を整理すると、第1に、国有企業の人事管理
は国有企業の改革とともに推進されてきたが、国有企業の株式化改組は内部の組織構造に
変化をもたらし、それに対応しうる人事制度の導入が求められた。
　例えば、政府は経営幹部の選出を人事管理における重要な改革として位置づけ、上級部
門が任命する人材と有能な人材を外部から招聰することによって、経営幹部の管理、モチ
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ベーション管理システムを構築する。国有企業の人事管理は国有企業を取り巻く環境の変
化及びその外部からの圧力によって改革し、より市場経済に適応する管理制度を確立して
いくことを目指した。
　第2に、中国市場に展開する外資系企業は、中国市場及び国有企業に大きな影響を与え
ている。外資系企業は資本、先進的な技術、経営ノウハウ等を活用して、企業間競争、グ
ローバル化への対応努力をしているが、この動向が国有企業の人事管理制度に影響を与え
ている。それは企業間に人材獲得のための競争が繰り広げられている状況から、国有企業
にとっては、いかに有能な労働力（人材）を確保できるかが課題となっている。
　外資系企業の中国市場への参入は、国有企業は様々な学習材料を提示する契機になって
いる。国有企業の人事管理がグローバル化した市場経済に適応できずに直面した問題解決
の手段として、アメリカ、日本、ドイツ等の先進企業が用いている管理手法が次々と導入
されている。例えば、行動科学的手法、企業文化の構築による従業員のモチベーション管
理、最高経営者層を対象にした持株制度、ストック・オプション制度等が導入されること
になった。
　しかし、様々な制度の導入にあたっては検討すべき課題も少なくない。例えば、提案制
度を導入した国有企業（国有持株企業を含む）は58．4％、実施予定の国有企業10．9％、準
備中の国有企業10．4％であり、導入していない国有企業20．2％となっている。そのうち、
制度を導入したが制度が機能していない国有企業は26．7％あり、実に実施予定を含め約
60％近くの企業において提案制度が機能していない状況がある15）。この状況は従業員の経
営参加が十分に行われていない状況をあらわしている。
　また、経営者層のインセンティブとなる最高経営者層を対象にした持株制度、ストック・
オプション制度等の導入は、国有企業（国有持株企業を含む）の18．8％、集団企業32．1％、
株式会社及び有限会社38％、私営企業32％の比率であり、外資系企業及び香港・マカオ・
台湾系企業が25．9％の割合であった16）。
　21世紀初頭の段階においての国有企業における提案制度、持株制度、ストック・オプシ
ョン制度等の定着は未だ十分とは言えないが、持株制度、ストック・オプション制度を通
じて、経営者の所得が向上し、経営者間に競争原理を導入する考えがあることがうかがえ
る。
　一方、経営者と従業員との所得格差がすすみ階層格差が形成されつつあり、さらに所得
格差の広がる傾向もある。したがって、国有企業では従業員や管理者が少しでも収入の多
い企業へ転職するケースがみられる。経営者と従業員のモチベーションの高揚策として、
このような経済的刺激を目的にした施策は確かに一時的には効果を発揮するものの、持続
性という点では限界があるであろう。
　21世紀初頭の中国国有企業は様々な施策を導入してはいるが、人的資源管理体系が十分
に整備されていない状況もあり、施策が有効に機能していない状況もみられる。当面の課
題は、新たな制度及び施策を導入するにあたっては、人的資源管理制度全体の仕組みを整
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備することが前提条件になるといえる。
（3）競争システムに基づく賃金制度の普及
　1g80年代の国有企業の管理体制改革、経営自主権の拡大などの改革にともない、賃金管
理に関する決定権が政府の労働部門から企業側に委譲されることになった。それは「労働
に応じた分配」をするという原則に基づき、企業と従業員の双方の積極性を引き出す方向
に重点が置かれる契機になった。
　1980年代の国有企業は改革により利益留保が認められ、企業活動の成果としての利潤か
ら一定比率を留保して、それを従業員に配分できるように改められた。留保された利潤は、
奨励金として従業員に支給される場合もあれば、それを原資にして従業員の昇給を行う場
合もあった。国有企業が従業員の昇給を行う場合は、企業自身の判断により企業自身の負
担で昇給を行う。こうしたやり方は「浮動賃金」ないし「浮動昇給」と称され、その後、
職務技能賃金が導入されるようになってから、奨励金としてそのまま保留される企業もあ
る。
　1985年政府労働人事部は「国営大中型企業労働者の賃金標準」および「国営企業大中型
企業幹部の賃金標準」を制定し、賃金標準を国有企業の賃金改革の基準とした。労働者の
場合は、地域と業種によって11類賃金地区に分けた賃金が制定された。僻地や物価のとく
に高い都市を除いて、標準地域は6類賃金地域（序号）の2～6欄に対応する（表H－7－
3参照）。例えば、この地域の製粉や精米などの業種は2～4欄に分類され、機械、建築、交
通、紡績、電力、石油精製、化学工業などの業種は3～5欄に分類される。冶金、炭鉱、石
油採掘、森林伐採などの業種は4～6欄に適用する。
表皿一7－3 国有大中企業労働者の賃金標準表 （単位：元）
1 2 3 4 5 6 7 8　　　　　　　等
e地域適用標準
?
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
11　金地域 11 4347 51 56 61 66 72 78 84 91 98105113121129
10類賃金地域 10 42 46 5055 60 65 70 76 82 89 96103110118126
9　賃金地域 9 41 45 49 54 59 64 69 75 81 87 94101108115123
8類賃金地域 8 404448 53 58 63 68 73 79 85 91 98105112120
7類賃金地域 7 39 43 47 52 57 62 67 72 78 84 9096103110117
6類賃金地域 6 38 41 4549 54 59 64 69 75 81 87 93100107114
5類任金地域 5 37 404448 52 56 61 66 72 78 84 90 97104111
4 36 39 43 47 51 55 60 65 70 76 82 88 94101108
3 35 38 42 46 50 5459 6469 74 80 86 9298105
2 34 37 41 4549 53 58 63 68 73 78 849096102
1 33 36 404448 52 56 61 66 71 76 81 87 93 99
注：5類工資区は1～5、6類工資区は2～6、7類工資本区は3～7、8類工資区は4～8、9類工資区は5～
9、10類工資区は6～10、1噸工資区は7～11、それぞれの基準に対応する。
出所：表ll　－7－1に同じ，264頁。
　国有企業の幹部には、「職務等級賃金制度」が適用され、各職務にいくつかの賃金等級が
設けられた。「国営大中型企業の幹部の標準賃金表」では、全国を11類賃金地域と9類の
職務に分けて賃金基準が制定された。国有企業は事務職と技術職が同一賃金であるため、
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これは幹部の標準賃金に対応する。国有企業の指導者は1～6等級・大型企業幹部は3～
8等級、中型企業の指導者幹部層は5～10等級が適用される（表ll　－7－4参照）・
　国有企業には主に2つの賃金体系が導入されているが・それは職務技能賃金制度（曲位
技能工資制）と等級賃金制度である。1990年政府の「第8次5ヵ年計画に関する提案」で・
職務技能賃金制を主な形式とする内部分配制度を実施すると提案したが、その後職務技能
賃金制を採用する動きが広まった（前述）。職務技能賃金制度は、労働の技能、責任の度合
い、労働の強度、労働条件等を評価し、それに基づいて、職務給、技能給を基本賃金部分
とする賃金制度である。賃金体系構成は職務給、技能給、年功給、奨励金、各種手当等か
ら構成される。職務給は、労働の強度、仕事の責任の度合い、労働条件等による。技能給
は労働技術のレベルと成績、考課の結果によって評定され、初級、中級、高級の3段階に
分けられ、それぞれにはさらにいくつかの等級が設定される。年功給は本人の勤続年数に
基づき決まる部分である。奨励金は、従業員の仕事の業績を評価し、従業員に対するイン
センティブの機能を果たしている部分である。
表E－7－4国有企業幹部賃金標準表 （単位：元）
　　地域用標準範
ﾍ等級 5類賃金区
6類賃
煖
7類賃
煖
8類賃
煖
9類賃
煖
10類賃
煖 11類賃金区
1類 2類 3類 4類 5類 6類 7類 8類 9類
1 248225263270277285292299306
2 224230236243250256263269276
3 202208214220226231237243249
4 185190196201207212217222227
5 170175180185190195199204209
6 155160165169173178182187192
7 141145150154158162166170175
8 128131136139143147150154158
9 115118122125128132135138142
10 102105108111114117120123126
一10 96 98 101104107101112胴5 118
11 90 92 94 97 100103105108110
一11 84 86 88 90 93 96 98 101103
12 78 80 82 84 87 90 91 94 96
一12 73 74 76 78 81 84 85 87 89
13 68 69 70 72 75 78 79 81 82
一13 63 64 65 66 69 72 73 75 76
14 58 59 60 61 64 67 68 69 70
一14 53 54 55 56 59 62 63 64 65
15 49 50 51 52 54 57 58 59 60
一15 45 46 47 48 49 52 53 54 55
16 41 42 43 44 45 47 48 49 50
一16 37 38 39 40 41 43 44 45 46
17 34 35 36 37 38 39 40 41 42
出所：表五一7－1に同じ，250頁。
等級賃金制度は、仕事の複雑さ、大きさ、精密度、責任の度合い等によって等級が設け
られ、等級に基づいて賃金標準を決め、それに基づき賃金が支給される制度である。さら
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に労働者の技術等級制度と管理者・技術者の職務等級賃金制度がある。労働者の場合は、
技術等級標準、賃金等級表、賃金標準から構成される。労働者の技術等級は理論知識、実
際の操作能力、仕事の経験等が考慮され、等級が格付けされる。管理者・技術者の賃金は
職務、業務標準と職務条例、職務賃金標準表から構成される。そのうち、特に、業務標準
は管理者の賃金の重要な根拠であり、管理者・技術者は理論知識・専門知識、学歴、勤続
年数を評価基準にしている。
　以上の様に、等級賃金制あるいは職務技能賃金制のいずれにおいても、国有企業は、職
務・技能に基づき従業員の熟練形成を評価したうえで賃金を決めるようになったが、職務・
技能に関連する従業員の学歴、勤続年数といった属人的要素により評価されるという特徴
がある。
（4）能力開発機会の拡大
　国有企業における企業内教育は、主として技能労働者の職業訓練、政治教育に重点を置
いた管理者教育であった（前述）。改革開放政策後の職業訓練は国有企業の全従業員を対象
とする教育訓練を実施するようになった。国家経済委員会やその他経済主管部門、財政、
教育、労働等の総合部門から全国労働組合、全国婦女連合、共産主義青年団中央委員会等
から構成される全国職工教育管理委員会は、1980年に全国従業員教育活動の総合管理に取
り組むことになった。1981年国務院は「職工教育活動の強化に関する決定」を公布し、個
別企業における従業員の教育訓練の強化、従業員の能力を高めることを指示した。
　1982年中国共産党第12回大会において、「幹部の4つの近代化」方針（前述）が党規約
に盛り込まれたが、これにより幹部の採用は学歴原則を遵守するようになった。国有企業
で実施される教育訓練は「能力査定と資格制度」に基づいて実施され、従業員は証書をも
ってポストにつく「t）一などこ国有企業頭が一技術者7管理者等に対しmて学歴マ資格を重視ず　『一一
る傾向を強めている。
　1983年に政府労働人事部は「労働者技術審査暫定条例」を公布し、国有企業の技能労働
者をすべて計画的に、手順よく訓練し、技術審査制度を導入することを定めた。1987年労
働人事部は「技師招聰制の実行に関する暫定規定」を公布した。技師招聰制は技能労働者
を対象とするが、訓練活動を促進し、労働者の技術業務を学習することを鼓舞し、労働者
の技術的能力を高めることが目的であった（前述）。
　特に、経済面での大きな変化から、技能労働者の訓練は予備訓練から全面的な職業技術
訓練を実施する方向に向けられた。国有企業は「先に訓練、後に就業」という原則に基づ
き、職業訓練活動は、職業技能標準の制定、職業資格証書と技能検定、職業技能コンテス
トなどを含む職業技能開発へと変化した。
　また1987年国務院は「改革と発展成人教育に関する規定」を公布し、在闇培訓（OJT）
に重点を置くことを規定した。その後、国有企業における企業内の教育訓練を明確するた
めの「労働法」が施行されたが、同法によれば、従業員は職業技能訓練を受ける権利を有
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し、企業は従業員に対して職業技能訓練を行う義務を負うと規定している。さらに1996年
労働部と国家経済貿易委員会は「職業教育法」、労働部は「企業職工培訓規定」を公布した。
これらの法律・規定は国有企業における企業内教育を促進するものである。「企業職工培訓
規定」では、「従業員の教育訓練は企業の中長期計画と年度計画に入れ、教育訓練が必要と
する経費、環境を確保すべく、経営者の任期目標と経済責任制を導入すべきである」こと
を規定した。
　1997年の時点において、国有企業30，421名の従業員の内、教育訓練を受けている者は
全体の38％を占めていた。全従業員のうち、企業内訓練を受けた者が全体の11．39％、社
会で訓練を受けた者は全体の7．09％、独学の者が19．43％を占めていた18）。2003年の調査
では、国有企業（国有持株会社を含む）553社のうち企業内訓練を実施している企業は712％
に拡大していた19）。
　1990年代後半から2000年以降の中国は急速な経済発展、グローバリゼーションの進展
にともない、経営環壇は激変し、労働者の就業意識、価値観も多様化し、旧来の教育訓練
制度だけでは必要な人材を確保することが困難な状態になった。大都市の高等教育、MBA
教育の普及によって、企業は大学と一体となっての人材育成に取り組み、例えば、経営幹
部、経営後継者の選抜・育成に取り組むケースが多々みられるようになった。
第4節　事例・中国企業「聯想（IENOVO）」の経営理念と人的資源管理体制の整備
　中国科学院計算技術研究所の技術者が設立した「中国科学院計算技術研究所新技術発展
公司」が同社の前身であり、創立時（1984年11月）に中国科学院計算技術研究所は20万
元の資本金を提供した。同社は形式上｝さ国有企業ではあるものの丁婁質は経営丁天事など
すべて中国科學院からは完全に独立した、いわゆる「官有民営」である。
　中国科学院計算所公司から聯想集団公司へ経営形態の変更をした時点（1989年）の中国
国内のパソコン市場はすべて外国企業によって占められていた。1996年時点の聯想は国内
のパソコン市場のシェア9．9％を占め、IBMの7．6％、　COMPAQの7．1％、　HPの5．7％を
上回り、2004年には国内のパソコン市場のシェア27．0％を占めた。2004年には、IBMの
ノートパソコン事業を買収したことによって、パーソナルパソコン製造メーカーの世界第3
位の企業に成長している。2005年度の世界ブランド実験室（WBL）「世界ブランドトップ
500」にランクインされ（148位）、2008年に開催される北京での国際オリンピックにおい
ては、国際オリンピック委員会グローバルパートナーとしての役割を担うまでの影響力を
持つに至っている。
　2000年の段階において、聯想は使命として「顧客の利益のために技術開発に努める」こ
とを掲げ、世界での最も優秀な、最も創造性に富む製品の製造に努めることを目標にした。
同社は技術開発に関して、1991年にシリコンバレーに研究開発センターを設立し、世界最
先端技術の情報収集、分析を行っており、それを香港の研究所に送り、新技術の実施、検
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証等を行った後に北京の研究開発センターに送るシステムを導入している・そして・2000
年の段階は、技術開発のための聯想研究院を北京、上海、成都・日本などの各地に設立し
ている。以上のような戦略展開を続けている同社の経営理念は「員工与企業共同発展」（従
業員と企業とともに成長）、「用戸効益第一」（お客様第一）・「員工効益第二」（従業員第二）・
「一切以客戸為導向」（顧客が導く方向を向いて努力する）であり、従業員は企業と「運命
共同体」として、企業とともに成長し発展していくことを目指している・また・企業は「合
作」（協力）が肝心であることを重んじており、管理者間、従業員間、管理者と従業員との
間の協力をはかることに努め、グループ意識の強化を図っている・
　同社には重要な「管理三要素」がある。すなわち、「搭班子、定戦略、帯隊伍」といわれ
る管理体制である。「搭班子」は、統一意志のもとにおいて、団結・協力し合い、強い業務
能力をもつ管理者グループの形成を指している。「定戦略」は、個々の管理者が長期的、大
局に立って戦略を練ることである。「帯隊伍」は、特色のある企業文化をつくり、従業員の
凝集力を強化し、職場を愛し仕事を敬う雰囲気の中でリーダー候補者を育成することであ
る。それは、管理者がいかに従業員を率いて事業目標を達成するかという過程において、
管理者の問題解決能力、リスク意識管理1動機づけ、教育訓練、人材の発見、企業文化等
が関わっていると、創立者（柳傳志）は指摘している20）。
同社の人材に対する考えは以下のように整理することができる。
①労働力を資源として位置づけ、企業経営における資金、製品等の資源よりも、最も重
　要な戦略資源としている。
②「聯想人」の概念を確立し、それを中国社会噸～ム的資源のプランS－uとして作り上げる。一
③聯想というブランドをつくると同時に、「聯想人」というブランドを作り上げる。
　また、創立者は人材について以下のような見解を示している。人材に対する考えとして
「以人為本」（人間本位、図皿一7－2参照）を掲げ、人材の識別については、「不拘一格降
人材」を提唱している。「不拘一格降人材」とは、キャリア、学歴にこだわらず、能力、業
績を重視することである。従業員が入社時に、たとえ学歴が低くても、その後能力を発揮
し、良い成績を上げれば、誰でも重要な地位に就くことが可能とされており21）、日本の能
力主義管理とほぼ同様の考えといえる。
　さらに、同社は人材を以下のような3タイプに分けている。それは、①一人でやるタイ
プ、②リーダーシップを発揮できるタイプ、③「審時度勢」（時機を判断し情勢を推し量る）、
先見性を具備するタイプである。具体的な人材の選別と採用は、以下のような基準によっ
て行われている。
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①聯想の企業文化に共鳴できる
②意識を開放し絶えず学習する意識を持っている
③コミュニケーション能力と協調性を備えている
④自主性と創新能力を備えている
⑤向上心と事業心を持っている
⑥変革に対応できる
⑦良好な自己認識を有する
図皿一7－2　聯想の人的資源管理の理念・方針
出所：『柳傳志決策聯想的66金典』中国商業出版社，2002年，140－168頁をもとに
　　　筆者作成。
　同社は「聯想人」の素質として、道徳素養、専門知識、職業に対する敬う態度、危機意
識、競争意識、協力意識、学習意識などを求めている。
　「人材培養」（教育訓練管理）は、教育訓練を通じて企業が必要とする人材を養成するこ
とであり、新入社員を対象に「人模子班」と呼ばれる新入社員研修プログラムがあるが、
プログラムでは社史、社歌、社則、会社の戦略等を学習し、一日も早く同社の一員として
聯想の文化に溶け込み、聯想モデルになることを目的に実施されている。その他には「幹
部管理学院」などを設置している。
　「人材の激励」（従業員のモチベーション管理）に関しては、従業員を中高年グループと
若年グループとに分け、それぞれの欲求に応じた制度を導入している。具体的には、1990
年までに入社した従業員は、会社の創立に携わり、仕事に対する欲求が高く目標も高い。
グループ意識をもち個人よりも会社全体の栄誉を重んじており、物質的欲求はあまり高く
184
ない。
　1990年以降に入社した従業員も、仕事、目標に対する考えは中高年従業員と同様である
が、その他に、グループ全体それよりも個人の利益を重視し、同時に物質的な欲求が高い
という傾向がある。このような世代間の意識、価値観の差異に対応して、同社は以下のよ
うな制度を導入している。①従業員持ち株制度は中堅社員を対象に制度を導入し、社員を
株主にする。前述のように、1984年に会社を設立した時点は、資本金は中国科学院の提供
であったため、株主は同科学院であったが、1994年に中国科学院から35％の株を譲渡され、
従業員持ち株制度を導入した。同社は従業員を経済的動機づけによる管理だけではなく、
精神的な面では、提案制度、権限の委譲によって従業員を動機づけている。
　管理者候補の育成にあたっては、以下のような要素を求めている。それは、①信念と価
値観の共有、②忠誠心と犠牲精神を有する、③「審時度勢」（時機を判断し情勢を推し量る）
の能力、④「搭班子、建隊伍」（前述）の能力、⑤大多数のメンバーと団結し協力するため
の調整能力、⑥孜々として学び、新しい知識を学習する能力、などである。
　リーダー候補者の育成では、以下のような要件を求めている。①専門知識、②人間関係
能力、協調性、③戦略策定能力、④リーダーシップ能力、⑤「事業心」を有する、⑥「人」
と「事」とを有機的に結合する能力、⑦管理者としての責任と任務を自覚・全うする能力、
などである22）。
　中間管理者の育成は、戦略型人材を育成することに重点を置いている。戦略型人材は、
企業外部から採用するのではなく、企業が時間を掛けて育成し、内部から昇進する制度を
導入している。例えば、同社は人材育成を「縫靴塾」、「倣西服」に喩えている。すなわち、
優秀な裁縫職人を育てるには、いきなり背広を作らせるのではなく、靴の中敷きから少し
ずつ大きい物を作っていぐ過程があり、熟練していく段階にまで成長し、背広がつくれる
までのプロセスが必要である。人材を育成するのも同じであるとしている。現総裁（楊元
慶）は、1988年中国科技大学修士課程卒業後に入社し、販売員から業務部経理、事業部総
経理を経て、副総裁、総裁に昇進した人物である。
　管理者候補の選抜は、経営戦略に対応した管理者候補者から選抜する。例えば、同社は
創立した当時、①各タイプ（前述）の人材が必要であった。しかし、1989年以降の同社は、
第②、第③タイプの人材育成に重点を置き、2004年以降は、事業の拡大、グローバル化等
に対応できる、比較的重大な責任を負う人材の育成に取り組んでいる。
　1980年代段階、創立に関わった技術者たちにとって、「貿・工・技」（販売から企業を興
し徐々に技術に接近し、そして市場の需要に応じて技術革新を行う）という管理手法は、
その時代に相応しい経営スタイルであった。1990年代に入ると、創立に携わった従業員の
処遇は最も重要な人事上の課題になった。持ち株制度を導入したことによって、創立に携
わった従業員の功労は報いられ、若手管理者を起用することができた。21世紀にはさらに
進展する知識社会において、同社は事業の拡大、グローバル化等に対応して活動するため
に、経営管理手法の学習、グローバル化人材の育成等を今後の人的資源管理が取り組むべ
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き課題としている23）。
　1g84年の創業以降、経営環境の変化に対応し得るために、組織構造、経営戦略の見直し
を行い、人的資源管理に関しては、人材（労働力）に対する理念・方針の整備・人材に対
する考えをもとにしての人的資源管理活動、経営戦略に対応するための人的資源管理の改
革に取り組んでいる。同社は現代中国における最も先進的な企業といえる・
（注）
1）陳雲「関於経済工作和財政工作的報告」r中華人民共和国三年来的偉大成就』人民出版社，
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2）蓑倫渠『中国労働経済史』北京経済学院出版社，1990年，90頁。
3）董輔秘『中華人民共和国経済史』経済科学出版社，1999年，274頁。
4）蓑倫渠，前掲書，－93頁。
5）蓑倫渠，前掲書，95－96頁。
6》蓑倫渠，前掲書，78「80頁。
7）蓑倫渠，前掲書，91頁。
8）蓑倫渠，前掲書，98頁。
9）小島麗逸r中国の経済改革』勤草書房，1988年，213－214頁。
lo）中共中央組織部・中共中央党史研究室他r中国共産党組織史資料一社会主義事業発展新
　時期（1976．10－1997．9）一』第7巻（上）中共党史出版社，2000年，11頁。
11》中国人事科学研究院『中国人材報告（2004）』人民出版社，2005年，66　一一　67頁。
12）特に急速な経済発展を遂げた上海や広東省等の地域では、労働者、技術者が不足してい
　る。例えば、広東省政府は、労働力の流入を促進するために2年ぶりに最低賃金を月510
　元（約6600円）から684元（8890円）に引き上げると発表した。『日本経済新聞』2004
　年12月6日。
13）趙曙明『人力資源管理研究』中国人民大学出版社，2002年，188頁。
14）朱慶芳・常東泉・署P桂紅主編『現代企業人事管理』中国人事出版社，1997年，14－15
　頁。
15）林澤炎主編『転型中国企業人力資源管理』中国労働社会保障出版社，2004年，13頁。
　国務院発展研究センターが国有企業（国有持株企業を含む）、集団企業、非国有株式会社
　と有限会社、私営企業、外資系企業・香港・マカオ・台湾系企業及びその他を対象に行
　った調査である。
16）同上書，168頁。
17）持証上闇は教育訓練の成果を試験でチェックして、合格証書を発給し、それを持って仕
　事につく。
18）趙仲三r中国国有企業改革全書』第2巻，中国労働社会保障出版社，703頁。
19）林澤炎主編，前傾書，109頁。
20）江洋r中国造聯想無限』吟爾濱出版社，2005年，41－47頁。
21）同上書，87－88頁。
22）同上書，92－97頁。
23）遅双明r柳傳志決策聯想的66金典』中国商業出版社，2002年，374－385頁。
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第8章　労働者の職業選択行動と職業観
第1節　労働者層の形成と職業選択行動
（1）第2次・第3次産業労働者層の形成
　1978年の改革・開放政策導入に取り組むまでの中国の産業構造は第1次産業が大きなウ
ェイトを占めていた。
　中国における産業分類に関する考え方は、自然界から直接産物を得る第1次産業は農林
畜産業および副業、漁業を含む産業である。第2次産業は、工業と建設業からなっている。
ただし、中国の工業には、製造業だけではなく、採掘業、電力・ガス・水道をも含んでい
る。第3次産業は、第1次、第2次産業以外のその他の産業で、生産と消費のために各種
サービスを提供する部門からなっている。
　2005年段階における各産業の就業者全体に占める割合は、第1次産業44．8％、第2次
産業23．8％、第3次産業31．4％であった。具体的には、第1次産業の就業者全体に占める
割合は、1978年28，318万人の70．5％から19g1年には3g，098万人の59．7％を境に減少に
転じ、その後も減少し続け、2005年には33，970万人の44．8％となっている。
　第2次、第3次産業はその分増加しており、第2次産業と第3次産業の就業者全体に占
める割合は、就業者数の推移と同じ動向を示してきた。具体的には、第2次産業の就業者
数の全体に占める割合は1978年6，945万人の17．3％から1991年14，015万人の21．4％に
増加し、2005には18，084万人の23．8％に増加した。第3次産業の就業者数全体に占める
割合は、1978年4，890万人の12．2％から1991年12，378万人の18．9％にまで増加し、2005
年には23，771万人の31．4％に大きく増加している（図皿一8－1参照）。
　改革・開放政策後の経済発展にともない、第3次産業の産業別就業者構成の変化は顕著
である。それは第1次産業の就業者全体に占める割合の継続的な減少及び第2次産業と第3
次産業の割合の継続的な増加である。とくに1990年代以降、第3次産業の就業者数の伸び
率は第2次産業のそれを上回り、1994年には第3次産業の就業者数の伸び率は第2次産業
のそれを上回っている。2000年には第1次産業の就業者数は就業者全体の半分以下と減少
し、第2次産業、第3次産業が大きく増加することになった。
　就業者構造の変化から、農林水産業の就業者数の推移をみると、1984年と1992年以降
は減少しており、経済成長率が高くなると就業者は減少傾向を示し、逆に厳しい引き締め
政策がとられた1989年は全産業と比較して平均以上に増加をしている。このように農林水
産業の就業者数は、経済成長率の推移とは逆の動きを示していた。
　第2次産業に属する採掘業、石炭・石油・天然ガス採掘業、黒色金属鉱採掘業、非鉄金
属採掘業等の産品は重工業の原材料及びエネルギー源となっているものが、長い間その産
品価格が低く抑えられてきたためか採掘業の就業者数は、その全体に占める割合も1％台に
とどまっている。その伸び率も、全産業のそれを下回る年が多く、経済成長率の推移とは
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対応していない状況がみられる。就業者数は1978年の854万人から1997年の3・449万人
に増加し、1998年から1999年にかけては減少したが、2000年になると増加に転じ3，552
万人になり、2002年には3，893万人となっている。
　　　　　　　　　　表皿一8－1産業別における就業者の推移
（単位：万人，96）?
就業者数 第1次生業 第2次生業 第3次
1978 40，152 8，31870．56，94517．34，89012．2
1980 42，36129，12268．77，70718．2553213．1
1985 49，8731，13062．410，38420．88，35916．8
1989 55，32933，22560．11t97621．610」2918．3
1990 64，74938，91460．113，85621．411，97918．5
1991 65，49139，09859．714，01521．412，3781 ．9
1992 66，15238，69958．514，35521．713，09819．8
1993 66，80837，68056．414，96522．414，16321．2
1994 67，45536，62854．315，3122 ．715，5丁523．0
1995 68，06535，53052．215，65523．01688024．8
1996 68，95034，82050．516，2032 ．517，92726．0
1997 69，82034，8409916，54723．718，43226．4
1998 70，63735，17749．816，60023．518，86026．7
1999 7t39435，76850．116，42123．019，20526．9
2000 72ρ8536，04350．01621922．519，82327．5
2001 73，02536，51350．01628422．3202287．7
2002 73，74036，8705 ．015，78021．421，09028．6
2003 74，43236，5469．1160772t621，8092 ．3
2004 75，20035，26946．916，9202．523，01130．6
2005 75，82533，97044．818ρ8423．823，77131．4
出所：『中国統計年鑑（2006）』中国統計出版社，8頁。
　中国における第3次産業は、地質検査・水利管理、交通運輸・郵電、商業・飲食業、金
融・保険業、不動産業、社会サービス業などからなっている。そのうち、特に商業・飲食
業、金融・保険業、不動産業の就業者数が急速に増加している。具体的には、商業・飲食
業の就業者数は、1978年の1，140万人から1997年の4，795万人にまで毎年増加し、2000
年から2001にかけては減少したが、2002年には4，969万人に増加している。金融・保険
業の就業者数は、1978』年の76万人から1993年の270万人にまで急激に増加し、その後も
増加し続け2002年には340万人となっている（第1章、第2章参照）。
（2）都市労働者の構成
　改革・開放政策導入以前における国有企業と集団所有制企業を比較すると、国有企業が
集団所有制企業よりも企業規模が大きく、技術レベル、労働者の教育レベルも高いと言わ
れていた。また、賃金、企業内の福利厚生、医療費などにおいても、国有企業が集団所有
制企業よりも優遇されており、国有企業と集団所有制企業との間に大きな格差があった。
それは国家が大半の重要な資源を独占しており、中央による計画統制という手段を用いて、
各国有企業及び行政レベルの高低により資源の配分を行う施策に原因があったといえる。
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　中国社会ではその就業形態により、主に幹部、労働者、農民の三者に分けられていた。
幹部と労働者は主に都市部住民の就業者であり、従来の計画経済体制の下で・国がその就
業を保証し、国の就業計画に組み込まれていた。一方、農民は農村戸籍を有し、国の統一
配分制度による就業制度に入っておらず自ら農業活動に従事していた（第5章・第7章参
照）。
　中国社会における労働者の位置づけは、改革・開放政策導入までの計画経済体制のもと
で、幹部階層、知識分子階層、工人階層、農民階層の順に中から外へと推移している同心
円となっていた。その位置関係は、中心的な地位にあるのは幹部階層であり、彼らは社会
資源の配分と管理の権限をもっていた。知識分子は政治上において、改造される立場には
あったものの、経済、社会などの面において他の階層よりも高い地位にあった。工人階層
（労働者）は、憲法によれば彼らをリーダー階層としており、国家と企業の主人公であり、
政治上においては高い地位に位置づけられていたが、肉体労働者でもある。そして最も外
に位置づけられるのは農民階層であった。また、労働者、幹部、労働者と農民の間の境界
線及びそれぞれの配分は国家の直接統制の下で行われていたため、個人でこれを変えるこ
とは著しく困難であった。
　さらに、改革・開放政策導入前、国有企業と集団所有制企業に所属する労働者はそれぞ
れの企業が所属する行政レベルによって身分が決まり、労働者の社会的地位が決定されて
いた。改革・開放政策導入後に、企業改革、労働制度改革が推進され、産業の工業化、現
代化の進展と相まって、社会資源の再配分、収入などの変化が職業構成に大きな影響をも
たらし、労働者を政治的・行政的な位置づけから細分化して職業が構成されるようになっ
た（表ll－8－2参照）。
表亙一8－2都市社会各階層の職業構成
社会白層 職業構成
管理階層 企業経営者?k炎ﾇ理人員
専門技術人員階層
高級技術人員
?焔Z術人員
焔焔Z術人員
弁事員階層 一般管理人員E員
工人階層
技術労働者
ﾌ力労働者
ｺ崩労働者
自雇用者階層 自雇用者
私営企業主階層 私営企業主
その他階層 軍人、警察、その他
（注）弁事員階層は、管理人員、企業・事業体の
職員、例えば、秘書、簿記、パソコンに関する事
務的業務に従事する人員。自雇用者階層は自営
業を指す。
出所：鄭杭生・李路路等著『当代中国城市社会結
構』中国人民大学出版社，2004年，30頁。
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　中国における経済改革は、第2次産業、第3次産業の労働者が増加する直接的な要因と
なったが、特に、1990年代以降の景気の拡大過程において、都市部の所有形態別労働者構
造が大きく変化した。国有部門の従業員は1991年、1992年、1993年と、それぞれ318万
人、225万人、31万人の増加にとどまり、1995年の11，261万人をピークに減少し・2005
年には6，488万人となった。集団部門（集団所有制企業及びそれら管理下の組織）の従業
員は、1991年に79万人増加したが、1992年、1993年にそれぞれ7万人・228万人減少
し、さらに1994年、1995年には108万人、138万人減少した。2000年初頭の段階におい
ては、さらに減少し、2005年には810万人となった。このように、集団部門の従業員は1990
年代前半には、増加から急激に減少するようになった（表1－8－3参照）。
表∬－8－3全国就業者数における都市部の就業者の推移 （単位二万人）
年 合計 小計 国有部門 集団部門 私営企業
香港・マ
Jオ・台
p系 外資系 個人経営 その他
197840，1529，514 7，451 2，048 一 一 一 15 一198042，36110，5258，019 2，425 一 一 一 81 一198549，87312，8088，990 3，324 一 一 6 450 38199064，74917，04110，3463，549 57 4 62 614 96
199165，49117，46510，6643，628 68 69 96 692 49
19926615217，86110，8893，621 98 83 138 740 56
199366，80818，26210，9203，393 186 155 133 930 230
199467，45518，6531t2143，285 332 211 195 t225344
199568，06519，04011，2613，147 485 272 241 1，560 370
199668，95019，92211，2443，016 620 265 275 1，709 412
199769，82020，78111，0442，883 750 281 300 1，919 511
199870，637216169，058 t963973 294 293 2，259 942
199971，39422，4128，572 17121，053 306 306 2，414 1ρ69
200072，08523，1518，102 t499t268310 332 2」36 1，186
200173，02523，9407，640 1，291 1，527 326 345 2，131 t369
20027374024，780716311221，999 367 391 2，269 1，666
200374，43225，6396，876 1，000 2，545 409 454 2，377 1，897
20047520026，4766，710 897 2，994 470 563 2，521 2，297
200575，82527，3316，488 810 3458557 688 2，778 2，682
注：その他は株式合作企業、連営企業、有限会社、株式会社を含む。
出所：『中国統計摘要（2004）』中国統計出版社，42頁；『中国統計年鑑（2006）』中国統計出版社，7
－8頁より作成。
　一方、都市部門のなかには、従業員が急激に増加する部門も存在する。個人経営の従業
員は、1989年の648万人から1990年614万人にまで減少した後、1991年以降毎年増加
し、2005年には2，778万人となった。私営企業の従業員は1990年に入ると、毎年増加し、
1990年の57万人から、1999年の1，053万人にまで増加しており、2000年代に入ると、
さらに増加し2005年には3，458万人になり、その増加数が加速的に拡大している。
　香港・マカオ・台湾系企業の従業員は1990年、1991年にそれぞれ4万人、69万人であ
ったが、1994年、1995年にはそれぞれ211万人、272万人と急激に増加しており・2000
年以降は毎年増加し、2005年には557万人になっている。外資系企業の従業員は1990年、
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1g91年にそれぞれ62万人、96万人であったが、1994年、1995年にはそれぞれ195万人、
241万人に増加し、香港・マカオ・台湾系企業と同様に2000年以降は毎年増加し・2005
年には688万人になっている。
　その他の株式合作企業（従業員共同出資の企業）、連合経営企業（2っ以上の企業法人等
の出資の企業）、株式会社、有限会社の従業員は1990年の96万人から1991年の49万人
に減少したが、1992年には56万人に増加した。1993年、1994年にはそれぞれ230万人、
344万人に増加しており、さらに、1999年には1，069万人、2005年には2，682万人へと増
加している。
（3）都市部における農村労働者の構成
　都市部における農村労働者を雇用する企業、事業体等をみると、2005年の時点で国有部
門288．66万人、集団所有制部門146．50万木、その他部門1，087，95万人となっており、そ
れぞれが就業人口に占める割合は4．5％、18．1％、26．5％となっている。
　　　　表∬－8－4各地区城鎮（都市）企業体等の産業別における農村労働者数
（単位：人）
2003年 2004年 2005年産業別 1143t773（計）13，185，972（計）15，231，102（計）
農林牧漁業 412，318 441，791 417鴻00
採掘業 475，036 553，959 642」44
製造業 5，458，555 6，797μ93 8．235β87
電力・ガス・水道 123ρ18 107，244 116，411
建築業 2，904，030 2，974，683 3．281486
交通運輸・郵政業 258，284 263，474 290ρ53
情報・インターネット・ソフトウェア 26，790 35，683 35ρ24
卸業・小売業 246567 282，837 316，683
宿泊・飲食業 264025 327ρ16 356464
金融業 102，658 109，700 103，275
不動産業 117，951 154，995 182，916
商務サービス 213，074 254，866 335，335
科学研究・技術サービス・地質探査 36099 53336 49643
水利・環境・公共設備管理業 152，949 167，331 190，384
社会サービス・その他サービス 43，730 59」68 67，793
教育 279，880 278，663 274，738
衛生、社会保障・社会福利業 89」05 90542 93209
文化教育・娯楽業 33，031 38242 37，779
公共管理・社会組織 194，673 194，949 204，978
出所1表皿一8－1に同じ，33－35頁。
　産業別からみた各地区の城鎮（都市）企業体等における農村労働者は、2003年の
11，431，773人から2004年の13，185，972人、さらに2005年には15，231，102人に増加して
いる。
　業種では、製造業、建築業は他の業種を上回っており、製造業の農村労働者は2003年の
5，458，555人から、2004年6，797，493人、2005年8，235，387人へと増加していζ・製造業
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の農村労働者が城鎮（都市）企業体等の農村労働者全体に占める割合は・2003年47・7％か
ら、2004年51．6％、2005年には54．0％に増加している・建築業は2003年の2，904，030
人から、2004年2，974，683人、2005年には3，281，486人に増加しているが・建築業の農村
労働者が城鎮（都市）企業体等における農村労働者全体に占める割合は・2003年の25・4％
から、2004年22．6％、2005年には21．5％へと減少した。しかし、製造業と建築業を合わ
せると、2003年、2004年、2005年の都市部企業体等の農村労働者全体に占める割合が、
73．1％、74．2％、75．5％を占めていた（表ll－8－4参照）。
　地域別にみると、2005年の段階において、各地区城鎮（都市）の企業体等における農村
労働者の上位に占める省市は、広東（2，305，887人）、漸江（1，728，503人）・福建（1，523，439
人）、山東（1，325，965人）北京（887，493人）、江蘇（823，256人）、四川（794，467人）・
河南（610，798人）、湖北（510，191人）、上海（455，374人）の順となっている。河南、湖
北を除けば、全ては東部地域に属する省市である（表ll　－8－5参照）。
　　　　　　　　　表皿一8－52005年各地区城鎮（都市）
企業体等の農村労働者数
地区 労働者数（人） 地区 労働者数（人）
北京 887，493 湖北 510」91
天津 146，684 湖南 477，958
河北 427，046 広東 2，305，887
山西 277，577 広西 275，439
内モンゴル 120，857 海南 45，509
遼寧 428，890 重慶 330，015
吉林 60，537 四川 794，467
黒竜江 97，740 貴州 262，276
上海 455，374 雲南 279，919
江蘇 823，256チベット 9014
漸江 t728，503陳西 178，866
安徽 254，728 甘粛 114，727
福建 1．523439青海 16，002
江西 232，007 寧夏 50，803
山東 1，325，965新彊 179，135
河南 610，798 合計 15，231，102
出所：表E－8－1に同じ，33頁。
　以上、農村労働者は都市部のその他部門（非公有制企業等）に多数雇用されており、産
業構造上において、また地域別から整理すると、製造業、建築業が大きなウェートを占め、
労働者の多くは経済発展の進んでいる東部地域の企業等に勤務しており、中国経済の発展
に大きな影響を与える労働者集団になっていることを示している。
第2節　職業選択行動に与える要因
（1）高等教育の普及
中国全土を混乱に陥れた文化大革命は勃発から10年を経て、1976年に終息した。1978
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の共産党第11期3中全会は改革・開放政策を策定し、国家のあり方を政治運動から経済建
設へと転換させることになった。その後、経済改革、経済発展に資する人材の育成が学校
教育に課せられた重要な任務となっている。
　当時、最高指導者であった郵小平は、次のように指摘していた。「私たちが4つの現代化
を実現する鍵は、科学技術の発展にある。科学技術を発展させるためには、教育を軽視し
てはならない」1）。また、「わが国が世界の先進水準に追いつくためには、何から着手すべ
きか。私は科学と教育から着手すべきだと考える」2）という郵小平の言葉に示されていたよ
うに、科学と教育とが結びつけられ、「科学技術は生産力である」3）と強調され、国家の経
済発展に直結する科学技術が重視されるようになった。このように指導者の発言によって、
中国は改革・開放政策導入以来、教育発展のスローガンとしてきた「経済は教育に依拠し
なければならず、教育は経済に奉仕しなければならない」4）という相互依存の関係は、1980
年代の教育改革から始まり、21世紀の中国においても現実の取り組みとして機能している。
　1985年に中国共産党中央委員会は「教育体制改革に関する決定」を公布し、教育行政に
おける中央政府によるマクロ管理の強化と財政も含めた地方分権の促進を基本とする教育
制度整備の基本的な方針を示した。同時に、職業技術教育と高等教育を発展させることを
表明している。1993年に中国共産党中央委員会は「中国教育の改革と発展に関する基本要
綱」を公布し、改革・開放政策後の教育に対する総括を進めるとともに、21世紀に向けた
教育発展の基本方針を示した。そこでは教育の地方分権の促進と教育改革を雇用管理と連
動させるという社会主義制度の根本に関わる問題について論じ、一層の市場経済化を推進
していくことを明示している。同年国務院は「高等教育の調整・改革、加速的発展の若干
の問題に関する意見」を公布し、1995年には、「中華人民共和国教育法」が制定された。同
法は中国の教育基本法的性格を持つものであり、従来の九年制義務教育の実施、教育行政
の地方分権を促進することが明記され、1999年には「高等教育法」が施行された。
　中国の高等教育は、普通教育、職業教育、成人教育5）の3つの領域に分けられる。普通
教育は、大学院（修士課程・博士課程）、大学の本科、専科から構成される。労働者予備軍
と位置づけられる大学生は1990年代以降の高等教育の普及によって卒業生は増加しつつあ
る（表II－8－6参照）。
　大学数は1978年の598校から1985年には1，016校となり、在学生数は85．6万人から
170．3万人に増加した。募集定員は1978年の40．2万人から1980年28．1万人に減少した
が、1985年には61．9万人に増加し、卒業生数は1978年の16．5万人から1980年14．7万
人に減少し、1985年には31．6万人に増加した。1985年には大学、募集定員、在学生卒業
生はそれぞれ1，016校、61．9万人、170．3万人、31．6万人に増加しおり、1989年には大学
数は1，075校、在学生数208．2万人、卒業生57．6万人に増加したが、募集定員が1988年
より7．3％減少した。1990年、学校数は1989年と同じ1，075校で変化がなかったが、在学
生数は206。3万人に減少した。募集定員数、卒業生数はそれぞれ60．9万人、61．4万人とな
った。
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　また、大学数は1991年の1，075校から1992年には1，053校、卒業生は1991年の61．4
万人から1992年の60．4万人に減少した。1992年の大学数は1，053校から1993年の1，065
校、募集定員は1992年の75．4万人から1993年は92．4万人・在学生は1992年の218・4
万人から1993年には253．6万人にそれぞれが増加したが、卒業生は1992年の60．4万人か
ら1993年の57。1万人に減少した。1994年の大学数は1，080校をピークに1995年には1，054
校に減少し、募集定員、在学生、卒業生はそれぞれ90．0万人、279．9万人・63．7万人とな
った。
　さらに、2000年の大学数は1，041校から2001年には1，225校に増加し、募集定員は2000
年の220．6万人から2001年の268．3万人、在学生は2000年の556．1から2001年の719．1
万人、卒業生は2000年の95．0万人から2001年の103。6万人にまで増加している。その後
もそれぞれが増加し、2005年には大学数は1，792校、募集定員504．5万人、在学生1561．8
万人、卒業生306．8万人となっている。
　　　　　　　　表皿一8－6高等教育機関の卒業生の推移
（単位：校，万人）
年 学校数 募集人員 在学生数 卒業者数
1978 598 40．2 85．6 16．5
1980 675 28．1 114．4 14．7
1985 1，016 61．9 170．3 31．6
1986 1，054 57．2 188．0 39．3
1987 tO63 61．7 195．9 53．2
1988 1，075 67．0 206．6 55．3
1989 1，075 59．7 208．2 57．6
1990 1075 60．9 206．3 61．4
1991 1，075 62．0 204．4 6t4
1992 1，053 75．4 218．4 60．4
1993 1ρ65 92．4 253．6 57．1
1994 1，080 90．0 279．9 63．7
1995 tO54 92．6 290．6 80．5
1996 1，032 96．6 302．1 83．9
1997 1020 100．0 317．4 82．9
1998 1，022 108．4 340．9 83．0
1999 1，071 159．7 413．4 84．8
2000 tO41 220．6 556．1 95．0
2001 1225 268．3 719．1 103．6
2002 1，396 320．5 903．4 133．7
2003 1，552 382．2 1108．6 187．7
2004 1731 447．3 1333．5 239．1
2005 1792 504．5 1561．8 306．8
出所：『中国統計年鑑（2005）』中国統計出版社，799頁；800
一一@801頁。
　2000年代には北京大学、清華大学などの大学が社会人を対象とする「在職人員の博士・
修士課程」の教育課程を設置し、2005年には募集定員101，653人、在学生254，672人、学
位取得者数43，964人の規模となっている。都市部では経済発展にともなって学歴重視の社
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会が形成されつつあり、人々は新たな就職やキャリア開発のために・より高い学歴や新し
い知識・技術を求めて教育を重視するようになり、教育の高度化と普及が一層拡大しつつ
ある。
（2）情報社会の進展
　情報化先進国に比較して出発の遅れた中国の情報通信産業は、1980年代から1990年代
の10年間で10倍の成長を遂げた。しかし、電話普及の地域格差が大きく、沿海の東部地
域では固定電話の家庭普及率が100戸につき77台であるのに対して、中部地域では50台・
西部地域では40台となっており、通信設備がまったく存在していない地域もあった。農村
部における固定電話の普及は都市部に大きく遅れていたといえる。2004年以降、情報産業
省は全国の農村部に電話を設置する「村村通電話」プロジェクトに取り組んだ。「村村通電
話」プロジェクトによって、農村部の固定電話の普及率は、1996年の53．3％から2003年
には89．2％にまで引き上げられ、さらに91．8％にまで普及した。情報産業省は2010年に
「村村通電話」プロジェクトを実現させ、2020年までに各家庭にインターネット接続を含
む電話を開通させる「家家通」プロジェクトを完了させることを目標としている。
　中国社会におけるインターネットの利用は拡大しており、中国インターネット情報セン
ターによると、2005年末のインターネット利用者数が1億1100万人に達し、米国に次ぎ
世界第2位になっている。しかし、都市部の普及率は16．9％であるのに対し、農村地域で
は2．6％にとどまっている。
　インターネット利用者の年齢構成は、18～24歳が全体の37．7％を占めており、18歳以
下が15．8％、25～30歳が17．4％となっている。35歳以下の割合が全体の81．3％を占めて
いる。
　中国社会科学院の「中国5都市（北京市、上海市、広州市、成都市、長沙市）のインタ
ーネット使用状況と影響に関する調査報告」（2005年）によれば、インターネットユーザー
を収入別に分類すると、「月収2000元以上」の人の使用率は67．7％、学生を含む「収入が
無い」人の使用率も67．3％の利用状況である。また、最も低い収入に分類される「月収800
元以下」の人は22．1％にとどまり、「収入が無い」人を除けば、収入が増加するにともない
インターネットを使用する割合が増加していく傾向が明らかになった。
　中国における家庭、個々人へのコンピュータの普及により、従来は顕著であった情報格
差が解消されることが期待されている。情報社会の進展は、産業構造の変化を促進するこ
とを意味しており、企業経営の構造的側面、経営管理、労働形態に影響を与えるだけでは
なく、仕事の進め方、労働者に求められる能力が変化する要因になっている。
（3）価値観の変化
かつて中国人の価値概念は「知足常楽」という思想を中心に形成されてきた。費孝通は
『郷土重建』の中で、「知足常楽」について次のように指摘している。「「知足」とは、欲望
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の自己制約を指している。中国は物質的に欠如した経済構造の時代を体験しており・人々
は欲望の自己制約という心を持たなければならないとした。なぜなら・農民国家であった
中国では、人が使える土地、資源が限られていたため・「知足常楽」という価値観念を培っ
てきたといえる。「知足」は生活の安定をもたらし、現在の生活に満足することで得られる
気持ちであり、それが手段となり快楽という境界に到達する。「知足常楽」は中国人の伝統
的価値観をなしている」6）、としている。
　現代中国は毛沢東の指導により1949年に成立したが、毛沢東は共産党員の生きがいを以
下のようにまとめた。「中国人民の利益のために働く中国共産党員は、自分たちの活動が正
義であると信じている。個人のすべてを犠牲にするのを惜しまず、いつまでもわれわれの
活動のために、自分の生命を犠牲にする心構えをしている。…無数の革命先烈たちは・人
民の利益のために彼らの命を犠牲にした。われわれ生きている者は、彼らのことを思い出
すたびに悲しくなる。われわれにとって犠牲にできない個人の利益があるのか、千々万々
の先烈は人民の利益のために、われわれの前に、勇ましく犠牲となった」7）としていると革
命指導者としての考えを述べていた。
　ここでの犠牲とは、革命世代の信念であり、生きがいであった。光栄であり名誉でもあ
った。多くの革命戦士が犠牲になり、その犠牲を基盤に誕生したのが現代中国であり、革
命世代の意志を貫いた自己犠牲の精神が現代中国の社会規範となったといえる。
　また、毛沢東は、共産党員であり革命軍人でもあった張思徳の殉職に際して記した追悼
文「人民に奉仕する」のなかで以下のように述べている。
　「人間はいつか死んでしまうが、しかし、人によって死の意味が異なる。昔司馬遷は「人
は必ず死ぬ、ある人の死は泰山よりも重いが、ある人の死は鴻毛よりも軽い」。人民の利益
のための死は、泰山より重いものであり、ファシズムのために力を出し、人民を搾取し、
圧迫する人のための死は、鴻毛よりも軽い…。中国人民は今、受難のときである。われわ
れには、彼らを救い出す責任がある。われわれは奮闘努力しなければならない。奮闘すれ
ば犠牲がある。人が死ぬことは当然起こることだ。しかし、人民の利益を思い、大多数の
人民の苦痛を思えば、われわれは人民のために死んでもよい、死ぬだけの価値がある」と、
「人民に奉仕する」ことを謳えている8）。このように、現代中国建国以来の毛沢東時代にお
いて、国民は「人民に奉仕する」、すなわち、国民は国のため、人民のために奉仕するもの
として教えられてきた。
　改革・開放政策導入後、登K小平が「先富論」を提起し、条件をもった一部の人や地方は
先に豊かになることを一時的に容認した。それは人々に大きな影響を与え、人は国や社会
のために働くのではなく、金のために働くといった拝金主義が蔓延する要因にもなってい
る。
　千石・丁（1988）は、中国人を老年層、中年層、若年層に分類し、それぞれの「人生観」、
「人間観」などについての調査データに基づいて、中国人の価値観の変化を分析している。
例えば、「人生観」について、老年層（55歳以上）、中年層（30～45歳）、若年層（16～29
196
歳）はそれぞれ次のような考え方をしている。「生きがいは、求めるのではなく捧げること
にある」「個人の成長は、社会への貢献度によるものだ」「どちらかというと、自分の欲求
はある程度おさえても、集団や組織から出される要求に応じるべきだ」などについては、
老年層はいずれも9割以上が賛成している。ここには明らかに個人より集団、社会、国家
に奉仕しようという信念がみられる。それに対して、中年層や若年層の賛成率は老年層よ
り2割前後下回っている。
　また、「職業を選ぶ際、個人の希望は国の必要に従うべきだ」「自分自身のさまざまな欲
望をおさえるようにすることは、美徳の1っだ」では、7割5分～9割の老年層が賛成して
いる。しかし、中年層と若年層はほぼ一致して、3割～4割の賛成にとどまっている9）。
　老年層すなわち革命世代は毛沢東政権のもとで、現代中国が成立し、物質的欠乏した時
代を過ごした世代である。彼らは毛沢東思想のもとで、中国の全国民に衣があり、食する
ことができる、平等主義という考え方が強く根付き、利益を追求するよりも、皆平等に利
益配分を受ければ最善と信じていた世代である。
中年層は文化大革命期において、農村に下放され、改革・開放政策以降下嵩人員（一時
帰休）の中には、この年齢層が多数占めていた。したがって、彼らは文化大革命運動の犠
牲者であり、特別な価値観を持ち、若年層の価値観に共鳴するところがある世代といえる。
　若年層は郡小平の改革・開放政策導入後の新たな指導者の思想、外国文化などの影響を
強く受け、集団や組織よりも自己実現、自由に生きることを好み、平等主義には疑問を持
ち、競争主義的考えを強く主張している世代としての特徴がある。
第3節　都市労働者の職業選択行動
（1）都市労働者の職業選択行動の変化
　人の職業選択行動は、社会環境の変化、例えば、情報化の進展等々の動向、学校教育の
普及等と密接に関わっており、職業観の形成もほぼ同様の要因があるといえる。
　改革・開放政策前の中国は情報の伝達が限られた範囲にとどまっており、教育機会が国
内全体に広くゆきわたらなかったという状況があったため、職業選択行動、職業観の形成
は必ずしも円滑とは言えなかった。すなわち、改革・開放政策以前、国により労働力の配
分が行われていたため、労働者には自己の意志による職業選択10）の自由が認められていな
かった（前述）。1980年代の就業制度改革によって、労働者は自らの意志による職業選択の
自由を認められ、人々の職業に対する意識に変化がみられるようになった。
　新規労働者の職業選択の要因としては「組織の按配あるいは配置転換」「共産党の呼びか
けに応える」「収入と福利」「興味と発展機会」「仕事の条件と性質」等がある。改革・開放
政策前の1949～1965年は「組織の按配あるいは配置転換」と「共産党の呼びかけに応える」
が新規労働者の36．30％を占め、「収入と福利」と「興味と発展機会」とを合わせた30．37％
を上回っている。1966～1978年には「組織の按配あるいは配置転換」と「共産党の呼びか
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けに応える」とが37．39％に増加し、「収入と福利」「興味と発展機会」の24．71％を大きく
上回っている（表1－8－7参照）。
　また「職業選択動機の要因がはっきりしない」という割合は1949～1965年、1966～1978
年のそれぞれにおいて24．16％、26．75％を占めており、人が主体的に職業選択をすること
ができない社会においてのデータとして興味深い結果といえる。
　改革開放後の1979～1985年においては、就業動機の要因として「収入と福利」が32．96％
と最も多く、1986～1992年には33．84％、1993～2000年には1．29％減少したものの、職
業選択要因全体の32．55％となっている。改革開放政策前、「興味と将来の発展機会」に関
しては、1949～1965年、1966～1978年、それぞれ4．01％、325％にとどまっていたが、
1979～1985年には6．15％に増加し、1986～1992年12．79％、1993～2000年には31．53％
に高まり、環境の変化が職業選択に与えている状況があらわれているといえる。
表∬－8－7　初職業の　業選択動機の変化?
合計新規労働者の職業選択の要因
1949～
P965年
1966～
P978年
1979～
P985年
1986～
P992年
1993～
Q000年
1．収入と福利 26．3621．4632．9633．8432．5528．32
2．興味と発展機会 4．01 3．25 6．15 12．7931．53 9．52
3．仕事の条件と性質 6．59 8．54 14．4118．8614．5011．82
4．共産党の呼びかけに応える 15．6318．374．69 2．86 0．84 10．06
5．組織の按配あるいは配置転換 20．6719．0212．7411．956．24 15．08
6．職業選択動機の要因をはっきりしない 24．1626．7524．5817．1711．3022」5
7．その他 2．58 2．60 4．47 2．53 3．04 3．06
計 100 100 100 100 100 100
サンプル数（N） 7741，230895 594 593 4，086
出所：表E　－8－2に同じ，65－66頁。
　「仕事の条件と性質」は、仕事の条件や就職先の企業形態を指している。1949年から1978
年は10％以下、1979～1985年14．41％、1986～1992年18．86％、1993～2000年には14。50％
となっている。仕事の条件と就職先の企業形態が労働者の職業選択の際、重視する要因の
1つになったといえる。
　一方、「組織の按配あるいは配置転換」は．’・1979～1985年12．74％、1986～1992年11．95％、
1993～2000年になると、一気に6．24％まで減少した。「共産党の呼びかけに応える」は、
改革・開放政策導入直後の1979～1985年において、4．69％に減少し、その後さらに減少し
続け、1993～2000年には0．84％となっている。
　「職業選択動機の要因がはっきりしない」という割合は、1979～1985年24．58％、1986
～1992年17．17％、1993～2000年には11．30％に減少している。
　以上、改革開放前の労働者の職業は国家によって配分され、仮に配属された職業に不満
があっても、それに従わなければならなかった。また、労働者を国家計画に従わせるため
に、学校や行政機関などは国家の職業配分に服従することを奨励し、共産党の呼びかけに
応えるように宣伝しており、労働者の職業選択行動は自らによって自分自身がイメージ化
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するという自己概念が基盤になっているのではなく、職業の選択にあたって個人の興味・
価値観、欲求が反映されることもなかったといえる。すなわち、労働者の職業に関しては・
「奉仕」、「職業的な平等」といった社会主義意識が中心にあったといえる11）。
　改革・開放政策導入後、就業制度改革、労働市場の確立などにより労働者の職業選択に
対する意識が形成され、国の計画に服従した統一配分による職業選択から労働者自らの意
志が反映する職業選択が可能になり、労働者の職業選択に対する意識が変化したといえる。
（2）就業制度改革による大学生の職業観の変化
　就業制度改革、高等教育制度改革などの推進によって、大学卒業者は自主的に職業を選
択する自由が認められるようになった。2005年に「北京大学“高等教育規模拡展与労働力
市場”課題組」は東部地域、中部地域、西部地域の3地区34箇所の高校の卒業生を対象に
した調査を実施した。その調査報告により、新卒者の初任給を学歴別、企業別、仕事別の
処遇条件等は以下の通りであった。
　学歴が高くなるにともない、賃金は上昇する。専科卒の初任給は1，333元、大学卒1，549
元、修士課程修了2，674元、博士課程修了2，917元となっていた。
　企業別では、三資企業（合併、合資、外国独資）の初任給が最も高く1，987元であり、
科学研究機関1，888元となっていた。国家機関、国有企業、私営企業はそれぞれ1，626元、
1，592元、1，529元であり、城市（都市）集団所有制企業1，389元、学校関係1，365元、郷
鎮企業1，355元となっていた。
　仕事別では、企業の各管理職（経営者、部門の管理者など）が最も高く1，887元であり、
行政の各管理職（共産党、行政機関、事業単位、大衆団体行政機関を含む）1，676元、専門
技術職（技師、会計師、教師、医者、弁護士等）1，585元、農業の生産活動に従事する業務
1，530元、サービス業1，465元、専門技術職のアシスタント（技術員、看護婦、秘書など）
1，457元となっていた。最も初任給が低いのは製造業の労働者1，314元であった。
　地域別では、大中都市の初任給が最も高く1，725元、県の都市、郷鎮及び農村1，216元、
1，234元、1，481元であった。
　就職先をみると、大中都市に内定した卒業生が卒業生全体の70．7％を占めており、県の
都市21．9％、郷鎮5．5％、農村1．9％となっていた。
　男女別の状況をみると、男性の初年給は1，631元になっていたのに対して、女性は1，507
元であった。男女間における賃金の差は124元であり、2003年に比べて格差がさらに広が
り、男女間の賃金格差がみられる。
　職業選択の動機については、次のような要因があげられていた。①将来性がある、②能
力を発揮できる、③収入、福利待遇、④自分の趣味にあった、⑤企業の社会的評判、⑥安
定性、⑦企業の規模、⑧仕事上の自由、⑨快適で労働の度合いが低い、⑩権力及び社会資
源を得やすい、⑪親戚や友達の面倒をみることができる等々であった。
　職業は、元来、社会的役割の実現、個性の発揮、生計の維持等のような多面的な機能が
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ある。そのため、職業に対する考え方は、個人の心理的要因である価値観や興味のほかに、
性、年代、世代、家族、社会情勢などが複雑に影響して形成されるものといえる・大学生
は労働者予備軍であり、その職業選択の動機は彼らの職業に対する価値観、仕事に対する
取り組み姿勢として受けとめることができる。
　若年労働者（学生）は「能力を発揮できる」という気持ちを抱いており、従来の「平等
主義」に基づく管理制度ではなく、「競争主義」あるいはかって日本の産業が導入に努めた
「能力主義」を支持する新しい意識を持つ世代といえる。「快適で労働の度合いが低い」「仕
事上の自由」は、若年労働者が快適な職場環境の中で、自由に仕事ができるという欲求の
あらわれであり、日本社会の現象として表面化しているきつい、汚い、危険といったいわ
ゆる3Kの仕事を嫌う傾向も伺える。
　2000年初頭の段階において、大学生の就職難が問題視されているが、高等教育機i関の卒
業生が2001年の103．6万人から2005年の306．8万人に増加し、高等教育を受けた労働力
の供給が需要を上回っているという見方がある。一方、その原因は大学生の職業に対する
考え方に問題があるとの指摘もある。かつて、中国では大学生をエリートとして認識して
いたが、1990年代以降、高等教育の普及によって大学生が増加し、社会の評価も変化しつ
つある。また大卒者の多くは都市部に集中しており、農村部では必ずしも必要とする労働
力が満たされているとは言えない状況もみられる。学生の募集は全国の各地域において行
われているが、大学生の就職先選択は大中都市を第一希望とする傾向があり、出身地域に
戻る者は少ない12）。また、大卒者は大型国有企業、外資系企業、職場環境、給与待遇が良
く、将来性のある大企業で働きたいなどの考えを持っているため、就職先を難しくしてい
ると思われ、職業先選択の動機と結果から就職の困難性が生じているともいえる。
　さらに、職業選択に影響を与える要因として、個々人の生活、利益に関わるものに集中
するという特徴があり、これは若年労働者の利己主義、拝金主義をベースにした考え方の
あらわれでもあり、社会のためにつくし、社会の一員としての役割を果たす気持ちが薄い
若い世代の意識として捉えることもできる。
（3）技能労働者の供給と中等職業教育
　現代中国は建国以来、経済回復、大規模な経済建設のために、大量の技能労働者の養成
が国家にとっては緊急に取り組まなければならない課題であった。そこで1949年第1次全
国教育工作会議は今後中等技術教育を発展させることに重点を置くことを決定した。1950
年に教育制度改革を推進するともに、中等専門教育・技術教育の発展が図られ、1958年の
「大躍進運動」の展開にともない、全国における「半工半読」（全日制の教育制度に対して、
半日で仕事、半日で学習すること）制度が実施された。一時的に中等職業教育は急速に拡
大したが、その後1966年～1976年の文化大革命の期間は、「半工半読」制度は批判され、
職業教育に影響を及ぼし、職業学校の規模は縮小した。改革・開放政策導入後の経済改革
にともない技能労働者が必要となり、1980年代以降は職業教育は拡大し、発展しつつある。
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　中国における職業教育は初等、中等、高等教育に分けられており、初等職業教育は職業
初等中学である。中等職業教育は職業高級中学、中等専科学校、技工学校などから構成さ
れている。職業高等教育は職業大学、高等専科学校からなっている・
　中等専業学校は、中等技術教育を実施し、各種の中級専門家を養成することを目的とし
ており、各種技術学校、師範学校、幼児師範学校、衛生、体育、芸術などの学校からなっ
ている。
　技工学校は、技術労働者を専門に養成するのが目的であり、職業技術教育の重要な役割
を担っている。さらに技術労働者学校は、普通技工学校と高級技工学校に分けられる。
　職業高校は、初級・中級の技術管理者、中級技術労働者、農民技術者、農村技術労働者
を養成し、普通教育と職業技術教育とを結合した教育目的を持っている。中等専業学校、
技工学校とは異なり、1980年代以降の経済発展とともに、急速に成長した新たな教育機i関
である。
　　　図皿一8－1中等職業学校及び職業中学校の募集定員、卒業生の推移
（単位：万人）
ずず紳紳ボ紳縛紳ボ計詩ボ紳紳ボ紳紳ドずずドずド
＋中等技術学校募集定員　　＋中等技術学校卒業生数　　　　　中等師範募集定員
　　中等師範卒業生数　　　　→←技工学校募集定員　　　　＋技工学校卒業生数
　　　　職業中学校募集定員一　　　職業中学校卒業生数
　1990年の時点において、中等技術学校は募集定員50．3万人、卒業生42．8万人から、1995
年には募集定員107．3万人、卒業生59．4万人に増加した。募集定員では、1998年は134．9
万人に達し、1999年には減少に転じたが、2002年には135．9万人に増加した（図ll－8－
1参照）。
　1990年の時点において、技工学校は募集定員50．4万人、卒業生41．3万人から、1995年
には74．0万人、卒業生68．1万人に増加したが、1996年から減少に転じ、2001年には募集
定員55．1万人、卒業生47．7万人に減少した。2002年の募集定員では73．3万人に増
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加したが、卒業生においては逆に5．4万人減少した。2005年は募集定員118．4万人・卒業
生69．0万人に増加した。
　職業中学校に関しては、1990年代の初頭において、募集定員123．2万人、卒業生89．3
万人から、1995年には募集定員190．1万人、卒業生124．0万人に増加し、2005年には募集
定員259．3万人、卒業生170．0万人となった。
　改革・開放政策導入までの間、国民総生産に占める割合は第1次産業を中心とする産業
構造の時代であったため、第2次、第3次産業が未発達であり、それに関わる職業の形成
が遅れていた。改革・開放政策導入後、産業構造の高度化、工業化の進展などにともない、
第2次、第3次産業は大量の労働者を必要としたが、専門技術者13）の不足は深刻な問題で
あった。例えば、経済発展の速い地域である上海市、広東省においての熟練労働者の不足、
中級・高級技術者の不足が顕著であった。
　『中国人材報告（2005）』によれば、2010年を予測しての専門技術者の供給と需要のミ
スマッチは、1，746万～2，665万人に達する見込みとなっており、そのうち、第1次産業211．5
万～224．3万人、第2次産業1，172．8万～1，266．6万人、第3次産業3，170．7万～3，421．7万
人、新興産業414．6万～440．8万人と予測されている14）。
　中国の経済発展には技能労働者、専門技術労働者がさらに必要とされ、職業教育の拡大
によって、企業、産業が必要とする労働力を提供し、労働者の職業選択範囲をさらに拡大
することが期待される。
第4節　農村労働者の職業選択行動
（1）企業所有制の多様化と職業選択範囲の拡大
　従来、国家による統一分配制度（就業制度）、戸籍制度の実施と相まって、農村労働者は
農村戸籍をもっており、都市部の大学へ進学するか農業に従事する以外の選択肢はなかっ
た。改革・開放政策導入後、農家経営請負などの農村改革、郷鎮企業の発展によって、農
民も農業に従事する以外に、工業、商業などの産業に従事することが可能となった。
　農村部の就業構造は、経済改革の開始以降、大きく変化している。農業従事者を含む農
村労働者数は、1978年に3億638人から1994年の4億8，802万人に増加している。郷鎮
企業従業員数は、1978年の2，827万人から1988年の9，545万人に増加し、1988年秋に始
まった経済引き締め政策の影響で、1990年にかけて若干減少したが、その数は1991年か
ら増加している。1996年の13，508万人をピークに減少に転じて、1999年には12，704万
人にまで減少した。そして、2000年から2001年にかけて増加し、2005には14，272万人
となっている（表ll　－8－8参照）。
　郷鎮企業従業員の農村労働者に占める割合は、1978年の9．2％から1988年の一23．8％に
増加したが、1988年から1990年にかけては減少した。1991年から増加に転じ、1993年
には27．9％へと増加したが、1994年には26．9％となった。しかしながら、同時に農村にお
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ける個人労働者が1993年の2，010万人から1994年には2，551万人増加し・私営企業従業
員数も1993年の187万人から1994年には316万人に増加している。1994年の農村にお
ける個人労働者と私営企業従業員の増加数は、同年の郷鎮企業の従業員数の減少数をはる
かに上回っている。そして、1996年の農村における郷鎮企業、個人労働者、私営企業の従
業員は17，367万人で、35．4％に増加した。
　1996年から1999年にかけて、郷鎮企業は減少し、同時に、個人企業も1998年の3，855
万人をピークに減少に転じ、2005年には2，123万人となっている。一方、私営企業は1990
年から2005年にかけて増加しており、2005年には2，366万人となっている。そして、2005
年には郷鎮企業、私営企業、個人企業における農村労働者の割合は38．7％となった。
表∬－8－8農村部に一おける就業者の推移（単位：万人）
年 合計 小計 郷鎮企業 私営企業 個人企業
1978 40，15230，638 2，827 一 一1980 42，361 31，836 3，000 一 一1983 46，43634，690 3，235 一 一1984 48，19735，968 5，208 一 一1985 49，87337，065 6，979 一 一1986 51，28237，990 7937 一 一1987 52，78339，000 8，805 一 一1988 54，33440，067 9，545 一 一1989 55，32940，939 9，367 一 一1990 64，74947，708 9，265 113 t491
1991 65，491 48，026 9，609 116 1，616
1992 66」5248，291 10，625 134 1，728
1993 66，80848，54612，345 187 2，010
1994 67，45548，80212，017 316 2，551
1995 68，06549，02512，862 471 3，054
1996 68，95049，02813，508 551 3，308
1997 69，82049，03913，050 600 3，522
1998 70，63749，021 12，537 737 3，855
1999 71，39448，98212，704 969 3，827
2000 720854893412，820 1，139 2934
2001 73，02549，08513，086 t187 2，629
2002 73，74048，96013，288 1，411 2，474
2003 74，43248，79313，573 1754 2，260
2004 7520048，72413，866 2，024 2066
2005 75，82548，49414，272 2，366 2」23
出所：表皿一8－1に同じ，128－129頁。
　以上のように、1990年代初めに、郷鎮企業、私営企業、個人企業を中心とする非農業部
門の就業者数が急激に増加し、都市部と同様に農村就業者の構造に大きな変化がみられ、
農村部における企業の発展が農村労働者の職業選択の範囲を広げている状況がうかがえる。
（2）都市化と職業選択範囲の拡大
中国では、戸籍制度によって都市戸籍と農村戸籍とが明確に区分されている。この戸籍
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制度は1958年に始まり、1980年代より改革が行われてはいるものの・依然として都市と
農村を隔離している。戸籍は単に本人の身分を明らかにするための書類ではなく、個々人
の社会的地位、権利などを示す証明でもある。中国の戸籍制度では、中国の国民をその居
住地域の違いによって、農業人口と非農業人口（都市戸籍）とに分け、両者が自由に移動
するのを禁じており、農村と都市の二次元構造をつくっている。農村に住む者は農業戸籍
として統計上、農業人口に計上されるが、非農業戸籍は都市人口となっている。農村戸籍
を都市戸籍に自由に切り替えることはできない。2005年の中国の総人口は13億756万人
となっており、そのうち都市人口は5億6，212万人で全人口の43．0％、残りの7億4，544
万人が農村人口で全人口の57．0％を占めている（表ll　－8－9参照）。
表皿一8－9中国都市・農村人ロの推移
　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万人、％）
市・辰村別?
総人ロ 都市 ％ 農村 ％
1978 96，25917，245 17．9 79，014 82．毛
1980 98，705 19，140 19．4 79，565 80．6
1985 105，85125，094 23．7 80，757 76．3
1990114，333 0」95 26．41 84」38 73．6
1995 121」2135，174 29．04 8594771．0
2000126，74345，906 36．22 80，837 63．8
2001 127，62748，064 37．66 79，563 62．3
2002128，45350，212 39．1 78，241 60．9
2003 129，2275237640．5 76，851 59．5
2004129，98854，283 41．8 75，705 58．2
2005130，7565621243．0 74，544 57．0
出所：『中国統計年鑑（2005）』中国統計出版社，2006年，4頁。
　都市のインフラストラクチャー15）は、1979年に深馴、珠海、汕頭、アモイの4つ経済特
区が設立されて以降、対外開放都市の範囲が拡大し、1984年に北の大連から南の北海まで
の14の沿海都市が開放され、さらに、長江、珠海、福建省（三角地域）の経済開発区とイ
ンフラストラクチャーの整備がすすんだ。1986年国務院「第7’次5ヵ年計画」では、大都
市における人口規模の過剰拡大を避け、中小都市を重点的に発展させることとする都市の
発展方針を打ち出した16）。
　2002年共産党第16回大会では、都市化のレベルを徐々に向上させ、大中都市と小都市
との調和のとれた発展を堅持し、中国の特徴的な都市化方針を貫徹すること17）を明確に打
ち出した。
　2003年の時点における全国に660の都市が存在したが、東部地域には284の都市があり、
全国都市の43％を占めていた。また中部地域247都市、全国都市の37．4％、西部地域129
都市、全国都市の19．5％の割合となっていた。具体的には、人口400万人以上の都市は、
東部地域7都市、中部地域1都市、西部地域3都市となっていた。人口200万人から400
万人の特大都市は、東部地域16都市、中部地域5都市、西部1都市となっていた。人口
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100万人から200万人の大都市は東部地域76都市、中部45都市・西部20都市・人口50
万人から100万人の中等都市は東部地域132都市、中部地域106都市・西部地域36都市・
人口20万人から50万人の小都市は東部地域49都市、中部地域73都市・西部地域50都
市、人口20万人以下の小都市は東部地域4都市、中部地域17都市、西部地域19都市であ
った（表ll－8－・10参照）。
　以上のように、人口20～50万人及び人口20万人以下の212小都市は都市全体の32．1％
を占めており、人口50万人～100万人の274中等都市は都市全体の41．2％となり、中小都
市の都市全体に占める割合が73．3％となっていた。
　人口100～200万人の141大都市は全体の21．4％、人口200～400万人の22特大都市、
人口400万人以上の11都市はそれぞれ3．3％、1．7％となっていた。したがって、中国にお
ける人口100万人以上の都市は都市全体に占める割合は少なく、中小都市が中心となる都
市分布の特徴がみられる。なお、人口200万人以上の都市が東部地域に集中しており、都
市化の拡大が東部地域の経済発展の要因にもなっているといえる。
表E－8－10地域＿における城市（都市）の分布 （単位：都市）
人ロ400
恊l以上
人ロ200～
S00万人
人ロ100～
Q00万人
人ロ50～
P00万人
人ロ20～
T0万人人ロ20恊l以下合　　計
東部地域 7 16 76 132 49 4 284
中部地域 1 5 45 106 73 17 247
西部地域 3 1 20 36 50 19 129
計 11 22 141 274 172 40 660
出所：『中国城市発展報告（2004）』中国統計出版社，29－30頁より作成。
　以上のような都市化の拡大は、新しい産業を生み就業機会の拡大により、その地域の住
民の職業選択範囲の拡大、新たな産業構造の形成、都市の形成に大きな影響を与えている。
（3）農村労働者の都市部への移動
　改革・開放政策導入後、人民公社の解体、農家経営請負制の導入等により、農業の生産
力の増加と農民の所得は向上したが、それは農業に関わる資本投資の増加及び新しい技術
の採用などによるものであった。しかし、農業生産が必要とする労働力は量的に少なくな
り、農村には労働力の余剰が顕著になった。全国的に余剰農村労働力の規模が拡大し、中
部・西部地域の余剰労働力18）が特に顕著だった。したがって、農民労働力を主体とする都
市部への労働移動が中国における労働力移動の中心となっている。
　中国は戸籍管理制度のもとで、1980年代に「離土不離郷」政策、「進廠不進城」を実施し
た。「離土不離郷」政策は、非農業生産を行う農民が土地を離れるもの、郷土を離れないこ
とを意味する。「進廠不進城」は、工場に入るが、都市戸籍には入らないという政策であっ
た。1984年「国務院関於農民進入集鎮落戸問題的通知」が公布され、食糧は自分で負担す
ることを原則に、農民が小さい城鎮19）に行って工業、商業及びサービス業に従事すること
を許可した。1985年公安部は「関於城鎮暫住人口的暫行規定」を公布し、移動労働者に関
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する管理制度の確立に取り組み、正式に農民が都市部の労務、サービス業に従事すること
を認めた。
　1g92年公安部は「関於実行当地有効城鎮居民戸口制度的通知」を公布した。これを受け、
同年広東省、漸江省、山東省、山西省、河南等において、「当地有効城鎮居民戸籍」制度を
実施し、戸籍制度改革を具現化するための一時的な措置がとられた。1997年国務院は「関
於小城鎮戸籍制度改革試点方案」を公布し、試行する鎮では条件のある農村人口に対して
城鎮（都市）の戸籍を与えることを規定した。
　1980年後半よりの経済発展にともない、労働集約型の第2次産業とそれに関連する第3
次産業の発展、産業構造の変化によって大量の労働者が求められた。例えば、低所得地域
の四川省、安徽省、湖南省、広西省では、省間移動労働力は何れも移動人口全体の50％を
超えた。また、経済発展の進んでいる地域である北京市、上海市などを中心とする東部地
域に位置する都市部への移動が多くみられた。北京市における移動労働力は、「北京市流動
人口20）調査」（1994年11月）によれば、1980年の20万人から287．7万人に上り、その
うち、農民労働者が78．8％を占め、工業、商業に従事する者が75％となっていた21）。上海
市は「上海市第5次流動人口抽出調査」（1993年12月）によれば、1983年50万人から
281万人に達しており、そのうち農民労働者が78．9％を占め、移動の目的として経済的な
理由が75．56％となっていた22）。
　中国における農民労働者の移動は1980年代から始まり、1990年の市場経済化の導入に
よってさらに活発となり、2000年代に入ると農民労働者は社会において大きな役割を果た
していることが評価されるようになった23）。具体的には、1985年から1990年にかけて、
人口の流出先として農村からの移動労働者が62．6％を占めたが、都市部、鎮からの移動労
働者はそれぞれ18．6％、18．8％であった。一方、人口の流入先として都市部61．7％、鎮20．1％、
農村部182％となっていた。このように、1980年の後半は農村から都市部への人口の移動
が中心であった（表1－8－11参照）。
　1990年～1995年まで、流出元では農村部からの移動労働者の割合は59．8％であり、1980
年代より2．8％減少したものの、依然として高い移動率を維持していた。一方、農村労働者
を中心とする労働者の移動は都市部に広がり、流出元の都市部では、1985～1990年の
18．6％から1990年～1995年の30．9％に大きく増加している。また、流入先では、依然と
して都市部が61．4％と高い比率を占めていた。
　1995年～2000年は、流出元では都市部30．9％、鎮9．3％、農村労働者58．7％となってい
た。農村からの移動労働者は僅か1．1％に減少したが、依然として労働力の移動が活発であ
った。しかし、従来の流出先は都市部が中心であり、この段階では都市部への移動が36．4％
に減少した。一方、流出先としての鎮が1995年～2000年の10．0％から52．7％に増加し、
流出先は都市部から鎮へと転換したことが明らかになった。
　また、流入先別の都市部では、1995年～2000年までの5年間、北京市、上海市、広東
省はそれぞれ50．9％、41．0％、31．0％となっていた。一方、流入先の鎮ではそれぞれが23．5％、
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58。7％、69．0％となっていたが、その要因としては鎮に立地する外資系企業、私営企業など
による雇用の拡大があったと考えられる。他方、北京市、上海市では政策的に制限が設け
られていることも要因の一つとみることができる24）。
　以上のように、中国における労働力の移動は1980年代後半から始まり、この時点では農
村労働力が移動労働力の主体であったが、1990年代に入ると、都市部における労働力の移
動率も増加することになった。こうして1990年代を通して労働力の移動が急速に高まり、
農村労働者は中国における市場経済化を促進する原動力となったといえる。
　　　　　表皿一8－11期間移動人ロの流出元、流入先別構成比の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万人，％）
1985～
P990年
1990～
P995年
1995～
Q000年
北京市
X5～00@年
上　海　市
X5～00年
広　東　省
X5～00年
都市部 18．6 30．9 31．4 48．9 53．2 18．2
???
鎮 18．8 93 9．9 6．1 6．5 9．5
農村部 62．6 59．8 58．7 45つ 40．3 723
都市部 61．7 614 36．4 50．9 410 31ゆ???
鎮 20．1 10．0 52．7 23．5 58．7 69£
農村部 18．2 28．6 10．9 25．6 0．2 0．0
出所：厳善平『中国の人ロ移動と民工』勤草書房， 67ページ。原資料は国務院
人ロ普査弁公室ほか（1991；2002），全国人ロ抽様調査弁公室（1997）。
　鄭杭生・李路路が広州、中山、長沙、湘潭、鄭州、開封、西安、天津、吉林などの都市
において実施した調査によれば、年齢区分では、26歳～35歳が最も多く（31．8％）、次い
では25歳以下の者（25．5％）が占めていたといえる。以上から35歳以下の者が都市部に
おける農村労働者の57．3％を占めていた。学歴別にみると、都市労働者の短大、大学卒以
上の者は全体の26．1％を占めており、高校・中等専門学校卒が37．6％となっていた。農村
労働者の高校・中等専門学校卒は都市労働者のそれより少なく20．6％となっており、さら
に、短大、大学卒以上の者は僅か4．2％に過ぎなかった（表8－4－5参照）。農村部におけ
る高学歴者は都市部の教育機関を通じて、都市部で職業につくことができるが、農村部に
残った労働力は低学歴者が中心であるため、都市部に自発的に労働移動した農村労働者は
建築現場の作業、労働集約性の高い製造業、高度な専門技術を必要としない職業に就くこ
とが多くみられる。
　　　　　　　　　表皿一8－12都市戸籍労働者と農村戸籍労働者
の教育状況の比較 （単位：人、％）
戸日教育水準 市戸。 　　一C・　日
小学校 55312．2 3323．4
中学校 109124」 7351．8
高校・中等専門学 17037．6 2920．6
短大 66114£ 5 3．5
大学以上 51811．5 1 0．7
合計 4526100141100
出所：表皿一一8－－2に同じ，312頁。
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　以上の状況から、市場経済化の進展が農村の労働者が都市に流入するという労働移動を
拡大したが、農村からの移動労働者は労働者の属性からみると・若年層が中心であり・学
歴別では高学歴者が少なく、低学歴者が多数を占めていた。また、都市部では男性よりも
女性の方が職に就きやすいという傾向がみられ、ここに現代中国の労働市場の一側面があ
らわれているといえる。
　ただし、中国の農村労働者の都市への流入という現象は、産業革命期におけるイギリス、
ドイツその他の国々、あるいは1960年代の高度成長期以降における日本の大都市にもみる
ことのできる状況であり、必ずしも中国特有の現象とはいえないであろう。しかも、農村
からの移動労働者もそれぞれの国の体験と類似しているといえる。
（注）
1）郡小平「尊重知識、尊重人才（1977年7月24日）」郵小平『郵小平文選（1975－1982）』
　人民出版社，1983年，37頁。
2）同上書，「関於科学技術和教育工作的幾点意見」45頁。
3）同上書，「在全国科学大会開幕式上的講話（1978年3月18日）83頁。
4｝同上書，郵小平の「科学技術は生産力である」という言葉（郵小平）「在全国科学大会開
　幕式上的講話（1978年3月18日）」を受けて作られた教育改革のスローガン，83頁。
5）成人高等教育機関の本科・専科は、学歴資格試験準備機関専科、テレビ大学専攻科、高等
　教育独学試験本科・専科などを含む。また高等レベルの専門的・実用的職業教育を行う
　機関は、主に全日制・正規の職業大学・専科大学（高等専科学校）及び一部の成人大学
　からなっている。これらの学校は何れも2、3年制の短期教育機関であり、4年生の大学
　卒者が本科学位を獲得するのに対し、これらの学校の卒業者は専科学位を与えられる。
6）費孝通「郷土重建」r民国叢書』第三編，上海書店，1991年，1－6頁より要約。
7）毛沢東『毛沢東選集』人民出版社，1953年，1120－1121頁。
8）同上書，1025－1026頁。
9）千石保・丁謙『中国人の価値観』サイマル出版会，1992年，33－34頁。
lo）梶原豊はSuperの主張をふまえて職業発達過程を次のように整理している。　Super，D．E．
　（“The　Dimension　and　Measurement　of　Vocation　Maturity”，Bulletinde　AIPA，NO．2，
　1955，35－55頁．Super，D）、職業生活を（1）職業発達探索段階（キャリア準備期
　（pre－career））、（2）職業発達確立段階（初期キャリア期（earlv・career）：①会社選択、②入
　社一新入社員教育（導入教育）、③正社員配属、④定着・転職の各過程がある））、（3）職
　業発達維持段階（中期キャリア期（mid・career）及び晩期キャリア期（late・career））、（4）職
　業発達下降段階（退職準備及び退職）等の段階に区分し、その職業能力の発達段階に対
　する考え方を提示している。梶原豊『人材開発論一人材開発活動の実践的・体系的研究
　一』白桃書房，2004年，71頁。
11）鄭杭生・李路路等著r当代中国城市社会結構：現状と趨勢』中国人民大学出版社，2004
　年，67頁。
12）頼徳勝「労働力市場分割与大学畢業生失業」北京師範大学学報（人文社会科学版）（4），
　2001年。
13）『中国職業分類大全』（1994）によれば、専門技術職業は11種類の職業に分けられ、社
　会科学研究職業、自然科学研究職業、工程技術職業、軽工業・紡績・農林技術職業、科
　学技術管理・補助業務職業、飛行機・船舶技術職業、衛生技術職業、経済業務職業、文
　芸・体育職業、文化教育職業、宗教職業から構成されている。
208
14）中国人事科学研究院著r中国人材報告（2005）』人民出版社，2005年，18頁。
15｝都市の分類は次の通りである。都市の常住人口1000万人以上の都市は巨大都市、500～
　1000万人超大都市、200～500万人特大都市、100～200万人大都市、50～100万人中等
　都市、50万人以下小都市に分類される。1962年に東京都は常住人口が1000万人を超え
　世界最初の1000万人都市となった。1999年の時点で、日本の都市地域人口が全人口に
　占める割合は79％であった。
16）中国経済年鑑編輯委員会編『中国経済年鑑（1986年）』経済管理雑誌社，1987年。
17）中国経済年鑑編輯委員会編『中国経済年鑑（2002年）』経済管理雑誌社，2003年。
18）2000年第5次全国人口普査資料によれば、全国における流動人口は1億4，439万人であ
　り、全国人口の11．6％を占めていた。
19）城鎮とは、中国では城を都市としており、鎮に関して中国政府は1955年、1963年、1985
　年に3回にわたり、鎮の基準が改められた。1985年11月22日、国務院は前2回に定め
　られた基準のもとに、鎮の建設に関する基準を調整した。①総人口2万人以下の郷は、
　非農業人口が2万人を超えた郷政府が駐在地に鎮を設立することができる。②総人口2
　万人以上の郷は、非農業人口が全郷人口の10％以上を占めた郷政府が駐在地に鎮を設立
　することができる。③少数民族地区、人口希薄の辺遠地区、山区と小型鉱工業区、観光
　地等、非農業人口は2千万人未満でも、必要に応じて鎮を設立することもできる、等と
　している。国務院は城郷の経済発展を図るために、鎮に関する管理が緩和された。
20）中国では、戸籍登録地から離れて他地域に住んでいる人のことを「斬住移動人口（流動
　人口）と呼ぶ。戸籍の転出入を伴わない農民労働者はその主な構成部分である。
21）郷蘭春『北京的流動人口』中国人口出版社，1996年，95頁；113－114頁。
22）王立鼎『90年代上海流動人口』華東師範大学出版社，1995年，30頁，34頁，62頁。
23）以前の人口移動研究は、人口移動が社会経済の秩序を乱すことを前提に開始し、移動を
　いかにコントロールするかというネガティブな議論が主流であった。しかし、1990年代
　以降、人口移動が経済発展、市場経済化等に伴って必然的に発生する現象としてとらえ
　るようになり、政策的に支援をするため、調査研究を進めるというポジティブな議論が
　中心となった。
24）北京市では、移動労働者の人数を制限するため、金融業、保険業、郵政業の業種と、各
　種の管理職、マーケティング、職員、秘書などの32職種について、移動労働者の雇用を
　制限することが規定されている。1998年2月28日「北京日報」。上海市では、上海市戸
　籍を持たない者を雇用してはならない業種と職種が規定されている。職業をA、B、　Cに
　分けられている。A、　Bの職業は、需要に応じて移動労働者を雇用することができるが、
　Cにおいては、移動労働者の雇用が禁止されている。具体的には、金融業、管理職、保育
　士などの職種が規定されている。いずれも都市労働者を保護するために実施した政策と
　みられる。
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第9章中国企業の人的資源管理活動に対する労働者の評価とモチベーション
　　　　　要因一モチベーション調査に基づく状況分析一
第1節　企業調査に基づくモチベーション要因の分析
（1）企業調査の目的
　現代中国を統一国家として指導した毛沢東は、社会主義の段階においては、未だ階級矛
盾や階級闘争が存在するとして、文化大革命運動を発動し、中国全土に混乱を引き起こし
たが（1966年～1976年）、その後の郵小平は経済格差を一一時的に容認し、豊かになれる条
件を持った人や地方が先に豊かになることを認めた（先富論）。郵小平の改革・開放政策に
より、21世紀初頭の中国は沿海部を中心に急速な経済発展をしたが、都市部と農村部との
経済格差が拡大しており、21世紀初頭の中国は「和譜社会」（平等社会を意味する）の建設
を政治課題として民主化政策を推進している過程にある。グローバリゼーションの進展、
情報技術の普及、拡大は、国民の意識、価値観の形成に多大な影響を与えている要因にな
っている。政治経済の動向、社会全体の動向に影響を受け、また影響を与える都市労働者
の意識、価値観、労働の場におけるモチベーション要因の抽出、分析をすることは、現代
中国を理解するうえにおいて、また市場経済化の担い手である労働者のモチベーションが、
労働の場の現代化に大きな影響要因になるとの視点から、本論においては企業の人的資源
管理活動の分析とそこでの労働者のモチベーション要因の調査分析を試みた（序章図現代
中国の労働の場とモチベーション参照）。
（2）調査対象企業の概要
①中国船舶燃料有限責任公司
　同社は1972年に国務院が創設した国有企業であったが、2003年12月の制度改革により
有限責任会社1）となり、現在に至っている。同公司は30社余りのグループ企業を擁してお
り、それらグループ企業は国内外に分布をしているが、国内には大連、秦皇島、青島、上
海、広州、寧波、舟山、珠海、南京、南通、香港等の主要な港湾に地区直属の合資企業を、
海外にはシンガポール、韓国、オランダ等に専門会社、ネットワークを設立している。
　所有する各種船舶類90艘、貯蔵タンク16、倉庫収容面積89万立方メートル、石油埠頭
等々の施設を所有している。
　2002年10月に同公司は中国船舶社認証公司のISO9001品質管理、ISO14000環境管理、
ISO180000職業安全健康管理体系の認証を取得している。そして約4，000人の従業員が在
籍している。
②経営理念・経営方針
同社は創業の理念（宗旨）として「水上運輸に恒久の原動力を提供する」を掲げ、経営
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理念として「思考・創新・実務に励む」「最優秀なサービス、最大の貢献」の追求を掲げて
いる。そして経営方針は「価格は相対的に国際レベルとする」「サービスについては絶対的
に国際レベルで提供する」であり、目標に「世界に向けて、世界の企業になる」ことが掲
げられている。
③CSRと経営風土
　同社は行動規範（道徳）として「誠信」を掲げ、「商業道徳を重んじて、誠を持って経営
を行う」「信用と評判を重んじて、お客様とともに発展を探し求める」姿勢を組織全体に徹
底させ、CSR（corporate　social　responsibility）を順守する風土の形成に努めている。そし
て、「団結・努力・謹厳・高い効率」を推進する社風の形成を意図しており、チームワーク
精神を重んじる風土、発奮と向上心、高品質、高い効率の成果を追求する風土が形成され、
それが定着することに努めている。
④人的資源管理の基本方針
　同社が経営理念・経営方針、あるいは行動規範の徹底、風土を形成するために明確にし
ている人的資源管理の基本的な考え方、方針は次の各項目である。
　ア．事業によって従業員を惹きつける。
　イ．管理メカニズムによって従業員を激励する。
　ウ．感情によって従業員を暖かく迎える。
　エ．適切な待遇をもって従業員を処遇する。
⑤人的資源管理システム
　・人事考課制度
　　　業績の向上を目的にして、業績と賃金とを連動させた業績考課制度を2001年に導入
　　した。同制度は目標管理（MBO：Management　by　Objectives）制度と一体化した人事
　　考課制度といえるが、目標の設定（Plan）、目標への取り組みの過程（Do）、評価（See）
　　のマネジメント・サイクルの各過程において、管理者は部下との対話（コミュニケー
　　ション）に心がけ、如何に成果を出すかに努める。その結果としての業績を達成度と
　　して評価する制度であり、アメリカ、日本等の多くの国において実施されている制度
　　と大きな違いはない。
・賃金管理制度
　職務別の賃金制度が導入されており、職務間の賃金格差は明確である。賃金体系は
職務給、業績給、福利厚生手当補助から構成されており、賃金体系として整理できる
が（図ll　－9－1参照）、福利厚生手当補助の種類が非常に多く、未だ十分に整理された
賃金体系になっているとは言えぬ状況である。
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　賃金体系にある業績給は目標管理と連動しており、労働の成果に応じた分配と公平
の原則に基づき、個々人の企業への貢献度を反映した制度となっている。
　賃金水準は、前年度の利益、支払い能力、市場の動向等を参考にして基準の調査を
行う体制になっている。
　　　　　　　　　　　図ll－9－1　賃金体系
　　　　　　　　　　　　　　　医療保険
　　　　　　　　　　　　　　　養老保険
　　　　　　　　　　　　　　　失業保険
　　　　　　　　　　　　　　　労働災害保険
　　　　　　　　　　　　　　　交通傷害保険
　　　　　　　　　　　　　　　定期労働保険用品
　　　　　　　　　　　　　　　食事補助
・昇進管理
　「幹部候補者管理に関する暫定弁法」により、幹部候補者の選抜・育成を行っている
が、候補者選抜基準は「革命化、若年化、知識化、専業化」と「徳と才の兼備」の原
則に基づいている。そして、幹部候補者は以下の基準により選抜される。
①共産党の路線方針・政策を堅持し、政治上において共産党中央との一致を保持し、
　事業に対する強い愛の気持ちと責任感を有する。
②構想が広く、積極的に進取し、実践し、創新を開拓することができ、かつ強力なリー
　ダーシップ能力と比較的高い業務能力を具備し、業績は突出している。
③民主的で広く労働者と密接な関係を結び、団結する。人柄はまじめで、清廉で公正で
　あり、自分に対して厳格である。
④比較的優れた潜在能力を備えている。
⑤共産党・行政業務に関する正職務の候補者は大学以上の学歴を有し、副職務は短大以
　上の学歴を有する。全ての幹部候補者は中レベル以上の専門技術職資格を有すること。
⑥中間管理職の在職経験（3年）を有すること。
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⑦健康であり、年齢は一般的に45歳以下であるが、原則的には50歳未満であること。
　態度は良好であり、近い時期に昇進できる者に対して、年齢は状況に応じて斜酌する。
⑧年度の人事考課は「良好」以上である。
　以上の基準により選抜された幹部候補者に対して、社内の党委員会が候補者個々人の育
成目標を設定し、実践的に政治的意識、胆力、識見、才能を高める取り組みをする。
　幹部育成の課程は短期目標1～2年、中期目標2～3年、長期目標3～5年の各課程に区
分され、経営幹部としての意識と管理能力とを養成する。
（3）調査対象者の属性
　調査対象企業は約4，000人の従業員であるが、本調査においては従業員の約4分の1の
1，030人から調査に協力を得られたため、同社の人的資源活動に対して従業員がどのように
評価しているか、その問題点等を明確にすることができたと思われる。
　調査に協力を得られた従業員の属性は、男性860名、女性124名等、その他に関しては
本研究論文資料（2）調査対象者の属性を参照。
（4）人的資源管理活動と調査項目
　労働者のモチベーションに影響を与える管理活動は、一般に経営の場における人事労務
管理、人的資源管理に関わる活動、施策が大半であり、その他に経営風土、日常の経営管
理活動に関わる過程がある。したがって、本調査においても、それらを念頭においてモチ
ベーション要因になると考えられる質問項目を用意した。しかし、現代化の過程における
中国の企業等においては、調査に対する拒否反応があるために、解答者に対する配慮、平
易な質問項目、解答のしやすさを考慮して調査票を設計した。
　以上を踏まえた本調査における各質問項目は、次の管理活動等の領域に整理することが
できる。
①人的資源管理活動
イ．雇用管理の領域として位置づけた質問項目
（12）仕事に張り合いを感じるとき
（13）自分の能力を発揮できたとき
（16）昇進したとき
ロ．人事考課管理の領域として位置づけた質問項目
（2）昇給したとき
（3）賞与をもらったとき
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（4）能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき
ハ．賃金管理の領域として位置づけた質問項目
（1）賃金水準が世間並みだと知ったとき
（2）昇給したとき
（3）賞与をもらったとき
（4）能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき
二．福利厚生管理の領域として位置づけた質問項目
（5）養老保障制度2）が整備されているから
（6）医療制度3）が整備されているから
（7）降温費・取温費4）をもらったとき
ホ．教育訓練管理の領域として位置づけた質問項目
（23）会社の教育訓練に参加したとき
へ．労働時間管理の領域として位置づけた質問項目
（8）有給休暇が整備されているから
（22）勤務時間が自分に合っているから
ト．労働安全衛生管理の領域として位置づけた質問項目
（21）職場環境が改善されたとき
②経営管理活動一管理者・監督者の管理・監督活動一
（11）重要な仕事を任されたとき
（14）自分のアイディア・意見が受け入れられたとき
（15）目標を達成したとき
（18）上司に褒められたとき
（19）能力の高い上司につかえているとき
（20）苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから
（25）会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから
（26）自分の目標が会社の目標と一致しているとき
③経営風土
（24）職場の人間関係が和やかに感じるとき
（26）会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから
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④会社の将来性
（29）会社の将来の発展計画を知ったとき
⑤その他
（9）家に帰って、家族と団簗しているとき
（10）趣味を楽しんでいるとき
（17）お客さんから褒められたとき
＊上記各人的資源管理活動等ごとに整理した各質問項目に冠した（）内の数字は、本質
　問紙調査票の質問項目番号である（）。本研究論文資料（1）調査票中国船舶燃料有
限責任公司「やる気の調査票」を参照。
　以上の各管理活動と調査項目には、特に雇用管理、人事考課管理、賃金管理の各管理活
動は、それぞれに関連があり、質問項目と管理活動とが重複する場面がある。
（5）モチベーション要因となる管理活動等の分析
①モチベーション要因として影響力のある人的資源管理活動
Herzbergは目標、業務の達成（achievement）、組織における役割、業務の承認（recognition）、
業務そのもの（work　itse10、組織における責任の度合（responsibMty）、昇進（advancement）
等を動機づけ要因（motivator）とし、必ずしも動機づけ要因とはならないが職場に発生す
る種々の不快な状況を取りのぞき良好な環境を維持する可能性を持つ会社の方針と経営管
理（company　pohcy　and　administration）、監督技術（supervision）、賃金（salary）、対
人関係（personal　relations）、作業条件（working　conditions）等を衛生要因または維持要
因（hygienic　or　maintenance　factOrs）として、労働の場における従業員のやる気、動機づ
けに関する要因を整理した5）。
　本論においては多くのモラール・サーベイ（morale　survey）等に用いられる調査項目に
影響を与えたHerzbergの整理に基づいて、調査企業の従業員に対する動機づけ要因となる
管理活動等と、衛生要因または維持要因に位置づけられる要因等を分析し、その特徴的側
面を明確にした。
　調査企業におけるやる気（モチベーション）の要因を従業員が評価する要因から比重の
高い項目を抽出すると、人的資源管理活動の領域では人事考課管理、賃金管理の領域にな
る「昇給」「能力・業績が正しく評価された賃金査定」「賃金水準」等々と、福利厚生管理
の「養老保障制度の整備」、雇用管理における「能力の発揮」である（図∬－9－（1）参照）。
しかし、性別、学歴等の属性に基づく分析を行うと、男性従業員はほぼ前述の傾向ではあ
るが、女性従業員は「能力・業績が正しく評価された賃金査定」「賃金水準」が男性以上に
比重の高いモチベーション要因となっている。また学歴に基づく分析を行うと高学歴者は
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賃金以上に「能力の発揮」、衛生要因としての「互いに信頼し、協力し合う雰囲気」（経営
風土）に対しての比重が高い傾向がある（図ll　－9－（2）参照）。
　1馬伯麟（1995）が行った調査によれば、男性は女性より、成就・自己実現に比重が置い
ているが、逆に女性は男性より社会責任感が高く、収入の高い仕事、快適な生活に関心が
高いことを特徴としているが、教育水準が高いほど成就・自己実現に対しての比重が高い
ことを指摘している。本調査においては、性別に関して、男性従業員は「能力の発揮」以
上に、「昇給」「能力・業績が正しく評価された賃金査定」「賃金水準」に比重が高い傾向が
あるが、女性は「賃金査定」「賃金水準」が比重の高いモチベーション要因となっており、
先行研究とほぼ同様の傾向を示している。高学歴者においても、先行研究とほぼ同様の傾
向がみられる。
図∬－9－（1）やる気を感じる要素一全体の傾向一
苦労して仕事をやり遂げると、上司
はその苦労をわかってくれるから
昇給したとき
養老保障制度が整備されているから
能力の高い上司につかえているとき
能力・業績が正しく評価されて賃金
査定が行われていると知ったとき
賃金水準が世間並みだと知ったとき
自分の能力を発揮できたとき
職場の人間関係は和やかに感じるとき
　会社には互いに信頼し、協力し
　　合う雰囲気があるから
賞与をもらったとき
75．7％
71％
70％
69．7％
69．5％
68％
64．9％
64．1％
62％
59％
資料出所：中国船舶燃料有限公司の「やる気の調査」に基づき筆者作成，2006年。
　スタッフ部門と製造部門との比較を行うと、スタッフ部門においては経営風土、雇用管
理施策の比重が高く、製造部門においては経営管理活動、福利厚生、賃金等に対する比重
が高いという傾向がある（図皿一9－（3）及びll　－9－（4）参照）。
　世代間の差異を分析すると51歳以上の世代は「養老保障制度の整備」「昇給」が比重の
高いモチベーション要因であり、20代、30代、40代では経営管理活動等に比重があり、
20代以上の世代においては「賃金水準」「養老保障制度」等に比重がある（図ll　－9－（5）
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及びll　一一9－（6）参照）。
　中国のみならず他の何れの国における重要な労働者のモチベーション要因の1つに賃金
があげられることは周知の通りであるが、高学歴者のモチベーション要因として賃金以外
の項目が重要な要因としてあげられている以外は、スタッフ部門と製造部門とのモチベー
ションの差異も他の先進工業国の状況と大きく異なる点はみられないといえる。
図∬－9－（2プやる気を感じる要素一大学卒業者一
　　自分の能力を発揮できたとき
会社には互いに信頼し、協力し合う
　　　　雰囲気があるから
苦労して仕事をやり遂げると、上司は
　　その苦労をわかってくれるから
　能力の高い上司につかえているとき
能力・業績が正しく評価されて賃金査定
　　　が行われていると知ったとき
　賃金水準が世間並みだと知ったとき
　　　　重要な仕事を任されたとき
　職場の人間関係は和やかに感じるとき
　資料出所：図H－9－（1）に同じ。
824％
77．9％
77．2％
77．2％
75．7％
75．7％
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図五一9－（3）やる気を感じる要素一スタッフ部門一
会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲
　　　　気があるから
自分の能力を発揮できたとき
仕事に張り合いを感じるとき
能力の高い上司につかえているとき
能力・業績が正しく評価されて賃金査定
　が行われていると知ったとき
苦労して仕事をやり遂げると、上司は
　その苦労をわかってくれるから
職場の人間関係は和やかに
　感じるとき
賃金水準が世間並みだと知ったとき
資料出所：図［－9－（1）に同じ。
78．8％
76．9％
71．2％
71．2％
71．2％
69．2％
67．3％
76．9％
■
　年齢（世代）によるモチベーションの差異は、年齢の高い世代に「養老保障制度」とい
われる福利厚生管理に対する関心の高さ、「昇給」（賃金）に対する関心の高さがあらわれ
ている点は興味深いものがあり（図ll　－9－（5）参照）、一方において若い世代にも衛生要
因等とともに、「賃金水準」「養老保障制度」等に対する関心の高さがみられるが、ここに
現代中国における労働者のモチベーション要因となる特徴の一端があらわれているともい
える（図ll－9－（6）参照）。
　丘海雄（1988）が実施した広州重型機械工場の調査では帰属意識の低さ、次いで賃金・
福利厚生等の満足度が従業員の転職意識の要因に関係していることを分析している。原口
（1995）の上海の国有企業従業員の意識調査によれば、管理者は労働者に比較して、仕事
自体への興味や責任感、仕事への意欲、帰属意識などが高いことを指摘している。
　本調査においては、スタッフ部門、例えば、人的資源管理部門、財務部などといったホ
ワイトカラー労働者は経営風土、雇用管理施策に対する比重が高く、製造部門（ブルカラ
ー労働者）は経営風土、経営管理制度に比重を置いており、次いで福利厚生、賃金に対す
る比重が高いという傾向である。また世代間の分析において年齢の高い世代だけではなく、
若い世代においても養老保障制度に比重が高いという状況があらわれている。労働者のモ
チベーションは労働者の帰属意識とも密接に関わっており、雇用側が経営活動を円滑に展
開するためには如何に労働者の帰属意識及びモチベーションを向上させるかを考えなけれ
ばならないであろう。
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図皿一9－（4）やる気を感じる要素一製造部門一
苦労して仕事をやり遂げると、上司は
　　その苦労をわかってくれるから
養老保障制度が整備されているから
　　　　　　　　　昇給したとき
能力の高い上司につかえているとき
　　　職場環境が改善されたとき
能力・業績が正しく評価されて賃金査定
　　が行われていると知ったとき
職場の人間関係は和やかに感じるとき
　賃金水準が世間並みだと知ったとき
資料出所：図ll　－9－（1）に同じ。
　　　　　　一　 　77．4％
　　　75．0％ロ■■一
　　　　　一　74．3％
　　　　－　72．2％
　　　－70．0％
69．1％一
　　　一68．2％
67．7％圏
図ll－9－（5）やる気を感じる要素一51歳以上の世代一
養老保障制度が整備されているから
　　　　　　　　　昇給したとき
苦労して仕事をやり遂げると、上司は
　その苦労をわかってくれるから
能力の高い上司につかえているとき
賃金水準が世間並みだと知ったとき
　医療制度が整備されているから
能力・業績が正しく評価されて賃金
査定が行われていると知ったとき
　　　自分の能力を発揮できたとき
77．、、iii　］
　75．7％
74．0％
66．3％
65．7％
65，7％
65．2％
63．5％一
資料出所：図ll　－9－（1）に同じ。
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賃金水準が世間並みだと知ったとき
養老保障制度が整備されているから
　能力・業績が正しく評価されて賃金
査定が行われていると知ったとき
家に帰って、家族と団樂しているとき
自分のアイディア・意見が受け入れ
　　られたとき
　　自分の能力を発揮できたとき
　　　職場環境が改善されたとき
　苦労して仕事をやり遂げると、上司
はその苦労をわかってくれるから
能力の高い上司につかえているとき
会社には互いに信頼し、協力し合う
　　　雰囲気があるから
1…i箇
②モチベーション要因としての経営管理活動
　Herzbergが直接の動機づけ要因とはならないものの、良好な職場環境を維持する可能性
を持つ衛生要因または維持要因となる経営管理活動に関しては、管理者、監督者の管理行
動、監督行動が職場全体に影響を与えることになる。
　張活仕（1991）が1988年に北京、上海、天津、長春、広州などを含めた21の都市、47
の国有大中型企業を対象にした調査によれば、従業員の求心力の低下をもたらしている要
因として、従業員の自己意識の顕在化、企業管理者の管理能力の低さなどの企業内要因と、
企業を取り巻く外部社会の影響（例えば、分配の不平等、労働者を軽視する社会風潮）を
も重要な要因として指摘している。
　陸建華（1993）は1992年5月に6つの省と18の都市で調査を実施し、労働者は幹部や
技術者に比較して保守的であり、改革に消極的であること、また幹部の中でも学歴の高い
人ほど改革を加速すべきと考える人が多いことを分析している。
　本調査においては、「苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるか
ら」といった管理行動、監督行動は、最も重要なモチベーション要因としてあげられてい
るが（図ll－9－（1）参照）、それは製造部門の従業員（図ll　－9－（5）参照）、さらには
管理者、一般従業員においても同様の傾向がみられる（図ll　－9－（7）及びll－9－（8）
参照）。
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　　　　表E－9　一．（7）
　　　会社の管理職は互いに打ち解
　　　ける雰囲気があるから
苦労して仕事をやり遂げると、上司はそ
　　の苦労をわかってくれるから
　　　降温費・取暖費をもらったとき
　　　　重要な仕事を任されたとき
　　　　職場環境が改善されたとき
　　　仕事に張り合いを感じるとき
　　　　　　　　昇給したとき
　　　自分の能力を発揮できたとき
資料出所：図皿一9－一（1）に同じ。
　　　78．4％■■■■1
　　　77．5％■■■■
　　　77．5％－
　　76．6％■■■■■
　　76．6％－
　　75．7％■■■■
67．6％■
67．6％■
　行政、企業等における中間管理者（middle　management）の役割は、経営管理過程
（management　cycle）を如何に適切に管理するかであり、具体的には、例えば、次のよう
な整理がある。
　すなわち、管理者の職務遂行上の役割を整理すると、
　①トップ・マネジメントの考えをふまえて、担当部門の戦略目標を策定し、その実行計
　　画の策定と、戦略行動展開の状況を、トップに対して適時適切に報告する。
　②トップ・マネジメントの意思決定を積極的に補佐する。
　③戦略目楓施策の展開にあたっては、関係部門に働くかけ（調整）、問題解決への積
　　　極的な行動を展開する（リーダーシップの発揮）。
　④戦略目標達成へ向けてのマンパワーの有効活用、業務全般にわたる改善、業務改革を
　　　行う。
　⑤部下・メンバーの能力、業績の公正適切な評価と動機づけ、代行者の育成を積極的に
　　　行う6）。
　以上の組織管理、職務遂行上の役割を円滑に遂行できるミドル・マネジメントは、組織
管理上の役割を果たしているともいえる。
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　職場内のモチベーションに影響を与える重要な要因にもなり得る管理者の行動に対して、
本調査においても「能力の高い上司につかえているとき」を上げる割合が高く、部下から
「能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われている」と評価される管理者は、その
役割を適切に遂行しているとともに、部下の評価の能力も高い管理者といえる。
　また、「自分の能力を発揮できたとき」にモチベーションが高まるとする意識「重要な
仕事を任されたとき」にモチベーションが高まるという意識の背景には、能力の高い管理
者の管理行動の存在があるといえる。
苦労して仕事をやり遂げると、上司
はその苦労をわかってくれるから
　　　　　　昇給したとき
養老保障制度が整備されているから
能力・業績が正しく評価されて賃金
査定が行われていると知ったとき
75．0％
　さらに「自分のアイディア・意見が受け入れられたとき」にモチベーションを感じると
いう意識も管理者の管理行動として重要であり、若い世代に強くみられる意識として注目
しておかなければならないであろう（図皿一9－（6）参照）。
　Herzbergの整理した衛生要因または維持要因として位置づけられる監督技術、対人関係
等とともに、管理者、監督者の管理活動がモチベーション要因として重要であり、調査に
おいても比重の高いモチベーション要因として示されている。
③モチベーション要因としての経営風土
　人間のパーソナリティ（personahty）と同様に企業組織の経営のあり方にも特有の行動、
特徴的側面がみられるが、その経営の特性、特徴は経営風土（business　clmate）として認
識されており、企業行動、あるいは企業を構成する従業員の行動を分析するにあたっての
視点として重要である。したがって、本調査においても経営風土を分析することを目的に
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して、調査項目を用意したが、若い世代のモチベーションに影響を与えている「会社には
互いに信頼し協力し合う雰囲気がある」ことは重要なモチベーション要因であった（図ll
－9－（6）参照）。そして「職場の人間関係が和やかに感じる」ことは、勤続年数の長い従
業員のモチベーション要因としての比重が高く、定着性と密接に関わるモチベーション要
因になっているといえる（図ll－9－（9）参照）。
図ll－9－（9）勤続年数とやる気を感じる要素
　　　（勤続16年以上の従業員の意識）
苦労して仕事をやり遂げると、上司は
　その苦労をわかってくれるから
能力・業績が正しく評価されて賃金査
　定が行われていると知ったとき
77．1sl■■■■
75．3ノ■■■
71．S必■■■
700必■一■
67．6必■■■
67．4必■■■
64．5－■■
63．gP■
　しかし、モチベーション要因としての経営風土は、動機づけ要因（motivation）として
ではなく、衛生要因または維持要因（hygiene　or　maintenance　factors）としての比重とい
える。
④モチベーション要因としての会社の将来性およびその他の要因
　本調査から組織に対する帰属意識（worker’s　identification）を測定する要因としても捉
え得る「会社の将来の発展計画を知ったとき」に対してのモチベーション要因は極めて低
く、年齢の若い世代の中には「家に帰つて、家族と団樂しているとき」がモチベーション
要因となる割合が高く（図ll　－9－一一（6）参照）、それは年齢の若い世代の労働者には意識と
して、アメリカ、ドイツ、日本等における労働の場での主要な課題の1つになっているワ
ーク・ライフ・バランス（work　life　balance：仕事と生活の両立）を求めての意識のあらわ
れとして受けとめたとしても、一方において労働の場にゆとり、余裕等のない状況あるい
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は仕事よりも趣味、レジャー等に対しての関心度が高いがゆえに、労働から解放されたい
という意志表明と受けとめることが可能であろう。しかし、転職経験者のモチベーション
要因として、「苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから」「能
力の高い上司につかえているとき」等の経営管理活動、「養老保障制度が整備されている」
「降温費・取温費をもらったとき」「医療制度が整備されている」等の福利厚生管理ととも
に、「家に帰って、家族と団樂しているとき」「趣味を楽しんでいるとき」にやる気を感じ
るという従業員の割合が高く、これらの状況から転職経験とモチベーション要因に影響を
与える職場風土、管理者の管理スタイル、福利厚生制度等々とともに、私生活面での対応
可能な度合いがモチベーションに影響を与える要因になっているともいえる（図II－9－
（10）参照）。
　　　　図E－9－（10）転職経験（転職経験3回）と
　　　　　　　　　　やる気を感じる要素
苦労して仕事をやり遂げると、上司
　はその苦労をわかってくれるから
養老保障制度が整備されているから
家に帰って、家族と団樂しているとき
　　　　　昇給したとき
医療制度が整備されているから
賃金水準が世間並みだと知ったとき
能力・業績が正しく評価されて賃金
査定が行われていると知ったとき
　　　　趣味を楽しんでいるとき
（6）調査企業における人的資源管理制度・施策に対する従業員の評価と従業員のモチベ
　　　ーション
　調査企業における人的資源管理の方針には「事業によって従業員を惹きつける」「管理メ
カニズムによって従業員を激励する∫「感情によって従業員を温かく迎える」「適切な待遇
をもって従業員を引き止めるj等が掲げられているが（前述）、同社の創業理念である「水
上運輸に恒久の原動力を提供する」、経営理念である「思考・創新・実務に励む」を持って、
「最優秀なサービス、最大の貢献」を追求する理念（前述）に従業員は惹かれて勤務して
いることを前提にして、同社の人的資源管理制度、施策に対する従業員の評価と従業員の
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モチベーション要因となっている制度、施策を整理してみよう。
　同社の従業員の「やる気を感じる要素一全体の傾向一」（図H－9－（1））に「昇給したと
き」「養老保障制度が整備されている」などがあげられているが、これらにやる気を感じる
従業員が多数を占めてい為ことから、ここでの分析は賃金管理における「昇給制度」、福利
厚生管理における「養老保障制度」が従業員から評価されており、同時に重要なモチベー
ション要因になっているとことが伺える。また「昇給」「能力・業績の正しい評価と賃金査
定」「能力の発揮」等は人事考課管理と密接に関連しており、同社の人事考課管理制度に対
する関心度が高く、適切な運用への期待の高いことが伺える。
　同社は2001年に業績考課制度を導入しているが（前述）、同社の業績考課は「従業員の
激励と個々人の成長」に基づく考課、管理活動となっている。したがって、部下の一人ひ
とりが業務目標を設定し、目標に対する妥当性、目標達成に至る過程に部下と管理者は対
話をし、両者が納得した業務の取り組みになる。業務の成果に関しても部下に管理者と話
し合いをし、両者が納得した評価がなされるプロセスがあるが、同社には目標管理活動を
基盤とした管理活動によって、業務管理、職場管理が行われていることが期待されている
といえる。「苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれる」という評価
は、管理者クラスが適切に目標管理の考え、方法を理解して、日常の管理活動を展開して
いると理解することが可能であろう。
　企業経営における管理者、リーダーの選抜、育成は各国における先進企業の重要な経営
課題となっているが7）、同社においても管理者の選抜、育成を重要な人的資源管理活動と位
置づけており、「幹部候補者管理に関する暫定弁法」が制定され、幹部候補者の育成・選抜
方法を規定している（前述）。
　以上の過程により選抜され、育成された管理者が適切な管理行動をしていると肯定的に
受けとめるならば、「人間味のある職場管理」を実践しているがゆえに、「苦労して仕事を
やり遂げると、上司はその苦労をわかってくれる」のであろうし、「職場の人間関係を和や
かに」するための管理活動を展開しているのであろうが、より精査する必要があると思わ
れる（図∬－9－（1）参照）。
　労働者にとっての重要なモチベーション要因となる賃金に関しては、同社の方針が「労
働に応じた分配と公平の原則に基づき、個人の貢献度を反映する」とあるが（前述）、同社
の賃金制度に対しての従業員の評価は、モチベーション要因の調査データからは正確に明
らかにすることはできなかった。しかし、「能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行わ
れている」という評価の比重が高い点から、制度の運用、考課者の考課能力に対しては高
く評価しているものと思われる。｝
　したがって同社の管理者の能力は平均的に高い水準にあると思われるが、しかし、従業
員のモチベーション要因として、例えば、「仕事に張り合いを感じる」「教育訓練に参加し
た」等の要因が総体的に低い水準にあり、今後、グローバリゼーションの進展、より能力、
成果に対する評価を基盤にした管理活動が展開される段階に入った経営活動の場面におい
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ては、経営上の問題が生じる恐れがあると思われる。
　それは、幹部候補者の選抜基準（条件）にみられる学歴を基盤にしての処遇制度であっ
ては、「仕事に張り合いを感じる」ことのない多くの従業員が出てくる恐れがあるからであ
る。また能力開発努力によって昇進、昇給の可能性を見出せる労働の場では、一般に従業
員の自己啓発努力、取り組みがみられるが、「教育訓練に参加した」ことが何等のモチベー
ション要因となっていない点は同社の重要な経営課題ともいえる。
　先進工業国、主として日本企業の事例との相対的な比較において同社の人的資源管理制
度を分析すると、人的資源管理制度全体の体系が齪酷なく整備されているとは言えない段
階にあり・・、また企業経営の過程におv・ての幹部候儲の選抜基準に明記されてv’る共産党
活動が評価項目にある点などから、先進工業国の管理活動とは単純に比較できない点があ
ることを銘記しておかなければならない。
第2節　都市労働者のモチベーション要因の分析
（1）調査の目的
　特定の企業等に属してはいるが、調査の場に労働者の所属する組織体の関係者がいない
状況において、労働者が抱いているモチベーション要因を分析することによって、現代中
国の労働者、特に社会全体に影響力を持つ都市労働者のモチベー－rション要因を把握し、現
代化を推進する過程における中国の労働者の労働に対する姿勢を捉えることを目的にした
調査である。
（2）調査対象者の概要
　調査は北京交通大学における公開セミナー参加者を対象にしたため、年齢区分において
は比較的若い世代が中心であり、職位では管理者、監督者が大半である。
（3）調査対象者の属性
　調査対象者は、男性32名、女性14名等である。その他に関しては、本研究論文資料（5）
調査対象者の属性を参照。
（4）人的資源管理活動と調査項目
　都市労働者のモチベーション要因の調査を行うにあたっては、中国船舶燃料有限責任公
司において実施した調査とほぼ同様の調査項目で実施した。したがって、各質問項目の管
理活動領域別の分析もほぼ同様である（本研究論文資料（4）調査票　北京交通大学セミ
ナー参加者を対象にした「やる気の調査票」参照）。
（5）都市労働者のモチベーション要因
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①都市労働者のモチベーション全体傾向
　本調査の全体傾向は、賃金、能力の発揮、上司である管理職の行動、職場風土等に対し
ての関心が高く、「趣味を楽しんでいるとき」といった労働とは直接関わりのない私的な領
域に関心の高いことが特徴となっている。
　中国船舶燃料有限責任公司では「苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわか
ってくれるから」、昇給、評価等に対しての関心が高いが（本章図ll－9－（1）参照）、本調査
においては「賃金水準」「自分自身の能力発揮」等々に対しての関心が高い点に差異がみら
れる（図ll－9－（11）参照）。
図E－9－（11）都市労働者がやる気を感じる要素一全体傾向一
賃金水準が世間並みだと知ったとき
自分の能力を発揮できたとき
能力の高い上司につかえているとき
会社には互いに信頼し、協力し合う雰
　　　囲気があるから
趣味を楽しんでいるとき
会社の管理職は互いに打ち解ける雰
　　　囲気があるから
お客さんから褒められたとき
苦労して仕事をやり遂げると、上司は
　その苦労をわかってくれるから
5％
」
資料出所：北京交通大学における公開セミナー参加者を対象にした「や
　　　　る気の調査」に基づき筆者作成．2006年。
　しかし、男女、年齢により関心の高さには差異がみられる。男性の都市労働者は「賃金
水準が世間並みだと知ったとき」「自分の能力を発揮できたとき」等々と、労働に関わる項
目に対しての関心が高く、それらがモチベーション要因になっている（図ll－9－一（12）参
照）。一方女性の都市労働者は「趣味を楽しんでいるとき」に最も関心が高く、次いで賃金、
職場風土等に対する項目がモチベーション要因になっている点に差異がある（図皿一9－
（13）参照）。
　モチベーション要因は一般に年齢によっても一様ではないが、本調査によっても、年齢
（年代）によってモチベーションと関わる項目に差異がある。
　30歳までの若年世代においては、「賃金水準が世間並みだと知ったとき」「苦労して仕事
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をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから」「自分の能力を発揮できたとき」
等々と仕事に力点がおかれているが、賃金に関しては何れの国、企業においても関心が高
い点に変わりがない。「仕事に対しての評価」は上司である管理者の管理行動であり、「自
分の能力を発揮できた」のは配置、仕事の割当に対しての管理者の管理行動に関わる領域
といえる。若年世代では賃金、上司である労働者の管理行動が主たるモチベーション要因
になっているといえる（図ll　一一9－（14）参照）。
　労働の場において職位も高くなり、管理者、監督者としての役職位に就く世代になる31
歳から40歳にかけての世代になると「賃金水準が世間並みだと知ったとき」と賃金に対す
る関心が最も高いものの、「自分の能力を発揮できたとき」「会社には互いに信頼し、協力
し合う雰囲気があるから」と、自身が能力を発揮して仕事ができる状況、会社に対する信
頼度、職場風土等に対しての関心が高くなり、これらが重要なモチベーション要因となっ
ている（図ll－9－（15）参照）。さらに41歳から50歳へと年齢が高くなると、「会社には互
いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから」「目標を達成したとき」と、会社への信頼、職
場風土、担当部門、業務目標を達成したときが関心事であり、モチベーション要因になっ
ている等々と、年齢（年代）により、重点となるモチベーション要因は変化しているが、
職位が高くなると責任の度合いも高まり、モチベーション要因も変化しているが、これら
の傾向は何れの国、企業等における労働者のモチベーションとも大きな差異はみられない
といえる（図皿一9－（16）参照）。
図皿一9－（12）都市労働者がやる気を感じる要素
　　　　　　一男性都市労働者一
賃金水準が世間並みだと知ったとき
自分の能力を発揮できたとき
能力の高い上司につかえているとき
会社には互いに信頼し、協力し合う雰
　　　囲気があるから
会社の管理職は互いに打ち解ける雰
　　　囲気があるから
自分のアイディア・意見が受け入れら
　　　　れたとき
趣味を楽しんでいるとき
苦労して仕事をやり遂げると、上司は
　その苦労をわかってくれるから
96．9％
90．6％
84。4％
81．2％
75．0％
一71．9％
一68．8％
一68．8％
資料出所：図ll－9－（ll）に同じ。
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図ll－9－（13）都市労働者がやる気を感じる要素
　　　　　　　　一女性都市労働者一
　　　　　趣味を楽しんでいるとき
　賃金水準が世間並みだと知ったとき
　会社には互いに信頼し、協力し合う
　　　　　雰囲気があるから
職場の人間関係は和やかに感じるとき
　能力の高い上司につかえているとき
　　　　　上司に褒められたとき
　　自分の能力を発揮できたとき
苦労して仕事をやり遂げると、上司は
　その苦労をわかってくれるから
　　　お客さんから褒められたとき
　資料出所：図一9－（11）に同じ。
　92．9％
　85．7％
78．6％
78．6％
78．6％
78．6％
78．6％
71．4％
71．4％
図皿一9－（14）年齢別（年代別）がやる気を感じる要素
　一一21歳・》30歳一
賃金水準が世間並みだと知ったとき
苦労して仕事をやり遂げると、上司は
　その苦労をわかってくれるから
　　自分の能力を発揮できたとき
能力の高い上司につかえているとき
　　　　上司に褒められたとき
　　　　趣味を楽しんでいるとき
　　　お客さんから褒められたとき
　会社の管理職は互いに打ち解ける
　　　雰囲気があるから
10“一■－
94．4f－■■
88．9炉■■■
88．9露一■■
83．3P■
8a3ε■一
77．8兜■圏■
77厩■一繭
資料出所：図ll－9－（11）に同じ。
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　　　　図五一9－（15）
賃金水準が世間並みだと知ったとき
　　自分の能力を発揮できたとき
会社には互いに信頼し、協力し合う雰
　　　　　囲気があるから
能力の高い上司につかえているとき
能力・業績が正しく評価されて賃金査
　定が行われていると知ったとき
会社の管理職は互いに打ち解ける
　　　雰囲気があるから
　　　　趣味を楽しんでいるとき
自分のアイディア・意見が受け入れら
　　　　　　れたとき
　　お客さんから褒められたとき
資料出所：図ll－9－（11）に同じ。
　　91，3％
　87．0％
　87．0％
　87．0％
69．6％
69．6％
69．6％
65．2％
65．2％
　　図∬－9－（16）年齢別（年代別）がやる気を感じる要因
　　　　　　　　　　　　　一41歳～50歳一
会社に?j臨野力し合う　　1・…一
　　　　　目標を達成したとき　　　　　　　　　　　＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　100．O％
賃金水準が世間並みだと知ったとき　　　　　　　＿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　80．0％
　自分の能力を発揮できたとき　　　　　　　　■■■■■
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　80．0％
　　仕事に張り合いを感じるとき　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　80．0％
　　　重要な仕事を任されたとき
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　80．0％
　　　　趣味を楽しんでいるとき　　　　　　80．O％一■一一
会社の教育訓練に参加したとき　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　80．0％
資料出所：図ll－9－（11）に同じ。
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②都市労働者の職業体験とモチベーション要因
　本調査対象者の大半が大学卒業者であり、高学歴者であるという特性から、その特徴的
状況があらわれるのではないかという期待があったが、結果的には高学歴者の都市労働者
特有の傾向としての高いモチベーション要因となっている「能力の発揮」、能力開発機会（本
調査においては「教育訓練に参加したとき」等）に対しての関心度以上に、「賃金」、上司
である「管理者の管理行動」「職場風土」等に関心が高いことがデータにあらわれている（図
1－9－（17）参照）。
図H－9－（17）高学歴者のやる気を感じる要因
　　　　　　一大学卒業者一
賃金水準が世間並みだと知ったとき
　　自分の能力を発揮できたとき
能力の高い上司につかえているとき
会社には互いに信頼し、協力し合う
　雰囲気があるから
　　　趣味を楽しんでいるとき
会社の管理職は互いに打ち解ける
　　　雰囲気があるから
　お客さんから褒められたとき
　　　　上司に褒められたとき
苦労して仕事をやり遂げると、上司は
その苦労をわかってくれるから
　学校を卒業して直ちに労働に従事して、職業体験を積み重ねた者と比較して、転職体験
を持つ者とでは、労働の場、労働の場における職場の人間関係、自己の職業能力、労働の
場での施策等々に対しての比較検討の視点、能力に差異があると思われる・そこで本調査
において転職経験が1回の労働者のモチベーション要因を分析すると、「賃金水準」「自身
の能力発揮」に比重があるが、転職2回の労働者では「自身の能力発揮」「職場風土」に関
心が高く、転職3回の労働者は「職場風土」「賃金水準」と比重に差異がある。そして、転
職1回、2回と経験した労働者には「会社の教育訓練に参加したとき」「職場環境が改善さ
れたとき」に対しての関心が高く、これらがモチベーション要因になっているという特徴
がある。
　企業等の組織内部において管理者、監督者等に昇進するにあたっては、何れの国におい
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ても属人的要件となる勤続年数が昇進の際の人事情報として評価される場面があるが、そ
れは管理行動、監督行動が経験と密接に関わっているからともいえる。
　したがって、管理者、監督者の役職位にある者は、一定の職業体験を持っている者とい
えるが、本調査においても職業体験がモチベーションに影響を与えていることを示してい
る。特に管理者のモチベーション要因として「昇進」「能力・業績の公正な評価と賃金査定」、
あるいは「管理者間のコミュニケーション」等を重要な要因としてあげている点は興味深
い傾向といえる（図ll－9－（18）及びH－9－（19）参照）。
　またスタッフ部門と製造部門労働者のモチベーション要因とを比較すると、スタッフ部
門である、財務部では「賃金」「管理者間のコミュニケーション」「職場の人間関係」に関
心が高く、これらの項目と「能力の発揮」「（上司の）管理行動」等が主要なモチベーショ
ン要因になっている（図皿一9－（20）参照）。
　製造部門においては「賃金」「アイディア・意見が受け入れられる」「能力の発揮」「昇進」
「（上司の）管理行動」「職場の人間関係」等々と、「取引先の評価」等がすべて重要なモチ
ベーション要因になっている状況がみられ、部門の特徴があらわれている（図皿一9－（21）
参照）。
　自分の能力を発揮できたとき
苦労して仕事をやり遂げると、上司は
その苦労をわかってくれるから
100碧■■■
93．8メ■■■
93．8ヂ■■
87．511■■■
87．5se’■岡
81．3ズ■圏
81．3♂■一
81．3ヂ■■
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図皿一9－（19）管理者のやる気を感じる要素
　　　自分の能力を発揮できたとき
会社には互いに信頼し、協力し合う
　　　　雰囲気があるから
賃金水準が世間並みだと知ったとき
能力の高い上司につかえているとき
　　　　　趣味を楽しんでいるとき
会社の管理職は互いに打ち解ける雰
　　　　囲気があるから
職場の人間関係は和やかに感じると
　　　　　　　き
　　会社の教育訓練に参加したとき
資料出所：図ll－9－（11）に同じ。
図∬－9－（20）仕事別におけるやる気を感じる要素
　一財務部一
　　　　賃金水準が世間並みだと知ったとき
　　　会社の管理職は互いに打ち解ける雰
　　　　　　囲気があるから
　　職場の人間関係は和やかに感じるとき
　　　　　　　自分の能力を発揮できたとき
　　　　　　　　　上司に褒められたとき
　苦労して仕事をやり遂げると、上司はその
　　　　苦労をわかってくれるから
　　　　　　　　　趣味を楽しんでいるとき
　　　　家に帰って、家族と団榮しているとき
　　　　能力の高い上司につかえているとき
　会社には改革に対する意見を積極的に受
　　　　け入れる雰囲気があるから
　　　会社には互いに信頼し、協力し合う雰
　　　　　　囲気があるから
資料出所：図E・－9－（11）に同じ。
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仕事別におけるやる気を感じる要素
一製造部門一
自分のアイディア・意見が受け入れられ
　　　　　たとき
③中国船舶燃料有限責任公司の労働者と都市労働者のモチベーション要因
　中国船舶燃料有限責任公司（以下船舶燃料）の労働者の主たる関心事であり、モチベー
ション要因として「苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれる」「昇
給したとき」「養老保障制度が整備されているから」等々があるが、これは同社の人事制度
と関連した傾向といえる。都市労働者のモチベーション要因としては「賃金水準が世間並
みだと知ったとき」「自分の能力を発揮できたとき」「会社には互いに信頼し、協力し合う
雰囲気があるから」等々であり、これは個別経営体における内部労働市場の状況を示して
いるといえる。
　船舶燃料の労働者のモチベーション要因となっている「昇給したとき」「養老保障制度が
整備されているから」等の要因が、都市労働者の主たる要因になっていない状況は、前者
の社内状況がデータにあらわれているともいえる（図ll－9－一（1）及びll　－9－一（11）参照）。
　さらにこれらの差異が表面化している原因として考えられることは、前者の経営理念、
人事制度に対応して整備される賃金水準、賃金配分等に対しての労働者の評価の度合いが
調査デー一タにあらわれているともいえ、後者は所属する企業の状況とは異なる次元におい
て労働者がモチベーション要因と受けとめている状況ともいえる。したがって、労働者の
属性部分においては両者に同一の傾向がみられるものの、全体傾向でデータを比較分析し
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た場合の両者の差異に注目し、都市労働者のモチベーション要因としては、両者の同一傾
向部分と後者の傾向を中国の労働市場における都市労働者のモチベーション要因として捉
えておきたい。
第3節　都市労働者の意識とモチベーション要因
　「社会主義管理者の行使しうるところの権威による規律の手段は、いかなる資本主義経
営者のそれよりもはるかに多いであろう。現在のところ実際に残されている一契約は社会
的平等者によって合理的に結ばれ、解消されるはずだとなすベンサム（Jeremy　Bentham）
流の考え方に一致する一唯一の方法は、解雇の脅威だけであるが、かかる手段のハンドル
でさえも、それを使おうとする人の手を傷つけるようにつくられている。しかるに社会主
義管理者による解雇の脅威は、代わりの仕事によっては保証されえないものであるから、
端的に生活の糧を与えないでおくという脅威を意味しうるであろう9）」といった指摘にみら
れるように、中国は1949年以降の社会主義体制のもとでの国家管理の政治制度を維持し、
政治優先、禁欲主義のスローガンを掲げ、労働者を企業の主人公として位置づけた。しか
し、1978年の改革・開放政策導入後、国有企業は経済請負制、企業所有制等々の改革によ
って、急速に変化している。例えば、企業改組、民営化、雇用管理などの企業経営、人的
資源管理の改革があり、国家と企業、企業と労働者の関係は見直されており、雇用者側で
ある企業と雇用される側である労働者との関係一労使関係一、利益分配に関する企業と労
働者の関係などに様々な影響をもたらし、これらは労働者の意識、価値観が大きく変化す
る要因となっている（第1部及び第2部各章参照）。
　奈良大学比較社会変動研究会（1996・斉藤等）が実施した調査では、従業員の価値意識
は、マクロ政策転換、地域の経済格差、企業の経営状態の差の3レベルの意識変化の不均
一性を指摘している。清川（2003）の天津、武漢の企業を対象にした調査によれば、天津
（7企業）の企業の管理者は労働者に比較し、コミットメントが高く技術知識も豊であり、
市場経済に対しての理解も深いことなどを導出している。また武漢（4企業）の企業との比
較研究では、地域の経済発展の進展度、また個人を取り巻く意識環境がより大きな規定要
因になってことを指摘している。
　本調査においては、中国船舶燃料有限責任公司、あるいは北京交通大学公開セミナー参
加者を対象に実施したが、本研究では都市労働者の意識、モチベーション要因として捉え
ておきたい。
　中国船舶燃料有限責任公司の労働者を対象に実施したモチベーションに関する調査にお
いて、前述のように、労働者がやる気を感じるのは、「苦労して仕事をやり遂げると、上司
はその苦労をわかってくれるから」「昇給したとき」「養老保障制度が整備されているから」
「能力が高い上司につかえているとき」「能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われ
ていると知ったとき」等々が主たる要因であった（図ll　－9－（1）参照）。
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　やる気に影響を与える（動機づけになる）前述の「苦労して仕事をやり遂げると、上司
はその苦労をわかってくれる」「昇給した」「能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行
われていると知った」等々は、人的資源管理システムの人事考課に関わる施策であり、労
働者にとっては自らの能力、業績が公正に評価されているか否か、その結果が賃金に公正
に反映しているか否かが最大の関心事であることが明らかになったが、それは2001年に同
社が導入した業績考課制度が適切に運営され、広く労働者に信頼され、支持される制度と
なっているか否かの評価ともいえる。
　また、同調査において、やる気を感じる要因として「自分の能力を発揮できた」「仕事に
張り合いを感じる」「昇進した」等々があげられているが、職務遂行上において必要とされ
る知識、技能、能力などの評価に対しては精査する必要があると思われる。特に、昇進に
関しての不満があり、不透明な管理者の選抜過程、曖昧な選抜基準等ついては見直す必要
がある。さらに、「職場の人間関係」「互いに信頼し、協力し合う雰囲気」が多くの労働者
のモチベーションに影響を与える要因となっているが、一般的に中国人及び中国の労働者
は個人主義と言われてはいるものの、実際は職場の人間関係、同僚への配慮、協調性を重
んじる側面のある集団として受けとめることができる。したがって、人事考課制度では労
働者個々人の職務遂行度、労働に従事する姿勢等を評価するが、組織内での協調性にも考
慮した人事考課制度を導入する必要があるといえる。
　ハーズバーグモデルにおいては必ずしも動機づけ要因と位置づけられていない、監督技
術、対人関係は衛生要因または維持要因（hygienic　or　maintenance　factors）と位置づけら
れているが、本研究においては、監督技術と関連する「苦労して仕事をやり遂げると、上
司はその苦労をわかってくれる」及び対人関係になる「職場の人間関係」「互いに信頼し、
協力し合う雰囲気」などは中国の労働者の有力な動機づけ要因になっている。
　かって、ハーズバーグモデルに関する研究は数多くなされていたが、日本におけるハー
ズバーグモデルに関する研究結果をみると、例えば、1968年丸山康則の旧日本国有鉄道職
員346名を対象とした研究があり、そこではハーズバーグモデルがほぼ支持される結果で
あった10）。また同じく丸山が1970年に旧日本国有鉄道職員253人を対象にした調査研究
を実施しているが、そこでは職務によりさまざまな差異がみられ、同僚との人間関係がハ
ーズバーグ理論とは異なっていることが発見された11）。その他、角隆司の研究においては、
対人関係（部下）が動機づけ要因となっていることを明らかにした12｝。松井賓夫・竹内登
規夫の研究においては、ハーズバーグモデルをほとんど否定する結果となっている13｝。
　本研究において、モチベーション要因としての福利厚生は、従来から国有企業が企業内
福利厚生として、労働者に対して住居の提供、医療保障制度を導入してきたが、社会保障
制度の改革と相まって企業内福利厚生は転換しつつある。
　同社は労働者の生活を考慮し、住居の積立金、医療保障金などの一部を補助しており、
従来からの制度の影響を残しつつ活動しているが、同社は経済的要因に基づくモチベーシ
ョン管理とともに、労働者の自己実現を支援する内発的動機づけにも取り組むべきであろ
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う。同社は改革・開放政策後、政府主導の企業改革のもとで制度改革を通じて国有企業か
ら民営化した企業の典型的改革例ではあるが、制度改革を行い、民営化した他の中国企業
との共通点が多々あると思われる。
　1980年代以降、経済改革にともなって国家と企業、企業と労働者の利益分配の関係は見
直され、経済請負制、経営請負制度が導入されたことによって、経営者、管理者、従業員
のそれぞれのレベルにおける多重請負制度が実施されている。したがって企業の業績と労
働者の業績とを結びつけ、労働者個々人の業績を評価しているが、それは競争システムに
基づいて労働者の業績・成果を評価し、その結果を賃金に反映するシステムともいえる14）。
　都市労働者のやる気を感じる要素として、性別、年齢等の属性によって一様ではないが、
多くの労働者が「賃金水準」「自身の能力発揮」「（上司の）管理能力・管理行動」等に関心
の比重を置いているが（図ll－9－（11）参照）、労働者が自身の業績・成果によって評価され
るという制度に基づく労働者評価であれば、当然の状況といえる。すなわち、適切に自己
の能力を発揮する機会が与えられなければ成果をあげること、業績目標を達成することは
出来ないのであり、それは上司である管理者の管理能力、管理行動と密接不可分だからで
ある。
　先にみた中国船舶燃料有限責任公司の労働者は、所属企業の理念、方針、制度、そして
それらの運営状況からモチベーション特性があらわれていたが、都市労働者に関しては経
営請負制度、多重請負制度による管理への対応がモチベーション要因としてあらわれてい
る。しかし、何れの集団も、公正適切な能力評価、公正な賃金（査定）、それらに影響力を
持った上司の管理能力（評価能力）、管理行動が主たるモチベーション要因になっていると
いえる。
第4節　モチベーション要因となる人的資源管理活動の課題
（1）経営風土及び人的資源管理活動上の課題
　社会主義社会ないし社会主義経済制度に基づく国家においては、国民経済全般にわたっ
て国家主導の計画経済が行われるが、改革・開放前の中国においては社会主義社会特有の
計画経済体制の経済運営がなされていた。それは生産要素を個人が所有するのではなく、
社会的所有のもとで計画に基づいた経済活動を中央集権的な管理体制で運営する体制であ
り、国有企業の生産、労働者管理は政府によって方向づけられ、運営されていたといえる。
　前述のように、国有企業の人事管理には「鉄の茶碗」「鉄の椅子」「鉄の賃金」と称され
る特徴があり、採用された労働者は終身雇用を保障される固定工制度、昇進した幹部が降
格されることのない処遇制度が中心にあった。また、働いても働かなくても保障される賃
金制度は平等主義に基づいた分配制度であったが、これら計画経済期に形成された人事制
度、人事慣行を改め、競争システムを徹底させる経営風土の改革が21世紀初頭の多くの中
国企業において進められてきたが、しかし、未だ多くの中国企業の主要な経営課題として
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存在しているといえる。
　1980年代以降、国有企業における労働制度に関する改革では、労働契約制の導入から全
員労働契約制を実施する等の採用・雇用管理に関わる改革があり、経営幹部に対しての幹
部招聰制度の導入、幹部終身制の改革が行われている。経営幹部の選抜には、労働者同士
が同等の条件で競争し、技能・熟練度に基づきポストに就くことを目的にした「競争上崩」
制度が導入され、労働者間に競争を促し、労働者のやる気を配慮した施策が導入されてい
る。
　賃金制度上の改革は、労働者の職務・技能を評価し、その結果に基づいた賃金制度に改
められている。以上の一連の改革によって職務に基づいた雇用管理、賃金管理面での競争
システムの導入がすすめられ、配置管理面での合理化、処遇面での平等主義という悪弊を
克服する取り組みがなされている。
　労働者のモチベーションと密接に関わる評価制度に、改革すべき問題があるといえる。
すなわち、管理職選抜時点における「組織考察、党委員会での討議15）」に対する審査は、
社会主義体制による組織管理のための過程であり、先の競争主義等の考えとは相容れない
側面があると思われる。あるいは単純に、学歴などの属人的要素に基づく人材評価をする
傾向もあり、人材評価基準の不合理、前近代的な側面、基準の曖昧性は深刻な問題点とい
える。
　昇進管理における管理職評価において、適切に職務遂行能力、管理能力の評価がなされ
なければ、次ぎの世代を担う若年労働者のやる気、モチベーションにマイナス面の影響要
因となる恐れがある。真の競争主義を定着させることが出来ない状況も伺える。したがっ
て、中国の企業は過去の計画経済体制下において形成された風土を改革し、掲げる競争主
義を具現化するために、経営者、管理職の意識改革の推進と経営風土の改革を推進するこ
とが課題の1つであるといえる。
（2）組織内コミュニケーションと労働者のモチベーション
　職務構造面における「定崩定編制16）」の導入により、職務の名称、責任、権限の明確化
を促し、それにより個々の職務が必要とする要員が明らかになったが、これは職務の明確
化とより厳格な定員管理による配置管理の合理化であった。しかし、この制度の導入によ
り余剰人員が表面化している。管理職に関しては、所属の部課内で職務に必要な要員の調
整が行われ、余剰人員を増設職務（因人設職）で配置し、転勤、定年等により空席となっ
たポストに異動させる等の措置がとられている。これらの措置は、職場内のコミュニケー
ション過程を複雑にし、労働者のモチベーションに影響を与える要因となっている。
　中国社会における人間関係はしばしば「関係主義」と称されるが、それは個々人が属す
る家族や出身地域によって強く規定された性格であり、関係によって構成される集団内部
の凝集性は強く、多くの資源を共有する分だけ、外部に対する排除力及び無関心が強い状
況を指している。
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　企業内の公式（組織）における関係主義による非公式グループが、部門間、職位の上下
間に適切な情報伝達を阻害する要因となっており、先の余剰人員による増設職務、そして
関係主義が円滑な管理活動を阻害する状況は労働者のモチベーションに悪影響を及ぼして
いる側面がある。
　計画経済体制下の国有企業は、自主性を持った経営体ではなく、政府の指令を実行する
政府組織の付属機関であり、その全体が官僚機構と同様の管理体制（組織）であった。し
たがって、国有企業では専制主義を基盤とした価値観による管理がなされていたのであり、
組織は経営者層、管理者層、監督者層、そして労働者に明確に区分され、それぞれの職位、
集団内で情報が独占され、組織管理上必要な情報が流通することなく、タテの命令・指令
の関係で組織は成り立っていたといえる。そこでは人間関係において、特別な関係でなけ
れば協力関係の成立、情報の流通が成り立たない風土があったといえる。
　経営風土の転換、改革は決して容易に行える取り組みではないが、かつての平等主義を
競争主義に転換させ、関係主義を改革することによる組織内情報の共有化を推進しなけれ
ば、人材の活用、人材育成手段としてのOJTを定着させることは至難である。これらの取
り組みが適切になされることがなければ、組織内に良好な人間関係を醸成することは難し
いのであり、労働者が労働の場、仕事以外にモチベーション要因（例えば、趣味等に）を
見出すことになるともいえる。
（3）グローバリゼーション・市場経済化への企業の対応と課題
　WTO加盟、その後の急速な経済、経営活動の市場経済化、グローバル化の進展は、個別
企業に経営戦略としての合併、事業構造再編（restructuring）、経営管理体制の再編成を促
す要因となっている。中国の企業はWTO加盟後に、国際ルールに準拠した企業行動を求め
られてきたが、この変化は従来の「人治」による管理慣行から、国、地方政府あるいは国
際的な諸法制に準拠して行動する「法治」の時代へと推移したことを意味している。
　したがって、法律、法制を遵守するということは企業は企業活動と密接に関わるステー
クホルダー（stakeholders：利害関係者）と適切に対応し、企業は社会的責任を果たすため
に積極的に取り組むことを認識し、行動することを求められているといえる（図ll－9－2
参照）。例えば、人的資源管理に関する諸法制は、企業に対して労働者の求人、雇用、解雇
の際のルールを定めた公的規制的なものと、企業に雇用される労働者を教育する必要があ
り、行動基準、行動理念等は組織内に徹底させる教育訓練活動等を行わなければならない。
　21世紀初頭に表面化したアメリカ、その他に輸出された中国製品による事故、知的財産
権に関わる問題等々と、中国企業はグローバル化した経済活動に対応して取り組まなけれ
ばならない課題は少なくない17）。たとえ文言に優れた経営理念、方針を掲げたとしても、
それらが組織に定着し、組織編成員一人ひとりの行動としてあらわれるように取り組むこ
とは中国企業のみならず、何れの国における企業をもが取り組むべき課題である。とりわ
け内外に事故、事件を表面化させている中国企業が取り組むべき課題ともいえる。それは
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本研究調査が取り組んだテーマではないが、良い意味での組織への帰属意識、仕事への愛
着等がモチベーション要因として存在しなければならないとの観点から捉えても、人的資
源管理制度全体を見直すニーズが存在するといえる。
図ll　－9－2　マネジメント・サイクル及びステークホルダーとコーポレートブランド
???? ?
出所：倉井武夫・梶原豊編著r21世紀の経営パラダイム』同友館，2001年，203頁。
（4）人的資源管理制度の適切な導入と対応
　1990年代以降、企業の所有制の多様化に加えて、中国市場に事業展開している外資系企
業、また新たな展開を求めて海外市場に参入する中国企業は、かってのように国内市場に
のみに対応できればよかった時代から、一部の選抜された経営幹部、従業員のグローバル
化がすすむ時代になっている。
　例えば、国際業務に対する経験と知識、ノウハウを持った経営責任者、経営幹部、ある
いは国際事業要員育成の重要性を認識しなければならない状況にある。現代中国が成立し
て以降、中国企業は海外事業展開の経験がないうえに、国内市場が開放されて約30年の歴
史に過ぎないのであり、ビジネスの経験、知識、ノウハウの蓄積が十分になされていると
は言えない状況にある。しかじ、外資系企業の国内市場での事業展開によって、外国の経
営スタイル、文化等が中国企業に様々な影響を与えているのは事実といえる。管理職を対
象とした年俸制、持ち株制度など外資系企業の取り組みから学んだ制度を平等主義管理を
基盤にした人事制度から業績、能力に基づく競争主義管理へと転換させる動きなどは典型
的な事例といえる。
　ここでの問題は、無理に、性急に外国企業の経営スタイル、経営手法をそのまま中国企業
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に導入するのではなく、中国の風土、労働者の意識等をふまえて中国企業にふさわしい制
度の導入をすべきだという点である。中国企業は内外の先進企業の体験に学び、自社にマ
ッチしたシステムをつくることが課題といえる。
　例えば、先にみた評価である。能力主義、成果主義、競争主義等の何れであろうとも、
その思想、考えにもとつく制度の整備、取り組みでなければ、労働者の良好なモチベーシ
ョンにはならないといえる。
（5）人的資源開発投資に対する課題
　グローバル化の進展する経済、企業の活動に関して、特に製造業が経営力を高めるため
の条件として指摘できるのは研究開発部門の充実である。改革・開放後に労働集約型産業
を中心に発展を遂げた中国の産業は、外資に依存することなく目前の産業を育成する段階
にある。技術革新の速い電機産業、産業としてのすその広い自動車産業、バイオテクノロ
ジー分野での開発競争の激しい化学、薬品、その他機械、繊維、金属、食品等々と、ほと
んどすべての産業にわたって研究開発投資をしなければならない状況である。しかし、研
究開発投資に対する経営者の認識の不足、資金の不足、研究員の不足がみられ、産業とし
て成長するための障害となっている側面がある。
　当面取り組むべき課題は研究開発活動に関わる人材の確保、育成であり、ハイタレント・
マンパワーの処遇等の管理体制の整備といえる。さらにグローバル化、市場経済化の進展
にともない企業間における人材獲得の競争が拡大しているが、中国市場で展開する外資系
企業、国有企業、民間企業の何れにおいても高度化する経済活動に対応できる労働力（人
材）を如何にして確保するかは経営上の重要な課題といえる。
　中国国有企業には組織構造が近代的経営組織とは言えない行政組織の慣行が強く残って
いるため、それが経営者、管理者の意識改革を遅らせている要因になっていると考えられ
る。その結果、国有企業の経営スタイルには行政的色彩や管理過程の不透明な問題が存在
するのであり、経営者は自らの経営能力を高めるとともに、内部統制に対する重要性の理
解、内部統制システムの整備、導入に努める必要がある。これらの取り組みが契機となっ
て人的資源管理の改革が促進されることが期待され、人的資源開発体制が整備されること
が期待される。
　経営活動に影響を与える経営者、管理者の能力開発への取り組みに関しては、行政、大
学等も支援する仕組みづくりを構築するニーズがあるともいえる。
　中国の産業は計画経済体制期の平等主義思想、硬直した雇用管理制度を改革し、競争主
義に基づくシステムの導入を目的にして、労働契約制、幹部招聰制などを導入してきた（前
述）。それらの制度のもとで労働に従事する労働者は、自身の能力、実績が適切に評価され
ていることに関心の比重を置いており、ここに労働者の高いモチベーション要因が存在す
ることが明らかになっている（前述）。
　競争主義に基づくシステムが定着しつつあり、企業が労働者に対して、平等に競争機会
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を与えることが労働者のモチベーション、モラールの向上に影響力があるという現実から、
市場経済体制に対応した人材開発に対する取り組みの基盤を構築することに通じるのであ
り、中国の産業全体、企業、労働者にとっての課題といえる。
（注）
1）有限責任会社は日本の有限会社にあたる。
2）養老保障制度は中国の年金制度として運営されている。詳細については第3章を参照。
3）詳細については第3章を参照。
4）降温費・取温費は、夏季と冬季にそれぞれの季節に合わせ従業員に支給される賃金に含ま
　れる生活手当。また、生活手当として支給するのではなく、現物を配給する企業等もあ
　る。
5）Herzberg，E　The　Motivation　to　Work，John　Wiley＆Sou，INE，1959，北野利信訳『仕事と
　人間性』東洋経済新報社，1968年。
6）梶原豊『戦略型管理者のリーダーシップ』中央職業能力開発協会，1998年，25－26頁。
7）例えば、『人材白書一2007年度NOMA人材開発調査報告書一』社団法人日本経営協会，
　2006年11月。
8）例えば，梶原豊編著『働きがいを感じる会社』同友館，2006年。
9）Schumpeter，J．A．　Capitalism　Socialism　and　Democracy：Harper＆Brothers　l949，中山
　伊知男・東畑精一訳r資本主義・社会主義・民主主義』（中）東洋経済新報社，1962年，
　396頁。
lo）丸山康則「仕事と動機（1）」日本心理学会第32回大会，1968年。
11）丸山康則「仕事と動機（2）」日本心理学会第34回大会，1970年。
12）角隆司「HerzbergのM－H理論に関する研究」日本心理学会第34回大会，1970年。
13）松井甕夫・竹内登規夫「Herzberg理論への実証的批判」『日本応用心理学会第36回大
　会発表論文抄録』1969年。
14）沈瑛「中国国有企業の人的資源管理と都市労働者のモチベーション要因に関する研究」
　明治大学政治学研究論集第25号2007，2006年11月15日。
15）同社の「幹部候補者管理に関する暫定弁法」によれば、幹部候補者の選抜過程は労働者
　の推薦に厳格的にしたがい、組織により考察がなされ、企業内共産党委員会による審査
　を経て、さらに上級の共産党組織に申請すると定めている。
16》例えば、1982年国務院は企業管理、労働規律等を強化するために、「国営工業企業にお
　ける全面的な整頓の推進に関する決定」を公布した。それと同時に、労働人事部は「企
　業編制定員と労働定額工作の強化に関する試行弁法」が公布され、組織改革、人員の削
　減を行うことになった。また、1987年、労働人事部は「労働定員、定額管理工作の継続
　に関する通知」を公布し、国営企業における人員の確定、ノルマの確定を強化するよう
　に求めた。
17）例えば、日本においては経営者団体である日本経済団体連合会が企業の行動規範として、
　　次のような「企業行動憲章」を定めている。
　　　　　　　　　　　　　　　　企業行動憲章
　　　　　　　　　　　一社会の信頼と共感を得るために一
1991年9月14日
1996年12月17日
2002年10月15日
2004年5月18日
「経団連企業行動憲章」制定
同憲章改定
「企業行動憲章」へ改定
同　憲章改定
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企業は、公正な競争を通じて利潤を追求するという経済的主体であると同時に、広く社会
にとって有用な存在でなければならない。そのため企業は、次の10原則に基づき、国の内
外を問わず、人権を尊重し、関係法令、国際ルールおよびその精神を遵守するとともに、
社会的良識をもって、持続可能な社会の創造に向けて自主的に行動する。
1．社会的に有用な製品・サービスを安全性や個人情報・顧客情報の保護に十分配慮して
　　開発、提供し、消費者・顧客の満足と信頼を獲得する。
2．公正、透明、自由な競争ならびに適正な取引を行う。また、政治、行政との健全かつ
　　正常な関係を保つ。
3．株主はもとより、広く社会とのコミュニケーションを行い、企業情報を積極的かつ公
　　正に開示する。
4．従業員の多様性、人格、個性を尊重するとともに、安全で働きやすい環境を確保し、
　　ゆとりと豊さを実現する。
5．環境問題への取り組みは人類共通の課題であり、企業の存在と活動に必須の要件であ
　　ることを認識し、自主的、積極的に行動する。
6．　「良き企業市民」として、積極的に社会貢献活動を行う。
7．市民社会秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは断固として対決する。
8．国際的な事業活動においては、国際ルールや現地の法律はもとより、現地の文化や習
　　慣を尊重し、その発展に貢献する経営を行う。
9．経営トップは、本憲章の精神の実現が自らの役割であることを認識し、率先垂範の上、
　　社内に徹底するとともに、グループ企業や取引先に周知させる。また、社内外の声を
　　常時把握し、実効ある社内体制の整備を行うとともに、企業倫理の徹底を図る。
10．本憲章に反するような事態が発生したときには、経営トップ自らが問題解決にあたる
　　姿勢を内外に明らかにし、原因究明、再発防止に努める。また、社会への迅速かつ的
　　確な情報の公開と説明責任を遂行し、権限と責任を明確にした上、自らを含めて厳正
　　な処分を行う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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おわりに　現代中国における市場経済化の過程と労働者のモチベーション
（1）グローバリゼーションの進展と人的資源管理
　2000年代初頭から中国製品の東南アジア、アフリカ諸国等への輸出、アメリカ、日本、
イギリスなどの国々への輸出が拡大し、中国企業は国際競争力をさらに強化することが課
題となっている。また外国企業の先進技術等を獲得するために、中国企業は政府の「走出
去」（中国企業が積極的に国際社会に参入すること）のスローガンの下に、積極的に海外進
出するケースが増加している。
　しかし、2000年代初頭の段階において、各国に輸出された中国製品は安価な労働力で作
られた必ずしも高度な技術を必要としない分野が多く、特に日本、アメリカなどの諸国を
中心とする国際社会においては中国製品の深刻な品質問題が発生している。したがって、
中国企業には海外輸出、海外進出の増加とともに、コンプライアンス、CSRを遵守する企
業経営の姿勢が求められている。
　中国の市場開放、国際化の歴史を概観すると、現代中国建国後、計画経済期における鎖
国という状況から改革・開放政策が導入された以降、市場開放の歴史は2000年初頭の段階
において僅か30年経ているに過ぎない。それに加えて、中国企業は組織としての海外展開
の歴史をほとんど持っていなかったがために、海外輸出、海外展開にともなう諸課題に直
面している状況もみられる。
　2000年代初頭以降、中国企業による海外投資は増加しているが、海外市場における摩擦
を防止するためにも、事前に企業の姿勢、目的等を点検し、正しく経営活動を行わなけれ
ばならないであろう。
　例えば、日本企業は海外展開にあたって、「海外投資行動指針」を制定し、海外市場にお
いて経済活動を行う日本企業の遵守すべき項目を定めている1》。
　国際事業を展開するにあたっては、個々の企業が取り組まなければならない人的資源開
発のニーズ、国際事業要員の育成、経営幹部の選抜・育成などがある。海外法人、海外事
業所で仕事をするということは、文化、言語、習慣、宗教などの面において、国内で取り
組む仕事とは異なる場面が考えられる。例えば、コミュニケーション手段としての外国語
の能力については、派遣先の文化・歴史・習慣等と密接に関わっており、また派遣される
者の異文化社会への適応性とも深く関わってくる。
　海外に派遣され、海外で仕事をするにあたって直面するこれらの課題のうち、派遣前あ
るいは派遣後を含めて、教育訓練によって解決可能な領域は、コミュニケーション能力と
しての外国語能力の向上、文化・歴史・習慣を含む異文化適応性の向上などがある。
　国際事業要員の育成という課題は、組織的な海外展開の歴史をほとんど持たなかった中
国企業が取り組むべき最重要課題として認識すべきであろう。国際事業要員の養成・確保
の手段としては、海外に留学中の学生に対しての採用活動、内外企業において国際事業に
体験のある人材を採用する手段があるが、体制の整備されていない中国国内企業において
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は、要件を備えた人材に対する待遇などの条件に対応できる制度が整備されているとは言
えぬ状況にある。また、中国国内において高等教育を受けた高学歴労働者が必ずしも条件
を備えているとは言えないため、個別企業において可能な範囲での外国語を含むグローバ
ル化教育に取り組むべきであろう。
　経営幹部の選抜・育成は、本社から海外法人へ派遣されるトップ・マネジメントの選抜
と教育機会の充実が重要であり、国際事業を円滑に展開するにあたっての最大の経営課題
といえる2）。これらに関しては、アメリカ、イギリス、オランダ、フランス、日本等の先進
企業が取り組んでいるケースに学ぶことが有効な手段といえる。
　本研究をさらにすすめるために、中国企業のグローバル化への対応、そこでの人的資源
管理システム及びモチベーション管理体制の整備、国際事業要員の育成、国際事業を推進
する経営幹部の選抜、育成等々に関しての具体的、実践的な研究に取り組む考えである。
（2）産業高度化と中小企業の人的資源開発
　1997年中国共産党15回大会は、「伝統産業構造の向上及び見直しに取り組み、新興産業
及び技術産業を発展させ、国民経済における情報化を推進する」「引き続いてインフラスト
ラクチャーと棊盤工業の強化、加工工業の調整に取り組み、基幹産業を振興させると同時
に、経済成長を引っ張って行くような新たな産業を育成する。市場の需要に応じた新しい
技術、新しい製品、新しい産業を開発し、技術集約型産業と労働集約型産業とを結びつけ、
第3次産業を指導し発展させる」3）として、産業構造高度化政策を打ち出した。
　これを受けて2001年朱鋳基は「情報化は産業高度化及び工業化、現代化を実現するため
の鍵である」「情報化は世界経済及び社会発展の趨勢であり、わが国の産業高度化及び工業
化、現代化を実現するための鍵である」「情報化の構築は国民経済構造の向上の需要であり、
目前、わが国経済発展の重大任務は産業構造の調整であり、情報化の構築に取り組まなけ
れば国民経済構造の向上及び競争力を向上することができない」ことを強調し、「情報化は
国民経済発展を主導するのみならず、その他産業を見直し、リードしていく強大な動力で
ある4）」ことを指摘した。
　他の国々と同様に、グローバリゼーションの影響を意識した中国は、情報化社会におい
て、IT産業を中心とする情報産業が産業構造の高度化、基幹産業になるとして位置づけ、
情報化産業の構築に取り組む政府の姿勢を明確にした。
　一方、産業構造の転換にともない、農村労働者を農業部門から工業部門へ移行させるた
めには、如何なる方法によって職業能力を高めるかが重要な課題であり、個々の企業にお
ける職業能力の開発が労働力の確保、労働力の有効活用につながり、さらに農村社会と都
市社会との経済格差を解消するためにも重要な手段になると思われる。
　個々の企業は企業内の能力開発の機会を開発するとともに、自己啓発の推進あるいは集
合教育（OFF・JT）による動機づけ、　OJT、社外セミナー、研究会、大学等への派遣等々
の能力開発手段を積極的に整備して、能力開発を推進することも期待される5）。
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　本研究をさらにすすめるために、産業の高度化、産業構造の転換への対庵が可能な労働
者を如何に育成するか、そして特に産業基盤となる中小企業の人的資源開発への取り組み
等を具体的に研究する考えである。
（3）社会風土と経営体の風土
　費孝通は「郷土中国」において、「農業社会の「差序格局」（人間関係の構造）では「自
己を中心とする親族関係、地縁関係が存在する」ことを指摘し、「中国社会は、自己を中心
とする社会関係が構成されている」。「喩えて言えば水中に石を投げ込むような社会関係で
あり、集団のような同じ平面に立った一人ひとりではなく、石に打たれて起きた波のよう
に波ごとに徐々に遠くへ、薄くなっていくような他人との関係がつながっているのが中国
の人間関係の基本特性である」としている。また、孔子も同様の主張をしているが、例え
ば、「儒教は「人倫」（人間関係の秩序）を追究し、「倫」とは、自己から押し出した波と、
自己と社会関係を持った人々とが生じた一輪一輪の波の区別は人間関係の区別を意味して
いる」と分析している。
　さらに、中国社会は個人主義ではなく、「自己主義」であることを強調しており、個人は
集団に対して個人と呼ばれる。しかし、個人主義は平等の下で集団において一人ひとりの
人間は平等な地位であり、そして個人が集団の権利を侵してはならないことを意味してい
る。これは集団という概念の前提下において存在しているが、しかし、中国の伝統思想に
は集団の概念が存在せず、あるのは自己主義であり、その価値概念の全てが「己」を中心
とすることを指摘している。
　「差序格局において、中国の社会関係は一人ひとりが徐々に押し出したことによって、
私人関係が増加し、社会範囲は一人ひとりの私人関係によって構成された人的ネットワー
クである。したがって、中国社会の所有する社会道徳がその私人関係において存在する意
義がある」6）、としている。
　中国社会はこのような社会風土の下で、つながりのある人間とそうではない人間とを区
別した人間関係が構築されている。このような人間関係に基づく企業組織は、中国企業の
内部にも浸透している。例えば、企業において、特別な関係がなければ、人と人の協力関
係、情報のながれはあまりないと言われる。
　現代社会において、このような人間関係は家族の輪から知人、同窓、利害関係などに拡
大していく可能性があり、また企業においては、このような人間関係に基づく組織が編成
され、それによる昇進制度などの処遇制度が運営されるため、人的資源管理活動全体の円
滑の活動を推進する妨げとなる。グローバル化に対応した企業活動の展開、現代企業制度
を確立するにあたっては、経営者、管理者がこのような人間関係（例えば、姻戚関係）に
基づく組織編成の考えを排除し、経営活動を推進するという経営者、管理者自身の意識改
革が必要である。
　本研究をさらに進めるにあたり、中国固有の風土的側面が企業等の経営体の活動に影響
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しない状況を如何にして形成するか。そして労働者のモチベーションと密接に関わる健全
な経営風土を如何にしたら形成できるかを具体的に研究する考えである。
（4）産学協同の推進と多様な産業に従事する人的資源開発
　1980年に華東師範大学（上海）が研究・授業環境の改善及び大学教育の処遇を高めるた
めに「学校基金」を設立したことを契機として中国に産学協同の気運が生まれたといわれ
る。当時教育基金に悩んでいた教育部及び国家財政部は華東師範大学の経験を総括し、全
国の大学に産学協同推進を押し広めた。
　1985年中国共産党中央委員会が「科学技術体制改革の決定にっいて」を公布したことに
より、中国の産学協同への取り組みが大きく発展する契機になった。ここでの公布によれ
ば、「中国科学院、大学、各部署及び地方に所属する研究開発に従事している研究機関は、
自由競争かつ双方有利の原則に基づいて、企業・設計機関と何等かの形で連携し、その中
に一部は徐々に企業経営体にまで成長している。また一部は連携の上に合併され、企業が
研究機関に入る、または研究機関を企業に入る、一部の研究機関は科学技術タイプの生産
型企業に発展、あるいは中小型の連合的な技術開発機関となる」とされた。
　同上委員会が公布した時期の中国の科学技術力は一般企業にではなく、大学・研究機関
に集中していたため、大学は科学技術体制、特にハイテク技術の発展において非常に重要
な位置づけがなされていた。その後大学と産業との連携が「科技興国」として提起され、
大学がリードする産学連携は中国のハイテク技術に対する研究開発としても期待され、か
つ育成策としての国家支持政策も一層明確になった。
　2006年国務院は中国を「科学技術の創新型の国」にするという目標を掲げ、目標実現の
ため、「企業を主体とする産学連携の技術創新体系を突破口にする」とし、産学連携は中国
科学技術体制の重要な役割を担うことになった。
　産学連携企業に関する業種と業態、管理体制などに関しては、以下のような特徴がある。
業種としては、製造業が最も多く、全体の42％を占め、次いで貿易業（商社的な存在）が
9％となっている。業態としては、産学連携企業である独資経営が全体の66％、国内合弁企
業が33％、外国資本との合弁企業1％となっている。また45％の産学連携企業のパートナ
ーは工業大学であり、次いで総合大学、師範大学、農業・林業大学等である。
　政府は科学技術政策の導入に取り組んでいるが、産学連携企業においては科学技術型企
業が急成長している。例えば、30社の大学と関連する産学連携企業が国内株式市場に上場
しており、そのうち、北京大学に所属する北大方正集団、清華大学に所属する清華同方、
東北大学に所属する藩陽東軟軟件などの企業がある。
　産学連携の取り組みに関しての問題点は、産学連携企業の地域分布に片寄りがあること
である。産学連携の売上額実績からみると、北京、上海、漸江省、江蘇省、遼寧省の5ヵ
所で全国の72．19％を占めており、中でも北京が48．3％、上海8．21％となっている・
　政府が掲げる「科学技術の創新型の国」という目標から産学協同の現状を整理すると、
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大学がリードする科学技術型企業に重点が置かれているという特徴があり、北京、上海を
中心とする地域に集中している状況が顕著である。しかも、中国の産学協同への取り組み
は必ずしもグローバリゼーション、中国の経済発展、産業構造の推移に対応しているとは
言えぬ状況がある。各地域の経済、産業が必要とする労働力を如何に育成・確保するかは、
産学が連携して緊急に取り組まねばならない課題である。
　産学協同を推進する科学技術型企業とともに、それらを支える多様な産業に従事する人
的資源（労働力）を如何に確保するか。そして労働者のモチベーション管理と個別具体的
な人的資源開発への取り組みに関しての研究をする考えである。
（注）
1）財団法人日本在外企業協会制定の「海外投資行動指針」
基本的姿勢
第一　わが国企業の海外投資に当たっては、それが投資先国に歓迎されるものとしてそこ
　に定着し、長期的な観点に立って企業の発展と投資先国の経済・社会政策とが両立する
　方向で進めるとともに、国際協力の一環として投資先国の社会に融け込むよう、その経
　済、社会との協調、融和を図りつつ行うという基本的姿勢を貫くこと。
現地社会の主体性尊重
第二　わが国企業の海外投資に当たっては、現地会社が投資先国の法に基づく独立の法人
　であることをよく認識し、その主体性を尊重して行動すること。まだ、それが合併事業
　の形態をとる場合には、合併事業の一方の当事者として、その立場に見合った責任を果
　たすことを原則とすべきこと。
相互依頼を基盤とした事業活動の推進
第三　わが国企業の海外投資に当たっては、長期事業方針の明示、適正な労使関係の確立
　等の適切な配慮を行うとともに、現地会社の事業活動の内容を投資先国において正しく
　紹介することにより、投資先国社会の理解を得るなど、投資先国との相互依頼を基盤と
　した事業活動の推進に努めること。
　　また、発展途上国等で自国資本の育成の要請があるところでは、適当な時期に投資先
　国の投資家等に資本参加拡大の機会を提供するよう努めること。
良好な適正な労使関係の確立
第四　現地会社の経営に当たっては、良好で適正な労使関係を確立するため、投資先国の
　労働組合組織や労働慣行について十分な認識と理解を深めることに努め、また労使間に
　誤解等が生じないよう、情報や意見を交換するなどして、意思の疎通を図ること。
雇用、登用の推進
第五　投資先国における雇用機会の拡大に資するため、現地会社における現地人従業員の
　雇用、登用を積極的に行うよう努めること。
　　また、従業員の労働条件についても、投資先国の事情を十分配慮するとともに、安全
　衛生を確保するための労働環境の整備に努めること。
教育、訓練の推進
第六　現地会社の従業員の職務能力向上のため、社内における教育、訓練を行うとともに、
　必要な場合には、わが国をはじめ外国への研修派遣、留学等を実施し、技能、技術（経
　営・管理技術を含む）の習得の機会を与えるよう努めること。
　　とくに発展途上国など、技術移転を必要としているところでは、教育、訓練に際して
　そのことに十分配慮すること。
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派遣者の自主性尊重
第七　わが国企業は、現地会社の主体性の尊重とともに、現地会社に対する派遣者の意欲
　と責任意識の確立を図るため、現地会社における派遣者の業務上の自主性を尊重するよ
　う努めること。
派遣者の選定、教育
第八　海外投資先への派遣者の選定に当たっては、協調性、意欲、能力、経験等を適性に
　配慮するとともに、投資先国の言語、社会、文化等、海外実務以外の学習を含めた適切
　な事前教育、訓練を行うよう努めること。派遣者が家族を帯同する場合は、可能な限り、
　家族に対しても同様な事前教育の機会を提供するよう努めること。
派遣者の派遣期間、生活基盤整備
第九　派遣者の派遣期間については、投資先国の諸般の事情を考慮した期間を設定し、そ
　のための条件を整備するとともに、派遣者とその帯同家族のための生活基盤の整備を図
　るよう努めること。
投資先国産業との協調
第十　わが国企業の海外投資に当たっては、投資先国の経済秩序を混乱させることのない
　ように投資先国産業との協調を図り、特定の地域、産業あるいは時期に投資が集中する
　ことのないよう努めるとともに、現地会社の事業活動においては、投資先国の商慣習、
　流通機構を尊重すること。
　　また、長期的な観点から国際分業の確立、投資先国の国際収支の改善、産業構造につ
　いての政策目標の実現等に資するため、現地会社が使用する機械、設備、原材料、部品
　等については、出来るだけ投資先国で生産されるものを調達するよう努めること。
技術移転の促進
第十一　投資先国の技術水準の向上に資するため、とくに発展途上国など、技術移転の要
　請のあるところでは、現地会社に対してはもとより、関連する地元企業に対しても機械、
　設備、原材料、部品の発注等に際して技術指導を通じて、可能な限り技術移転に努める
　こと。
再投資の促進
第十二　投資先国の経済の発展と安定に資するため、わが国企業はその現地会社の利益等
　をできるだけ現地会社の拡充、周辺関連産業の育成等のための再投資に向けるよう努め
　ること。
投資先国社会との協調、融和
第十三　投資先国の社会との協調、融和を図るため、以下の事項に留意すること。
（1）　現地会社の理念、事業活動、投資先国への貢献等について、投資先国社会の正しい
　　　認識と理解を得られるよう積極的かつ適切な広報に努めること。
（2）　投資先国の生活・自然環境の保全に十分努めること。
　（3）　事業施設、広告看板等の建造物の設置し当たっては、投資先国における社会通念お
　　　よび公共性に十分配慮すること。
　（4）　投資先国における教育、福祉および文化面への貢献に努めること。
　（5）　投資先国における地域社会との融和に留意し、投資先国の業界団体、地域団体等に
　　　は現地会社も積極的に参加するよう努めるとともに、投資先国における日本人経済
　　　団体もまた現地の諸団体ならびに経済関係者、学識経験者との幅広くかつ親密な交
　　　流を促進すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
この指針（ガイドライン）は、1973年に日本の主要経済団体により発表された「発展途上
国に対する投資行動の指針」を、その後の日本企業の投資行動の多様な展開を踏まえて、
1987年に新たに見直ししたものである。
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2）国際化教育、国際事業要員教育に関しては、主要な日本企業が国際化教育、国際事業要員
　教育を制度化している。梶原豊『人的資源管理論』同友館，2002年，178－183頁。
3）中共中央文献研究室編『十五大以来重要文献選編』（上）人民出版社，2000年，26頁。
4）同上書（下），2142頁。
5）梶原豊『人材開発論〔増補版〕一人材開発活動の実践的・体系的研究一』白桃書店，2004
　年，95－97頁。
6）費孝通「郷土中国」『民国叢書』第3編，上海書店，1991年，22－30頁。
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資　料
（1）調査票　中国鮒舶燃料有限責任公司「やる気の調査票」
　　　　　　　　　　　　　　　　　“やる気”の調査
　当社の社員のやる気に関する要素を知るために、人的資源管理部が専門家の協力のもと
で、本調査を行います。会社の管理制度を改善するのに役立てるための資料に活用するも
のです。
　調査は匿名方式をとり、皆さんは配慮することなく、客観的にまじめに記入するように
お願いします。ご協力ありがとうございます。
該当するものに○印をつけて下さい。
1．あなたは
　　①男性
　　②女性
2．あなたの年齢は
　①20歳以下
　②21～30歳
　　③31～40歳
　　④41～50歳
　　⑤51歳以上
3．あなたの仕事は
　①人的資源管理
　③行政（総務部、弁公室）
　⑤販売
　⑦技術開発
②財務
④情報
⑥製造
⑧その他
4．あなたの職位は
　　①一般社員
　　②監督者
　　③管理者
5．あなたの勤務地は
　①船舶
　②製油
　③本社
　④その他
6．あなたの勤続年数は
　①一年未満
　　③6～10年
　　⑤16年以上
②2～5年
④11～15年
7．あなたの学歴は
　①高卒・中等専門学校及びその以下
　②短大卒
　③大学卒
　④大学院卒以上
8．あなたの転職経験は
　①なし
　③2回
　⑤4回
②1回
④3回
9．あなたが“やる気”を感じるのは次のうちどれですか。該当する項目に全て○印をつ
　　けて下さい。
項目
1賃金水準が世間並みだと知ったとき
2．昇給したとき
3賞与をもらったとき
4．能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われてい
驍ﾆ知ったとき
5．養老保障制度が整備されているから
6．医療制度が整備されているから
7．降温費・取温費をもらったとき
8．有給休暇が整備されているから
9家に帰って、家族と団樂しているとき
10趣味を楽しんでいるとき
11重要な仕事を任されたとき
12．仕事に張り合いを感じるとき
13．自分の能力を発揮できたとき
14．自分のアイディア・意見が受け入れられたとき
15．目標を達成したとき
16昇進したとき
17．お客さんから褒められたとき
18上司に褒められたとき
19．能力の高い上司につかえているとき
20．苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわ
ｩってくれるから
21職場理境が改善されたとき
22勤務時間が自分に合っているから
23会社の教育訓練に参加したとき
24職場の人間関係は和やかに感じるとき
25．会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから
26会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから
27．会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰
ﾍ気があるから
28自分の目示は会社の目示と一致しているとき
29会社の将来の発展計画を知ったとき
ご協力ありがとうございました。
（2）調査対象者の属性
n
　調査に協力を得られた従業員の属性は次の通りである。
①性別
? 860 83．5％
女 124 12．0％
不明 46 4．5％
計 1，030人100．0％
②年齢
20歳以下 5 0．5％
21～30歳 163 15．8％
31～40歳 329 31．9銘
41～50歳 352 34．2％
51歳以上 181 17．6％
計 1，030人100．0％
③所属部門
人的資源管理部門 28 2．7％
財務部門 39 3．8％
行政部門 52 5．0％
情報部門 4 0．4％
販売部門 64 6．2％
製造部門 557 54．1％
技術開発部門 27 2．6％
その他 242 23．5％
不明 17 1．7％
計 1，030人100．0％
④職位
一般社員 741 71．9％
監督者 170 16．5％
管理者 111 10．8％
不明 8 0．8％
計 1，030 100．0％
⑤事業所
船舶 435 42．2％
油庫 236 22．9％
公司本部 252 24．5％
その他 99 9．6％
不明 8 0．8％
計 1，030人100．0％
m
⑥勤続年数
1年未満 16 1．6％
2～5年 118 11．4％
6～10年 109 10．6％
11～15年 164 15．9％
16年以上 620 60．2％
不明 3 0．3％
計 1，030人100．0毘
⑦学歴
高卒、中等専門学校卒及びそ
ﾌ以下 644 62．5％
短大卒 224 21．7％
大卒 136 13．2％
大学院卒 3 0．3％
不明 23 2．2％?
1，030人 99．9％
⑧転職経験
なし 718 69．7％
1回 201 19．5％
2回 63 6．1％
3回 27 2．6駕
4回 13 1．3％
不明 8 0．8％
計 1，030人100．0％
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（3）中国船舶燃料有限責任公司「やる気の調査」集計分析結果
表1やる気を感じる要素一全体の傾向一
項　　目 人数 ％
1 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 783 75．7％
2 昇給したとき 735 71．0％
3 養老保障制度が整備されているから 724 70．0％
4 能力の高い上司につかえているとき 721 69．7％
5 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 719 69．5％
6 賃金水準が世間並みだと知ったとき 704 68．0％
7 自分の能力を発揮できたとき 672 64．9％
8 職場の人間関係は和やかに感じるとき 663 64．1％
9 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 642 62．0％
10 職場環境が改善されたとき 640 61．8％
11 医療制度が整備されているから 621 60．0％
12 賞与をもらったとき 611 59．0％
13 仕事に張り合いを感じるとき 593 57．3％
14 家に帰って、家族と団樂しているとき 565 54．6％
15 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 544 52．6％
16 有給休暇が整備されているから 534 51．6％
17 会社の将来の発展計画を知ったとき 504 48．7％
18 目標を達成したとき 500 48．3％
19 降温費・取暖費をもらったとき 497 48．0％
20昇進したとき 464 44．8％
21 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 439 42．4％
22 重要な仕事を任されたとき 437 42．2％
23勤務時間が自分に合っているから 430 4遷．5％
24 上司に褒められたとき 429 41．4％
25会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 417 40．3％
26 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 416 40．2％
27 お客さんから褒められたとき 406 39．2％
28趣味を楽しんでいるとき 362 35．0％
29会社の教育訓練に参加したとき 337 32．6％
V
表2　女性従業員がやる気を感じる要素
項　　目
　　　…人数　i　％
1 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 99　　1　79．8％
2 賃金水準が世間並みだと知ったとき 96　1774％
3 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 96　　1　77．4％
4 能力の高い上司につかえているとき 95　i76．6％
5 職場の人間関係は和やかに感じるとき 93　　1　750％
6 昇給したとき 88　i71．0％
7 養老保障制度が整備されているから 88　　1　71ゆ％
8 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 88　　1　71．0％
9 自分の能力を発揮できたとき 87　17α2％
10 仕事に張り合いを感じるとき 80　　1　64．5％
11 職場環境が改善されたとき 76　1613％
12 医療制度が整備されているから 73　　1　583％
13 　　　　一L給休暇が整備されているから 72　　；　58．1％
14 賞与をもらったとき 71　157．3％
15 会社の将来の発展計画を知ったとき 65　　1　524％
16 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 63　i5α8％
17 目標を達成したとき 62　i50侃
18 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 62　　1　50£％
19 勤務時間が自分に合っているから 61　　1　49．2％
20 上司に褒められたとき 59　147，6％
21 家に帰って、家族と団樂しているとき 55｛4生4％
22 重要な仕事を任されたとき 52　141錦
23 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 51　　1　41．1％
24 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 51　141．1％
25 お客さんから褒められたとき 50　140，3％
26 会社の教育訓練に参加したとき 49　　1　39．5％
27 昇進したとき 49　1395％
28 降温費・取暖費をもらったとき 46　1　37．1％
29 趣味を楽しんでいるとき 39　　；　31．5％
vi
表3　男性従業員がやる気を感じる要素
項　　　目
　　　…人数　1　％
1苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 647　1　75．2％
2昇給したとき 608　i7α7％
3養老保障制度が整備されているから 599　1　69，7％
4能力の高い上司につかえているとき 601　i69洲
5能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 587　1　68．3％
6賃金水準が世間並みだと知ったとき 583　i67部
7自分の能力を発揮できたとき 551　；64．1％
8職場の人間関係は和やかに感じるとき 535　1　62．2％
9職場環境が改善されたとき 533　162、0％
10会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 521　1　60．6％
11医療制度が整備されているから 519　16α3％
12賞与をもらったとき 506　158．8％
13仕事に張り合いを感じるとき 487i5a6％
14家に帰って、家族と団蘂しているとき 478　1556％
15自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 459　　1　534％
16有給休暇が整備されているから 434　1　50．5％
17降温費・取暖費をもらったとき 426　149研
18目標を達成したとき 418　148．6％
19会社の将来の発展計画を知ったとき 415　1　48．3％
20昇進したとき 393　145．7％　　　1
21会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 370　1　43．0％
22重要な仕事を任されたとき 363i422％
23勤務時間が自分に合っているから 352　1　40．9％
24上司に褒められたとき 350　140、7％
25自分の目標は会社の目標と一致しているとき 344　　1　40つ％
26お客さんから褒められたとき 341　1　39．7％
27会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 336　i39．1％
28趣味を楽しんでいるとき 303　1　35．2％
29会社の教育訓練に参加したとき 277　1　32．2％
vi
表4　　やる気を感じる要素一20歳以下の世代一
項　　　目 人数 ％
1 賃金水準が世間並みだと知ったとき 5 mO．0％
2 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 4 80．0％
3 養老保障制度が整備されているから 4 80．0％
4 家に帰って、家族と団簗しているとき 4 80．0％
5 自分の能力を発揮できたとき 4 80．0％
6 自分のアイディァ・意見が受け入れられたとき 4 80．0％
7 医療制度が整備されているから 3 60．0％
8 能力の高い上司につかえているとき 4 80．0％
9 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 4 80．0％
10 職場環境が改善されたとき 4 80．0％
11 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 4 80．0％
12 仕事に張り合いを感じるとき 3 60．0％
13 会社の教育訓練に参加したとき 3 60．0％
14 職場の人間関係は和やかに感じるとき 3 60．0％
15 重要な仕事を任されたとき 2 40．0％
16 目標を達成したとき 2 40．0％
17 上司に褒められたとき 2 40．0％
18 勤務時間が自分に合っているから 2 40．0％
19 会社の将来の発展計画を知ったとき 2 40．0％
20 賞与をもらったとき 2 40．0％
21 昇進したとき 1 20．0％
22 お客さんから褒められたとき 1 20．0％
23 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 1 20．0％
24 昇給したとき 1 20．0％
25 有給休暇が整備されているから 1 20．0％
26 趣味を楽しんでいるとき 0 0．0％
27 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 0 0．0％
28 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 0 0．0％
29 降温費・取暖費をもらったとき 0 0．0％
viii
表5やる気を感じる要素一21歳～30歳一
項　　　目 人数
?
1 自分の能力を発揮できたとき 128 78．5％
2 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 124 76．1％
3 能力の高い上司につかえているとき 123 75．5％
4 昇給したとき 119 73．0％
5 賃金水準が世間並みだと知ったとき 115 70．6％
6 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 110 67．5％
7 仕事に張り合いを感じるとき 108 66．3％
8 職場の人間関係は和やかに感じるとき 108 66．3％
9 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 106 65．0％
10 賞与をもらったとき 105 64．4％
11 昇進したとき 105 64．4％
12 有給休暇が整備されているから 103 63．2％
13 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 95 58．3％
14 職場環境が改善されたとき 95 58．3％
15 養老保障制度が整備されているから 94 57．7％
16 重要な仕事を任されたとき 94 57．7％
17 目標を達成したとき 90 55．2％
18 上司に褒められたとき 88 54．0％
19 医療制度が整備されているから 85 52．1％
20 家に帰って、家族と団樂しているとき 84 51．5％
21 降温費・取暖費をもらったとき 83 50．9％
22 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 79 48．5％
23 会社の教育訓練に参加したとき 78 47．9％
24 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 78 47．9％
25 会社の将来の発展計画を知ったとき 78 47．9％
26 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 77 47．2％
27 勤務時間が自分に合っているから 74 45．4％
28 お客さんから褒められたとき 71 43．6％
29 趣味を楽しんでいるとき 67 41．1％
ix
表6やる気を感じる要素一31歳～40歳一
項　　　目 人数 ％
1 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 246 74．8％
2 昇給したとき 236 71．7％
3 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 233 70．8％
4 賃金水準が世間並みだと知ったとき 228 69．3％
5 能力の高い上司にっかえているとき 226 68．7％
6 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 223 67．8％
7 養老保障制度が整備されているから 219 66．6％
8 自分の能力を発揮できたとき 216 65．7％
9 職場の人間関係は和やかに感じるとき 216 65．7％
10 職場環境が改善されたとき 204 62．0％
11 賞与をもらったとき 189 57．4％
12 医療制度が整備されているから 196 596％
13 仕事に張り合いを感じるとき 177 538％
14 有給休暇が整備されているから 174 52．9％
15 家に帰って、家族と団樂しているとき 173 52．6％
16 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 164 498％
17 会社の将来の発展計画を知ったとき 159 48．3％
18 目標を達成したとき 143 43．5％
19 昇進したとき 143 43．5％
20 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 141 42．9％
21 上司に褒められたとき 139 422％
22 勤務時間が自分に合っているから 138 4t9％
23 降温費・取暖費をもらったとき 135 41．0％
24 重要な仕事を任されたとき 135 4tO％
25 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 135 4tO％
26 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 134 40．7％
27 趣味を楽しんでいるとき 111 33．7％
28 お客さんから褒められたとき 108 32B％
29 会社の教育訓練に参加したとき 10フ 32．5％
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表7　やる気を感じる要素一41歳～50歳一
項　　　　　目 人数
?
1 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 273 77．6％
2 養老保障制度が整備されているから 261 74．1％
3 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 250 71．0％
4 昇給したとき 237 67．3％
5 賃金水準が世間並みだと知ったとき 234 66．5％
6 職場の人間関係は和やかに感じるとき 232 65．9％
7 賞与をもらったとき 205 58．2％
8 能力の高い上司にっかえているとき 245 69．6％
9 職場環境が改善されたとき 230 65．3％
10 医療制度が整備されているから 213 60．5％
11 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 213 60．5％
12 自分の能力を発揮できたとき 207 58．8％
13 仕事に張り合いを感じるとき 199 56．5％
14 家に帰って、家族と団漿しているとき 196 55．7％
15 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 185 52．6％
16 会社の将来の発展計画を知ったとき 179 50．9％
17 降温費・取暖費をもらったとき 172 48．9％
18 有給休暇が整備されているから 171 48．6％
19 目標を達成したとき 170 48．3％
20 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 153 43．5％
21 お客さんから褒められたとき 149 42．3％
22 昇進したとき 144 40．9％
23 勤務時間が自分に合っているから 143 40．6％
24 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 142 40．3％
25 上司に褒められたとき 136 38．6％
26 重要な仕事を任されたとき 134 38．1％
27 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 133 37．8％
28 趣味を楽しんでいるとき 115 32．7％
29 会社の教育訓練に参加したとき 98 27．8％
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表8　やる気を感じる要素一51歳以上の世代一
項　　目 人数 ?
1 養老保障制度が整備されているから 141 77．9％
2 昇給したとき 137 75．7％
3 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 134 74．0％
4 賃金水準が世間並みだと知ったとき 119 65．7％
5 賞与をもらったとき 107 59．1％
6 能力の高い上司につかえているとき 120 66．3％
7 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 118 65．2％
8 医療制度が整備されているから 119 65．7％
9 自分の能力を発揮できたとき 115 63．5％
10 家に帰って、家族と団樂しているとき 106 58．6％
11 仕事に張り合いを感じるとき 104 57．5％
12 降温費・取暖費をもらったとき 103 56．9％
13 職場環境が改善されたとき 103 56．9％
14 職場の人間関係は和やかに感じるとき 101 55．8％
15 目標を達成したとき 94 51．9％
16 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 93 51．4％
17 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 92 50．8％
18 会社の将来の発展計画を知ったとき 84 46．4％
19 有給休暇が整備されているから 83 45．9％
20 お客さんから褒められたとき 75 41．4％
21 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 72 39．8％
22 勤務時間が自分に合っているから 71 39．2％
23 趣味を楽しんでいるとき 69 38．1％
24 重要な仕事を任されたとき 69 38．1％
25 昇進したとき 69 38．1％
26 上司に褒められたとき 63 34．8％
27 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 62 34．3％
28 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 61 33．7％
29 会社の教育訓練に参加したとき 50 27．6％
曲
表9やる気を感じる要素一人的資源管理部一
項　　　目 人数 ％
1 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 26 92．9％
2 自分の能力を発揮できたとき 24 85．7％
3 職場の人間関係は和やかに感じるとき 22 78．6％
4 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 22 78．6％
5 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 22 78．6％
6 賃金水準が世間並みだと知ったとき 21 75．0％
7 能力の高い上司につかえているとき 20 7t4％
8 昇給したとき 19 67．9％
9 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 19 67．9％
10 目標を達成したとき 19 67．9％
11 昇進したとき 19 67．9％
12 上司に褒められたとき 19 67．9％
13 重要な仕事を任されたとき 18 64．3％
14 仕事に張り合いを感じるとき 18 64．3％
15 会社の教育訓練に参加したとき 17 60．7％
16 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 17 6α7％
17 賞与をもらったとき 16 57．1％
18 養老保障制度が整備されているから 16 57．1％
19 会社の将来の発展計画を知ったとき 16 57」％
20 有給休暇が整備されているから 15 53．6％
21 職場環境が改善されたとき 15 53．6％
22 医療制度が整備されているから 13 46．4％
23 家に帰って、家族と団榮しているとき 13 46．4％
24 趣味を楽しんでいるとき 壌2 42．9％
25 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 12 429％
26 勤務時間が自分に合っているから 11 39．3％
27 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 11 39．3％
28 お客さんから褒められたとき 10 35．7％
29 降温費・取暖費をもらったとき 10 35．7％
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表10やる気を感じる要素一財務部一
項　　目 人数 ?
1 賃金水準が世間並みだと知ったとき 36 92．3％
2 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 34 87．2％
3 仕事に張り合いを感じるとき 33 84．6％
4 自分の能力を発揮できたとき 32 82．1％
5 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 30 76．9％
6 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 29 74．4％
7 能力の高い上司につかえているとき 28 71．8％
8 養老保障制度が整備されているから 28 71．8％
9 目標を達成したとき 27 69．2％10 有給休暇が整備されているから 26 66．7％
11 職場環境が改善されたとき 26 66．7％12 医療制度が整備されているから 26 66．7％13 職場の人間関係は和やかに感じるとき 26 66．7％14 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 26 66．7％15 賞与をもらったとき 24 61．5％16 家に帰って、家族と団簗しているとき 23 59．0％
17 重要な仕事を任されたとき 23 59．0％18 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 23 59．0％19 昇給したとき 22 56．4％20 上司に褒められたとき 22 56．4％21 会社の教育訓練に参加したとき 21 53．8％22 会社の将来の発展計画を知ったとき 21 53．8％23 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 20 51．3％24 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 18 46．2％25 お客さんから褒められたとき 18 46．2％26 降温費・取暖費をもらったとき 17 43．6％27 昇進したとき 17 43．6％28 勤務時間が自分に合っているから 16 41．0％29 趣味を楽しんでいるとき 14 35．9％
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表11　やる気を感じる要素一スタッフ部門一
項　　目 人数 ％
1 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 41 78．8％
2 仕事に張り合いを感じるとき 40 76．9％
3 自分の能力を発揮できたとき 40 76．9％
4 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 37 71．2％
5 能力の高い上司につかえているとき 37 7t2％
6 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 37 71．2％
7 職場の人間関係は和やかに感じるとき 36 69．2％
8 賃金水準が世間並みだと知ったとき 35 67．3％
9 養老保障制度が整備されているから 33 63．5％
10 昇給したとき 31 59．6％
11 目標を達成したとき 31 59．6％
12 賞与をもらったとき 29 55．8％
13 自分めアイディア・意見が受け入れられたとき 27 5t9％
14 医療制度が整備されているから 26 50．0％
15 職場環境が改善されたとき 26 50．0％
16 降温費・取暖費をもらったとき 20 38．5％
17 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 25 48．1％
18 会社の将来の発展計画を知ったとき 25 48．1％
19 重要な仕事を任されたとき 25 48．1％
20 有給休暇が整備されているから 23 44．2％
21 上司に褒められたとき 23 44．2％
22 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 23 44．2％
23 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 22 42．3％
24 家に帰って、家族と団樂しているとき 22 42．3％
25 勤務時間が自分に合っているから 21 40．4％
26 会社の教育訓練に参加したとき　　・ 21 40．4％
27 昇進したとき 2准 40．4％
28 趣味を楽しんでいるとき 19 36．5％
29　お客さんから褒められたとき 17 32．7％
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表12やる気を感じる要素一情報部一
項　　目 人数 ％
賃金水準が世間並みだと知ったとき 4 100．0％
????
能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 4 100．0％
3 能力の高い上司につかえているとき 4 100．0％
4 職場の人間関係は和やかに感じるとき 4 100．0％
5 昇給したとき 3 75．0％
6 賞与をもらったとき 3 75．0％
7 重要な仕事を任されたとき 3 75．0％
8 昇進したとき 3 75．0％
9 上司に褒められたとき 3 75．0％
10 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 3 75．0％
お客さんから褒められたとき 2 50．0％
????ー?????
仕事に張り合いを感じるとき 2 50．0％
13 自分の能力を発揮できたとき 2 50．0％
14 自分のアイディァ・意見が受け入れられたとき 2 50．0％
15 目標を達成したとき 2 50．0％
16 職場環境が改善されたとき 2 50．0％
17 勤務時間が自分に合っているから 2 50．0％
18 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 2 50．0％
19 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 2 50．0％
20 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 2 50．0％
21 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 2 50．0％
22 養老保障制度が整備されているから 1 25．0％
23 医療制度が整備されているから 1 25．0％
24 降温費・取暖費をもらったとき 1 250％
25 有給休暇が整備されているから 1 250％
26 家に帰って、家族と団彙しているとき 1 25．0％
27 趣味を楽しんでいるとき 1 25．0％
28 会社の教育訓練に参加したとき 1 250％2b 会社の将来の発展計画を知ったとき 1 250％
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表13やる気を感じる要素一営業部一
項　　目 人数 ％
1 自分の能力を発揮できたとき 53 82．8％
2 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 48 75．0％
3 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 48 75．0％
4 仕事に張り合いを感じるとき 43 67．2％
5 目標を達成したとき 43 67．2％
6 能力の高い上司につかえているとき 42 65．6％
7 昇進したとき 41 64．1％
8 昇給したとき 41 64．1％
9 賃金水準が世間並みだと知ったとき 40 62．5％
10 職場の人間関係は和やかに感じるとき 40 62．5％
11 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 39 60．9％
12 自分のアイディァ・意見が受け入れられたとき 39 60．9％
13 有給休暇が整備されているから 36 56．3％
14 賞与をもらったとき 34 53．1％
15 職場環境が改善されたとき 34 53」％
16 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 34 53．1％
17 上司に褒められたとき 33 51．6％
18 重要な仕事を任されたとき 33 51．6％
19 養老保障制度が整備されているから 32 50．0％
20 お客さんから褒められたとき 31 48．4％
21 家に帰って、家族と団樂しているとき 30 46．9％
22 医療制度が整備されているから 29 45．3％
23 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 29 45．3％
24 会社の将来の発展計画を知ったとき 29 45．3％
25 降温費・取暖費をもらったとき 21 32．8％
26 趣味を楽しんでいるとき 26 40．6％
27 会社の教育訓練に参加したとき 26 40．6％
28 勤務時間が自分に合っているから 23 35．9％
29 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 21 32．8％
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表14　やる気を感じる要素一製造部門一
項　　目 人数 ％
1 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 431 77．4％
2 養老保障制度が整備されているから 418 75．0％
3 昇給したとき 414 74．3％
4 能力の高い上司につかえているとき 402 72．2％
5 職場環境が改善されたとき 390 70．0％
6 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 385 69．1％
7 職場の人間関係は和やかに感じるとき 380 68．2％
8 賃金水準が世間並みだと知ったとき 377 67．7％
9 賞与をもらったとき 338 60．7％
10 医療制度が整備されているから 350 62．8％
11 自分の能力を発揮できたとき 347 62．3％
12 家に帰って、家族と団樂しているとき 334 60．0％
13 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 333 59．8％
14 有給休暇が整備されているから 311 55．8％
15 降温費・取暖費をもらったとき 306 54．9％
16 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 305 54．8％
17 趣味を楽しんでいるとき 217 390％
18 重要な仕事を任されたとき 228 40．9％
19 仕事に張り合いを感じるとき 319 573％
20 会社の将来の発展計画を知ったとき 306 54．9％
21 目標を達成したとき 258 46．3％
22 勤務時間が自分に合っているから 256 460％
23 昇進したとき 245 440％
24 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 245 44．0％
25 お客さんから褒められたとき 240 431％
26 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 237 42．5％
27 上司に褒められたとき 231 415％
28 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 219 39．3％
29 会社の教育訓練に参加したとき 174 312％
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表15やる気を感じる要素一技術開発部一
項　　　目 人数 ％
賃金水準が世間並みだと知ったとき 22 81．5％｛ー???
苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 22 81．5％
3 仕事に張り合いを感じるとき 22 81．5％
4 自分の能力を発揮できたとき 22 8t5％
5 能力の高い上司につかえているとき 20 74．1％
6 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 19 70．4％
7 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 19 70．4％
医療制度が整備されているから 17 63．0％????
昇給したとき 16 59．3％
10 養老保障制度が整備されているから 16 59．3％
11 昇進したとき 16 59．3％
12 職場環境が改善されたとき 16 59．3％
13 賞与をもらったとき 15 55．6％
14 有給休暇が整備されているから 14 51．9％
15 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 14 51．9％
16 目標を達成したとき 14 5t9％
17 職場の人間関係は和やかに感じるとき 14 51．9％
18 重要な仕事を任されたとき 13 48．1％
19 家に帰って、家族と団樂しているとき 13 48．1％
勤務時間が自分に合っているから 13 48．1％
??．??」
会社の将来の発展計画を知ったとき 12 44．4％
22 降温費・取暖費をもらったとき 12 44．4％
会社の教育訓練に参加したとき 11 40．7％???????????
自分の目標は会社の目標と一致しているとき 11 40．7％
会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 10 37．0％
26 上司に褒められたとき 10 37．0％
27 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 9 33．3％
28 お客さんから褒められたとき 8 29．6％
29 趣味を楽しんでいるとき 7 25．9％
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表16一般社員がやる気を感じる要素
項　　目 人数 ％
1 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 556 750％
2 昇給したとき 547 73．8％
3 養老保障制度が整備されているから 528 71．3％
4 能力の高い上司につかえているとき 511 69．0％
5 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 504 68．0％
6 賃金水準が世間並みだと知ったとき 488 65．9％
7 職場の人間関係は和やかに感じるとき 481 64．9％
8 職場環境が改善されたとき 471 63．6％
9 賞与をもらったとき 454 613％
10 医療制度が整備されているから 453 61．1％
11 自分の能力を発揮できたとき 453 61．1％
12 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 437 59．0％
13 家に帰って、家族と団簗しているとき 430 580％
14 仕事に張り合いを感じるとき 410 55．3％
15 降温費・取暖費をもらったとき 391 52．8％
16 有給休暇が整備されているから 383 51．7％
17 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 379 51．1％
18 会社の将来の発展計画を知ったとき 359 484％
19 目標を達成したとき 327 44．1％
20 勤務時間が自分に合っているから 321 43．3％
21 昇進したとき 309 41．7％
22 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 300 40．5％
23 上司に褒められたとき 298 40．2％
24 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 291 39．3％
25 重要な仕事を任されたとき 286 38．6％
26 お客さんから褒められたとき 286 38．6％
27 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 272 36．7％
28 趣味を楽しんでいるとき 266 35．9％
29 会社の教育訓練に参加したとき 228 30．8％
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表17管理者がやる気を感じる要素
項　　　目 人 ％
1 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 87 78．4％
2 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 86 77．5％
3 降温費・取暖費をもらったとき 86 77．5％
4 重要な仕事を任されたとき 85 76．6％
5 職場環境が改善されたとき 85 76．6％
6 仕事に張り合いを感じるとき 84 75．7％
7 昇進したとき 83 74．8％
8 自分の能力を発揮できたとき 75 67．6％
9 昇給したとき 75 67．6％
10 賞与をもらったとき 73 65．8％
11 会社の将来の発展計画を知ったとき 68 61．3％
12 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 65 58．6％
13 有給休暇が整備されているから 62 55．9％
14 勤務時間が自分に合っているから 62 55．9％
15 賃金水準が世間並みだと知ったとき 60 54．1％
16 趣味を楽しんでいるとき 60 5生1％
17 お客さんから褒められたとき 59 53．2％
18 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 58 52．3％
19 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 54 48．6％
20 会社の教育訓練に参加したとき 54 48．6％
21 養老保障制度が整備されているから 52 46．8％
22 医療制度が整備されているから 52 46．8％
23 目標を達成したとき 50 45．0％
24 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 50 45．0％
25 家に帰って、家族と団榮しているとき 46 414％
26 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 40 360％
27 上司に褒められたとき 34 30．6％
28 能力の高い上司につかえているとき 32 28．8％
29 職場の人間関係は和やかに感じるとき 31 279％
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表18監督者がやる気を感じる要素
項　　　　　目 人数 ％
1 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 131 77．1％
2 自分の能力を発揮できたとき 126 74．1％
3 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 125 73．5％
4 賃金水準が世間並みだと知ったとき 123 72．4％
5 能力の高い上司につかえているとき 119 70．0％
6 昇給したとき 117 68．8％
7 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 114 67．1％
8 養老保障制度が整備されているから 1判 65．3％
9 職場の人間関係は和やかに感じるとき 103 60．6％
10 医療制度が整備されているから 102 60．0％
11 職場環境が改善されたとき 102 60．0％
12 賞与をもらったとき 100 58．8％
13 仕事に張り合いを感じるとき 96 56．5％
14 目標を達成したとき 96 56．5％
15 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 94 55．3％
16 昇進したとき 94 55．3％
17 有給休暇が整備されているから 93 54．7％
18 家に帰って、家族と団樂しているとき 85 50．0％
19 重要な仕事を任されたとき 83 48．8％
20 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 81 47．6％
21 お客さんから褒められたとき 78 45．9％
22 会社の将来の発展計画を知ったとき 77 45．3％
23 上司に褒められたとき 75 44．1％
24 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 74 43．5％
25 勤務時間が自分に合っているから 71 41．8％
26 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 69 40．6％
27 降温費・取暖費をもらったとき 68 40．0％
28 趣味を楽しんでいるとき 65 38．2％
29 会社の教育訓練に参加したとき 61 35．9％
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表19学歴別のやる気を感じる要素一高卒、中等専門学校卒及びその以下の卒業者
項　　　目 人数i％
1 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 4ggi7乳5％
2 昇給したとき 479　1　7塗4％
3 養老保障制度が整備されているから 481　1　74．7％
4 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 430　1　66、8％
5 能力の高い上司につかえているとき 430　i　66．8％
6 賃金水準が世間並みだと知ったとき 422　i　65．5％
7 医療制度が整備されているから 420　1　65．2％
8 職場環境が改善されたとき 418　i649％
9 職場の人間関係は和やかに感じるとき 411　i6a8％
10 賞与をもらったとき 394　i　61．2％
11 家に帰って、家族と団簗しているとき 366　i　56．8％
12 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 364　1　56，5％
13 自分の能力を発揮できたとき 362　15a2％
14 降温費・取暖費をもらったとき 359　；　55。7％
15 仕事に張り合いを感じるとき 327　1　5α8％
16 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 319　1　49．5％
17 会社の将来の発展計画を知ったとき 319　1　49．5％　　　撃
18 有給休暇が整備されているから 317　；　49．2％
19 目標を達成したとき 2go　i　450％
20 勤務時間が自分に合っているから 274　i　42．5％
21 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 273　i　42．4％
22 お客さんから褒められたとき 260　14α4％　　　1
23 上司に褒められたとき 247　1　38．4％
24 昇進したとき 245　1　38D％
25 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 244　i　379％
26 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 230　1　357％
27 趣味を楽しんでいるとき 223　i　3生6％
28 重要な仕事を任されたとき 222　1　3生5％
29 会社の教育訓練に参加したとき 177　1　27．5％
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表20学歴別のやる気を感じる要素一短大卒一
項　　　　目 人数 ％
1 自分の能力を発揮できたとき 178 79．5％
2 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 164 73．2％
3 能力の高い上司につかえているとき 162 72．3％
4 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 159 7tO％
5 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 156 69．6％
6 賃金水準が世間並みだと知ったとき 156 69．6％
7 養老保障制度が整備されているから 152 67．9％
8 昇給したとき 150 67．0％
9 仕事に張り合いを感じるとき 143 63．8％
10 職場の人間関係は和やかに感じるとき 141 62．9％
11 職場環境が改善されたとき 132 58．9％
12 医療制度が整備されているから 131 58．5％
13 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 124 55．4％
14 賞与をもらったとき 120 53．6％
15 有給休暇が整備されているから 120 53．6％
16 目標を達成したとき 119 53．1％
17 昇進したとき 刊8 52．7％
18 家に帰って、家族と団榮しているとき 117 52．2％
19 重要な仕事を任されたとき 109 48．7％
20 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 102 455％
21 会社の将来の発展計画を知ったとき 100 44．6％
22 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 95 42．4％
23 上司に褒められたとき 94 42．0％
24 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 93 4t5％
25 勤務時間が自分に合っているから 87 38．8％
26 会社の教育訓練に参加したとき 80 35．7％
27 降温費・取暖費をもらったとき 80 35．7％
28 趣味を楽しんでいるとき 77 34．4％
29 お客さんから褒められたとき 76 33．9％
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表21学歴別のやる気を感じる要素一大学卒業卒一
項　目 人数 ％
1 賃金水準が世間並みだと知ったとき 112 82．4％
2 昇給したとき 106 77．9％
3 賞与をもらったとき 105 77．2％
4 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 105 77．2％
5 能力の高い上司につかえているとき 103 75．7％
6 有給休暇が整備されているから 103 75．7％
7 勤務時間が自分に合っているから 102 75．0％
8 降温費・取暖費をもらったとき 93 68．4％
9 重要な仕事を任されたとき 89 65．4％
10 仕事に張り合いを感じるとき 88 64．7％
11 自分の能力を発揮できたとき 87 64．0％
12 目標を達成したとき 83 61．0％
13 昇進したとき 79 58．1％
14 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 75 55」％
15 会社の教育訓練に参加したとき 74 54．4％
16 職場の人間関係は和やかに感じるとき 74 54．4％
17 家に帰って、家族と団榮しているとき 72 52．9％
18 趣味を楽しんでいるとき 70 51．5％
19 養老保障制度が整備されているから 69 50．7％
20 医療制度が整備されているから 68 50．0％
21 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 68 50．0％
22 お客さんから褒められたとき 67 49．3％
23 上司に褒められたとき 62 45．6％
24 職場環境が改善されたとき 60 44．1％
25 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 59 43．4％
26 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 53 39．0％
27 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 48 35．3％
28 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 47 34．6％
29 会社の将来の発展計画を知ったとき 43 31．6％
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表22転職経験（ない）とやる気を感じる要素
項　　目 人数 ％
1 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 544 758％
2 能力の高い上司につかえているとき 516 71．9％
3 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 509 70．9％
4 賃金水準が世間並みだと知ったとき 508 70．8％
5 昇給したとき 496 69」％
6 養老保障制度が整備されているから 494 68．8％
7 職場の人間関係は和やかに感じるとき 459 63．9％
8 自分の能力を発揮できたとき 455 63．4％
9 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 451 62．8％
10 職場環境が改善されたとき 443 6t7％
11 医療制度が整備されているから 434 60．4％
12 賞与をもらったとき 417 58．重％
13 仕事に張り合いを感じるとき 403 56．1％
14 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 378 52．6％
15 有給休暇が整備されているから 378 52．6％
16 家に帰って、家族と団榮しているとき 375 52．2％
17 会社の将来の発展計画を知ったとき 352 49．0％
18 目標を達成したとき 341 47．5％
19 昇進したとき 337 46．9％
20 降温費・取暖費をもらったとき 338 47．1％
21 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 317 44．2％
22 重要な仕事を任されたとき 302 42．1％
23 勤務時間が自分に合っているから 294 40．9％
24 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 285 39．7％
25 上司に褒められたとき 283 39．4％
26 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 280 39．0％
27 お客さんから褒められたとき 278 38．7％
28 会社の教育訓練に参加したとき 238 33．1％
29 趣味を楽しんでいるとき 237 33．0％
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表23転職経験（1回）とやる気を感じる要素
項　　目 人数 ％
1 昇給したとき 152 75．6％
2 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 149 74」％
3 自分の能力を発揮できたとき 142 70．6％
4 養老保障制度が整備されているから 139 69．2％
5 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 136 67．7％
6 職場環境が改善されたとき 131 65．2％
7 職場の人間関係は和やかに感じるとき 128 63．7％
8 能力の高い上司につかえているとき 125 62．2％
9 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 125 62．2％
10 仕事に張り合いを感じるとき 124 6t7％
11 賃金水準が世間並みだと知ったとき 122 60．7％
12 賞与をもらったとき 121 6α2％
13 医療制度が整備されているから 116 577％
14 家に帰って、家族と団樂しているとき 114 56．7％
15 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 110 54．7％
16 有給休暇が整備されているから 107 53．2％
17 降温費・取暖費をもらったとき 92 45．8％
18 会社の将来の発展計画を知ったとき 92 45．8％
19 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 88 43．8％
20 重要な仕事を任されたとき 82 40．8％
21 目標を達成したとき 99 49．3％
22 上司に褒められたとき 94 46．8％
23 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 92 45．8％
24 勤務時間が自分に合っているから 90 44．8％
25 お客さんから褒められたとき 85 42．3％
26 昇進したとき 82 40．8％
27 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 77 38．3％
28 趣味を楽しんでいるとき 74 36．8％
29 会社の教育訓練に参加したとき 64 31．8％
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表24転職経験（2回）とやる気を感じる要素
項目 人数 ％
養老保障制度が整備されているから 53 84．1％
ー???
昇給したとき 51 81．0％
3 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 50 79．4％
4 自分の能力を発揮できたとき 46 73．0％
5 能力の高い上司につかえているとき 46 73．0％
6 職場の人間関係は和やかに感じるとき 46 73．0％
7 賃金水準が世間並みだと知ったとき 44 69．8％
8 賞与をもらったとき 42 66．7％
9 家に帰って、家族と団蘂しているとき 42 66．7％
10 医療制度が整備されているから 41 65．1％
能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 40 63．5％
ー??」」?????
仕事に張り合いを感じるとき 40 63．5％
会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 40 63．5％
??????
職場環境が改善されたとき 37 58．7％
15 目標を達成したとき 36 57．1％
16 会社の将来の発展計画を知ったとき 34 54．0％
17 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 34 54．0％
18 降温費・取暖費をもらったとき 33 52．4％
19 上司に褒められたとき 30 47．6％
20 昇進したとき 29 46．0％
21 重要な仕事を任されたとき 29 46．0％
22 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 29 46．0％
23 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 29 46．0％
24 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 27 42．9％
25 有給休暇が整備されているから 27 42．9％
26 お客さんから褒められたとき 27 42．9％
27 趣味を楽しんでいるとき 26 41．3％
28 勤務時間が自分に合っているから 24 38．1％
29 会社の教育訓練に参加したとき 22 34．9％
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表25転職経験（転職経験3回）とやる気を感じる要素
項　　目 人数 ％
1 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 21 77．8％
2 養老保障制度が整備されているから 19 70．4％
3 家に帰って、家族と団樂しているとき 19 70．4％
4 昇給したとき 17 63．0％
5 降温費・取暖費をもらったとき 17 63．0％
6 能力の高い上司につかえているとき 17 63．0％
7 医療制度が整備されているから 16 59．3％
8 賃金水準が世間並みだと知ったとき 15 55．6％
9 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 15 55．6％
10 趣味を楽しんでいるとき 15 55．6％
11 職場の人間関係は和やかに感じるとき 14 5t9％
12 賞与をもらったとき 13 48．1％
13 職場環境が改善されたとき 13 48．1％
14 仕事に張り合いを感じるとき 11 40．7％
15 自分の能力を発揮できたとき 12 44．4％
16 会社の将来の発展計画を知ったとき 12 44．4％
17 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 12 44．4％
18 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 10 37．0％
19 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 10 37．0％
20 目標を達成したとき 9 33．3％
21 有給休暇が整備されているから 9 33．3％
22 上司に褒められたとき 9 33．3％
23 勤務時間が自分に合っているから 8 29．6％
24 お客さんから褒められたとき 6 22．2％
25 重要な仕事を任されたとき 6 22．2％
26 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 6 22．2％
27 昇進したとき 5 18．5％
28 会社の教育訓練に参加したとき 4 14．8％
29 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 4 14．8％
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表26転職経験（4回）とやる気を感じる要素
項目 人数　i　％
1 昇給したとき 12　i92斜
2 賞与をもらったとき 12　1　923％
3 降温費・取暖費をもらったとき 11i8礁6％
4 賃金水準が世間並みだと知ったとき 11　1　84儲
5 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 判　i846％
6 勤務時間が自分に合っているから 11　i8鑑6％
7 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 1・i・α9％
8 能力の高い上司につかえているとき 10　1　76．9％
9 養老保障制度が整備されているから g　i　692％
10 職場環境が改善されたとき 9　1692％
11 職場の人間関係は和やかに感じるとき g　i69器
12 医療制度が整備されているから 8　i61瀦
13 有給休暇が整備されているから 8　　1　61。5％
14 家に帰って、家族と団樂しているとき 8　i6酬
15 趣味を楽しんでいるとき 5　i3＆5％
16 重要な仕事を任されたとき 8　i61砺
17 自分の能力を発揮できたとき 8　i61瀦
18 仕事に張り合いを感じるとき 7　i5a8％
19 会社の将来の発展計画を知ったとき 7　　1　53．8％
20 目標を達成したとき 7　153．8％
21 昇進したとき 7　153β％
22 上司に褒められたとき 7　153β％
23 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 6i4α2％
24 会社の教育訓練に参加したとき 6　　1　46．2％
25 お客さんから褒められたとき 5　　1　38．5％
26 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 5　　1　38，5％
27 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 5　i3＆5％
28 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 5i3a5％
29 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 5　　1　38．5％
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表27勤続年数とやる気を感じる要素（一年未満）
項　目 人数 96
1 賃金水準が世間並みだと知ったとき 13 8t3％
2 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 13 8t3％
3 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 13 81．3％
4 能力の高い上司につかえているとき 12 75．0％
5 職場の人間関係は和やかに感じるとき 12 75．0％
6 職場環境が改善されたとき 11 68．8％
7 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 11 68．8％
8 仕事に張り合いを感じるとき 11 68．8％
9 自分の能力を発揮できたとき 11 68．8％
10 会社の将来の発展計画を知ったとき 11 68．8％
1重 養老保障制度が整備されているから 10 62．5％
12 昇給したとき 9 56．3％
13 お客さんから褒められたとき 9 56．3％
14 上司に褒められたとき 9 56．3％
15 医療制度が整備されているから 9 56．3％
16 家に帰って、家族と団樂しているとき 9 56．3％
17 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 9 56．3％
118 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 9 56．3％
19 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 9 56．3％
20 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 9 56．3％
21 趣味を楽しんでいるとき 8 50．0％
22 勤務時間が自分に合っているから 8 50．0％
23 会社の教育訓練に参加したとき 8 50．0％
24 賞与をもらったとき 7 43．8％
25 目標を達成したとき 7 43．8％
26 有給休暇が整備されているから 7 43．8％
27 昇進したとき 6 37．5％
28 降温費・取暖費をもらったとき 6 37．5％
29 重要な仕事を任されたとき 5 31．3％
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表28　勤続年数とやる気を感じる要素（2年～5年）
項　　目 人数 ％
1 能力の高い上司につかえているとき 89 75．4％
自分の能力を発揮できたとき 89 75．4％
?????
昇給したとき 88 74．6％
4 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 86 72．9％
5 賞与をもらったとき 81 68．6％
6 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 81 68．6％
7 賃金水準が世間並みだと知ったとき 80 67．8％
8 昇進したとき 76 64．4％
9 職場の人間関係は和やかに感じるとき 74 62．7％
10 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 72 61．0％
羽 有給休暇が整備されているから 72 6tO％
12 仕事に張り合いを感じるとき 70 59．3％
13 養老保障制度が整備されているから 66 55．9％
14 医療制度が整備されているから 56 47．5％
15 降温費・取暖費をもらったとき 59 50．0％
16 家に帰って、家族と団簗しているとき 69 58．5％
17 趣味を楽しんでいるとき 46 39．0％
18 重要な仕事を任されたとき 68 57．6％
19 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき　　　　　　　’ 66 55．9％
20 目標を達成したとき 57 48．3％
21 お客さんから褒められたとき 47 39．8％
22 上司に褒められたとき 57 48．3％
23 職場環境が改善されたとき 67 56．8％
24 勤務時間が自分に合っているから 52 44．1％
会社の教育訓練に参加したとき 53 44．9％
【????????
会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 45 38」％
27 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 52 44．1％
28 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 50 42．4％
29 会社の将来の発展計画を知ったとき 45 38」％
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表29勤続年数とやる気を感じる要素（6年～10年）
項　　目 人数 ％
1 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 85 78．0％
2 自分の能力を発揮できたとき 83 76．1％
3 仕事に張り合いを感じるとき 81 74．3％
4 能力の高い上司につかえているとき 79 72．5％
5 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 78 71．6％
6 賃金水準が世間並みだと知ったとき 76 69．7％
7 昇給したとき 76 69．7％
8 職場の人間関係は和やかに感じるとき 76 69．7％
9 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 75 68．8％
10 賞与をもらったとき 58 53．2％?
養老保障制度が整備されているから 66 60．6％
12 職場環境が改善されたとき 66 60．6％
13 医療制度が整備されているから 63 57．8％
14 有給休暇が整備されているから 59 54．1％
15 上司に褒められたとき 59 54．1％
16 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 57 52．3％
17 目標を達成したとき 57 52．3％
18 昇進したとき 56 51．4％
19 会社の将来の発展計画を知ったとき 56 51．4％
20 家に帰って、家族と団樂しているとき 55 50．5％
21 重要な仕事を任されたとき 55 50．5％
22 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 49 450％
23 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 48 440％
24 勤務時間が自分に合っているから　　　　　　　　　　　　　　・ 47 43」％
25 会社の教育訓練に参加したとき 44 40．4％
26 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 44 40．4％
27 降温費・取暖費をもらったとき 43 39．4％
28 趣味を楽しんでいるとき 38 34．9％
29 お客さんから褒められたとき 38 34．9％
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表30　勤続年数とやる気を感じる要素（10年～15年）
項目 人数 ％
1 能力の高い上司につかえているとき 118 72．0％
2 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 116 70．7％
3 昇給したとき 115 70．1％
4 賃金水準が世間並みだと知ったとき 113 68．9％
5 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 113 68．9％
6 養老保障制度が整備されているから 110 67．1％
7 自分の能力を発揮できたとき 109 66．5％
8 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 109 66．5％
9 医療制度が整備されているから 102 62．2％
10 職場の人間関係は和やかに感じるとき 98 59．8％
11 職場環境が改善されたとき 96 58．5％
12 賞与をもらったとき 95 57．9％
13 有給休暇が整備されているから 85 51．8％
14 家に帰って、家族と団樂しているとき 84 51．2％
15 仕事に張り合いを感じるとき 84 51．2％
16 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 85 51．8％
17 昇進したとき 78 47．6％
18 目標を達成したとき 76 46．3％
19 会社の将来の発展計画を知ったとき 76 46．3％
20 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 73 44．5％
21 降温費・取暖費をもらったとき 71 43．3％
22 ，上司に褒められたとき 71 43．3％
23 勤務時間が自分に合っているから 71 43．3％
24 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 71 43．3％
25 重要な仕事を任されたとき 70 42．7％
26 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 64 39．0％
27 趣味を楽しんでいるとき 61 37．2％
28 会社の教育訓練に参加したとき 56 34．1％
29 お客さんから褒められたとき 55 33．5％
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表31　勘続年数とやる気を感じる要素（勤続16年以上の従業員の意識）
項　　　目 人数 ％
1 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 478 77．1％
2 養老保障制度が整備されているから 467 75．3％
3 昇給したとき 443 71．5％
4 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 434 70．0％
5 賃金水準が世間並みだと知ったとき 418 67．4％
6 能力の高い上司につかえているとき 419 67．6％
7 職場の人間関係は和やかに感じるとき 400 64．5％
8 職場環境が改善されたとき 396 63．9％
9 医療制度が整備されているから 388 62．6％
10 自分の能力を発揮できたとき 375 60．5％
11 賞与をもらったとき 367 59．2％
12 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 365 58．9％
13 家に帰って、家族と団樂しているとき 346 55．8％
14 仕事に張り合いを感じるとき 344 55．5％
15 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 322 51．9％
16 会社の将来の発展計画を知ったとき 316 51．0％
17 降温費・取暖費をもらったとき 315 50．8％
18 有給休暇が整備されているから 306 49．4％
19 目標を達成したとき 300 48．4％
20 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 268 43．2％
21 お客さんから褒められたとき 255 41．1％
22 勤務時間が自分に合っているから 249 40．2％
23 昇進したとき 243 39．2％
24 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 242 39．0％
25 重要な仕事を任されたとき 235 37．9％
26 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 231 37．3％
27 上司に褒められたとき 229 36．9％
28 趣味を楽しんでいるとき 208 33．5％
29 会社の教育訓練に参加したとき 175 28．2％
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（4）調査票．北京交通大学における公開セミナー参加者を対象にした「やる気の調査票」
“やる気”の調査
該当するものに○印をつけて下さい。
1．あなたは
　　①男性
　　②女性
2．あなたの年齢は
　①20歳以下
　②21～30歳
　③31～40歳
　④41～50歳
　⑤51歳以上
3．あなたの仕事は
　①人的資源管理
　③行政（総務部、弁公室）
　⑤販売
　⑦技術開発
②財務
④情報
⑥製造
⑧その他
4．あなたの職位は
　　①一般社員
　　②監督者
　　③管理者
5．あなたの勤続年数は
　①1年未満
　③6～10年
　⑤16年以上
②2～5年
④11～15年
6．あなたの学歴は
　①短大卒
　③大卒
7．あなたの転職経験は
　①なし
　③2回
②1回
④3回以上
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8．あなたが“やる気”を感じるのは次のうちどれですか。該当する項目に全て○印をつ
　　けて下さい。
項目
1．賃金水準が世間並みだと知ったとき 、
2．昇給したとき
3．賞与をもらったとき
4．能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われてい
驍ﾆ知ったとき
5．養老保障制度が整備されているから
6．医療制度が整備されているから
7．降温費・取温費をもらったとき
8．有給休暇が整備されているから
9．家に帰って、家族と団簗しているとき
10．趣味を楽しんでいるとき
11．重要な仕事を任されたとき
12．仕事に張り合いを感じるとき
13．自分の能力を発揮できたとき
14．自分のアイディア・意見が受け入れられたとき
15．目示を達成したとき
16．昇進したとき
17．お客さんから褒められたとき
18．上司に褒められたとき
19。能力の高い上司につかえているとき
20．苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわ
ｩってくれるから
21．職場環境が改善されたとき
22．勤務時間が自分に合っているから
23．会社の教育訓練に参加したとき
24．職場の人間関係は和やかに感じるとき
25．会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから
26．会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから
27．会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰
ﾍ気があるから
28．自分の目標は会社の目標と一致しているとき
29．会社の将来の発展計画を知ったとき
ご協力ありがとうございました。
（5）調査対象者の属性
調査対象者は、以下のような状況である。
①性別
? 32 69．6％
女 14 30．4％
計 46人 100．0％
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②年齢
21～30歳 18 39．1％
31～40歳 23 50．0％
41～50歳 5 10．9％
計 46人 100．0％
③所属部署
人的資源管理部門 4 8．7％
財務部門　　　　　　　　　’ 6 13．0％
行政部門（総務・弁公室等） 10 21．7％
情報部門 5 10．9％
販売部門 6 13．0％
製造部門 4 8．7％
技術開発部門 8 17．5％
不明 3 6．5％
計 46人 100．0％
④職位
一般社員 1 2．2％
監督者 16 34．8％
管理者 26 56．5％
不明 3 6．5％
計 46人 100．0％
⑤勤続年数
2～5年 14 30．4％
6～10年 17 36．9％
11～15年 13 28．3％
16年以上 1 2．2％
不明 1 2．2％?
46人 100．0％
⑥学歴
短大卒 2 4．3％
大卒 44 95．7％?
46人 100．0％
⑦転職経験
なし 10 21．7％
1回 14、 30．4％
2回 12 26．1％
3回以上 10 21．7％?
46人 100．0％
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（6）北京交通大学公開セミナー参加者を対象にした「やる気の調査」集計分析結果
表1　都市労働者がやる気を感じる要素一全体傾向一
項　　　　　　目 人数 ％
1 賃金水準が世間並みだと知ったとき 43 93．5％
2 自分の能力を発揮できたとき 40 87．0％
3 能力の高い上司につかえているとき 38 82．6％
4 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 37 80．4％
5 趣味を楽しんでいるとき 35 76．1％
6 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 33 717％
7 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 32 69．6％
8 お客さんから褒められたとき 32 696％
9 上司に褒められたとき 31 674％
10 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 30 65．2％
11 職場の人間関係は和やかに感じるとき 30 652％
12 会社の教育訓練に参加したとき 28 60．9％
13 昇進したとき 27 587％
14 勤務時間が自分に合っているから 26 565％
15 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 25 54．3％
16 職場環境が改善されたとき 24 52．2％
17 仕事に張り合いを感じるとき 21 45．7％
18 目標を達成したとき 19 41．3％
19 家に帰って、家族と団樂しているとき 18 39．1％
20 重要な仕事を任されたとき 16 34．8％
21 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 14 30．4％
22 養老保障制度が整備されているから 13 28．3％
23 賞与をもらったとき 12 26」％
24 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 11 23．9％
25 会社の将来の発展計画を知ったとき 9 19．6％
26 昇給したとき 6 13．0％
27 住宅基金があるから 3 6．5％
28 降温費・取暖費をもらったとき 2 4．3％
29 有給休暇が整備されているから 1 22％
融
表2都市労働者がやる気を感じる要素一男性都市労働者一
項　　　目 人数 ％
1 賃金水準が世間並みだと知ったとき 31 96．9％
2 自分の能力を発揮できたとき 29 90．6％
3 能力の高い上司につかえているとき 27 84．4％
4 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 26 81．2％
5 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 24 75．0％
6 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 23 71．9％
7 趣味を楽しんでいるとき 22 68．8％
8 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 22 68．8％
9 お客さんから褒められたとき 22 68．7％
10 上司に褒められたとき 20 62．5％
11 会社の教育訓練に参加したとき 20 62．5％
12 職場の人間関係は和やかに感じるとき 19 59．4％
13 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 19 59．4％
14 昇進したとき 18 56．3％
15 職場環境が改善されたとき 17 53」％
16 勤務時間が自分に合っているから 18 56．3％
17 重要な仕事を任されたとき 14 43．8％
18 仕事に張り合いを感じるとき 13 40．6％
19 目標を達成したとき 12 37．5％
20 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 12 37．5％
21 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 9 28．1％
22 賞与をもらったとき 8 25．0％
23 会社の将来の発展計画を知ったとき 7 2t9％
24 養老保障制度が整備されているから 6 18．8％
25 家に帰って、家族と団藁しているとき 6 18．8％
26 昇給したとき 4　’ 12．5％
27 住宅基金があるから 0 0．0％
28 降温費・取暖費をもらったとき 0 0．0％
29 有給休暇が整備されているから 0 0．0％
表3都市労働者がやる気を感じる要素一女性従業員一
項　　目 人数 ％
1 趣味を楽しんでいるとき 13 92．9％
賃金水準が世間並みだと知ったとき 12 857％
???
職場の人間関係は和やかに感じるとき 11 786％
4 自分の能力を発揮できたとき 11 786％
5 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 11 786％
6 上司に褒められたとき 11 78．6％
7 能力の高い上司につかえているとき 11 78．6％
8 お客さんから褒められたとき 10 71．4％
9 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 10 71．4％
10 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 9 643％
11 昇進したとき 9 64．3％
12 仕事に張り合いを感じるとき 8 57．1％
13 勤務時間が自分に合っているから 8 571％
14 会社の教育訓練に参加したとき 8 571％
家に帰って、家族と団樂しているとき 7 50．0％
????????
自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 7 500％
17 目標を達成したとき 7 5α0％
18 養老保障制度が整備されているから 7 50．0％
19 職場環境が改善されたとき 7 5α0％
20 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 6 42．9％
21 賞与をもらったとき 4 28．6％
22 住宅基金があるから 3 2t4％23 重要な仕事を任されたとき 2 14．3％
24 昇給したとき 2 14．3％
25 降温費・取暖費をもらったとき 2 14．3％
26 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 2 14．3％
27　自分の目標は会社の目標と一致しているとき 2 14．3％
28 会社の将来の発展計画を知ったとき 2 14．3％
29 有給休暇が整備されているから 1 7．1％
曲
表4年齢別（年代別）がやる気を感じる要素一21歳～30歳一
項　　　目 人数 ％
1 賃金水準が世間並みだと知ったとき 18 100％
2 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 17 94．4％
3 能力の高い上司につかえているとき 16 88．9％
4‘ 自分の能力を発揮できたとき 16 88．9％
5 上司に褒められたとき 15 83．3％
6 趣味を楽しんでいるとき 15 83．3％
7 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 14 77．8％
8 お客さんから褒められたとき 14 77．8％
9 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 13 72．2％
10 職場の人間関係は和やかに感じるとき 13 72．2％
11 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 12 66．7％
12 勤務時間が自分に合っているから 11 61．1％
13 会社の教育訓練に参加したとき 10 55．6％
14 降温費・取暖費をもらったとき 1 55．6％
15 昇進したとき 10 55．6％
16 職場環境が改善されたとき 10 55．6％
17 賞与をもらったとき 7 38．9％
18 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 7 38．9％
19 仕事に張り合いを感じるとき 7 38．9％
20 家に帰って、家族と団樂しているとき 6 33．3％
21 重要な仕事を任されたとき 6 33．3％
22 目標を達成したとき 5 27．8％
23 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 4 22．2％
24 養老保障制度が整備されているから 4 22．2％
25 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 3 16．7％
26 会社の将来の発展計画を知ったとき 2 11．1％
27 昇給したとき 2 11．1％
28 住宅基金があるから 2 11．1％
29 有給休暇が整備されているから 0 0．0％
畑
表5年齢別（年代別）がやる気を感じる要素一31歳～40歳一
項　　　目 人数 ％
1 賃金水準が世間並みだと知ったとき 21 91．3％
2 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 20 87．0％
3 自分の能力を発揮できたとき 20 87．0％
4 能力の高い上司につかえているとき 20 87．0％
5 趣味を楽しんでいるとき 16 69．6％
6 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 16 696％
7 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 16 69．6％
8 お客さんから褒められたとき 15 65．2％
9 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 15 65．2％
10 会社の教育訓練に参加したとき 14 60．9％
判 職場の人間関係は和やかに感じるとき 14 60．9％
12 上司に褒められたとき 14 60．9％
13 昇進したとき 14 60．9％
14 勤務時間が自分に合っているから 12 52．2％
15 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 12 52．2％
16 職場環境が改善されたとき 11 47．8％
17 家に帰って、家族と団樂しているとき 10 43．5％
18 仕事に張り合いを感じるとき 10 43．5％
19 目標を達成したとき 9 39．1％
20 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 8 34．8％
21 養老保障制度が整備されているから 7 30．4％
22 会社の将来の発展計画を知ったとき　　　　　　　　　　　　　　一 6 26．1％
23 重要な仕事を任されたとき 6 26．1％
24 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 5 2t7％
25 昇給したとき 3 13．0％
26 賞与をもらったとき 3 13．0％
27 住宅基金があるから 0 0．0％
28 降温費・取暖費をもらったとき 0 0．0％
29 有給休暇が整備されているから 0 0．0％
xlii
表6年齢別（年代別）がやる気を感じる要素一41歳～50歳一
項　　　目 人数 ％
1 目標を達成したとき 5 100．0％
2 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 5 100．0％
3 賃金水準が世間並みだと知ったとき 4 80．0％
4 趣味を楽しんでいるとき 4 80．0％
5 重要な仕事を任されたとき 4 80．0％
6 仕事に張り合いを感じるとき 4 80．0％
7 自分の能力を発揮できたとき 4 80．0％
8 会社の教育訓練に参加したとき 4 80．0％
9 昇進したとき 3 60．0％
10 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 3 60．0％
11 職場環境が改善されたとき 3 60．0％
12 勤務時間が自分に合っているから 3 60．0％
13 職場の人間関係は和やかに感じるとき 3 60．0％
14 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 3 60．0％
15 お客さんから褒められたとき 3 60．0％
16 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 3 6α0％
17 賞与をもらったとき 2 40．0％
18 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 2 40．0％
19 養老保障制度が整備されているから 2 40．0％
20 家に帰って、家族と団榮しているとき 2 40．0％
21 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 2 40．0％
22 上司に褒められたとき 2 40．0％
23 能力の高い上司につかえているとき 2 40．0％
24 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 2 40．0％
25 住宅基金があるから 1 20．0％
26 降温費・取暖費をもらったとき 1 20．0％
27 昇給したとき 1 20．0％
28 有給休暇が整備されているから 1 20．0％
29 会社の将来の発展計画を知ったとき 1 20．0％
xhv
表7やる気を感じる要素一人的資源管理部門一
項目 人数 ％
1 賃金水準が世間並みだと知ったとき 4 100．0％
2 正しく評価されそ賃金査定が行われていると知ったとき 4 100．0％
3 家に帰って、家族と団簗しているとき 4 100．0％
4 仕事に張り合いを感じるとき 4 100．0％
5 自分の能力を発揮できたとき 4 100．0％
6 上司に褒められたとき 4 100．0％
7 能力の高い上司につかえているとき 4 100．0％
8 勤務時間が自分に合っているから 4 10α0％
9 会社の教育訓練に参加したとき 4 100．0％
10 職場の人間関係は和やかに感じるとき 4 100．0％
11 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 4 100．0％
12 目標を達成したとき 3 75．0％
13’ 昇進したとき 3 75．0％
14 お客さんから褒められたとき 3 75．0％
15 趣味を楽しんでいるとき 3 75．0％
16 養老保障制度が整備されているから 2 50．0％
17 重要な仕事を任されたとき 2 50．0％
18 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 2 50．0％
19 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 2 50．0％
20 職場環境が改善されたとき 2 50．0％
21 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 2 50．0％
22 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 2 50．0％
23 昇給したとき 1 25．0％
24 賞与をもらったとき 1 25．0％
25 住宅基金があるから 1 25．0％
26 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 1 25．0％
27 会社の将来の発展計画を知ったとき 1 25．0％
28 降温費・取暖費をもらったとき 0 0．0％
29 有給休暇が整備されているから 0 0．0％
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表8やる気を感じる要素一財務部一
項　　目 人数　1　％
1 賃金水準が世間並みだと知ったとき 6　1100．0％
2 職場の人間関係は和やかに感じるとき 6　i10α0％
会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 6　　1　100．0％??
自分の能力を発揮できたとき 5　　1　83．3％
5 上司に褒められたとき 5　183．3％
6 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 5　i　83．3％
能力の高い上司につかえているとき　　　　　　　　　　　㌧ 4　i6e7％???
家に帰って、家族と団樂しているとき　　　　　　　　　　　　’ 4　　1　6a7％
9 趣味を楽しんでいるとき 4　i　6α7％
会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 4　　1　66．7％
??????
会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 4　1　66．7％
自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 3　i　5α0％
???????
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一ｨ客さんから褒められたとき 3　1　5α0％
14 職場環境が改善されたとき 3　　1　50．0％
15 養老保障制度が整備されているから 3　　1　50．0％
16 昇進したとき 2　1　3a3％
17 正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 2　i　3a3％
18 会社の教育訓練に参加したとき 2　i　3a3％
19 勤務時間が自分に合っているから 1　　1　16．7％
20 目標を達成したとき 1　i　le7％
21 賞与をもらったとき 1　；　16．7％
22 住宅基金があるから 1　1　16．7％
23 降温費・取暖費をもらったとき 1　1　16，7％
24 重要な仕事を任されたとき 1　　1　16．7％
25 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 1　i　la7％
26 会社の将来の発展計画を知ったとき 1　　；　16．7％
27 昇給したとき o　l　α0％
28 仕事に張り合いを感じるとき o　l　α0％
29 有給休暇が整備されているから o　iαo％
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表9やる気を感じる要素一行政部門一
項目 人数 ％
1 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 10 100．0％
2 自分の能力を発揮できたとき 9 90．0％
3 賃金水準が世間並みだと知ったとき 8 80．0％
4 趣味を楽しんでいるとき 8 80．0％
5 職場の人間関係は和やかに感じるとき 7 70．0％
6 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 7 70．0％
7 能力の高い上司につかえているとき 7 70．0％
8 お客さんから褒められたとき 7 70．0％
9 目標を達成したとき 7 70．0％
10 職場環境が改善されたとき 6 60．0％?
正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 6 60．0％
12 仕事に張り合いを感じるとき 6 60．0％
13 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 6 60．0％
14 会社の教育訓練に参加したとき 6 60．0％
15 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 5 50．0％
准6 昇進したとき 5 50．0％
17 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 5 50．0％
18 養老保障制度が整備されているから 4 40．0％
19 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 4 40．0％
20 重要な仕事を任されたとき 4 40．0％
21 上司に褒められたとき 4 40．0％
22 勤務時間が自分に合っているから 4 40．0％
23 家に帰って、家族と団榮しているとき 3 30．0％
24 賞与をもらったとき 3 30．0％
25 昇給したとき 2 20．0％
26 会社の将来の発展計画を知ったとき 2 20．0％
27 住宅基金があるから 1 10．0％
28 降温費・取暖費をもらったとき 1 10．0％
29 有給休暇が整備されているから 1 10．0％
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表10やる気を感じる要素一情報部一
項目 人数 ％
1 賃金水準が世間並みだと知ったとき 5 100．0％
2 趣味を楽しんでいるとき 5 100．0％
3 昇進したとき 5 100．0％
4 能力の高い上司につかえているとき 5 100．0％
5 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 5 100．0％
6 上司に褒められたとき 4 80．0％
7 自分の能力を発揮できたとき 4 80．0％
8 勤務時間が自分に合っているから 4 80．0％
9 会社の教育訓練に参加したとき 3 60．0％
10 職場の人間関係は和やかに感じるとき 3 60．0％
11 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 3 60．0％
12． 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 3 60．0％
13 お客さんから褒められたとき 3 60．0％
14 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 3 60．0％
15 職場環境が改善されたとき 3 60．0％
16 賞与をもらったとき 3 60．0％
17 仕事に張り合いを感じるとき 2 40．0％
18 正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 2 40．0％
19 家に帰って、家族と団樂しているとき 2 40．0％
20 目標を達成したとき 1 20．0％
21 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 1 20．0％
22 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 1 20．0％
23 重要な仕事を任されたとき 1 20．0％
24 養老保障制度が整備されているから 1 20．0％
25 昇給したとき 0 0．0％
26 住宅基金があるから 0 0．0％
27 降温費・取暖費をもらったとき 0 0．0％
28 有給休暇が整備されているから 0 0．0％
29 会社の将来の発展計画を知ったとき 0 0．0％
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表羽やる気を感じる要素一販売部一
項　　　目 人数 ％
1 賃金水準が世間並みだと知ったとき 5 83．3％
2 自分の能力を発揮できたとき 5 83．3％
3 勤務時間が自分に合っているから 5 83．3％
4 趣味を楽しんでいるとき 5 83．3％
5 目標を達成したとき 4 66．7％
6 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 4 66．7％
7 お客さんから褒められたとき 4 66．7％
8 能力の高い上司につかえているとき 4 66．7％
9 上司に褒められたとき 3 50．0％
10 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 3 50．0％
11 仕事に張り合いを感じるとき 3 50．0％
12 会社の教育訓練に参加したとき 3 50．0％
13 職場の人間関係は和やかに感じるとき 3 50．0％
14 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 3 50．0％
．　15 職場環境が改善されたとき 2 33．3％
16 家に帰って、家族と団藁しているとき 2 33．3％
17 昇給したとき 2 33．3％
18 賞与をもらったとき 2 33．3％
19 正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 2 33．3％
20 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 2 33．3％
21 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 2 33．3％
22 昇進したとき 2 33．3％
23 重要な仕事を任されたとき 2 33．3％
24 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 1 16．7％
25 会社の将来の発展計画を知ったとき 1 16．7％
26 養老保障制度が整備されているから 1 16．7％
27 住宅基金があるから 0 0．0％
28 降温費・取暖費をもらったとき 0 0．0％
29 有給休暇が整備されているから 0 0．0％
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表12やる気を感じる要素一製造部門一
項目 人数 96
1 賃金水準が世間並みだと知ったとき 4 100．0％
2 自分の能力を発揮できたとき 4 100．0％
3 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 4 100．0％
4 昇進したとき 4 100．0％
5 お客さんから褒められたとき 4 100．0％
6 能力の高い上司につかえているとき 4 100．0％
7 職場の人間関係は和やかに感じるとき 4 100．0％
8 重要な仕事を任されたとき 3 75．0％
9 正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 3 75．0％
10 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 3 75．0％
11 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 3 75．0％
12 上司に褒められたとき 3 75．0％
13 趣味を楽しんでいるとき 2 50．0％
14 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 2 50．0％
15 会社の将来の発展計画を知ったとき 2 50．0％
16 職場環境が改善されたとき 2 50．0％
17 会社の教育訓練に参加したとき 2 50．0％
18 仕事に張り合いを感じるとき 1 25．0％
19 目標を達成したとき 1 25．0％
20 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 1 25．0％
21 昇給したとき 1 25．0％
22 賞与をもらったとき 1 25．0％
23 家に帰って、家族と団樂しているとき 1 25．0％
24 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 1 25．0％
25 勤務時間が自分に合っているから 0 0．0％
26 養老保障制度が整備されているから 0 0．0％
27 住宅基金があるから 0 α0％
28 降温費・取暖費をもらったとき 0 0．0％
29　有給休暇が整備されているから 0 0．0％
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表13やる気を感じる要素一技術開発部一
項　　　目 人数 ％
1 賃金水準が世間並みだと知ったとき 8 100．0％
2 趣味を楽しんでいるとき 8 100．0％
3 自分の能力を発揮できたとき 8 100．0％
4 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 7 87．5％
5 上司に褒められたとき 7 87．5％
6 能力の高い上司につかえているとき 7 87．5％
7 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 7 87．5％
8 会社の教育訓練に参加したとき 7 87．5％
9 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 6 75．0％
10 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 6 75．0％
11 勤務時間が自分に合っているから 6 75．0％
12 お客さんから褒められたとき 6 75．0％
13 職場の人間関係は和やかに感じるとき 5 62．5％
14 仕事に張り合いを感じるとき 4 50．0％
15 昇進したとき 4 50．0％
16 職場環境が改善されたとき 4 50．0％
1フ 正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 3 37．5％
18 目標を達成したとき 2 25．0％
19 会社の将来の発展計画を知ったとき 2 25．0％
20 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 2 25．0％
21 賞与をもらったとき 1 12．5％
22 家に帰って、家族と団樂しているとき 1 12．5％
23 重要な仕事を任されたとき 1 12．5％
24 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 1 12．5％
25 養老保障制度が整備されているから 1 12．5％
26 昇給したとき 0 0．0％
27 住宅基金があるから 0 0．0％
28 降温費・取暖費をもらったとき 0 0．0％
29　有給休暇が整備されているから 0 0．0％
?
表14やる気を感じる要素一管理者一
項　　　目 人数 ％
1 自分の能力を発揮できたとき 25 96．2％
2 賃金水準が世間並みだと知ったとき 23 88．5％
3 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 23 88．5％
4 能力の高い上司につかえているとき 20 76．9％
5 趣味を楽しんでいるとき 18 69．2％
6 会社の教育訓練に参加したとき 17 65．4％
7 職場の人間関係は和やかに感じるとき 17 65．4％
8 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 17 65．4％
9 お客さんから褒められたとき 17 65．4％
10 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 16 61．5％
11 昇進したとき 15 57．7％
12 上司に褒められたとき 15 57．7％
13 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 15 57．7％
14 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 14 53．8％
15 目標を達成したとき 13 50．0％
16 勤務時間が自分に合っているから 13 50．0％
17 仕事に張り合いを感じるとき 12 46．2％
18 職場環境が改善されたとき 羽 42．3％
19 家に帰って、家族と団樂しているとき 11 42．3％
20 養老保障制度が整備されているから 8 30．8％
21 重要な仕事を任されたとき 8 30．8％
22 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 7 26．9％
23 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 7 26．9％
24 会社の将来の発展計画を知ったとき 5 19．2％
25 賞与をもらったとき 4 15．4％
26 昇給したとき 3 11．5％
27 住宅基金があるから 0 0．0％
28 降温費・取暖費をもらったとき 0 0．0％
29 有給休暇が整備されているから 0 0．0％
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表15やる気を感じる要素一監督者一
項　　目 人数 ％
1 賃金水準が世間並みだと知つたとき 16 100．0％
2 自分の能力を発揮できたとき 15 93．8％
3 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 15 93．8％
4 上司に褒められたとき 14 87．5％
5 能力の高い上司につかえているとき 14 87．5％
6 お客さんから褒められたとき 13 81．3％
7 趣味を楽しんでいるとき 13 81．3％
8 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 12 75．0％
9 会社の教育訓練に参加したとき 12 75．0％
10 職場の人間関係は和やかに感じるとき 13 81．3％
11 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 12 75．0％
12 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 11 68．8％
13 職場環境が改善されたとき 10 62．5％
14 昇進したとき 9 56．3％
15 勤務時間が自分に合っているから 9 56．3％
16 賞与をもらったとき 6 37．5％
17 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 6 37．5％
18　、仕事に張り合いを感じるとき 6 37．5％
19 重要な仕事を任されたとき 5 31．3％
20 目標を達成したとき 5 31．3％
21 養老保障制度が整備されているから 4 25．0％
22 家に帰って、家族と団彙しているとき 4 25．0％
23 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 4 25．0％
24 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 3 18．8％
25 住宅基金があるから 2 12．5％
26 昇給したとき 2 12．5％
27 会社の将来の発展計画を知ったとき 2 12．5％
28 降温費・取暖費をもらったとき 1 6．3％
29 有給休暇が整備されているから 0 0．0％
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表16勤続年数（2年～5年）とやる気を感じる要素
項　　目 人数 ％
1 賃金水準が世間並みだと知ったとき 14 100．0％
2 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 14 100．0％
3 上司に褒められたとき 13 92．9％
4 自分の能力を発揮できたとき 13 92．9％
5 能力の高い上司につかえているとき 12 85．7％
6 趣味を楽しんでいるとき 12 85．7％
7 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 11 78．6％
8 お客さんから褒められたとき 11 78．6％
9 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 11 78．6％
10 職場の人間関係は和やかに感じるとき 10 71．4％
11 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 9 64．3％
12 会社の教育訓練に参加したとき 9 64．3％
13 職場環境が改善されたとき 8 57」％
14 勤務時間が自分に合っているから 8 57．1％
15 昇進したとき 7 50．0％
16 賞与をもらったとき 6 42．9％
17 仕事に張り合いを感じるとき 6 42．9％
18 重要な仕事を任されたとき 5 35．7％
19 目標を達成したとき 5 35．7％
20 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 5 35．7％
21 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 4 28．6％
22 養老保障制度が整備されているから 3 21．4％
23 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 3 21．4％
24 家に帰って、家族と団樂しているとき 3 21．4％
25 住宅基金があるから 2 14．3％
26 昇給したとき 2 14．3％
27 降温費・取暖費をもらったとき 1 7．1％
28 会社の将来の発展計画を知ったとき 1 7．1％
29 有給休暇が整備されているから 0 0．0％
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表17勤続年数（6年～10年）とやる気を感じる要素
項目 人数 ％
1 賃金水準が世間並みだと知ったとき 16 94．1％
2 自分の能力を発揮できたとき 16 94．1％
3 能力の高い上司につかえているとき 16 94．1％
4 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 14 82．4％
5 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 14 82．4％
6 趣味を楽しんでいるとき 14 82．4％
7 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 14 82．4％
8 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 13 76．5％
9 職場の人間関係は和やかに感じるとき 13 765％
10 お客さんから褒められたとき 13 76．5％
11 会社の教育訓練に参加したとき 12 706％
12 昇進したとき 11 64．7％
13 上司に褒められたとき 11 64．7％
14 勤務時間が自分に合っているから　　　　　　　　、 10 588％
15 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかつてくれるから 9 52．9％
16 職場環境が改善されたとき 9 529％
17 家に帰って、家族と団樂しているとき 8 471％
18 養老保障制度が整備されているから 7 412％
19 仕事に張り合いを感じるとき 7 41．2％
20 重要な仕事を任されたとき 6 35．3％
21 目標を達成したとき 5 29．4％
22 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 5 29．4％
23 会社の将来の発展計画を知ったとき 5 29．4％
24 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 3 17．6％
25 昇給したとき 2 1t8％
26 賞与をもらったとき 2 11．8％
27 住宅基金があるから 0 0．0％
28 降温費・取暖費をもらったとき 0 0．0％
29 有給休暇が整備されているから 0 0．0％
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表18勤続年数（11年～15年）とやる気を感じる要素
項　　目 人数 ％
1 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 13 100．0％
2 自分の能力を発揮できたとき 12 92．3％
3 賃金水準が世間並みだと知ったとき 11 84．6％
4 職場の人間関係は和やかに感じるとき 9 69．2％
5 能力の高い上司につかえているとき 9 69．2％
6 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 8 61．5％
7 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 8 61．5％
8 目標を達成したとき 8 6t5％
9 会社の教育訓練に参加したとき 8 6t5％
10 お客さんから褒められたとき 8 61．5％
11 昇進したとき 7 53．8％
12 趣味を楽しんでいるとき 7 53．8％
13 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 6 46．2％
14 上司に褒められたとき 6 462％
15 勤務時間が自分に合っているから 6 46．2％
16 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 6 46．2％
17 仕事に張り合いを感じるとき 5 38．5％
18 職場環境が改善されたとき 5 38．5％
19 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 5 38．5％
20 家に帰って、家族と団樂しているとき 5 38．5％
21 重要な仕事を任されたとき 4 30．8％
22 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 4 30．8％
23 会社の将来の発展計画を知ったとき 3 23．1％
24 賞与をもらったとき 3 23．1％
25 養老保障制度が整備されているから 3 23．1％
26 昇給したとき 2 15．4％
27 住宅基金があるから 1 7．7％
28 降温費・取暖費をもらったとき ? 7．7％
29 有給休暇が整備されているから 1 7．7％
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表19やる気を感じる要素一短大卒一
項　　目 人数 ％
1 趣味を楽しんでいるとき 2 100．0％
2 自分の能力を発揮できたとき 2 100．0％
3 職場の人間関係は和やかに感じるとき 2 100．0％
4 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 2 　　　5P00．0％
5 目標を達成したとき 2 100．0％
6 昇進したとき 1 50．0％
7 お客さんから褒められたとき 1 50．0％
8 上司に褒められたとき 1 50．0％
9 賃金水準が世間並みだと知ったとき 1 50．0％
10 賞与をもらったとき 1 50．0％
11 正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 1 50．0％
12 会社の教育訓練に参加したとき 1 50．0％
13 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 1 500％
14 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 1 50．0％
15 家に帰って、家族と団樂しているとき 1 50．0％
16 重要な仕事を任されたとき 1 50．0％
17 仕事に張り合いを感じるとき 1 500％
18 職場環境が改善されたとき 1 50．0％
19 養老保障制度が整備されているから 0 00％
20 住宅基金があるから 0 00％
21 降温費・取暖費をもらったとき 0 0．0％
22 有給休暇が整備されているから 0 00％
23 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 0 00％
24 能力の高い上司につかえているとき 0 0．0％
25 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 0 0．0％
26 勤務時間が自分に合っているから 0 00％
27 昇給したとき 0 α0％
28 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 0 00％
29 会社の将来の発展計画を知ったとき 0 00％
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表20　高学歴者のやる気を感じる要素一大学卒業者一
項　　目 人数 ％
1 賃金水準が世間並みだと知ったとき 42 95．5％
2 自分の能力を発揮できたとき 40 90．9％
3 能力の高い上司につかえているとき 38 86．4％
4 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 36 81．8％
5 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 33 75．0％
6 趣味を楽しんでいるとき 33 750％
7 お客さんから褒められたとき 32 72．7％
8 上司に褒められたとき 31 705％
9 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 31 70．5％
10 職場の人間関係は和やかに感じるとき 31 705％
11 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 30 68．2％
12 会社の教育訓練に参加したとき 29 65．9％
13 勤務時間が自分に合っているから 26 59．1％
14 昇進したとき 25 56．8％
15 正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 25 56．8％
16 職場環境が改善されたとき 22 50．0％
17 家に帰って、家族と団樂しているとき 17 38．6％
18 重要な仕事を任されたとき 17 38．6％
19 仕事に張り合いを感じるとき 17 38．6％
20 目標を達成したとき 17 38．6％
21 養老保障制度が整備されているから 12 27．3％
22 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 12 27．3％
23 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 判 25．0％
24 賞与をもらったとき 11 25．0％
25 会社の将来の発展計画を知ったとき 9 20．5％
26 昇給したとき 6 13．3％
27 住宅基金があるから 3 6．8％
28 降温費・取暖費をもらったとき 2 4．5％
29 有給休暇が整備されているから 1 2．3％
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表21転職経験（ない）とやる気を感じる要素
項　　　目 人数 ％
1 趣味を楽しんでいるとき 10 100．0％
2 賃金水準が世間並みだと知ったとき 9 90．0％
3 お客さんから褒められたとき 9 90．0％
4 上司に褒められたとき 8 80．0％
5 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 8 80．0％
6 能力の高い上司につかえているとき 7 70．0％
7 勤務時間が自分に合っているから 7 70．0％
8 自分の能力を発揮できたとき 7 70．0％
9 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 7 70．0％
10 職場の人間関係は和やかに感じるとき 7 70．0％
11 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 7 70．0％
12 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 7 70．0％
13 仕事に張り合いを感じるとき 6 60．0％
14 会社の教育訓練に参加したとき 6 60．0％
15 昇進したとき 5 50．0％
16 職場環境が改善されたとき 5 50．0％
17 賞与をもらったとき 4 40．0％
18 家に帰って、家族と団樂しているとき 3 30．0％
19 目標を達成したとき 3 30．0％
20 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 2 20．0％
21 養老保障制度が整備されているから 2 20．0％
22 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 2 20．0％
23 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 2 20．0％
24 住宅基金があるから 1 10．0％
25 降温費・取暖費をもらったとき 1 10．0％
26 会社の将来の発展計画を知ったとき 1 10ρ％
27 重要な仕事を任されたとき 1 10．0％
28 有給休暇が整備されているから 0 0．0％
29 昇給したとき 0 0．0％
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表22転職経験（1回）とやる気を感じる要素
項　　　目 人数 ％
1 賃金水準が世間並みだと知ったとき 14 100．0％
2 自分の能力を発揮できたとき 14 100．0％
3 能力の高い上司につかえているとき 12 85．7％
4 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 12 85．7％
会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 12 85．7％【???
上司に褒められたとき 羽 78．6％
7 趣味を楽しんでいるとき 11 78．6％
8 職場の人間関係は和やかに感じるとき 10 71．4％
9 職場環境が改善されたとき 10 71．4％
10 お客さんから褒められたとき 10 71．4％
11 会社の教育訓練に参加したとき 10 71．4％
12 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 10 71．4％
13 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 9 64．3％
14 昇進したとき 9 64．3％
15 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 9 64．3％
16 勤務時間が自分に合っているから 8 57」％
17 重要な仕事を任されたとき 8 57．1％
18 仕事に張り合いを感じるとき 6 42．9％
19 家に帰って、家族と団樂しているとき 6 42．9％
20 目標を達成したとき 5 35．7％
21 養老保障制度が整備されているから 5 35．7％
22 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 5 35．7％
23 賞与をもらったとき 4 28．6％
24 昇給したとき 3 21．4％
25 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 3 2t4％
26 会社の将来の発展計画を知ったとき 3 21．4％
27 住宅基金があるから 1 7．1％
28 降温費・取暖費をもらったとき 0 0．0％
29 有給休暇が整備されているから 0 0．0％
表23転職経験（2回）とやる気を感じる要素
項　　　目 人数 ％
1 自分の能力を発揮できたとき 12 10α0％
2 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 12 100．0％
3 賃金水準が世間並みだと知ったとき 11 91．7％
4 能力の高い上司につかえているとき 11 91．7％
5 お客さんから褒められたとき 10 83．3％
6 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 9 75．0％
7 会社の教育訓練に参加したとき 9 75．0％
8 職場の人間関係は和やかに感じるとき 9 75．0％
9 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 9 75．0％
10 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 8 66．7％
11 昇進したとき 8 66．7％
12 趣味を楽しんでいるとき 7 58．3％
13 上司に褒められたとき 7 58．3％
14 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 6 5α0％
15 目標を達成したとき 6 50．0％
16 勤務時間が自分に合っているから 6 50．0％
17 家に帰って、家族と団樂しているとき 5 41．7％
18 仕事に張り合いを感じるとき 5 41．7％
19 職場環境が改善されたとき 4 33．3％
20 重要な仕事を任されたとき 4 33．3％
21 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 4 33．3％
22 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 3 25．0％
23 養老保障制度が整備されているから 3 25．0％
24 昇給したとき 2 16．7％
25 会社の将来の発展計画を知ったとき 2 16．7％
26 賞与をもらったとき 1 8．3％
27 住宅基金があるから 1 8．3％
28 降温費・取暖費をもらったとき 1 8．3％
29 有給休暇が整備されているから 1 8．3％
lxi
表24転職経験（3回以上）とやる気を感じる要素
項　　目 人数 ％
1 賃金水準が世間並みだと知ったとき 9 90．0％
2 会社には互いに信頼し、協力し合う雰囲気があるから 9 90．0％
3 自分の能力を発揮できたとき 8 80．0％
4 能力の高い上司につかえているとき 8 80．0％
5 趣味を楽しんでいるとき 7 70．0％
6 職場の人間関係は和やかに感じるとき 7 70．0％
7 会社の管理職は互いに打ち解ける雰囲気があるから 6 60．0％
8 自分のアイディア・意見が受け入れられたとき 5 50．0％
9 目標を達成したとき 5 50．0％
10 お客さんから褒められたとき 5 50．0％
11 能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき 5 50．0％
12 勤務時間が自分に合っているから 5 50．0％
13 会社の教育訓練に参加したとき 5 50．0％
14 昇進したとき 4 40．0％
15 上司に褒められたとき 4 40．0％
16 苦労して仕事をやり遂げると、上司はその苦労をわかってくれるから 4 40．0％
17 職場環境が改善されたとき 4 40．0％
18 家に帰って、家族と団樂しているとき 4 40．0％
19 賞与をもらったとき 3 30．0％
20 養老保障制度が整備されているから 3 30．0％
21 会社の将来の発展計画を知ったとき 3 30∫）％
22 重要な仕事を任されたとき 3 30．0％
23 仕事に張り合いを感じるとき 3 30．0％
24 会社には改革に対する意見を積極的に受け入れる雰囲気があるから 3 30．0％
25 自分の目標は会社の目標と一致しているとき 2 20．0％
26 昇給したとき 1 10．0％
27 住宅基金があるから 0 00％
28 降温費・取暖費をもらったとき 0 00％
29 有給休暇が整備されているから 0 α0％
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